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3D モデルにおける電子透かし方法の開発 
 

大平 倫宏＊１）  大原 衛＊2）  山口 隆志＊1） 

 
A Study of Degital Watermarking for 3D models 

Norihiro Ohira＊１）,  Mamoru Ohara＊２）,  Takashi Yamaguchi＊１） 
 

A numerically stable digital watermarking for 3D model authentication is reported here. In 3D watermarking for preventing 
forgery, some watermarking methods that slightly perturb the positions of a subset of vertices are proposed.  However, these 
schemes have some numerical and security problems.  For example, one using floating-point arithmetic was pointed out to be 
unable to authenticate some cases correctly for numerical reasons. The other that uses integer arithmetic can be easily altered and 
the amount of embedded watermark data is small. We focused our attention on developing a new watermark method for resolving 
such problems. In the developed method, we could embed sufficiently more watermarking data than previous methods which is 
also numerically stable and secure against falsification. 
 
キーワード：3D モデル，電子透かし，改ざん防止 

Keywords：3D model,digital watermarking,protecting falsification  

 

1．まえがき 

現在，様々な場面で電子データの受け渡しが盛んに行わ

れている。その中でも，認証機関等が電子データを発行・

配布するケースにおいては，配布した電子データが利用者

によって改ざんされる問題があり得る。このような問題を

解決するために，従来から，電子データに対する電子透か

しの挿入・抽出技術が研究されてきたが，未だ本格的には

普及していない。特に，3 次元ポリゴンデータに対する電子

透かしについては，安全性の面などから実質的に使用可能

な方法が存在していないのが現状である。このような現状

を踏まえ，3D ポリゴンデータに対して改ざんを防止する安

全な電子透かし方法を開発したので報告する。 

2．開発方法 

 2．1 背景  ここで扱う 3 次元ポリゴンデータとは，図

1 に示すように，3 角形を基本のポリゴンとして表された 3
次元のモデルデータとする。基本的には，ポリゴンデータ

は多角形によって構成されており，また，多角形は 3 角形

の集合で表すことが可能であるため，3 角形のみによって構

成されたデータを対象とすることで十分である。また，通

常ポリゴンデータには，色や多角形の方向ベクトル等の情

報が付随している場合も存在するが，今回はそのようなデ

ータが存在しない場合でも可能な方法を対象としている。 
3 次元ポリゴンデータに対する改ざん防止用の電子透かし 

 
図 1. 3 角形により構成される 3次元モデルデータの模式図 

 
として，いくつかの報告がなされている。Boon-Lock Yeo と 
Minerva M. Yeung は，3 角形の頂点データに，その隣接頂点

の情報から得られる値を利用して情報を埋め込むという基

本的な方法を提唱した(1)。しかし，この方法はアルゴリズム

の収束性等の問題を抱えており，使用不可能な場合が多い

とされている。Chang-Min Cho と Din-Chang Tseng は，

Boon-Lock Yeo と Minerva M. Yeung の方法の欠点を踏ま

え，アルゴリズムの収束性などを考慮した方法を提示した(2)

が，浮動小数点数を用いた計算であるため，演算誤差の影

響から認証不可能な場合が存在するという問題点が指摘さ

れている。Wei-Bo らは，整数演算を用いることで認証可能

性については問題を解決した(3)が，逆に，電子透かしとして

の安全性を損ない埋め込めるデータ量が少ない方法となっ

ており，検知されることなく改ざん可能な部分が存在する

という問題が新たに生じた。これらを考慮して，本研究で

は，従来の方法の問題点を解消し，安全かつ埋め込み可能
＊１）情報技術グループ 
＊２）経営企画室 
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な情報量の多い方法を開発した。 
 

 2．2  開発方法  今回構築した埋め込みアルゴリズム

の手順は，以下のようになる。ここでは，3D データの 3 角

形を構成する頂点の座標を(x, y, z)としている。情報の埋め

込み箇所は，各座標データを浮動小数点数として，その仮

数部の下位ビットを入れ替える形で埋め込んでいる。この

ため，実際の埋め込み・抽出に必要とされる演算は全て整

数演算となるため，浮動小数点数の演算に付随する演算誤

差を回避することが可能となった。 
 
 (１)  電子透かし埋め込み方法  以下の手順で電子透

かしの埋め込みを行う。図 2 はフローチャートの形式でま

とめたものである。 
(E1)3D データの各頂点データに対して，その隣接頂点全

てを対応づけたデータ構造を作成する。 
(E2)それぞれの頂点を以下の 4 つの頂点に分類する。 
 
挿入頂点：調節頂点と一対一に対応する透かしを挿入す

る頂点。 
調節頂点：挿入頂点と一対一に対応し，隣接頂点との関

係から定まる重心の変化を防ぐ頂点。 
孤立頂点：隣接頂点が全て調節頂点となる頂点。透かし

を挿入する。 
それ以外の頂点：上記 3 つ以外の頂点。 
 
分類手順は， 

(i)全ての頂点を調節頂点の候補とする。 
(ii)頂点を特定の順番で順に全て調べていき，その頂点

の隣接頂点が全て調節頂点である場合は孤立頂点とす

る。そうではない場合は，隣接頂点の中に孤立点候補

点が存在する時に，その中から調節頂点を 1 つ決めて，

挿入頂点とする。その他の隣接頂点を調節頂点候補か

ら外す。 
とする。図 3 は図 1 に対して，この操作を行った場合の

例であり，頂点の周辺にある数字は頂点の番号を，●は

挿入頂点を，■は調節頂点を表しており，対応する挿入，

調節頂点を矢印で結んである。 
(E3)各頂点の種類に応じて，それを識別できるように，頂

点の x 座標に情報を埋め込む。 
(E4)各挿入頂点に対して，隣接頂点との関係から定まる重

心を求め，y 座標に，重心と透かし情報の排他的論理和を

埋め込む。z 座標には，重心と隣接頂点の座標から定まる

ハッシュ値との排他的論理和を埋め込む。 
(E5)各孤立頂点に対して，(E4)と同様に，y,z 座標に情報を

埋め込む。 

図 2. 電子透かし埋め込みフローチャート 

  

 
図 3. 図１のデータに対して，挿入頂点(●)と調節頂点(■)を決定 

      した例  
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 (２)  電子透かし抽出方法  同様に以下の手順で電子

透かしの抽出を行う。図 4 はフローチャートの形式でまと

めたものである。 
(A1)3D データの各頂点に対して，x 座標からその種類を

求める。 
(A2)各挿入頂点の重心を求めて，y 座標との排他的論理和

を計算することで，透かし情報を取り出す。z 座標につい

ても，同様にハッシュ値を取り出す。 
(A3)各孤立頂点に対して，(A2)と同様に，透かし情報とハ

ッシュ値を取り出す。 
(A4)透かしデータの認証を行う。取り出した透かし情報を

ハッシュ関数にかけて得たハッシュ値と，取り出したハ

ッシュ値を比較して，値が等しければ透かし情報が正し

いとする。値が等しくなければ，改ざんがあったとする。 
 

この方法では，x 座標への頂点の識別情報の埋め込み方法や

ハッシュ関数が秘密鍵として働くこととなる。また，認証

の際に，透かし挿入前のデータが必要となることは無い。

また，x, y, z 座標の役割をそれぞれ固定した方法を記述した

が，その構成方法を見ても分かるように，例えば，x 座標と

y 座標の役割を途中で交換したとしても，全体の方法として

は支障がない。さらに，(E2)で頂点を分類した際に存在する

「それ以外の頂点」に関しても，孤立頂点と同様にデータ

を埋め込む頂点とすることが可能である。 
 

3．評価 

実際に図 5 の STL 形式の 3D モデルデータに，本研究の

方法で頂点座標を表す浮動小数点数の仮数部の下位 5bit に

すかし情報を埋め込んだデータが図 6 である。注意として，

ここでは，2 つの図の色が違うが，本来 STL データには色

の情報がないため，分かりやすさのために濃淡の変換を行

っている。さらに，変化点を分かりやすくするために，2 つ

を重ね合わせた図を図 7 に示す。透かし処理により元のデ

ータより飛び出た部分が，斑点となってデータ上に現れて

いるが，モデルの形状にはほぼ変化はないと見て取ること

が出来る。埋め込み箇所を下位 5bit ではなく，さらに大き

なビット数を選択することも可能であるが，その分モデル

データのゆがみは大きくなる。また，埋め込みビット数を

減少させた場合には，モデルのゆがみ自体は小さくなる。 
 表 1 は従来の方法と今回開発した方法を比較した表であ

る。ここで，透かし挿入頂点数は，全ての頂点の中で透か

しを挿入可能な頂点の数を表しており，透かしとして埋め

込めるデータ容量に比例している。従来法(2)では浮動小数点

演算を用いるため，誤差のため認証不可能となるケースが

あり，従来法(3)では埋め込み部分以外の改ざんを行っても検

知することが出来ないなどの問題点がある。しかし，今回

開発した方法では，そのような問題はなく安全な方法とな

っている。また，埋め込めるデータ容量について，従来法

では，経験的に表のようなデータ容量となることが知られ

ている(2) (3)。提案法は，その構成方法より，従来法(2)と同様

のデータ容量となり，従来法に比べて劣っていない。 
 
 

電子透かし抽出開始

未走査頂点があるか？

1つの頂点を選択する

挿入頂点か？

y,z座標から透かし情報と
ハッシュ値を取り出す

透かし情報の認証を行う

終了

X座標から頂点の種類を
特定する

孤立頂点か？

y,z座標から透かし情報と
ハッシュ値を取り出す

透かし情報の認証を行う

Yes

No

Yes

Yes

No

No

 

図 4. 電子透かし抽出フローチャート 

 
 
 

 

図 5. 電子透かし挿入対象 3 次元モデル 
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表 1. 従来法との比較 

評価項目 既存法(2) 既存法(3) 提案法 

透かし挿入頂点数 総頂点の約 38-45% 総頂点の約 20-30% 総頂点の約 38-45% 

演算誤差の影響 ある ない ない 

透かしによる 3D モデルの変化 埋め込む透かしの情報量による 情報量・安全性とのトレードオフ 埋め込む透かし情報量による 

安全性 認証不可能な場合が存在する 埋め込み部分以外の改ざんが可能 安全 

 

 
 
 

 

図 6. 電子透かし挿入後の 3 次元モデル 
 
 
 
 

 

図 7. 図 4 と図 5 を重ね合わせたモデル 

 

 

 
 

4．まとめと今後の課題 

既存の方法の問題点を解消した，3D モデルデータに対す

る新たな電子透かし方法の開発を行った。整数演算を用い

て，演算誤差の影響の無い方法を構築することに成功し，

従来の方法に比べて劣ることのない情報量を透かし情報と

して埋め込むことが確認できた。ここで開発した電子透か

し方法は，特許出願（出願番号 2011-026993「情報処理装置，

コンピュータプログラム，および情報処理方法」）を行った。 
今後，3D モデルデータの移動，回転，縮小等のアフィン

変換に対して，有効でかつ演算誤差の影響のない方法を開

発することが望まれる。 
（平成 23 年 5 月 19 日受付，平成 23 年 8 月 2 日再受付） 
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バススヌーピング方式によるリアルタイムタスクトレーサ IP の開発 
 

武田 有志＊１）  岡部 忠＊１）  仲村 将司＊１）  佐藤 研＊２） 

 
Development of a real-time task tracer IP based on bus snooping methods 

Yuji Takeda＊１）,  Tadashi Okabe＊１）,  Masashi Nakamura＊１）,  Ken Sato＊２） 
 

Recently, the use of RTOS is advanced in a multi-core processor on FPGA/SoC, and to watch the task transitions is important 
when confirming dead-lock conditions and operations of real-time processing. However, the conventional methods which use 
software hook processes or processor specific hardware, i.e. the ICE, are not suitable for lengthy real-time monitoring without 
processor loading. Then, we have developed a task tracer IP to extract only task transitions by snooping a general-purpose bus of 
FPGA/SoC. This IP consists of several taps and a master, and the selectivity of communication I/F that transmits the trace data 
and the core scalability are improved. Moreover, it can compress the trace data through difference operations and variable length 
coding. A 46.3% reduction in traffic was confirmed as a result of actually tracing the TCB access by the TOPPERS kernel. 
 
キーワード：FPGA/SoC，マルチコアプロセッサ，リアルタイム OS，タスクトレース，データ圧縮 

Keywords：FPGA/SoC, multi-core processor, RTOS (Real-Time OS), task trace, data compression 

 

1．まえがき 

近年の組込みシステムでは，イーサネットや USB 等の

様々な通信処理が必須であり，RTOS（Real-Time OS）を使

ったアプリケーション開発が進められている。一方，

FPGA/SoC では，任意数のプロセッサコアを搭載できるた

め，既に構築されたシステムへの機能の拡張として，マル

チコア化するための開発基盤が整えられつつある。RTOS の

挙動を把握する方法としては，タスクトレース(１)が有用で

あり，デッドロックやリアルタイム性の確認に不可欠であ

る。また，トレース結果は，プロセッサ負荷の空き状況を

解析することで，コアへのタスクの振り分け方や，実装チ

ップを低コスト化するための指標に活用できる。 
本研究では，FPGA/SoC の汎用バスを監視して，タスク遷

移を抽出してリアルタイムに監視できるトレーサ IP を開発

した。本 IP はタップとマスタで構成され，タップとマスタ

間には FPGA/SoC の汎用バスで接続される。そのため，タ

ップを追加することで任意のコア数に対応できる。また，

トレース情報を送信する通信 I/F用コントローラについても

マスタと汎用バスで接続されており，通信量の増大に柔軟

に対応できる。さらに，本マスタでは，トレース情報の差

分化と可変長化によるデータ圧縮を行っており，通信量を

削減することが可能である。 

2．従来のトレース方法 

従来のトレース方法は，ソフトウェアによるものと，専

用ハードウェアによるものの 2 つに分類できる。ソフトウ

ェアによる方法では，OSのサービスコールの呼出し前後に，

トレース情報を書き出すための処理を挿入することで実現

しており，トレース条件等を自由に設定できるという利点

がある。しかし，この方法では，プロセッサに負荷が伴う

ことから，トレース処理の有無によって異なる動作を引き

起こす。また，プロセッサ自体が何らかの要因によってト

レース処理を実行できない状態に陥った場合には，ソフト

ウェア的な要因であるのかハードウェア的な要因であるの

か，原因究明が困難である。 

一方，専用ハードウェアによる方法では，プロセッサそ

のものを，トレース機能を持ったプロセッサに置き換える

ことで実現している。一般的には ICE (In Circuit Emulator)と
呼ばれる。ソフトウェアによる方式と比べて前述の問題は

発生しないが，プロセッサで実行されるすべての命令がト

レースされることから，粒度が細かい半面，プロセッサの

処理速度に追従できる高速なインタフェースとメモリが必

要となるため，一般的には高コストである。また，メモリ

量に制限があることから，製品出荷前などの連続的なテス

トには不向きである。 
FPGA/SoC では，トレース機能に JTAG を利用した実現例

が存在する(２)。しかし，JTAG は低速であり，FPGA の内部

メモリに一度蓄積する方式が採られている。よって，前述

の専用ハードウェアによるものと機基本的には同じ原理で

ある。 

3．バススヌーピング方式によるトレーサ IP 

我々が開発したトレーサ IP の設計指針は，次に示す通り
＊１）情報技術グループ 
＊２）電子・機械グループ 
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である。 
 (１) コアへの負荷をゼロ  ソフトウェアによるトレース

では，トレース情報を一度内部のリングバッファ（FIFO）

に蓄積し，通信処理が行われる。この部分をハードウェア

化，コアとは別に，並列動作させることで実現する。また，

トレース情報の取得には，バスアクセスと同期して取り出

せるように実現する。 
 (２) スケーラビリティ確保  FPGA/SoC では，プロセ

ッサを任意のコア数で構成できることが利点である。その

利点を活かすには，コア数増加に対して柔軟に対応できる

ことが必要である。よって，FPGA/SoC の汎用バスを活用

したアーキテクチャとする。 
 (３) 通信 I/F の選択性向上  選択性を向上することで，

ローカル PC での監視だけでなくリモートでの利用が可能

になる。そのためには，通信用コンポーネントとの接続性

が重要であり，(２)と同様に汎用バスで構成する。通信の

単位データ長は，RS-232C 等のレガシな通信 I/F で利用可

能なように 1 バイト（8 ビット）を基準とする。 
 (４) トレースデータ量増大への対応  マルチコア構成

では，シングルコアに比べて単純に N 倍のトレース情報が

出力される。これに対応するには，後解析で再現可能なレ

ベルにまでにデータ自体を削減し，また，リアルタイム圧

縮を試みる。  
図１は，以上の設計指針の元で構築したトレーサ IP のア

ーキテクチャを示している。トレーサ IP は，マスタとタッ

プ，そして，通信 I/F 用コントローラで構成されている。タ

ップは各コアに接続されており，バスアクセスからトレー

ス情報を取得する機能を持つ。また，マスタは複数のタッ

プを走査し，タップで取得したトレース情報を通信 I/F 用コ

ントローラに受け渡す機能を持つ。 
タップとマスタ間，および，マスタと通信 I/F 用コントロ

ーラ間は，汎用バスを通じて接続されており，コア数に対

するスケーラビリティと通信 I/F の選択性が高められてい

る。すなわち，コア数が増加した場合にはタップを追加す

ることで対応し，トレース情報の転送量が増大した場合に

はマスタと通信 I/F を追加することで対応可能となる。今回

の開発では，汎用バスに大手 FPGA ベンダの 1 つである

Altera 社の Avalon Bus(３)を選定しているが，Xilinx 社の

FPGA/SoC においても PLB（Processor Local Bus）(４)を参照

することで，同様の構成で実現可能である。 

4．内部構成 

 4．1 タップ部  図２に示すように，タップ部は命令検

出器とデータ検出器，そして，これらの検出結果を結合す

るバインダと前回値との差分を取るブロックで構成されて

いる。命令検出器およびデータ検出器は，検出アドレス設

定レジスタが示すメモリ領域がアクセスされた際に検出信

号を出力する。バインダは，検出信号の発行順序によって，

命令検出器およびデータ検出器で検出した際のアドレスと

データを保存する。また，命令検出器において検出された

時刻は，マスタから供給されるタイムスタンプカウンタか

ら取得され，バインダで得られた情報とともにトレース情

報として記録される。トレース情報が記録されるとタップ

は割込み信号を発行し，マスタから読込み要求があるまで

現在のトレース情報を保持する。 
図３はトレース情報の構造を表しており，32 ビットのア

ドレス／データバスを用いた場合を示している。valid はタ

ップから割込み信号が発行された後，次のトレース情報で

更新される前にマスタによって読み取られたかどうかを表

し，情報の受け渡しが間に合っているかどうかの判断に利

用できる。tap ID は，トレース情報を取得したタップを識別

するための値である。1 トレースのデータ長は 128 ビットで

あるが，これは Avalon Bus において設定できるバス幅は最

大 1024 ビットであり， 1 サイクルで十分に読み出せる。 

 

図 2. タップ部のハードウェア構成 

 

 
図 3. トレース情報のデータ構成 図 1. トレーサ IP のアーキテクチャ 
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アドレスおよびデータに記録される値は，前回送り出し

た値との差分である。命令アドレスは，命令キャッシュと

同様にアクセスの局所性がある可能性が高く，また，デー

タアドレスは，同一タスク内であれば同じ TCB を参照する

可能性が高い。したがって，差分としたのは，少ないビッ

ト数で表せる可能性が高いからである。一方，タイムスタ

ンプでも同様のことが言えるが，タイムスタンプは，複数

のタップから集められることに着目すると，マスタで差分

を取った方が小さくなるため，差分処理はマスタで実施す

る。差分の演算方法としては，代表的な排他的論理和もし

くは減算によって行い(５)，実トレースから最適な方法を選

択する。 
4．2 マスタ部  図４に示すように，マスタ部はタップ

からトレース情報を一時蓄積するための FIFO，タイムスタ

ンプに対して差分を取るためのブロック，トレース情報を 8
ビット単位の可変長データに変換するブロック，そして，

全タップに現在時刻を供給するタイムスタンプカウンタか

ら構成されている。一方，図５は，可変長データに変換す

る際の流れを示している。送信時において 7 ビット単位で

区切られた各データの先頭には，下位の値が存在するか否

か示す 1 ビット値が付加され，可変長データの終端が判別

できる仕組みとなっている。 

 

差分で表されたすべてのデータは，上位側のビット列に 1
または 0 が連続して現れることが期待される。そこで，図

５の圧縮ではデータを上位から 7 ビット区切りで走査し，

同じ値のビットが存在する限り当該バイトを送信しない流

れとなっている。最後に送信する 1 バイトには，送信され

なかった上位ビットを復元するために，MSB の 1 ビットが

付加される。 

5．評価 

開発したトレーサ IP を用い，実際に TCB 全領域を対象と

したタスクトレースを行った。タスク遷移のみを取得する

場合には TCB 全領域である必要性は無いが，オフセット演

算が必要となりハードウェア量が増えるため，そのように

設定している。 
 5．1 実装した FPGA 環境  実装した FPGA ボードは，

terasic 社 DE1 であり，Cyclone II EP2C20F484 が搭載されて

いる。プロセッサは，Altera 社の Nios II/e×1，メインメモ

リである SDRAM，そして，いくつかのペリフェラルで構成

され，Nios II/e と SDRAM のクロック周波数は，それぞれ

100MHz，50MHz である。また，トレース情報を取り出す通

信 I/F には，FTDI 社の FT2232H を用いた(６)。FT2232H は，

パソコンでの仮想シリアル通信が可能な USB2.0 High Speed
の汎用チップであり，最大の実効転送レートは 220Mbps で

ある。 
使用した RTOS は，μ ITRON として有名な TOPPERS/JSP

および TOPPERS/FMP(７)である。アプリケーションプログラ

ムは，温度センサから得られた温度データを RS-232C で送

信するものであり，タスク構成は，LED，LCD 等の表示，

RS-232C 等の通信，そして，A/D 変換，の複数から成る。タ

スクの実行タイミングとしては，カーネルのディスパッチ

単位時間 1 msec 内に複数タスクが同時にディスパッチでき

る状況を設定した。 
 5．2 対応可能コア数  最大のデータ転送量を計測する

ため，タスク遷移間の最大トレース数を求めた。その結果，

87.3 トレース/msec であることが確認された。1 トレー 

75%

50%

25%

0%

100%

inst
address

data
address

time-
stamp

data
content

sub. with sign bit xor with sign bit
xor without sign bitsub. without sign bit

図 6. 差分方法による圧縮率の違い 

 

図 4. タップ部のハードウェア構成 

 

図 5. トレース情報の圧縮 
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スは，図３に示すように 16 バイトで構成されていることか

ら，1 コア当たりの通信速度は 11.2Mbps となる。FT2232H
の最大転送速度は 220Mbps であることから，データ長が 128
ビット固定の場合には，19.6 コアまで対応可能である。 
一方，図６は，トレース情報の各値に対する差分化の方

法として，減算（sub），排他的論理和（xor）および符号ビ

ット有無を選択することにより圧縮率に違いが現れるかを

示している。この結果，タイムスタンプとアドレスに対し

てデータ圧縮が有効であることが分かる。 
圧縮率が最大となる組合せでは 46.3%の削減，ハードウェ

ア量の抑制に全て符号ビット有っとした圧縮率が最大とな

る組合せでは 45.2%の削減が可能である。したがって，今回

の FPGA 環境においては，35.8 コアまで対応できる。以上

の結果から，高コストの ICE を利用せずに，安価な汎用

USB2.0 チップでのマルチコアのタスクトレースが可能であ

る。 
 5．3 ハードウェア量  図７は，コア数に対するハード

ウェア使用量を示している。論理合成には，Quartus II 10.0 
Build 262 を用いた。タップは，コアに対して 46.6%のハー

ドウェア量が必要であり，マスタと比べて 3 倍程度となっ

ている。今回使用した EP2C20F484 は，20k 個の Logic 
Elements を有しており，最大 3 コアまで構成することが可

能である。EP2C20F484 は比較的小規模の FPGA である。以

上の結果から，開発したトレーサ IP は，比較的小規模の

FPGAにおいても十分に1チップ内に収めて実装できること

が確認された。 

6．おわりに 

本論文では，次の特徴を有する RTOS 向けトレーサ IP を

開発した結果について述べた。 
 コアに対する負荷をゼロとするためバススヌーピング

方式を採用。 
 コア数増加に対するスケーラビリティを確保し，通信

I/F の選択性を向上するための FPGA/SoC の汎用バス

を活用したアーキテクチャ。 
 トレースデータ量の増大に対応するためのトレース情

報の圧縮。 
さらなる通信量の削減としては，次の方法が考えられる。

今回の実装では TCB 領域全体に対してトレースを行った

が，タスクがディスパッチされるのは，タスク制御ブロッ

ク（TCB）に対してスタックポインタとプログラムカウンタ

が（TCB_sp）（TCB_pc）からロード命令によって復元され

る時である。今回の実装における TCB 領域の場合，JSP で

は 32 バイトごとに，FMP では 80 バイトごとに連続して並

んでいる。そこで，さらに通信量を削減するには，TCB 内

のオフセットを計算し，そのオフセットが前述のロード命

令のオフセットであるか否かを判断できるテーブルを用意

することで実現できる。 
また，ディスパッチされているタスクでは，TCB のアク

セス順序に偏りがある。よって，生起確率が最も高い次の

アクセスをテーブルで表現し，予測から外れたときだけデ

ータを送ることで，データアドレスの転送を省略できる。

また，データ値は，リード／ライトの両方がトレースされ

る仕組みとなっているため冗長性が高い。よって，データ

値に対するキャッシュを用意し，同じ値が来たかどうかを

判定して，データ転送を省くことができる。 
今後の発展性としては，次のことが挙げられる。本 IP で

はトレース情報を汎用バスで受け渡すことが可能である。

よって，トレース情報を FPGA 内部で参照することにより，

タスクが正常なサイクルで動作しているか，自己監視に利

用できる。また，近年のセキュリティ問題により，OS に対

する更新が頻繁に起こっている今日，更新後の OS がタイミ

ング的に許容範囲内に収まるかを検証する際に有効であ

る。 

（平成 23 年 5 月 19 日受付，平成 23 年 7 月 1 日再受付） 
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図７. コア数に対するハードウェア使用量 
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力率改善アダプタの開発 
 

重松 宏志＊１）  長谷川 孝＊２）  金岡 威＊１）  三上 和正＊３）  小林 丈士＊１） 

 
Development of Power Factor Correction Adaptor 

Hiroshi Shigematsu＊１）,  Takashi Hasegawa＊２）,  Takeshi Kanaoka＊１）,  Kazumasa Mikami＊２）,  Takashi Kobayashi＊３） 
 

We developed a Power Factor Correction Adaptor for low power factor and low power consumption electronic devices. 
Normal electronic devices without Power Factor Correction function have a power factor of around 0.6. The developed adaptor 
results in a power factor of more than 0.9 and can be used for less than or equal to 50W devices. This means effective energy 
utilization and reduction of harmonics (electrical pollution). 
 
キーワード：力率改善，力率，アダプタ，PSoC 

Keywords：Power Factor Correction, Power Factor, Adaptor, PSoC 

 

1．まえがき 

国策としてクリーンなエネルギー活用が進展している今

日でも，低消費電力の機器において，低力率（60％程度）

の製品が出回っている。低力率の機器が増加すると，変電

所等から供給される搬送電力の設備効率が低下するだけで

なく，ひずみ電流が増加し他の機器への誤動作等の悪影響

となる。 
本研究では，OA 機器等の消費電力 50W 以下の電気機器

を対象とした力率改善（90％以上）用のアダプタ装置を開

発した。本開発品を活用することで，電力の効率化・クリ

ーン化を図るとともに，電力線内のひずみ電流の減少や，

周辺機器へのノイズ対策を図ることを目的とした。 

2．開発内容 

 2．1 力率改善アダプタの概要  力率改善アダプタは，

力率改善回路，DC－DC コンバータ回路および DC－AC イ

ンバータ回路の三つの回路から構成される。各回路の動作

を以下に説明する。 
力率改善回路は商用電源（50Hz または 60Hz・単相・100V）

を入力とし，直流 200V を出力する。DC－DC コンバータ回

路は，力率改善回路の出力である直流 200V を入力とし，直

流 125V を出力する。DC－AC インバータ回路は DC－DC
コンバータ回路の出力である直流 125V を入力とし，擬似正

弦波（55Hz・単相・100V）を出力する。 
 力率改善回路の制御用 IC としてオン・セミコンダクタ

ー社製 Power Factor Controller MC33260 を採用し，DC－DC

コンバータおよびDC－ACインバータ回路の制御用 ICとし

てサイプレス社の PSoC (Programmable System-on-Chip)を採

用した。 
なお，上記概要を表したブロック図を図 1 に示し，力率改

善アダプタの外観図を図 2 に示す。 

 

 
図 2.  力率改善アダプタの外観 

＊１）電子半導体技術グループ 
＊２）城東支所 
＊３）実証試験セクター 

図 1. 力率改善アダプタの概要 
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 2．2 力率改善回路  力率改善回路の回路図を図３に示

す。L1，Q1，D2，C2 および C3 からなる主回路は，昇圧チ

ョッパー回路を形成している。主回路は，AC100V を D1 で

整流し C1 で平滑化した波形を入力として，力率を改善しつ

つ DC200V を出力する。 
主回路の制御は U1 (2.1 項で述べた MC33260）が行ってい

る。U1 は，R3 を介して 1 番ピンに流入する電流で出力電圧

をセンシングする。同時に R2 に発生する電位差を 4 番ピン

に取り込み，L1 に流れる電流が 0A になる瞬間を検出して

いる。この 2 つの情報を元に，7 番ピンに 15V ないし 0V を

出力することで，Q1 をオンオフし，力率改善しつつ DC200V
を出力する。なお，C4 は U1 内部にある抵抗と組み合わさ

ることで，ローパスフィルタを形成している。C5 は内部オ

シレータ用のコンデンサである。R4 は R2 との組み合わせ

で，過電流保護機能を働かせる電流値を決定している。(1) 
C1，L1，R2，R3，R4，C4，および C5 の値は MC33260 の

データシートに基づき，入手性を勘案して決定した。アダ

プタの想定負荷消費電力 50W に対し，余裕を持たせ，力率

改善回路の出力電力は 80W とした。また L1 に流れる電流

の過電流保護機能が動作開始する電流値を 3.5A 程度とし

た。 
 2．3 DC-DC コンバータ回路  DC－DC コンバータ回路

の回路図を図４に示す。Q2，Q3，L2，C10 および C11 から

なる主回路は，同期整流方式の降圧チョッパー回路を形成

している。力率改善回路の出力である DC200V を入力とし，

DC125V を出力する。 
主回路の制御は U2 (2.1 項で述べた PSoC）が行っている。

U3 は，U2 からの制御信号に基づき，Q2 および Q3 のゲー

トを駆動している。D3 および C9 は，Q2 の駆動に必要なブ

ートストラップ回路である。Q2 と Q3 で DC200V を周波数

50kHz でオンオフし，チョークコイル L2 およびセラミック

コンデンサ C10 と電解コンデンサ C11 で平滑化し，DC125V
を出力する。Q2 および Q3 に貫通電流が流れないよう，デ

ッドバンドを約 2μs 設けている。 
2．4 DC－AC インバータ回路  DC－AC インバータ回路

の回路図を図５に示す。Q4，Q5，Q6 および Q7 からなる主

回路は，フルブリッジ回路を形成している。DC－DC コン

バータ回路の出力である DC125V を，AC100V の擬似正弦

波に変換して出力する。 
主回路の制御は，DC－DC コンバータ回路を制御している

U2 が，同時に行っている。U4 は，U2 からの制御信号に基

づき，Q4 および Q5 のゲートを駆動している。U5 は，U2
からの制御信号に基づき，Q6 および Q7 のゲートを駆動し

ている。Q4 および Q7 が同時にオン動作をするとき，Q5 と

Q6 はオフ状態にある。逆に Q5 および Q6 が同時にオン動作

をするとき，Q4 と Q7 はオフ状態にある。この 2 つの状態

を 55Hz の周波数で切り替える。切り替える際に Q4，Q5，
Q6 および Q7 が同時にオン状態にならないよう，また電圧

実効値が 100V になるよう，デッドバンドを約 2ms 設けてい

る。 

図 3. 力率改善回路の回路図 

図 4.  DC-DC コンバータ回路の回路図 
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 2．5 PSoC の内部構成  図４と図５で制御用 IC として

示した U2（PSoC）の内部構成を図６に示す。PSoC は，開

発者がユーザーモジュールなる回路を指定し，配置配線す

ることで，内部にアナログ・デジタル混在回路を形成でき

る。 
24MHz のクロックを 2 分周した 12MHz のクロックを，8

ビットデッドバンド PWM なるユーザーモジュールに供給

している。このユーザーモジュールは 12MHz のクロックを

240 分周（50kHz）し，約 71%のデューティー比の矩形波を

Phase1 に，その反転信号を Phase2 に出力し，信号変化時に

Phase1 と Phase2 が Low の状態を 2μs 作り出す。この部分

が DC－DC コンバータ主回路を制御している。 
32kHzのクロックを 16ビットデッドバンド PWMなるユー

ザーモジュールに供給している。このユーザーモジュール

は 32KHz を 582 分周（約 55Hz）し，約 50％のデューティ

ー比の矩形波を Phase1 に，その反転信号を Phase2 に出力し，

信号変化時に Phase1 と Phase2 が Low の状態を約 2ms 作り

出す。同時にデジタルバッファなるユーザーモジュールを

介して各 Phase 信号を分岐している。この部分が DC－AC
インバータ主回路を制御している。 
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 2．6 制御用 IC 電源回路  制御用 IC 電源回路を図７に

示す。L3 および L4 は，図 3 の L1 および図 4 の L2 の外側

に逆巻方向で１１ターン巻き付けることによって形成され

たコイルである。L3 の５ターン目を D9 および R14 を介し

て DC5V に，１１ターン目を D6 および R12 を介して DC15V
に接続している。L4 の５ターン目を D10 および R15 を介し

て DC5V に接続し，１１ターン目を D7 および R13 を介し

て DC15V に接続している。 
電源を投入すると，最初に DC141V から R11 を介して

DC15V に電源供給され，U1 が起動し力率改善回路が動き始

める。これにより L3 から電源供給が開始され，U2 が起動

し DC－DC コンバータ回路が動き始め，これを受け L4 から

も電源供給が開始され，以降 U1 および U2 に安定的な電源

供給が継続的になされる。 

図 7. 制御用 IC 電源回路の回路図 

図 5. DC-AC コンバータ回路の回路図 

図 6. PSoC の内部構成 
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3．結果 

 3．1 効率測定  スライダックで電圧調整した商用電源

AC100V・50Hz を測定用電源とし，摺動抵抗器を負荷とし

て用いて効率の測定を行った。力率改善アダプタの出力電

力が，10W，20W，30W，40W，および 50W になるよう摺

動抵抗器を設定し，各出力状態で 5 分間放置した後，1 秒間

隔で 1 分間効率測定を行った。得られた出力電力および効

率の各 60 サンプル分を平均し，その値を元に描いたグラフ

を図８に示す。10W の時の効率は約 75%，20W の時の効率

は約 84%，30W の時の効率は約 86%，40W および 50W の

時の効率は約 87%である。データ測定には横河電機株式会

社製 WT1600 を用いた。 
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出力電力(W)

効
率
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)

 

図 8. 出力電力と効率 
 

 3．2 LED 電球による力率改善の確認  スライダックで

電圧調整した商用電源 AC100V・50Hz を確認用電源とし，

LED 電球 2 個（15.4W）を並列接続したものを負荷として，

力率改善アダプタの効果を確認した。図９に LED 電球のみ

動作させた場合の電圧波形と電流波形を，図１０に力率改

善アダプタを介し LED 電球を動作させた場合の電圧波形と

電流波形を示す。 

 
図 9. LED 電球のみ動作させた場合の電圧電流波形 

 
図９の電流波形と図１０の電流波形を比較すると，電流波

形のひずみが改善されていることが確認できる。LED 電球

のみ動作させた場合の力率は 0.6 であった。これに対し，力

率改善アダプタを介し LED 電球を動作させた場合，力率改

善アダプタの入力力率が 0.97 に改善された。なお，LED 電

球のみ動作させた場合および力率改善アダプタを介し LED
電球を動作させた場合とも，5 分間放置した後，1 秒間隔で

1 分間測定を行った。得られた各 60 サンプル分を平均した

値に基づいて力率を算出した。データ測定には横河電機株

式会社製 WT1600 を用いた。 

 
  図 10. 力率改善アダプタを介し LED 電球を動作させた場合の 

     電圧電流波形 

4．まとめ 

オン・セミコンダクター社製 Power Factor Controller 
MC33260 とサイプレス社の PSoC(CY8C29466-24PXI)をコン

トローラーとして，力率改善回路，DC－DC コンバータ回

路および DC－AC インバータ回路の三つの回路から構成さ

れる力率改善アダプタを作成した。効率を測定すると，消

費電力 10W のとき約 75%，消費電力 50W のとき約 87%で

あった。また力率約 0.6 の LED 電球を負荷とすると力率約

0.97 と力率改善されることを確認した。我が国では，低消

費電力の機器において，低力率の製品が出回っている。今

後安全対策，小型化，低コスト化を進めれば，これら力率

改善機能を有しない電気機器にこのアダプタを用いること

で，手軽に力率改善機能を付加できるようになると考える。 
（平成 23 年 5 月 18 日受付，平成 23 年 6 月 23 日再受付） 

文   献 

(1) Semiconductor Components Industries LLC : MC33260 GreenLine
Compact Power Factor Controller: Innovative Circuit for Cost   
Effective Solutions (2009) 

 

電流波形 

電圧波形

電流波形 

電圧波形
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金属ナノドットアレイの LSPR 特性 
 

加沢 エリト＊１） 

 
LSPR Characterization of Patterned Metal Nanodot Arrays 

Elito Kazawa＊１） 
 

For chemical sensors such as bio-sensors and environment monitors, it is useful to introduce a localized surface plasmon 
resonance (LSPR) phenomenon. This is necessary in order to reduce manufacturing costs for commercialization of the chemical 
sensor using LSPR. Therefore, substitutions of low cost metals for gold (Au) have been studied. The fabrication processes for 
nano-patterned metals have been established. Silver (Ag), aluminum (Al), copper (Cu), nickel (Ni) and platinum (Pt) were used in 
the experiments. Ag arrays and Cu arrays were found to give better quality than Au arrays.  
 
キーワード：局在表面プラズモン，化学センサ，金属ナノドットアレイ 

Keywords：Localized Surface Plasmon Resonance，Chemical Sensor，Patterned Metal Nanodot Array 

 

 

1．はじめに 

医薬品開発においては，病気の原因となるタンパク質と

医薬品候補である化学物質の相互作用を短時間に測定し

て，多数ある医薬品候補物質から治療効果が期待できる物

質を選び出すスクリーニング作業が行われる。このスクリ

ーニングを行う装置の測定原理のひとつとして表面プラズ

モン共鳴（Surface Plasmon Resonance : SPR）を用いたものが

ある(1)〜(3)。SPR を用いると，古典的なスクリーニング手法

が用いる蛍光物質の付与（ラベリング）が不要になるため

スクリーニング時間が短縮されるとともに，蛍光物質との

結合力が低い化学物質でも測定可能となる。 
SPR は金属表面における自由電子の集団的振動である。

SPR は金属薄膜に光を照射することで励起可能であるが，

そのためには一定の条件を必要とする。一般には，光学プ

リズムのひとつの面に厚さ 50nm 程度の金（Au)を蒸着した

センサ素子が用いられている。 
一方，金属ナノ粒子に光を照射することで SPR を励起で

きる。この場合には光学プリズムが不要となるため，セン

サ構造を簡素化することができる。ナノ粒子に光照射する

ことで励起した SPR はナノ粒子から離れて伝搬することは

ない，すなわち局在化しているので局在表面プラズモン共

鳴（Localized Surface Plasmon Resonance : LSPR）と呼ばれて

いる。LSPR 研究では，金コロイドを還元することで得られ

る Au 微粒子や同様の手法で得られる Ag 微粒子が多く用い

られている(4)。 
金属コロイド法以外にもリソグラフィ技術を用いて金属

微粒子を作製する方法がある(5)。Kim らはリソグラフィ法を

用いて直径 400nm の円環状の Au パターンを配置し，近赤

外光を照射することで LSPR を励起し，光透過率の変化を観

測することでたんぱく質の吸着応答を計測可能であること

を示している(6)。SPRやLSPRに関する研究では，波長 600nm
程度の光に限定されることが多いのに対して，Kim らの研

究においては波長 1200〜2500nm の赤外領域が用いられて

いる。さらには，Au 微粒子の寸法を変えることで LSPR 波

長を変えることができることを示している。共鳴波長が可

変であるならば，センサに使用する光部品の最適波長に

LSPR 波長を適合できることになる。 
また，当所においても電子線リソグラフィで製作した Au

ナノドットアレイの上にガス吸着膜としてメソポーラスシ

リカ（MPS）をコーティングすることで LSPR を用いて揮発

性有機化合物質（Volatile Organic Compounds : VOC）が計測

可能であることを確かめている(7)。 
 

2．金属ナノドットにおける LSPR 

LSPR センサを実用化するためには材料および製造コス

トを安く抑える必要がある。そこで，センサの主要材料を

金（Au）から他の金属で代替できないか検討した。SPR が

金属表面における自由電子の集団的振動状態であることか

ら，自由電子の動きやすい金属，すなわち導電率の低い金

属をターゲットとして考える。表１に代表的な低抵抗金属

の導電率(8)およびグラム単価を掲げるとともに貴金属（周期

表第 11 族）に特有な，ｄバンドから sp バンドへの遷移の光

吸収の臨界波長（吸収端波長）(9)を掲げる。この臨界波長よ

り短い波長では SPR が励起されにくくなる。 
 ＊１）電子半導体技術グループ 

論 文 
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表 1. 代表的な低抵抗金属の導電率と概算単価 

 Ag Cu Au Al 
導電率(8) 
[107(Ωm)-1] 6.21 5.88 4.55 3.65 

バンド間遷移による 
吸収端波長 [nm](9) 320 600 500 --- 

単価 [¥/g] * 56 0.66 3600 0.22

* 2010 年８月の市価相場 

 
 媒質中の金属微小球をモデルとして考える。電子の振動

のしやすさは分極率で表すことができる。半径 rの球形金属

微粒子の分極率 α は 
     

α = 4πr3 εm −εa

εm +2εa

   ...................................................... (1) 

と表される(9)。εm
は金属微粒子の誘電率，εa

は周辺媒質の誘

電率である。そして，分母が最小の時にプラズモン共鳴を

生じる。微小球の金属が理想金属すなわち Drude モデルで

表現できると仮定し，プラズモン共鳴波長λを求めると 
  

λ =
2πv 1+2na

2ε0

ω p

  ...................................................... (2) 

となる。ここで，ν は金属中の光速すなわち位相速度，na

は周辺媒質の屈折率，ε0は真空中の誘電率，ω pは金属のプ

ラズマ周波数で金属種固有の値である。Ag，Au，Cu のプラ

ズマ周波数を表 2 に掲げる。 
 

表 2. 第 11 族元素のプラズマ周波数ωp
 (9) 

金属種 Ag Au Cu 

ωp[10
15s-1] 14.0 13.8 13.4 

 
 式(2)において，バンド間遷移を無視できるならば，すな

わち近赤外より長波長領域であれば金属の微小球の LSPR
波長は周囲の媒質の屈折率および金属のプラズマ周波数で

規定されることがわかる。Ag，Au，Cu のプラズマ周波数は

ほとんど同じ値であるので，Au および Ag が LSPR を励起

するのならば，Cu でも同様に LSPR を励起できるものと考

えられる。 
 LSPR 研究の多くが，その金属種として Au または Ag を

用いており，Cu の利用は試みられていない。また，共鳴波

長を可視域の波長 600nm 前後で用いる例が多く，プラズモ

ン共鳴波長を近赤外域にとる研究例は少ないが，共鳴波長

が近赤外域にあっても実用的な感度が得られることは実証

済みである。LSPR 研究において Cu が用いられない理由の

ひとつとして，Cu のバンド間遷移による可視光吸収のため

LSPR の感度が取れないと仮定するならば，共鳴波長を近赤

外域にとることで実用的な感度が取れるものと期待でき

る。LSPR センサで用いている Au の代替金属として Cu が

利用可能であれば，金属材料費を価格比でおよそ 1/5500 の

低コスト化できることになる。同様に，Al が適用できれば

さらに低コスト化が期待できる。そこで，各種金属ナノド

ットアレイを試作し，LSPR 特性を評価することで LSPR セ

ンサの材料コストを低減できるか確認した。 

 

3．実験方法 

 3．1 ナノドットアレイ試作工程  従前の Au ナノドッ

トアレイ製作工程では選択性エッチング技術を用いてい

る。この工程を適用して銀（Ag），アルミニウム（Al），銅

（Cu）のナノドットアレイの試作を試みたところ，いずれ

も金属が溶出しナノドットを形成できなかった。そこで，

新しいナノドットアレイ形成工程を検討した。図 1a に従前

のナノドット試作工程を示すとともに図 1b に新しく組み立

てたナノドット試作工程を示す。 
 従前の工程では，①コーティング工程，②電子線リソグ

ラフィ（Electron Beam Lithography : EBL）工程，③ドライエ

ッチング工程，④スパッタ成膜工程，⑤リフトオフ工程，

および⑥エッチング工程の６工程であるのに対して，本研

究では導電性樹脂を用いることで最後のエッチング工程を

省いた５工程とした。 
 

 
 ①コーティング工程：合成石英基の上にスピンコート法

を用いて電子線レジストである ZEP-520A（日本ゼオン）を

厚さ約 370nm をコーティングし，オーブンで加熱乾燥した。

一般的なホットプレート加熱を用いるとレジストに大きな

クラックが生じ，さらにはレジストが剥離する不具合が生

じるのに対して，オーブン加熱を適用するとクラックが大

幅に緩和される。次に電子線描画に必要な導電層として導

電性樹脂（Conducive Polymer：CP）である ESPACER（昭和

電工）をスピンコートした。 
 ②電子線リソグラフィ（EBL）工程：電子線描画装置

ELS-7500EX（エリオニクス社）を用いて，φ400nm の円形

パターンが 800nm ピッチの格子状に配置されるように電子

線を照射した。次に，純水で ESPACER を除去し，IPA でリ

ンス処理した。次に専用現像液にディッピングすると電子

線照射部分が溶出しパターンが形成される。現像処理の後

は専用リンス液に浸してリンス処理を行なった。 
 ③ドライエッチング工程：ドライエッチングには ECR

イオンシャワー装置 EIS-220（エリオニクス社）を用いたア

ルゴン（Ar）イオンビームエッチング（Ion Beam Etching : 
IBE）法を適用した。この工程を省略すると，最後のリフト

図 1. 金属ナノドット試作工程 

 a. 工程改良前の Au ナノドット試作工程 

 b. 工程改良後の金属ナノドット試作工程 
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オフ工程がきれいに仕上がらないことを確認している。 
 ④スパッタ成膜：次にイオンビームスパッタ（Ion Beam 

Spatter : IBS）法を用いて金（Au），銀（Ag），アルミニウム

（Al），銅（Cu），ニッケル（Ni），白金（Pt）を堆積した。

Pt は高価な金属であり，コスト低減に寄与しないが，特許

文献(5)(10)に記述がみられるので試作評価することにした。

IBS には ECR 成膜装置 EIS-230（エリオニクス社）を用いた。 
 ⑤リフトオフ：専用薄利液を用いて超音波加振しながら

電子線レジストを除去した後，アセトンおよび 2-プロパノ

ール（イソプロピルアルコール：IPA）をそれぞれ用いて超

音波加振しながらリンス処理した。本工程により不要な金

属膜が除去され，金属ナノドットだけが基板に残る。 
 
 3．2 金属ナノドットアレイの評価  原子間力顕微鏡

（Atomic Force Microscopy : AFM）を用いてナノドットの寸

法を測定するとともに，紫外−可視−赤外分光光度計

（UV-VIS-NIR）を用いて金属ナノドット基板の光透過率を

求めた。測定波長範囲は 240nm〜2800nm である。AFM に

はナノサーチ顕微鏡 SFT-3500（島津製作所）を使用し，分

光光度計には Solid Spec 3700（島津製作所）を使用した。 

 試験用の媒質として，メタノール（MeOH），エタノール

（EtOH），2-プロパノール（IPA）を用いて，各種媒質をナ

ノドット基板に滴下した時の光透過率を測定した。 

 

4．結果・考察 

 試作した Au ナノドットアレイの AFM 像および各種媒質

に対する LSPR 特性を図２に示す。周辺媒質が空気（Air）
の場合には共鳴波長が 1250nm であるのに対し，メタノール

（MeOH）では 1348nm，エタノール（EtOH）では 1354nm，

2-プロパノール（IPA）では 1360nm となり，周辺媒質によ

って共鳴波長が変化することが確かめられた。 
 

 
 
 さらに波長が一定の場合，例えば波長 1250nm（図２の破

線）の光透過率変化に着目すると，周辺媒質が空気の場合

には光透過率が 9.6%であるのに対して，MeOH では 48.5%，

EtOH では 52.4%，IPA では 55.5%となり，周辺媒質に応じ

た光強度変化が得られる。このことから，Au ナノドットア

レイの光強度変化を測定することで物質検知が可能なこと

がわかる。 
 図３に試作した金属ナノドットアレイの波長 240nm〜

800nm の光透過率特性を示す。この波長域においてはドッ

トアレイ固有の共鳴は現れないが，第 11 族元素ではピーク

が観察された。このピークは銀（Ag）では波長 320nm，金

（Au）は 506nm，銅（Cu）は 566nm に生じている。これ

らの波長は表１に示した第 11族元素のバンド間遷移による

光吸収の臨界波長にほぼ一致している。これに対して，ア

ルミニウム（Al），ニッケル（Ni），白金（Pt）では明確なピ

ークは観察されなかった。 

 

 

 図 4 に共鳴波長を含む波長 800nm〜1600nm の光透過率

すなわち LSPR 特性を示す。Ag は他の金属種よりも共鳴波

長が短く，共鳴特性カーブもシャープである。また，Au と

Cu はほぼ同等の共鳴特性を示している。これに対して，Al，
Ni，Pt の共鳴特性はブロードであり，特に Pt の共鳴は浅く，

さらに Ni はほとんど共鳴を示していない。特許文献(5)(10)

には Ni や Pt の記述が見られるものの，少なくとも近赤外域

でのセンサ応用には適さないことがわかった。一般に Ni や

図 2. 試作した Au ナノドットアレイの LSPR 特性 

 直径400nm 高さ60nmのAuドットを800nmピッチで格子状に配

 置した時の LSPR 特性（波長−透過率特性）。ナノドットアレイの

 AFM 像（5μm×5μm）を図中に示す。 

図 4. 各種金属ナノドットの LSPR 特性 

φ400nm，h=60nm のナノドットを 800nm 間隔で格子状に配置した

時の表面プラズモン共鳴波長付近の波長−光透過率特性 

（左）Au，Ag，Cu  （右）Au，Al，Pt，Ni 

図 3.  各種金属ナノドットの光透過率特性 

φ400nm，h=60nm のドットを 800nm 間隔で格子状に配置した

時の光透過率特性 
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Pt は抵抗体として用いられており，自由電子が動きにくい

材料である。プラズモン共鳴は自由電子の集団的振動であ

るため，自由電子が動きにくい材料，すなわち抵抗値の大

きい材料の利用は不向きであることが示唆された。 

 

 

 

 各種溶媒に対する共鳴波長位置を求めた結果を図 5 に示

した。直線の傾きが小さいほど共鳴波長の変化が大きいこ

とを示す。Ni の測定結果はばらつきが大きく，センサ応用

には適さない結果となった。 

 次に，各種溶媒に対する特定波長での光透過率変化を求

めた。周囲媒質が EtOH の場合の LSPR 波長に対して 50nm
短い波長における光透過率変化を図６に示す。直線の傾き

が大きいほど光透過率変化が大きく，センサとして用いた

場合には信号強度変化が大きく取れることを意味する。図

６からは，Ag と Au が同程度の感度を持ち，Cu，Al の順で

感度が小さくなることが判る。LSPR 波長に対して長い波長

を基準とした光透過率変化を求めることもできる。この場

合には右下がりの直線となる。煩雑さを避けるため，直線

の傾きすなわち信号強度変化をセンサ性能の指標として定

め，各種金属で比較した結果を図７にまとめた。Ag はセン

サとして性能が高く，Au と Cu は同等である一方，Al はや

や性能が劣る。これらの結果は金属種の導電率の傾向にほ

ぼ一致している。Cu が Ag ほどの性能を発揮しないないの

は，Cu は可視域にバンド間吸収があることやプラズマ周波

数が少し低いことなどが影響しているものと思われる。 

 

5．まとめ 

 LSPR センサの低コスト化を目的に，ナノドットアレイの

材料を高価な Au から他の安価な金属材料に置き換えるこ

とを検討した。従前の Au ナノドットアレイ試作工程は他の

金属材料には適さないので新たなメタルナノドット形成プ

ロセスを確立した。Au 代替金属として，Ag，Al，Cu，Ni，
Pt ナノドットを試作評価した結果，Ag，Cu が Au と同等ま

たはそれ以上の LSPR 特性を示すことを確認した。保護膜を

含めたセンサ設計を検討する必要があるが，LSPR センサの

低コスト化に期待が持てる結果となった。 
 本研究の一部は（独）科学技術振興機構−東京都地域結集

研究開発プログラムのもとで実施されたものである。 

（平成 23 年 5 月 19 日受付，平成 23 年 7 月 12 日再受付） 
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図 6. 特定波長における光透過率変化 

媒質が EtOH の時の共鳴波長に対して 50nm 短い波長を基準点とし

た時の各種媒質に対する光透過率変化をプロットした 

図 5. 各種媒質に対する LSPR 波長 

図 7.  性能指標の比較 

λは媒質が EtOH の時のプラズモン共鳴波長。  Ag ナノドットの

λ+50nm における信号強度変化を 100%とし，正規化した。   

グラフの背が高いほど大きな信号を得ることができる。 
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LED 照明器具の EMC 評価方法に関する一考察  
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EMC evaluation and examination of LED lighting equipment 

Kenichi Haji(1),  Takeshi Kobayashi(1),  Ryoichi Miyajima(2),  Kazumasa MIKAMI(3) 
 

LED products such as LED bulbs and LED tubes are recently widely sold due to the increased awareness of energy conservation. 
However some LED applications are not subject to the “Electrical Appliances and Material Safety Act” of Japanese law and so on. 
Therefore we can see some products which are not adapted to EMC.  

We have used the International standard and Japanese standard of EMC of general lighting and LED applications on the market and 
measured the conducted disturbances, radiated disturbances, harmonic current and supply current etc. In the paper, we would like to 
report the comparison and results. 
 
キーワード：LED 応用製品，電磁環境両立性（EMC），放射エミッション，雑音端子電圧測定，高調波電流測定 

Keywords：LED application products, Electro Magnetic Compatibility(EMC), Radiated disturbances, Conducted disturbances, Harmonic current， 

 

1．はじめに 

LED を活用した照明器具の需要が非常に高まっている。

以前から，温室効果ガス（CO2 等）を削減する目標により，

“省エネ”に対する意識が高まったことで LED 応用製品に

関する関心が高まり市場の需要が増えている（１）。さらに，

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大地震により東京電力が

実施した計画停電の影響から“節電”に対する意識も相ま

って，市場の需要が飛躍的に高まっている傾向にある。 
LED 応用製品は従来の照明器具に比べ，省エネに寄与し，

長寿命で交換やメンテナンスの回数を軽減できることから

省資源化につながり，また，紫外線・赤外線が少ないので

熱に弱い製品や食品への影響が抑えられるのに加えて虫を

引き寄せにくい，さらに，気温の低い倉庫や寒冷地帯での

低温特性がよい等の優れた特性（２）（３）がある。 
しかし，照明器具としての LED 応用製品は電源を AC か

ら DC に変換して使用するため，製品自体または取り替え時

におけるコストが高くなるという問題点がある。また，一

部の照明器具に関する規格等において LED 応用製品は適用

外であるため（４），市場には特性の悪い製品も見受けられる。

そのため LED 応用製品に関する安全面や性能，電磁波妨害

に関する研究（５）（６）（７）が行われている。以前，電磁環境工

学研究会の研究報告（６）で，市販されている LED 直管型 4
種類を無作為に購入し，照明器具に関する EMC 規格を適用

して測定し，LED 直管型のノイズ特性を比較検討したが，

本稿では，その 4 種類の中から特にノイズ特性の悪い製品 1
種類に注目し，電気特性に関する測定を加えて EMC 評価方

法についての一考察を行ったので報告する。 
 

2．試験方法 

 試験品は市販されている LED 直管型 (100V50Hz)を使用

した。この試験品の仕様では従来の一般照明の 20W に相当

する明るさを持つものとされている。試験品の配線方法を

図 1 に示す。本稿では簡易的な性能比較を行った後，放射

電磁妨害波（以下，放射エミッション），雑音端子電圧(以下，

雑端)，雑音電力(以下，電力) ，ラージループアンテナ(以下，

LLA)，突入電流，高調波電流（以下，高調波）のそれぞれ

を規定された試験方法（８）（９）（１０）（１１）（１２）（１３）（１４）によ

り測定した。以下に，各試験方法の概要を簡単に示す。尚，

各周波数範囲での参照帯域（BW）等の設定については，

CISPR16（１２）に基づく。 
 

 

図 1. 試験品の電源配線図 

 
 2．1 電圧変動に対する照度変化 

電圧変動に関する電力供給事情を考慮に入れ，供給電圧

100V/50Hz を基準にして±10%（90V から 110V まで）変動

(1)電子半導体技術グループ 
(2)技術経営支援室 
(3)実証試験セクター 

AC 

論 文 
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させた時の照度を測定した。照度については簡易照度計を

用い，電圧変動に対する照度の変化を簡易的に確認するた

め，次の方法で実施した。点灯状態で，簡易照度測定部分

を LED 直管型のレンズ部分に直に接触させ，左右に移動し

たときの最大照度値を基準にした。 
 2．2 放射エミッション 

照明器具に関する放射エミッションの準尖頭値（以下，

QP）の限度値は，CISPR15（８）（９）で 30－300MHz まで規定

されている。ただし，本稿では周波数範囲を 1GHz まで拡張

してノイズのピークを測定するため CISPR22（１３）を参考に

した。試験は当センターの電波暗室（3m 法）にて行った。

測定器は EMI レシーバ，アンテナは 30MHz～300MHz の範

囲をバイコニカルアンテナ，300MHz～1GHz の範囲をログ

ペリオディックアンテナ，そしてプリアンプを用いた。 
 2．3 雑端 

雑端の試験方法および QP の限度値は CISPR15（８）（９）を

参照し，周波数範囲 9kHz～30MHz でノイズのピークを測定

した。測定には，擬似電源回路網，EMI レシーバを用いた。 
 2．4 電力 

電力の試験方法およびQPの限度値は電安法省令第 1項第

7 章（１０）（１１）を参照した。当センターの電磁シールド室に

て 30MHz～300MHz までの周波数範囲でノイズのピークを

測定した。測定には EMI レシーバ，EMI クランプを用いた。 

 2．5 LLA 

LLA の試験方法および QP の限度値は CISPR15（８）（９）を

参照した。測定には EMI レシーバ，ループアンテナ結合用

電流プロープを用いた。9kHz～30MHz までの周波数範囲で

ノイズのピークを測定した。今回使用した LED 直管型の長

さは 1.6m 以下なので，LLA の直径 2m のものを使用した。

当センターの LLA は手作り（自作）であり，校正が行われ

ていない装置であるため，ここで得られる試験データはあ

くまで参考値として取り扱った。 
 2．6 高調波 

100V/50Hz で点灯させて電圧電流波形，高調波電流値を測

定し，日本工業規格 JIS C610003-2 のクラスＣ：照明機器（１

４）に適用して評価した。試験品は 25W 以下であった。 
 2．7 突入電流 

スイッチを入れた瞬間に交流電圧の最大値が試験品に印

加されるように，100V, 50Hz, 位相角 90°に設定した AC 電

源を用いた。試験品 1 本または 2 本の場合での突入電流の

値は点灯時間を 20 秒，消灯させて点灯させるまでの時間を

5 秒程度の間隔で 5 回ほど観測した。 
 

3．試験結果 

 3．1 電圧変動に対する照度変化 

図 3 に電圧変動時の照度の変化を示す。90V から 110V ま

での電圧の増加に対して，照度はそれほど大きく変動する

ことはなかった。 
 

 

 

図 3. 電圧変動時における照度の変化 

 

 

 3． 2 放射エミッション 

図 4 は放射エミッション測定による結果を示す。アンテ

ナは，図 4 上が水平時，図 4 下が垂直時である。試験品の

放射ノイズは周波数 30MHz から 300MHz までの範囲で限度

値を超えた。 
 

 

図 4. 放射エミッション測定結果 

 

 3．3 雑端 

図 5 に雑端測定による結果を示す。試験品は 0.06MHz ま

では限度値に非常に近い値で，周波数 0.07MHz から 30MHz
までの範囲で限度値を超えた。 
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図 5. 雑端測定結果 

 

 3．4 電力 

図 6 に電力測定による結果を示す。試験品の放射電力妨

害波は 30MHz から限度値を超えており，150MHz 付近で限

度値を下回った。 

 

図 6. 電力測定結果 

 3．5 LLA 

図 7 に LLA を用いて測定した結果を示す。試験品は限度

値以下であった。 

 
図 7. LLA 測定結果 

 
 3．6 電圧電流波形および高調波 

図 8 は電圧電流波形を示す。電圧波形は定電圧電源を用

いた供給電圧，電流波形は負荷電流である。試験品の消費

電流波形は矩形波に近く，頭頂部が湾曲した波形となって

いる。 
図 9 の縦軸は各次数の高調波電流値，横軸は 1 次から 40

次までの高調波電流の次数を示す。同図に曲線で限度値

（Limits）を示しており，棒グラフは黒で各次数の電流値を，

限度値を超えると棒グラフの色が灰色で示され Fail となる。

日本工業規格 JIS C610003-2 のクラスＣ：照明機器（１４）で

規定される限度値での判定結果では Fail となった。しかし，

25W 以下の照明器具にはもう 1 つの判定方法として，「基本

波入力電流に対する百分率で示される 3 次および 5 次高調

波は，それぞれ 86%及び 61%を超えてはならない。さらに，

入力電圧のゼロクロスを 0°として，入力電流の波形は，

60°又はそれより前で立ち上がり，入力電流のピーク(半周

期に幾つかのピークがある場合は最後のピーク)は，65°又

はそれより前にあって，かつ，90°より後ろでゼロになら

なければならない。」と規定され，図 8 の電流波形と図 9 の

3 次と 5 次の高調波を計算すると判定は Pass となった。 

 

図 8. 電圧電流波形 

 
図 9. 高調波電流測定結果 
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 3．7 突入電流 

表 1 に突入電流値[A]を示す。突入電流はスイッチの

on/offを 5回繰り返して測定した。試験品の突入電流値のば

らつきは見られなかった。試験品を 2 本にした時の突入電

流値は 1 本測定時の突入電流値のおよそ 2 倍になった。 
 

表 1. 突入電流測定値 

突入電流[A] 1 回 2 回 3 回 4 回 5 回

1 本 7.4 7.2 7.3 7.3 7.4

2 本 13.7 13.4 13.5 13.5 13.5

 

4．考察 

図 3 の照度は電圧増加に対して大きく変動していない。

通常，照度の増加は電流に比例するため，この LED 直管型

の電源回路は定電流駆動方式ではないかと考えられる。定

電流駆動型であれば電圧の変動に関わらず電流が一定とな

り，照度も一定となるからである。 
図 4 下のアンテナ垂直時の放射エミッション測定と図 6

電力測定から 30MHz～300MHz における試験品の測定波形

を比較すると傾向が似ていることが分かる。よって，図 4
下と図 6 の相関からＬＥＤ直管型では，AC ケーブルからの

放射が多いと推測される。 

また，図 5 の雑端測定と図 7 の LLA 測定はレベル差が約

50dB あるが，試験品はほぼ同波形であることから，ノイズ

特性に相関があると推測される。このことを踏まえると

LED 直管型の測定において，ノイズレベル値が非常に小さ

く，雑端測定と相関のある波形が測定される LLA 測定は省

略できると考えられる。 
25W 以下の製品は日本工業規格 JIS C610003-2 のクラス

Ｃ：照明機器（１４）に対して 2 つの判定基準が適用され，高

調波電流の限度値では Fail 判定であったが，図 8 の電流波

形と図 9 の 3 次と 5 次の計算によって Pass と判定できた。 
 

5．おわりに 

LED 応用試験品を用いて電圧変動による照度，また

100V/50Hz 供給時の電圧電流波形，突入電流そして国際規格

と日本の規格を用いて，放射エミッション，雑端，電力，

LLA，高調波電流による EMC 評価試験を行った。 
雑端測定と LLA 測定の結果に相関があり，LLA で測定さ

れるノイズレベルが非常に小さいことから，LLA 評価試験

を省略して雑端を主評価試験にできると考えられる。また，

放射エミッションと電力に相関があることから，電力と雑

端，もしくは放射エミッションと雑端のいずれかの組み合

わせを実施することで，LED 応用製品の実力値を容易に把

握できることが分かった。 
突入電流は本数に比例して倍増する。オフィスビルや劇

場等で一般の蛍光管から LED 直管型に置き換える状況があ

る。その際，かなりの本数であったり，大型の LED 照明器

具であったりする場合には，点灯時への配慮が必要である。 
LED 応用製品に対して，EMC 規制の一部が適用外（４）で

あり，また比較的特性の悪い製品が市場に出回っているた

め，速やかな EMC 規制の確立，および LED 直管型の電源

回路には，海外での販売等を視野に入れるとさらに改善が

必要であると考える。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 7 月 12 日再受付） 
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LED 照明器具の光学特性および電気特性に関する考察 
 

岩永 敏秀＊１）  中村 広隆＊１）  小林 丈士＊２）  枦 健一＊２） 

 
Estimation of photometric characteristic and EMC characteristic for LED lighting products 

Toshihide Iwanaga＊１）,  Hirotaka Nakamura＊１）,  Takeshi Kobayashi＊２）,  Kenichi Haji＊２） 
 

Photometric characteristics and EMC characteristics were evaluated for various commercial LED lighting products 
(incandescent type, spot light type and down-light type).  In the results, (1) the luminous efficacies evaluated for LED products 
were almost all under the values for fluorescent lamps.  However, the illuminance per Watt of the LED products were almost all 
above the values for the fluorescent lamps.(2) LED products including blue LED+RG phosphor or blue LED+Yellow phosphor 
types are suitable for general office lighting regarding matches with luminous efficacy and rendering index.(3) The value of 
electrical harmonics for the LED products did not meet the limit of JIS61000 .(4) The results for the photobiological safety 
evaluation for retinal blue light hazard from LED products put them in the Exempt group of CEI/IEC62471 except the down-light 
type products, which were in the Low risk group. It should be noted that higher luminance products may exceed the hazard 
exposure limit.   
 
キーワード：光源効率，演色評価数，高調波，光生物学的安全性 

Keywords：luminous efficacy, rendering index,harmonics,photobiological safety  

 

1．はじめに 

 高効率，長寿命などの特長から LED を使った照明器具が

注目を集めている。照明器具の目的は，物体を見るために

必要な明るさを確保することであるが，省エネルギー，コ

スト削減という観点から，なるべく少ない投入エネルギー

でそれを実現することが求められる。明るさに加えて，照

明された空間の雰囲気，物体の色みえ(演色性)などの特性も

重要である。これらの特性は，全光束，照度，配光特性，

分光分布，相関色温度，演色評価数等の光学特性から，全

てではないが判断することができる。また，製品の安全性

の点から，電気特性についても十分に考慮する必要がある。

さらに LED チップそのものは，非常に高輝度な光源である

ため，眼に対する安全性の懸念がある。本研究では，市販

されている各種 LED 照明器具の光学特性，電気特性および

放射光の安全性評価を行い，LED 照明器具を照明空間に使

用する上での適性について考察を行った。 

2．実験方法 

 2．1 光学特性の測定    

 評価を行った照明器具は，今回，主に局部照明用に限定

し，LED 照明器具 14 製品（電球形，ダウンライト形，スポ

ットライト形），蛍光ランプ 4 製品（電球形，直管形），白

熱電球 2 製品の計 20 製品とした（図 1）。評価項目は，全光

束，照度，配光，分光分布，演色評価数とした。測定には，

球形光束計および測光ベンチ(1)を用いた。

 
 2．2 電気特性の測定   本研究では，ノイズ特性を含め

た電気特性の測定を行った。測定項目は，消費電力，力率，

高調波，突入電流，雑音電力，雑音端子電圧，放射エミッ

ションとした。各測定には，ハーモニックアナライザ，疑

似電源回路網，EMI レシーバ，EMI クランプ，電波暗室(3m

法)(2)を用いた。 

 2．3 分光放射輝度測定システムの開発   照明用光源か

らの放射光の生体 (特に眼 )に対する安全性評価は，

CEI/IEC62471(3)に基づいて行う必要がある。同規格では，生

体に対する放射光のリスクとして，紫外放射，近紫外放射，

青色光，熱によるリスクが挙げられている。白色LEDは，青

＊１）光音技術グループ 
＊２）電子半導体技術グループ 
 

図 1. 光学特性を評価した照明器具 

LED 照明器具は，局部照明用（電球形，ダウンライト形，スポットライ

ト形）とした 

論 文 
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色光による網膜障害の作用曲線のピーク付近に分光分布の

ピークを持ち，また，輝度も高いため，特にこのリスクが

高いと考えられている。網膜障害のリスクを評価するため

には，上記規格に適合した分光放射輝度測定システムによ

り行わなければならない。同システムは一般的に市販され

ていないため，今回，同システムの開発を行った。開発し

たシステムの概要を図2に示す。主に入射光学系，分光器，

検出器で構成されている。入射光学系は，規格に適合した

開き角および視野角を実現するための絞り，ミラー，測定

部分を観察するためのCCDカメラ等で構成されている。分

光器は，ダブルモノクロメータ方式を採用し，迷光（帯域

外光）を非常に小さくしている。検出器は，光電子増倍管

（PMT），Siフォトダイオード，InGaAsフォトダイオードの

切り替え式として，200nm～2500nmまでの広波長帯域での

測定を可能としている。当システムは，別途，評価した校

正用光源（分光放射照度標準電球＋白色拡散板）を使用し

て分光放射輝度の校正を行っている(4)。白色拡散板が均等拡

散面(ランベルトの余弦則に従う面)であるとき，白色拡散板

と標準電球を図2のように配置した場合の白色拡散板上の

分光放射輝度は次式で表すことができる。 

 

3．実験結果及び考察 

 3．1 光学特性の測定  光源効率(lm/W)と単位消費電力

当たりの直下照度(lx/W)の関係を図 3 に示す。また，照明器

具の配光特性の測定結果を図 4 に示す。図 3 に示すように，

LED 照明器具は，光源効率(lm/W)の点で，電球形蛍光ラン

プ(70 lm/W 程度)に及ばないものが多いが，単位消費電力当

たりの直下照度(lx/W)では，電球，蛍光ランプを上回ってい

る。図 4 に示すように，ダウンライト形はもちろんである

が，電球形 LED についても電球や電球形蛍光ランプに比べ

て，指向性が強い。そのため，直下照度が大きくなってい

るといえる。このように LED 照明器具（電球形，ダウンラ

イト形，スポットライト形）は，光源効率(lm/W)について蛍

光ランプに及ばないものが多いが，直下照度が高く，スポ

ット照明的な用途に特に適していると考えられる。また，

LED チップおよび LED 照明器具の効率向上が著しく，本論

文の作成段階では，電球形 LED ランプについて，カタログ

値で電球形蛍光ランプの光源効率を超えているものが見ら

れる。 
照明器具の相対分光分布を図 5 に示す。また，光源効率

(lm/W)と平均演色評価数の関係を図 6 に示す。図 5 に示すよ

白熱電球　

光
度

(c
d
)

鉛直角(°)

 

うに，市販されている LED 照明器具は，主に 3 種類の発光

方式に区分することができ，それぞれ異なる分光分布を有

している。図 6 から，LED の発光方式別に見ると，紫外

LED+RGB 蛍光体のタイプ(Ra=98），青色 LED+RG 蛍光体の

タイプ(Ra=79～94），青色 LED＋黄色蛍光体のタイプ(Ra=65 
～85)の順で平均演色評価数が高い。また，平均演色評価数

が高いものほど，光源効率が低くなる傾向を示している。 

このように演色評価数と光源効率は，概ねトレードオフの

図 3.  光源効率と照度の測定結果 

照度は，光源の 1m直下の測定値を示す 

図 4. 配光特性の測定結果 

図 2. 分光放射輝度測定システムの概要 

 

L(λ)＝ρ(λ)・E(λ)/π     (1) 
L(λ)：分光放射輝度(W/( m2・ sr・nm))，ρ(λ)：白色

拡散板の分光反射率，E(λ)：標準電球の分光放射照

度(W/(m2・nm)) 
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関係となっている。JIS(5)では，照明される場所（作業）毎

に演色評価数の推奨基準が決められていて，その場所に適

した演色評価数の光源を用いることが求められる。例えば，

一般のオフィス照明では，平均演色評価数を 80 以上とする

ことが推奨されている。その基準を満たし，かつ光源効率

50(lm/W)以上に限定すると，青色 LED＋黄色蛍光体，青色

LED+RG 蛍光体のタイプの発光方式が一般のオフィス照明

用としては望ましい。 

 

     
3．2 電気特性の測定  電気特性の測定結果を表 1 に示

す。表中の記号（○×等）について，規格等があるものは

その規制値以内であるかどうかを示し，特にないものは一

定の目安を示している。LED 照明器具のうち，高調波の規制

値を上回るものが 14 製品中 12 製品と多かった。これは，

力率が低く，電圧波形に歪みがあるためと考えられ，力率

表 1. 電気特性の測定結果 

No. 種類 消費電力(W) 力率*1  高調波 突入電流＊2 雑音電力*3 雑音端子電圧*4 放射*5 

 
 

  
JIS 

C61000(6) 
 電安法 

電安法，

CISPR15(7) 
CISPR15 

1 

LED 照

明器具 

7.15 0.58 △ × 6.8 △       

2 7.06 0.58 △ × 6.7 △ ◎ △ ○ 

3 8.47 0.87 ◎ ○ 1.3 ◎ ◎ ○ △ 

4 16 0.5 △ × 3.3 ○ ◎ ○ ○ 

5 16.36 0.51 △ × 3.3 ○       

6 9 0.53 △ × 20.6 × ◎ ◎ ○ 

7 8.74 0.52 △ × 20.4 ×       

8 1.38 0.9 ◎ ○ 0.6 ◎ ◎ ◎ ○ 

9 5.53 0.52 △ × 5.3 ○       

10 5.55 0.52 △ × 5.3 ○ ◎ ◎ ○ 

11 4.47 0.42 × × 5.5 ○       

12 4.46 0.42 × × 5.4 ○ ◎ ◎ × 

13 4.06 0.68 ○ × 1.3 ◎       

14 3.9 0.68 ○ × 1.3 ◎ ◎ × ○ 

15 蛍光ラ

ンプ 

21.91 0.62 ○ ○ 19.3 ×       

16 22.96 0.62 ○ ○ 20.7 × ◎ △ ○ 

17 白熱 

電球 

91.11 1 ◎ ○ 15.3 ×       

18 73.71 1 ◎ ○ 11.8 × ◎ ◎ ○ 

*1 力率 *2 突入電流 *3 雑音電力 

   85％以上 ◎   2Ａ以下 ◎    最大値が規格値を超えない ◎ 

   60％以上 ○   6Ａ以下 ○    それ以外 × 

   50％以上 △   10Ａ以下 △ 

   50％未満 ×   10Ａ以上 × 

*4 雑音端子電圧 *5 放射 

 最大値が規格値を超えない ◎    最大値が規格値を超えない ○ 

   国内，国際規格ＯＫ ○    規格をクリア △ 

   国内規格のみＯＫ △    規格をクリアしない × 

   規格をクリアしない × 

図 5. 分光分布の測定結果 

図 6. 平均演色評価数の測定結果 
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改善など回路設計への配慮が必要である。また，突入電流，

雑音端子電圧，放射ノイズについて，基準を超えてしまう，

または大きな値を示す製品が見られた。これらの項目は，

配電系統や周辺の電気電子機器への影響が大きいため，十

分な設計段階での配慮が必要である。   
 3．3 眼に対する安全性評価   青色光による網膜傷害

のリスクについて，分光放射輝度測定システムによる測定

結果及び CEI/IEC62471 に基づくリスク評価結果を表 2に示

す。CEI/IEC62471 によると，光源は，有効放射輝度により，

表 3に示すリスクグループに区分される。 
 
表 2. 照明器具からの放射光の眼に対する安全性評価結果 

 
表 3. 生体に対する放射光のリスクグループの区分 

リスクグループ 原則的な考え方 

リスク免除 光生物学的リスク（生体に傷害を与

える可能性）を引き起こさない 

リスクグループ１

（低危険度） 

通常の行動への制約が必要となるよ

うなリスクを引き起こさない 

リスクグループ２

（中危険度） 

非常にまぶしい光源に対する嫌悪反

応または熱的な不快感により，リス

クを引き起こさない 

リスクグループ３

（高危険度） 

一時的又は短時間の露光によっても

リスクを引き起こす 

 

評価した光源では，ダウンライト形 LED①が「低危険度」

に区分された以外は，全て「リスク免除」のリスクグルー

プであった。放射光の眼に対する安全性評価について，LED
照明器具は，その分光分布の特徴から青色光網膜障害のリ

スクが他の光源より高くなる恐れがある。今回の評価結果

では，一般照明用として問題となる製品は見られなかった。

もっとも有効放射輝度が高かったダウンライト形 LED①で

は，指向性が強く，発光面積が小さいため，放射輝度が大

きくなった。今後，さらに輝度の高い照明器具が開発され

た場合，眼に対するリスクが増すと考えられるため，発光

効率や指向性を損なわずに発光面積を広げ，放射輝度を抑

える設計が必要とされる。 

4．まとめ 

様々な LED 照明器具（局部照明用）の光学特性，電気特

性，放射光の安全性の評価をおこない，次のことを明らか

にした。 
①光源効率(lm/W)の点では蛍光ランプに及ばないものが多

いが，単位消費電力当たりの直下照度(lx/W)では，電球，蛍

光ランプを大きく超えている。このため，LED 照明器具は

スポット照明的な用途に特に適している。また，電球や蛍

光ランプとは配光特性が大きく異なるため，設置に当たっ

てはこのことに十分配慮する必要がある。 
②演色評価数が高くなるほど，光源効率は低くなる。本研

究で評価した紫外 LED＋RGB 蛍光体による発光方式の製品

について，演色評価数は非常に高いが光源効率が低い。演

色評価数と光源効率のバランスから，青色 LED+黄色蛍光体

または，青色 LED+RG 蛍光体の製品が一般オフィスの照明

用として適している。 
③電気特性（ノイズ特性）では，高調波の規制値を超える

製品が多かった。力率を改善し，高調波の抑制を考慮した

回路設計が求められているといえる。 
④眼に対する安全性評価の結果，評価した製品には，一般

照明用として問題となるものはなかったが，ややリスクの

高い製品も見られるため，より高出力の光源やレンズ等に

より指向性を高めた光源では放射輝度の軽減対策が必要に

なると考えられる。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 8 月 3 日再受付） 
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(6) JIS C61000-3-2,”電磁両立性－第 3－2 部：限度値－高調波電

流発生限度値”(2011) 
(7) CISPR15,”電気照明及び類似機器の無線妨害特性の限度値及び

測定方法”国際電気標準会議,第 7 版(2005) 
 
 
 

  

試   料 
有効放射

輝度 
(W/m2/sr) 

リスクグループ

電球形 LED 37.5 免除（<100） 

ダウンライト形 LED① 181 低危険度(≧100)

ダウンライト形 LED② 36.2 免除 

電球形蛍光ランプ 37.8 免除 

白熱電球 9.03 免除 
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草本系リグニンから調製した活性炭の細孔構造と吸着性能 
 

  飯田  孝彦＊１) 中石 真名美＊3) 萩原  利哉＊2) 山野  宏司＊3)  瓦田  研介＊１) 

 
Pore structure and adsorption properties of activated carbon prepared from herbaceous lignin  
Takahiko Iida*1),  Manami Nakaisi*3),  Toshiya Hagiwara*2),  Kouji Yamano*3), Kouji Yamano*3) , Kensuke Kawarada*1) 

 
In order to improve the recycling rate of herbaceous lignin byproducts produced in the straw pulp manufacturing process, 

activated carbon was prepared by the steam activation method from the lignin. In this study, we investigated the relation between 
the activated time and the pore structure or adsorption properties. The volume of micropore and mesopore increased in proportion 
to the activated time. As a result, the BET specific surface area and the adsorption properties increased with the growth of pore 
structure. The maximum value of BET specific surface area was 685m2/g and the amount of iodine adsorption was 730mg/g. 
Activated carbon prepared from herbaceous lignin contained ash. The ash’s principal ingredients were silicon dioxide(93%) and 
iron (Ⅲ) oxide(3%) and the ash came from wheat straw which adsorbed those compounds from soil. 
 
キーワード：草本系リグニン，活性炭，吸着性能，細孔構造 

Keywords：Herbaceous lignin , Activated carbon , Adsorption property , Pore structure 

 

1．はじめに 

紙パルプ製造では，木材チップなどの原料からパルプの

主成分であるセルロースを分離した際に，リグニンを含有

する廃液が副産物として大量に発生する 1)。リグニンを含有

する廃液は黒液と呼ばれており，黒液からリグニンを回収

してエタノール原料として再利用する研究などが行われて

いる 2)。 

一方，東アジア地域では麦わらが農業系廃棄物として年

間 4 億トン以上排出されており 3)，その一部を原料にした草

本系パルプの製造では，木材チップを用いた場合と同様に

リグニンを含む黒液が副産物として排出されている。一般

的なリグニンは植物体内で生合成されたフェニルプロパン

構造を骨格とするフェノール性化合物であるが，麦わらか

ら得られたリグニンの化学的特性について調べた研究は少

なく再利用が進展していないのが現状である。そこで，本

研究では麦わら由来の草本系リグニンを質的に変換して工

業材料として再利用を進めることを目的に，水蒸気賦活法

を用いた活性炭の調製方法について検討を行った。調製し

た活性炭の性能と特徴を把握するために，表面の微細な細

孔の構造や色素の吸着性能を調べた。 

2．実験方法 

 2．1 供試材料  麦わらパルプ製造工程で排出された黒

液を乾燥させ粉末化した乾燥リグニン(ハリマ化成株式会

社製，リグニン含有率 70％)を供試材料とした。 
 2．2 草本系リグニン活性炭の調製方法  供試材料約

500g を，図 1 に示すローターリー式熱処理装置(㈱タナカテ

ック製)内に投入した。試料投入容器(内径 18cm，長さ 16cm，

内容積 4.1L)に供試材料を入れ回転しながら窒素雰囲気下

において昇温速度 3℃/min で室温から 800℃まで加熱し，

800℃で 30min 保持して炭化を行った。炭化後放冷して炉内

の温度が低下してから炭化物を取り出した。炭化は 3 回行

い全量を混合し均一化した試料を賦活処理に用いた。 

賦活処理は，同装置を用いて水蒸気賦活法により行った。

炭化処理と同様に試料を入れ回転しながら窒素雰囲気下に

おいて 900℃まで昇温速度 15℃/min で昇温し，賦活温度に 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊１）環境技術グループ 
＊２）材料技術グループ 
＊２）ハリマ化成株式会社中央研究所 

論 文 

図 1. ローターリー式加熱処理装置 
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達したら直ちに水蒸気を供給して所定時間保持した。900℃
での保持時間は 45min，60min，75min 及び 90min の 4 条件 
とした。なお，賦活のため炉内に導入した水蒸気量は炭化

物約 50g に対して水を 2.5ml/min を供給した。1 条件あたり

の炭化物投入量は約 50g とした。放冷後製造した活性炭を

取り出し，網ふるいを用いて 45μm 以下に調整し，恒温乾燥

炉(105℃)内で十分乾燥した試料を以下の試験に用いた。収

率は，草本系リグニン原料に対する炭化物及び活性炭の収

率として求めた。 
 2．3  細孔構造の解析  細孔直径が 2nm 以下の細孔分

布及び比表面積は，窒素吸着法により求めた。試料を 300℃
で 3 時間真空脱気した後，常温で 15Pa 以下となるまで減圧

し前処理を行った。その後，吸着量測定装置(日本ベル㈱製 
Belsorp 18 plus)を用いて，77K における窒素吸脱着量を測定

し，その吸脱着量から吸脱着等温線を作成した。窒素吸脱

着等温線からMP法により細孔直径 2nm以下の細孔分布を，

BET 法により比表面積を求めた。 
細孔直径が6nm～500μmの細孔分布は，水銀圧入式ポロシ

メーター(㈱島津製作所製 オートポアⅣ9500)を用いて測

定した。ただし，試料と水銀との接触角を130゜と仮定して

算出した。 

 2．4 吸着性能測定  よう素吸着性能，メチレンブルー

吸着性能及びカラメル脱色性能を，JIS K 1474-2007活性炭試

験方法に準拠して測定した。 

 2．5 灰分測定  活性炭の灰分含有量は，JIS K 1474-2007

活性炭試験方法 6.9 強熱残分に準拠して行った。活性炭を電

気炉中で，900℃で 60min 灰化しデシケーター内で放冷し，

灰化の前後の質量を測定し算出した。 
 2. 6 無機元素分析  活性炭に含まれる灰分の無機成分

分析を，エネルギー分散型蛍光 X 線分析装置(㈱日本電子製 

JSX-3100RII)を使用して測定した。なお，試料は賦活時間

75min で調製した活性炭を 900℃で 60min 灰化して得られた

灰分を用いた。   

 

3. 結果及び考察 

 3. 1 活性炭の収率と灰分量  活性炭の賦活時間と収率

(原料に対する得られた活性炭の質量比)及び活性炭中の灰 
分の関係を表 1 に示す。収率は，概ね 30～20％で賦活時間 

 
 
 
 
 
 
 

 
の増加にともない減少した。一方，灰分は概ね 30～50％で

賦活時間の増加にともない増加した。市販試薬活性炭の灰

分は 2％程度であることから 4)，調製した草本系リグニン活

性炭は灰分が極めて多いことがわかった。なお，原料に対

する炭化物の収率は 47.0％であった。 
 3．2 活性炭の細孔構造  草本系リグニン活性炭の窒素

吸脱着等温線例を図 2 に示す。相対圧(P/P0)の低い部分での

急な立ち上がりはマイクロ孔への吸着が起きていることを

示している 5)。また，相対圧の増加にともなう吸着量の増加

と吸着等温線(図中の ADS)と脱着等温線(図中の DES)が一

致しないヒステリシスが見られることからメソ孔への吸着

も起きていると考えられた 6)。なお，他の賦活条件で調製し

た活性炭もほぼ同様の窒素吸脱着等温線を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 賦活時間と BET 比表面積の関係を表 2 に示す。草本系リ

グニン活性炭の比表面積は，賦活時間の増加とともに高く

なり，賦活時間が 90min で最大の 685m2/g となった。これは，

賦活の進行にともない細孔が発達したためと考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に，吸脱着等温線図から MP 法を用いて求めた草本系リ

グニン活性炭の細孔直径 2nm 以下の細孔分布例を図 3 に示 

す。草本系リグニン活性炭は，マイクロ孔の発達が見られ

0.7～0.8nm 付近にピークを持つ細孔分布を示した。なお，

他の賦活条件で調製した活性炭も同様に 0.7～0.8nm 付近に

ピークを持っていた。また，賦活時間と MP 法によるマイク

ロ孔領域での細孔容積の関係を図 4 に示す。賦活時間とと

もに細孔容積が増加し，賦活 90min で最大となり 289mm3/g
であった。 

図 2. 窒素吸着等温泉（77K） 

賦活時間 75min 

  表 1. 草木系リグニン活性炭の吸収率及び灰分  
賦活時間 収率 灰分 

(min ) (％) (％)

45 32.2 32.5 
60 26.8 37.4 
75 23.4 43.0 
90 18.8 50.9 

 表 2. 草本系リグニン活性炭の比表面積（BET 法） 

賦活時間 比表面積

(min) (m 2 /g )
45 584 
60 661 
75 669 
90 685 
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次に，水銀圧入法による細孔分布を図 5 に示す。草本系

リグニン活性炭は，メソ孔及びマクロ孔領域にも広範囲な

細孔分布を有し，1～2μm 付近にピークを持つ細孔分布を示

した。また，賦活時間と水銀圧入法によるメソ孔及びマク

ロ孔領域での細孔容積の関係を図 6 に示す。メソ孔及びマ

クロ孔領域においても賦活時間とともに細孔容積が増加

し，賦活 90min で最大となり 3.72cm3/g であった。 
草本系リグニン活性炭は，マイクロ孔，メソ孔及びマク

ロ孔まで広範囲に細孔分布を持ち，賦活時間の増加にとも

ない賦活が進行し細孔が発達していることがわかった。 

 

 3．3 活性炭の吸着性能 よう素吸着性能，メチレンブル

ー吸着性能及びカラメル脱色性能を表 3 に示す。草本系リ

グニン活性炭のよう素吸着性能，メチレンブルー吸着性能

及びカラメル脱色性能の最大値はそれぞれ，730mg/g，120 
mL/g 及び 88.6％であった。メチレンブルー吸着性能及びカ 

ラメル脱色性能は，賦活時間とともに増大し賦活時間 90min 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

では，45min の 2 倍以上になっていた。これは，賦活時間の

増加によりメソ孔及びマクロ孔が発達し，分子径の大きい

物質の吸着能力が高くなったことによると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 3．4 無機元素  活性炭灰分の蛍光 X 線分析結果から，

主な無機成分は二酸化ケイ素(SiO2)が約 93％，酸化鉄(Ⅲ) 

(Fe2O3)が約 3%であり，灰分の大分部は二酸化ケイ素である

ことがわかった。これは，イネ科植物が土壌から二酸化ケ 
素を集積する能力を有しており 7)，原料の麦わらに蓄積した

 

図 4. 賦活時間と細孔容積（MP 法） 

図 3. 細孔容積（MP 法） 

   賦活時間 75min 

図 6. 賦活時間と細孔容積（水銀圧入法） 

図 5. 細孔分布（水銀圧入法） 

 表 3. 草本系リグニン活性炭の吸着性能 

賦活時間 よう素吸着性能 メチレンブルー カラメル脱色性能

(min) (mg/g) 吸着性能(mL/g) (％)

45 680 50 36.8
60 730 90 60.7
75 720 100 79.4
90 670 120 88.6
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ものに由来すると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

4．まとめ 

紙パルプ製造工程で副産物として発生する草本系リグニ

ンの有効利用法として，水蒸気賦活法により活性炭の調製

を行うことを検討した。調製した草本系リグニン活性炭の

比表面積及び吸着性能は，市販試薬活性炭より低かったが，

これは試薬活性炭に比べ灰分の含有量が多いことによると

考えられた。また，草本系リグニン活性炭の細孔構造はマ

イクロ孔に加えて，メソ孔及びマクロ孔の発達も見られ，

広範囲の細孔分布を有しており，液相での大型分子の吸着

材としての利用の可能性が期待できると考えられた。 
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  表 4. 草本系リグニン活性炭灰分成分 

化合物名 含有量(％) 

Al2O 3 93.4
Fe2 O 3 2.7 

K2 O 1.1 
  備考)含有成分 1％以上の化合物
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下水処理水を対象とした薄型テレビガラス発泡体の 

リン酸吸着能の評価 
 

中澤 亮二＊１） 小山 秀美＊2） 佐々木 直里*1)  

荻原 明*3)  都竹 進*3) 西野 芳紀*3) 越智 健一*3) 須永 竹英*3) 

 
Evaluation of phosphate-adsorption capacity of porous glass materials manufactured from glass isolated 

from flat panel display TV-set with sewerage treatment water 
Ryoji Nakazawa＊1),  Hidemi Koyama＊2）, Naori Sasaki*1),  

Akira Ogihara*3), Susumu Tsuzuku*3), Yoshinori Nishino*3), Ken-ichi Ochi*3) Takehide Sunaga*3) 
 

We have proposed the establishment of a phosphate recycling system for a soil–water/plant system. In this system, 
phosphate-adsorption materials are added to waste water, such as that produced by households, industry and livestock effluent. 
Following this, the phosphate-adsorbed materials are collected, and they are then used as phosphate fertilizer. In previous paper, 
porous glass material (PGM) is proposed as a possible candidate of the adsorbents which are applied to the recycling systems of 
phosphate. In the present paper, we examined the phosphate-adsorption capacity of PGM manufactured from glass isolated from 
a flat panel display TV-set with sewerage treatment water. From these results, we discussed the possibility of applying PGM the 
treatment of sewerage water.  

 
キーワード：ガラス発泡体, 薄型テレビ, 下水処理水, リサイクル, リン酸 

Keywords： flat-panel display TV-set, phosphate, porous glass materials, recycling, sewerage treatment water 

 

1．まえがき 

 生活排水・産業排水・畜産排泄物等に由来するリン酸は, 

水質汚濁や水系の富栄養化を引き起こしている。この問題

に対処するため, 水質汚濁防止法や湖沼水質保全特別措置

法などによって, リン酸の排出基準が定められている。し

かしながら, 湖沼などの閉鎖系水域における富栄養化の課

題は解決したとは言い難い現状にある(1)(2)(3)。この対策とし

て, 嫌気・好気法, 晶析脱リン酸法, 凝集沈殿法, 吸着法

などによる排水中からのリン酸除去が行われている(4)。 

一方, リン酸肥料の原料であるリン鉱石の産地は, アメ

リカ合衆国やモロッコ王国などに偏在しており, その生産

量および経済的埋蔵量から約 80 年後には枯渇するものと推

定されている(5)。 

このようなリン酸資源の枯渇への対策のひとつとして, 

リン酸リサイクルシステムの構築を考えた。すなわち, 富

栄養化の原因物質の発生源である生活排水・産業排水・下

水処理水等へ, リン酸吸着能を有する資材を投入してリン

酸を吸着させた後, 使用資材を回収することによって, 水

系に蓄積するリン酸量を低減させること, および回収した

リン酸吸着担体を土壌に施用するなどして, リン酸肥料と

して再利用することである。 

また，ビンガラスは容器包装リサイクル法，テレビ画面

ガラスは家電リサイクル法にもとづいて再資源化がはから

れている。ビンガラスについては再資源化率が 74%程度で頭

打ちとなっており新たな用途開発が望まれている(5)。一方，

2009 年 4 月から家電リサイクル法の指定品目に薄型テレビ

が追加され, この画面ガラスの用途開発が不可避となって

いる。 

著者らは前報(6)において, リン酸水溶液に廃ガラス発泡

体（以下, 発泡体）を浸漬すると, 溶液のリン酸濃度が低

下することを見出した。発泡体とは, ガラス瓶や板ガラス

などのガラス性廃棄物の粉末に, 炭酸カルシウムや貝殻粉

末などの発泡剤を混合・成型し, 高温にて焼成したもので, 

発泡剤に由来する気泡を多く含む軽量・多孔質のリサイク

ルガラス資材である(7)(8)。また前報(6)では, 上記の発泡体に

よる溶液中のリン酸濃度低下現象が発泡体へのリン酸吸着

によるものであること, およびその吸着には発泡剤として

添加したカルシウムが関与していることを明らかにした。

さらに著者らは, 発泡体に吸着されたリン酸は植物可給態

であり, かつリン酸質化学肥料に匹敵するリン酸供給能が

あることを明らかにした(4)。その後，中澤ら(9)(10)は，ガラ
＊１）環境技術グループ *2)繊維・化学グループ *3)社団法人電子情
   報技術産業協会 

論 文 
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ス発泡体のリン酸吸着能の向上には，10%(w/w)のドロマイ

トの発泡剤としての使用と薄型テレビガラスの原料として

の一部使用が有効であることを報告した。 

しかしながら, 前報(4)(6)(9)(10)までに供試したガラス発泡

体のリン酸吸着能は,リン酸二水素カリウム水溶液を評価

対象としていたために, 実際のリン酸含有排水を対象とし

た場合でも同様の吸着性能が発揮できるか否か不明であっ

た。そこで本論文では, 下水処理水を対象とした場合の薄

型テレビガラス発泡体のリン酸吸着能および実用性を検討

するため処理期間中のガラス発泡体の摩耗状況について評

価した。 

 

2．材料および方法 

 2．1 ガラス発泡体の調製 

 市中から回収したビンガラス（ソーダ石灰ガラス）を粉

砕したものを主原料とし，これにLCD（液晶パネル）ガラス

（化学組成（以下重量%（w/w）：SiO2：58.1%，Al2O3：17.8%，

B2O3：10.7%，CaO：8.4%，SrO：2.1%，MgO：1.7%，BaO：0.3%，

その他：0.9%）を10%（w/w），あるいはPDP（プラズマパネ

ル）ガラス（化学組成：SiO2：50.1%，BaO：9.3%，SrO：9.2%，

K2O：7.6%，Al2O3：7.6%，ZrO2：4.7%，Na2O：4.1%，CaO：2.5%，

MgO：2.0%，その他：2.9%）を25%（w/w）になるように混合，

さらに発泡剤としてドロマイト（火の国製苦土石灰，主成

分CaMg（CO3）2，蛍光X線分析による化学組成：CaO：72.8%，

MgO：24.9%，SiO2：1.1%，Al2O3：0.4%，その他：0.8%，粒径：

90μm未満に篩別）を10%（w/w）になるように混合した。発

泡剤としてドロマイトを用いたのは前報(9）において，広く

用いられている発泡剤である炭酸カルシウムより空隙率お

よびリン酸吸着能を増加させる作用があったためである。

LCDガラスおよびPDPガラスを上記混合割合としたのは前報
(10)において本割合が最もリン酸吸着能および吸水率を向上

させたためである。この混合物をガラス発泡体メーカーの

協力をうけ，量産用トンネル炉を使用し，最高温度850℃を

20分間保持する条件で焼成した。焼成物を室温まで空冷後，

粉砕，分級し（図1），1mmメッシュの遮光ネットに各約50g  

 

図1.  LCDガラスおよびPDPガラスを含有するガラス発泡体 

を封入し，以後の実験に使用した。なお，主原料として用

いたビンガラス粉砕物はガラス発泡体メーカーからの供給

を受けた。LCDガラスおよびPDPガラスは家電メーカーより

供給を受けたものを供試し，これらを高速スタンプミル（日

陶科学製ANS143）によって粉砕，粒径90μm未満に篩別した

ものを用いた 

 2．2 試験装置の製作 

 図2には試験装置の全体像を示す。装置は，上部の吸着槽

と下部の沈殿槽に分かれている。上部の吸着槽は，背面下部よ

り取水し発泡体試料を通過した後，下部の沈殿槽に流れ落ちる。

下部沈殿槽は，左右の2層に分かれており，流れ落ちた処理水

は，正面左の沈殿槽で浮遊物をろ過する。ろ過された処理水は，

右側の整流層を通過して装置外部に流れ出る。 

 上記の試験装置を東京都下水道局新河岸水再生センター

水質検査建屋脇に設置，同センターが水質検査用に連続的

に採水している処理水を分流させ試験装置内に導入させた。 

 

図2.  供試した水質浄化試験装置 

 （左）外観,（右）正面 

 

 2．3 分析方法 

 上記のように設置した試験装置に下水処理水を導入し，試験

を開始した。導入した処理水の流速は約 7L/分になるように調

整した。導入した LCD 含有ガラス発泡体（粒径 1-3cm, 3-5cm, 

5-10cm） （図 1），PDP 含有ガラス発泡体（粒径 1-3cm, 3-5cm, 

5-10cm） （図 1）を通水開始，4, 8, 12 週目に回収した。 

 回収したガラス発泡体を純水にて軽く洗浄後，乾燥炉にて

100℃で 10 時間乾燥させた。 

 各発泡体の乾燥重量を小数点以下 1 桁まで測定し，試験前の

重量と比較することで重量減少率を求めた。 

 各発泡体について蛍光 X 線分析を行った。装置は日本電子

株式会社製 JSX-3100RII を使用し，X 線照射径 7mm，フィルタ

ーなし，50kV で電流値は自動調整条件，真空条件にて測定し

た。FP 法（酸化物換算）にて CaO および全 P2O5 含有率(%)を算

出した。 

 各発泡体の無機リン酸含有量は，発泡体 1g に対し 0.1mol/l

硫酸 200mL を添加，室温にて 2 時間抽出後，抽出液中のリン酸

濃度をモリブデン青法(11)にて測定した。 

 

-　31　-



東京都立産業技術研究センター研究報告，第 6 号，2011 年 

 

3．結果および考察 

 試験期間内におけるガラス発泡体の重量変化を図 3 に示す。

その結果，処理期間 8 週目において，LCD ガラス発泡体および

PDP ガラス発泡体ともに，粒径 1-3cm および 3-5cm について重

量減少が認められた。粒径5-10cmにおいても処理11週目で重

量減少が認められた。なお，粒径 4mm 以下のものについても同

様の試験を行ったが重量減少が大きいもので，試験期間 4 週間

で 2 割程度と大きかった（データ不掲載）。 

 試験期間におけるガラス発泡体の無機リン酸含有量の変化を

図 3 に示す。その結果，LCD ガラス発泡体および PDP ガラス発

泡体ともに，処理期間 8 週目までは処理期間依存的に吸着量

は増加したが，粒径 1-3cm および 5-10cm については，8 週目

以降頭打ちとなった。粒径 3-5cm については 8 週目以降も増加

傾向にあった。 

 試験期間におけるガラス発泡体試験期間内のガラス発泡体中

の CaO 含有率，全 P2O5 含有率の変化を図 4 に示す。その結

果，CaO 含有率については，LCD ガラス発泡体および PDP ガラ

ス発泡体ともに，粒径に関わりなく低下は確認されなかった。全

P2O5 含有率については，粒径に関わりなく処理期間依存的に

増加する傾向が認められた。ただし，全 P2O5 含有率は概ね

1-2%程度であるのに対し，無機リン酸吸着量が 10-25mg 

P2O5/100g と大きな差異があった。これは，ガラス発泡体に下水

処理水中の有機態リン酸が優先的に吸着しているためと推察し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.  水質浄化試験期間における LCD ガラス発泡体（左）および 

    PDP ガラス発泡体（右）の重量減少率（上）および無機リン 

    酸含有量（下）の推移(各値は n=3 の平均値) 

 

 次に，ガラス発泡体の再生の可能性を検討した。すなわち，

LCD・PDP の各ガラス発泡体（粒径 1-3cm）を 2010 年 1 月 12 日

から 4 週間水処理に供試した。さらにそのガラス発泡体 1g に対

し 200mL の 0.05N 硫酸にて 2 時間溶出後，水洗し，乾燥させ

た。その脱リン酸させたガラス発泡体を 2010 年 3 月 2 日より再度

4 週間水処理に供試した。各段階の無機リン酸吸着量および全

P2O5 含有率を測定した。その結果，LCD ガラス発泡体では第 1

回目の水処理によって，11.3 mg P2O5/100g の無機リン酸吸着

量および 0.40%の全 P2O5 含有率であり，その後の 0.05N 硫酸処

理によって無機リン酸吸着量および全 P2O5 含有率は検出下限

未満にまで低下した。第 2 回目の水処理によって，20.7 mg 

P2O5/100g の無機リン酸吸着量および 0.83%の全 P2O5 含有率に

まで再度吸着した。PDP ガラス発泡体では第 1 回目の水処理に

よって，12.4 mg P2O5/100g の無機リン酸吸着量および 1.15%の

全 P2O5 含有率であり，その後の 0.05N 硫酸処理によって無機リ

ン酸吸着量および全 P2O5 含有率は検出下限未満にまで低下し

た。第 2 回目の水処理によって，8.5 mg P2O5/100g の無機リン酸

吸着量および 0.97%の全 P2O5 含有率にまで再度吸着した。 

 

 

図 4. 水質浄化試験期間における LCD ガラス発泡体（左）および PDP 

   ガラス発泡体（右）の CaO 含有率（上）および全 P2O5含有率 

   （下）の推移(各値は n=3 の平均値) 

 

図3で示されたように，粒径が大きいものほど試験期間中のガ

ラス発泡体の重量減少率は小さかった。一方，図4で示されたよ

うに試験期間中 CaO 含有率の低下が認められなかったことよ

り，この重量減少は，ガラス発泡体中の構成成分（Ca 等）の溶出

によるものではなく，ガラス発泡体顆粒同士の磨耗によることが

確認された。また，LCD・PDP の種別にかかわりなく，粒径

5-10cm では処理期間 8 週目までは重量減少が認められなかっ

たので，耐用期間は 8 週間ということになる。 

 図 3 で示されたように，無機リン酸吸着量については，ある時

点まで処理期間依存的に増加するもの，その後頭打ちになるケ

ースが認められた。これは無機リン酸のガラス発泡体への吸着

と，ガラス発泡体表面部分の磨耗による剥離（＝リン酸の脱離）

の両方の現象が起きており，前者が優勢の場合はリン酸吸着量

の増加が，後者が優勢の場合はリン酸吸着量の低下が引き起こ

される。すなわち，両者のバランスが無機リン酸吸着量を規定し

ているものと推察した。粒径 3-5cm において無機リン酸吸着量

が 8 週以降増加している点については，図 3 で示された重量減

少が 8 週―11 週でわずかであり吸着無機リン酸の脱離が起きて

いないであろうという推測と矛盾していない。また，無機リン酸吸

着量はいずれの条件においても植物生育に必要な量 10mg 

P2O5/100g を超えており，使用済ガラス発泡体が植物栽培用資

材として利用可能であることを確認した。 

 図 4 で示されたように全 P2O5含有率については，粒径 5-10cm

では LCD・PDP の種別にかかわりなく，処理期間 4 週目までの
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増加率が大きく，それ以降の変化率は小さかった。また，その含

有率は1～2wt%とビーカーレベルでの結果と同程度であったこと

から，実排水を対象とした場合でも期待される効果が発揮される

ことが確認された。 

 以上の知見から，粒径 5-10cm の LCD・PDP ガラス発泡体を使

用することが望ましく，1 回の使用期間は全 P2O5含有率を指標と

するならば 4 週間以下で，使用済発泡体は新たなものに交換す

るか再生して使用することが必要である。 

 ガラス発泡体の再生実験の結果，LCD・PDP の種別で傾向が

異なるものの，また，再生前後では処理期間内の水温・気温等

が異なるため単純な比較はできないが，再生後もある程度のリン

酸吸着能を保持していた。重量減少の課題が克服できれば繰り

返し使用ができる可能性が示された。参考値ではあるが，この再

生実験の際の第 1 回吸着終了後の発泡体中のCaO 含有率は，

LCD ガラス発泡体で 23.2wt%および PDP ガラス発泡体で

20.1wt%であったものが，リン酸脱離のための酸処理によって，

それぞれ 22.9 および 18.4wt%にまで低下したが，第 2 回吸着終

了後にはそれぞれ 23.4 および 19.4wt%にまで回復した。スケーリ

ング等によって CaCO3 等が発泡体表面に沈着することで，リン

酸吸着基である Ca の量が回復した可能性も否定はできない。

再生処理後でリン酸吸着量の顕著な低下が認められなかったこ

とと関係があるのかもしれない。 

 また，今回開発したガラス発泡体は吸水性を有する（例えば，

PDP ガラス発泡体 5-10cm では重量比で 134%の水分を保持可

能）ので，最終的には屋上緑化資材等に多段利用することが期

待される。今後は，ガラス発泡体のリン酸吸着容量をさらに向上

させることで，水処理効率，リン酸回収効率の向上をはかる必要

がある。 

 

4．まとめ 

 本研究では，廃ガラス発泡体が下水処理水等に含まれるリン

酸を吸着する能力について検証し，廃ガラス発泡体のリン酸吸

着剤としての可能性を検討するため，廃ガラス発泡体と下水処

理水の接触方法（粒径，処理期間等）によるリン吸着量及び廃

ガラス発泡体と下水処理水の接触による磨耗状況を把握した。 

その結果，LCD・PDP ガラス発泡体ともに粒径 5-10cm のもの

が処理期間中の重量減少率が最小であり，またその耐用期間

は 8 週であること，および処理期間 4 週程度で全 P2O5 含有率が

頭打ちに近づくことを明らかにした。その際の全 P2O5 含有率は

ビーカーレベルで明らかとなった吸着容量に相当するが，無機

リン酸吸着量は 15 mg P2O5/100g 未満と全 P2O5含有率と比べ低

かった。これは，ガラス発泡体に下水処理水中の有機態リン酸

が優先的に吸着しているためと推察した。一方で無機リン酸吸

着量は植物生育に十分な量を吸着していることも確認された。

以上の結果から，1 回の下水処理に供する期間は最大で 4 週間

以内とし，使用済のガラス発泡体は希硫酸で処理し再生・リン酸

を回収後，再度水処理に再使用するか，新たなものに交換する

ことが望ましく，再使用した場合でも積算で8 週間までにとどめる

ことが望ましいことがわかった。使用済ガラス発泡体はその保水

性を生かし屋上緑化資材として多段利用できるものと期待され

る。 

 最後に，本研究を実施するにあたり東京都下水道局技術開発

課のご協力を賜りましたので，ここに厚く御礼申し上げる次第で

す。 

（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 6 月 24 日再受付） 
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熱分解ガスクロマトグラフィー質量分析法の 

異物分析への応用に関する研究 
 

木下 健司＊１） 

 
 Study on Pyrolysis-Gas Chromatography/Mass Spectrometry for Contamination Analysis 

Kenji Kinoshita＊１） 

 
In order to construct a current system of contamination analysis, pyrolysis-gas chromatography/mass spectrometry 

(Py-GC/MS) was investigated and data collected. No databases are currently available for identifying the contaminants, because 
their targets are mainly synthetic polymers. Critical data on carbohydrates, natural resins, proteins, biological samples etc., were 
obtained in this study. Marker compounds for identification were also examined and were found to be effective for analyzing 
biological contaminants. The Py-GC/MS method is useful for contamination analysis, which will assist the identification with 
Fourier transform infrared spectrometry. 
 
キーワード：熱分解ガスクロマトグラフィー質量分析法，異物分析，データベース 

Keywords：Pyrolysis-gas chromatography/mass spectrometry, Contamination analysis, Database 

 

1．まえがき 

 現在，異物分析に関する依頼試験ならびに相談は比較的

多く，週に数件の割合で新たな異物分析へ対応することが

求められている。そのために，短時間で信頼性の高い分析

が要求される。異物となりうる対象は，混入物や付着物等

の外的異物のみならず，不純物や析出物等の内的異物，そ

して物質欠落など多様であるため(1)，測定対象について多角

的に捉え，総合的な判断を行うことが重要となる。即ち一

つの異物に対して，状態の確認には各種顕微鏡を用いた外

観観察，金属等の無機物成分の確認には元素分析，樹脂片

の特定等には有機物成分分析を行う必要がある。有機物系

異物の分析には，一般に主としてフーリエ変換赤外線分光

分析法（FT-IR）が使用されており，迅速かつ微量での測定

が可能であること，そして成分特定のためのデータベース

が豊富であること等多くの利点を有する。その一方で，試

料が混合物など複雑な組成である場合には解析が困難であ

り，異物特定に至らないだけでなく解析を誤る危険性も考

えられる。それ故，新たに異物分析の体制を改善すること

が必要であった。 

新たな体制を検討するにあたり，通常の FT-IR による分析

に相補的な分析手法が必要と考えられ，相補的な分析手法

となるには実際の多くの試料に対応する迅速な測定能力を

有し，FT-IR には得られない解析能力が求められた。有機物

の解析に用いられる手法として，FT-IR の他にガスクロマト

グラフィー質量分析法（GC/MS）や核磁気共鳴分光法（NMR）

などが挙げられるが，微量分析が可能であることや分離能

力や同定能力に優れること，そして固体試料を煩雑な前処

理を必要とせずに分析が可能であることから熱分解装置を

搭載した熱分解 GC/MS を選択した。熱分解 GC/MS は様々

な研究分野で広く使われているものの，異物分析に利用す

るには，測定データについて比較するためのデータベース

が十分ではないために，測定から異物特定へ繋げることが

困難であった。以上の背景から，異物分析に対する体制を

補強することを目的として，熱分解 GC/MS を応用するため

の検討を行ったので報告する。 

2．方法 

 2．1 測定試料  多種多様な対象が異物となり得るため

に，ある特定の分野について対象を絞らずに広範囲にわた

り市販品を含めて試料の収集を行った。合成高分子系試料

を 113 種，天然高分子系試料を 85 種，生物系試料を 30 種，

その他低分子系試料等を 78 種収集した。 
2．2 装置  熱分解装置はフロンティアラボ製 PY-2020iD

を用いた。ガスクロマトグラフ質量分析計はアジレントテ

クノロジー製 7890A/5975 C を用いた。発生ガス分析に用い

るチューブには Restek 製 Rxi Guard Column（5 m×0.25 mm）

を用いた。瞬時熱分解法に用いる分離用分析カラムは，ア

ジレントテクノロジー製 DB-5MSUI (30 m×0.25 mm，0.25
μ m) を一般分析用に用い，生物系試料については

Phenomenex 製 ZB-MultiResidue-1 (30 m×0.25 mm，0.25μm)
を用いて検討を行った。また，キャピラリー・フロー・テ

クノロジーモジュールであるスプリッターを搭載し，分離＊１）城南支所 

論 文 
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 図 1. サーモグラム例（コピー用紙） 

昇温速度を一定としているため，横軸は加熱温度として読み取ること

も可能である。 

 
分析において毎測定後にバックフラッシュを行うことによ

り，カラム内に残留する成分の除去を行った。 
 2．3 分析手法  通常の異物分析においては，測定対象

を予め定めることができないために広い対象に対応できる

分析条件が必要である。本研究に用いた熱分解装置には加

熱方式が数種類あり，ある温度範囲について一定の速度で

昇温させる「発生ガス分析法」ならびに数百度の高温で瞬

時に試料を分解させる「瞬時熱分解法（以下熱分解法）」が

ある。発生ガス分析法は試料を昇温加熱しながら試料に存

在する低分子成分を揮発させたり，固体試料を熱分解させ

たりすることで気化し，発生したガス成分を直接検出器へ

導入する手法であり，測定時間（加熱温度）とガス発生の

関係を示したサーモグラムが得られる。例を図１に示す。

サーモグラムより，混合物か否かの確認，さらに熱分解法

における最適加熱温度を求めることができる。そのために，

発生ガス分析法は熱分解GC/MSによる異物分析の第一段階

として使用した。 
一方，熱分解法は試料を瞬時に分解させ気化した後に，

GC/MS で分離検出を行う手法であり，分離した熱分解生成

物を示したパイログラムが得られる。例を図２に示す。得

られたパイログラムを基に，検出した個々の熱分解生成物

を解析して元の対象成分の特定が期待されることから，異

物分析の第二段階として使用した。 
 2．4 データベース検索  得られたサーモグラムおよび

パイログラムについて，データベースとの比較を行う際に，

ピーク成分を一つずつ解析していく方法の他に，パソコン

上での自動検索を検討した。その為に検索用ソフトウェア

として F-Search（フロンティアラボ製）を使用し，得られた

データを登録した。 
 2. 5 油系試料の識別  異物分析においてはある程度成

分の素性が判明しており，比較対象との比較を目的とする

ことがある。油系試料は鉱物油系，合成油系，植物油系な

どに分類されるが，その中で実際の異物分析の対象として 

 
  図 2. パイログラム例（ポリエチレンテレフタラート） 

検出器である質量分析計で各ピークについて化合物の同定を行い，検出さ 

れた化合物のパターンから元の試料を推定する。 

 
特に鉱物油を主成分とした試料が多くみられた。FT-IR によ

る測定では鉱物油系である事は判明するものの，混在する

微量成分の特定や基油の識別などを明確に行うことは困難

である。そのために，熱分解 GC/MS の装置を用いた識別の

方法を検討した。 
 2．6 マーカー化合物の検討  血液等の試料の場合，成

分が生体由来であるかどうかを重要とされ，FT-IR では十分

な結果を導くことができないことがある。これらの点に対

応するために，特定や比較の上で重要となるマーカー化合

物の探索を行った。 
 

3．結果 

 3．1 測定条件  異物分析においては，通常測定試料の

成分が未知であることが多いために，一般条件として全て

のサンプルに対応する条件でなければならない。第１段階

として選択した発生ガス分析においては，100℃を起点に昇

温速度を 20℃/min として測定を行った。全測定サンプルの

うち，一部のシリコーン系高分子化合物および二酸化炭素

を発生する炭酸塩等を除き，最高温度が 700℃で熱分解が終

了したことから，試料情報を得るための未知試料測定条件

の温度範囲を 100℃から 700℃までとした。 
第二段階とした熱分解法については，一般条件のための

条件として分離用カラムの最適な極性を検討した。無極性，

微極性，極性の 3 種のカラムを検討した結果，微極性カラ

ムによりバランスの良い分離が達成された。また，GC オー

ブン温度は最低温度を 40℃とし，最高温度を 320℃として

昇温速度を 10℃/min とすることで比較的バランス良く分離

が達成された。 
 3. 2 データベース検索  サンプル種によりパイログラ

ム上の主成分が二酸化炭素となることがあるが，二酸化炭

素は試料を特徴づけるものとはならない。パイログラムを

登録する際には，主要ピークの質量スペクトルを積算した
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表 1. データベース自動検索結果 

測定データ：血液  測定データ：藍藻（スピルリナ） 
検索順位 データベース化合物 一致率(％)  検索順位 データベース化合物 一致率(％) 

1   血液 95  1   スピルリナ 98 
2   かさぶた 92  2   クロレラ 91 
3   皮膚（ささくれ） 88  3   クラミドモナス 90 
4   クロレラ 86  4   フケ 89 
5   魚粉 86  5   イトミミズ 87 

 
ものを情報として入れ込むために，該当するサンプルについ

て情報を登録すると，試料の性状の全く異なるものが検索結

果の上位に現れる可能性が生じる。そのために，幾つかの対

象サンプルについて二酸化炭素などを除いた情報を登録し，

検索における信頼性の向上を試みた。 
自動検索例として，データベースへ登録していない測定デ

ータについて，検索を行った。結果を表１に示す。現在市販

されているデータは工業材料に関するものが多いものの，表

１に見られるように，生物系の試料においても性状の近い物

質や生物が検索結果の上位を占めた。上記の結果より，新た

に作成したデータベースが異物解析へ活用できる可能性が

期待された。 
 3．3 油系試料の識別  潤滑油など鉱物油にはパラフィ

ン系やナフテン系の基油，ならびに酸化防止剤など様々な添

加剤が含まれており，一部には合成油なども用いられている
(2)。よって，上記の成分を分離することにより識別が可能と

なる。また，基油は高沸点の成分が多いために，3.1 で示し

た一般条件のうち，最高温度の状態を 15 分間保持させるこ

とにより，基油成分を溶出した。図３に示すように，低級ア

ルケン化合物等の低沸点成分，添加物や高級脂肪酸等，ピー

クの塊として検出される基油成分を確認することができた。 

 

 
 
 
 
 
 
 また，基油自体についてもピークの塊の部分について比較

する際に，質量電荷比(m/z) 57, 83, 97 についてマスクロマト

グラムを調べることで，図４に示すように，パラフィン系お

よびナフテン系化合物等の存在を目立たせることができ，基

油部分についてさらなる詳細な比較を行うことが可能であ

った。 

 
 
 
 
  
 
 
以上より，FT-IR で識別が困難であった鉱物油系試料につ

いて，明確な識別を可能とする条件を導くことができた。 
 3．4 生物系サンプルにおけるマーカー化合物 

 3. 4. 1 植物組織  植物細胞は細胞を構成する一部であ

る細胞壁を有しており，細胞壁の主成分はセルロースからな

る。そのために，熱分解 GC/MS で測定を行うとセルロース

の主要熱分解化合物であるレボグルコサン（図５）が検出さ

れる(3)。セルロースを含むサンプルは様々であり，レボグル

コサンはマーカー化合物の一つとなるもののそれ以外の成

分が重要となる。得られたパイログラムには特徴として多価

フェノール誘導体（図５；例 メトキシオイゲノール）が検

出され，木材には顕著に確認された。 
 
 

 
 
 
 
 
 

図 5. 植物組織分析における特徴的な熱分解生成物の例 

 
検出された芳香族化合物は，リグニンの熱分解生成物やそ

の他の植物組織内で生合成された天然の芳香族化合物に由

図 4. 基油成分部分におけるマスクロマトグラム（拡大） 

(1) m/z 57：パラフィン系炭化水素の確認を容易にする 

(2) m/z 83：ナフテン系炭化水素の確認を容易にする。 

(3) m/z 97：その他ナフテン系炭化水素などの確認を容易にする。 

図 3. 油系サンプルのパイログラム例 

（潤滑油とオリーブオイルの混合物） 

①低級アルケンなどの低沸点化合物 

②添加剤や高級脂肪酸化合物などがピークとして検出される 

③基油が個々に分離されずに溶出される。 

O

OH
OH

OH O

OH

OO
CH3CH3

CH2レボグルコサン 

メトキシオイゲノール 
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来するものと考えられ，それらをマーカー化合物とすること

により植物組織の存在を示唆することが可能となった。 
3. 4. 2  動物組織  動物組織を FT-IR で測定すると，主

成分としてタンパクに関連するスペクトルが観察されるも

のの，それ以外に得られる情報は少ない。一方熱分解 GC/MS

で測定を行うと，主成分としてタンパク質に関連する数多く

の比較的小さなピークや，高級脂肪酸化合物，脂肪酸エステ

ル，脂肪酸アミドをはじめとする脂質由来のピークが検出さ

れた。脂質のパターンはヒト由来の組織であっても，皮膚（さ

さくれ），血液，フケなどの試料の間に相違が確認された。

動物組織から検出される化合物として，その他に数種のステ

ロイドが検出された。例として，図６にヒト血液のパイログ

ラムを示す。パイログラム上には測定時間 30 分以降に 3 種

のステロイドが検出された。 

 

 

図 6. ヒト血液のパイログラム 

 

生物試料にはステロイドが検出されるが，ステロイドは生

物種によって異なっており，微細藻類であるクラミドモナス

からはヒト血液とは異なるステロイドが検出された。図 7に

パイログラムを示す。 

 

 

図 7. クラミドモナスのパイログラム 

 

パイログラム上に確認された代表的なステロイドを図８

に示す。以上の結果より，タンパクや脂質以外の情報として，

ステロイドのパターンを利用することにより，各動物組織の

存在を確実にすることが可能となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 8. 検出されたステロイド化合物の例 

 

4．まとめ 

 異物分析に関する技術改善のために，熱分解 GC/MS を応

用することを目的として，幅広い対象で約 300 種類の試料に

ついて測定データを集め，新たなデータベースの構築を図っ

た。また，生物試料等では識別を特徴づけるマーカー化合物

の探索を行った。本研究で得られた知見を基に熱分解 GC/MS
を応用することで，現在異物分析における第一選択となって

いる FT-IR を補完する手法として有用であり，本法による依

頼試験における飛躍的な解析可能範囲の拡大が期待される。

今後は特に FT-IR 単独では解析が困難である生体由来の試料

等をはじめとして，データ数を増加させることにより対象範

囲の拡大を図り，利用価値を高めていく予定である。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 7 月 5 日再受付） 
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インクジェット式三次元造形機を用いた二色成形による材料・製品設計 
 

西川 康博＊１）  阿保 友二郎＊１） 

 
Design and fabrication of materials and products by two-color molding 

with ink-jet type rapid prototyping 
Yasuhiro Nishikawa＊１）,  Yujiro Abo＊１） 

 
The design and fabrication of materials and products with ink-jet type 3D rapid prototyping was discussed in this paper. At 

first, the tensile properties of two kinds of UV light-curing resins, which were used as a reinforcement and matrix of composite 
materials, were evaluated. Secondly, the unidirectional reinforcement composite materials were fabricated. The tensile modulus 
and tensile strength of the composite material with the 40% reinforcement volume fraction were about 67% and 62% higher than 
those of the matrix resin, respectively. Based on all experimental results, the nonlinear spring was fabricated using the two-color 
molding technique. 
 
キーワード：インクジェット，造形機，引張特性，複合材料，製品設計 

Keywords：ink-jet, rapid prototyping, tensile property, composite material, product design 

 

1．まえがき 

近年，三次元 CAD データを一定間隔でスライスした断面

形状を作成し，その断面形状を積み上げることにより立体

構造物を造形する三次元積層造形法あるいはラピッドプロ

トタイピングと呼ばれる方法によって試作品や工業製品の

開発が行われている。この三次元積層造形法には，光造形

法，粉末焼結法，インクジェット法など様々な手法がある。

中でもインクジェット法では，ノズルから接着剤を滴下さ

せて粉末同士を接合させる，あるいは光硬化樹脂を滴下さ

せて，即座に紫外線光を照射させ硬化させるなどの方法に

より，高精度かつ高速に対象物を積層造形することができ

る。この手法を用いて，例えば人工骨の開発などへの応用

が進みつつある[1]。 
上述の造形法では試作品のみならず，多品種少量の製品

あるいは部品であれば，直接，製造も可能であると考えら

れる。新しい機能を有する光硬化樹脂の開発，優れた造形

能力を有する装置の開発が進む中，インクジェット式三次

元造形機を製造・開発ツールとして活用し，それを用いて

製品を設計・製作する事例が，今後ますます増加するとい

える。 
そこで本研究では，二色成形が可能なインクジェット式

三次元造形機を用いて，（1）原材料である 2 種類の光硬化

樹脂の引張特性の評価，（2）特徴的な成形手法である積層

成形を活かした一方向強化複合材料の製作と評価，および，

（3）非線形ばねの製作とそのばね特性の評価，を行い，造

形機を用いた材料および製品の設計・製作に関する基礎技

術について検討した。 

2．試験方法 

 2．1 成形方法  試験片の成形にはインクジェット式三

次元造形機（CONNEX500：Objet 製）を用いた。本装置の

特徴は，同時に 2 種類の光硬化樹脂を使用することができ

る点である。本研究では，硬化後に柔軟な材料特性を示す

樹脂（FULLCURE 430 DURUSWHITE：Objet 製，以後，樹

脂 M と呼ぶ）と，剛性のある樹脂（FULLCURE 840 
VEROBLUE：Objet 製，以後，樹脂 R と呼ぶ）の 2 種類の

光硬化樹脂を用いた。 
図 1 に成形中の様子を示す。ここで，プリンターヘッド

の移動方向を X 軸，それと直角方向を Y 軸，また，積層方

向（高さ方向）を Z 軸とした。各方向における解像度は 600
×600×800 dpi である。 
 2．2 試験片  試験片は JIS K 7139（多目的試験片 A 形）

に準拠した。成形方向の違いによる樹脂の引張特性の違い

も評価するために，試験片の長手方向が X 軸，Y 軸，Z 軸

および X 軸と Y 軸に対して 45°方向（XY45軸），Z 軸と X
軸に対して 45°方向（ZX45軸）となるような樹脂 M および

樹脂 R のみから成る試験片を成形した。以後，これらの試

験片を M-X，M-Y，M-Z，M-XY45，M-ZX45 試験片および

R-X，R-Y，R-Z，R-XY45，R-ZX45試験片と呼ぶ。 
図 2 に一方向強化複合材料試験片の模式図および各試験

片の断面図を示す。ここで，樹脂 M を母材の原材料とし樹

脂 R を強化材の原材料とした。図に示すように，強化材の

形状および寸法は，幅 2mm，厚さ 0.4mm の梁形状とした。

強化材は断面に対して均等に配置した。また，強化材の体 ＊１）電子・機械グループ  
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図 1. 成形中の様子 

 
積含有率を 10%，20%および 40%と変化させた。成形方向

は X 軸のみとした。以後，これらの試験片を COMP-10，
COMP-20 および COMP-40 試験片と呼ぶ。 

各試験片ともに試験室環境下（温度 23±2℃，湿度 50±
5%）において 48 時間以上放置した後，引張試験を実施した。 
 2．3 非線形ばねの製作  変形の途中でばね定数が変化

する非線形ばねの設計・製作を行った。図 3 に製作した非

線形ばねの様子を示す。比較のために樹脂 M および樹脂 R
のみからなるばね（以後，M-Spring および R-Spring と呼ぶ）

も製作した。全てのばねにおいて，外径を 35mm，線径を

5mm，ピッチ角を 7.5°，また，有効巻き数を 6 とした。 
各試験片ともに試験室環境下（温度 23±2℃，湿度 50±

5%）において 48 時間以上放置した後，圧縮試験を実施した。 
 2．4 試験方法  引張試験方法は JIS K 7161 に準拠した。

試験には万能材料試験機（オートグラフ AG-100kNX：島津

製作所製）を用いた。変位制御とし，変位速度を 1mm/min
とした。全ての試験ともに試験室環境下（温度 23±2℃，湿

度 50±5%）で実施した。 
非線形ばねの圧縮試験には万能材料試験機（マイクロオ

ートグラフ MST-I type HR：島津製作所製）を用いた。変位

制御とし，変位速度を 10mm/min とした。試験は温度 18±
2℃，湿度 38±5%の環境で実施した。 

3．試験結果および考察 

 3．1 光硬化樹脂の引張特性  表 1 に各試験片の引張弾

性率および引張強度を示す。表より各樹脂において，成形

方向が X 軸，Y 軸および XY45軸である試験片は，引張弾性

率および引張強度は，ほぼ同じであった。このことから，

樹脂 M および樹脂 R の材料特性はともに XY 平面において

は等方性を示すといえる。一方，成形方向が Z 軸および ZX45

軸である試験片は，他の試験片と比べ，引張弾性率が高く，

一方，引張強さは低いという結果を示した。このことから，

樹脂 M および樹脂 R における Z 軸方向の材料特性は，X 軸

および Y 軸方向のそれとは異なることがわかった。 
造形装置の解像度から，成形される材料は理想的に一辺

が数十μm の組織で構成される。この組織は，X 軸，Y 軸と 

 

図 2. 一方向強化複合材料試験片の模式図 

 

樹脂M

樹脂R

 

図 3. 非線形ばねの様子 

 
比較して Z 軸に扁平であると考えられ，このような内部構

造が方向によって異なる材料特性を生じさせた一因と考え

られる。 
 3．2 一方向強化複合材料の引張特性   図 4 に

COMP-10，COMP-20 および COMP-40 試験片の荷重-変位線

図を示す。図より，各複合材料の荷重-変位線図は強化材の

体積含有率が増加するに伴い，母材である M-X 試験片の荷

重-変位線図から強化材である R-X 試験片のそれの傾向に近

づくことがわかる。図 5 に強化材の体積含有率と引張弾性

率の関係を示す。図には，複合則[2]から求めた理論引張弾性

率も示した。また，図 6 に強化材の体積含有率と引張強度

の関係を示す。両図に示すように，強化材の体積含有率が

増加するに伴い，引張弾性率および引張強さは向上する。

Comp-40 試験片の引張弾性率および引張強さは，母材樹脂

である M-X 試験片のそれらと比較すると，それぞれ約 67%
および 62%向上した。 
図 5 で示したように，引張弾性率の実測値はその理論値

と比べてわずかに高くなった。ここで図 7 に COMP-40 試験

片の断面の観察写真を示す。図に示すように，強化材の断

面は完全な矩形形状ではなかった。樹脂 M と樹脂 R の接合

部では，両樹脂が交互に積層された構造をなす。このため，

設計した強化材の体積含有率よりも実際の体積含有率は大

きくなった結果，引張弾性率も高くなったといえる。 
 3．3 非線形ばねのばね特性  図 8 に M-Spring および
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R-Spring の荷重-変位線図を示す。図より荷重と変位は線形

関係を示すことがわかる。さらに，両ばねにおけるばね定

数（線図の傾き）と，ばねの外径，線径，有効巻き数およ

び材料の横弾性定数から求めた理論ばね定数[3]を表 2 に示

す。表に示すように，ばね定数の実測値とその理論値には

大きな差が生じた。この差は，樹脂の引張特性以外の要因，

例えば自重による寸法の経時変化などもあり，原因の解明

は今後の課題である。 
図 9 に，非線形ばねの荷重-変位線図を示す。図より，変

形途中でばね定数が変化することがわかる。図 10 に非線形

ばねの変形の様子を示す。初期においては，主に樹脂 M で

形成されたばね部分が変形する。その後，ばね同士が接地

し，続いて樹脂 R で形成されたばね部分が変形する。この

ように，インクジェット式三次元造形装置を用いることで，

非線形ばねのような特徴ある製品の製造が可能であること

が示された。 
 
 
 

表 1. 各試験片の引張弾性率および引張強度 

M-X

M-Y 0.952

0.995

14.6

15.4

0.954 15.7M-XY45

引張弾性率
[GPa]

引張強さ
[MPa]

試験片名

M-Z

M-ZX45 0.985

1.09

13.1

11.8

2.15 37.1R-X

2.13 37.3R-Y

R-XY45

R-Z 2.71

2.22

34.7

37.3

2.68 36.8R-ZX45
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図 4. 一方向強化複合材料の荷重-変位線図 

4. まとめ 

本研究では，造形機を用いた材料および製品の設計・製

作に関する基礎技術について検討した。以下に得られた結

果を示す。 
（1）原材料である 2 種類の光硬化性樹脂の引張弾性率およ

び引張強さを取得した。また，各樹脂の材料特性は，プリ

ンターヘッド移動方向軸とそれと直角方向軸から成る平面

内においては等方性であるが，それと比べて積層方向軸で

は異なる特性を示した。 
（2）一方向強化複合材料においては，強化材の体積含有率

が増加するに伴い，引張弾性率および引張強さは向上した。

強化材の体積含有率が 40%である強化プラスチックの引張

弾性率および引張強さは母材樹脂のそれらと比較すると，

それぞれ約 67%および 62%向上した。 
（3）二色成形法により非線形ばねを製作した。このことか

ら，インクジェット式三次元造形機を用いて特徴ある製品

の製造を行うことができることが示された。 
今後，製品の強度設計・製作における課題を克服しつつ，

本成果を実際の製品開発に応用する予定である。 
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図 5. 強化材の体積含有率と引張弾性率の関係 
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図 6. 強化材の体積含有率と引張強度の関係 
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強化材（樹脂R）

母材（樹脂M）

 

図 7. COMP-40 試験片の断面の観察写真 
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図 8. M-Spring および R-Spring の荷重-変位線図 

 
表 2. ばね定数の実測値と理論値 

M-spring

R-spring 0.14

0.036

ばね定数
[N/mm]

試験片名

0.23

0.11

理論ばね定数
[N/mm]
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図 9. 非線形ばねの荷重-変位線図 

樹脂Mばねの変形

樹脂Mばねの接地

樹脂Rばねの変形

 
図 10. 非線形ばねの変形の様子 

 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 6 月 15 日再受付） 
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高速デジタル回路基板における設計ルール 

（基板端距離と信号ガードパターン）に関する考察  
 

佐野 宏靖＊１）  佐藤 研＊１） 

 
Design rules check for designing high speed print boards by experiment 

Hiroyasu Sano＊１）,  Ken Sato＊1） 
 

Printed circuit board design rules for noise reduction are very important. The names of design rules themselves are well-know 
to those who design printed circuit boards, however, parameters for each rule are not well-know nor publicized.  

The authors have chosen two well known rules: "pattern line distance from a board edge" and "gap and width of guarded GND 
pattern" to examine. Then, at first, we made several sample boards to get actual measurement data for those design rules. 
Secondary, we compared them with those generated by a simulator to assess the accuracy of the simulation. With the results, we 
modified simulation models to make them more accurate. As a result, we obtained accurate parameters for selected design rules 
and concluded that using the simulator was sufficiently effective to design printed circuit boards. 

 
キーワード：SI，EMI，3次元電磁界シミュレータ，基板設計ルール，電波暗室 

Keywords：SI, EMI, 3D micro wave simulator, PCB design rule, anechoic chamber 

 

1．まえがき 

近年，電子機器の低電圧化，高速化に伴い，信号品質(SI)
の確保や増大する電磁波放射ノイズ(EMI)対策が課題とな

っている。数百 MHz 以上の通信を行う製品では，基板製造

後の段階では根本的なノイズ対策を行うことが難しく，設

計変更により基板の再製造に至ることが多い。これら対策

手法の一つとして EMI 対策を考慮した基板設計ルールを用

いる手法がある。このルールは多数あるが，ルールの効果

などが公表されていないことが多い。 
本研究の目的は，EMI 対策基板設計ルールの対策前後の

データを蓄積し，平成 22 年度に導入した電磁界シミュレー

タ（CST 社 MW STUDIO）を用いて，モデリング手法やモ

デルの問題点を把握し，実基板とシミュレーションの差異

を確認することである。さらに，実験より得た結果をドキ

ュメントとしてまとめ，100MHz 帯のノイズ対策手法の情報

共有化を行い，当センターにおける高速デジタル回路用基

板設計の支援体制を強化する狙いがある。 
はじめに EMI 対策基板設計ルールについて調査し，次に

基板を製作評価し，ルールごとの対策効果を把握した。こ

れらのデータを基にシミュレーション結果と比較した。 

2．EMI 対策基板設計ルールの調査 

平成 22年度から導入したEMI対策チェックソフト（NEC
情報システムズ DEMITASNX）に内蔵されている優先順位

を基に表 1 の順位と項目を作成した。 

 
優先順位の上位に「信号ガードパターン」と「基板端距

離」のルールがあるが，公表されている実測データなどが

少ない。そのため，このルールについて複数のパターンを

作製し，検討，評価を行った。図 1 に各ルールのパラメー

タを示す。  

 
 
 
 

 

 ＊１）電子・機械グループ 

表 1. EMI 対策基板設計ルール 

優先順位 EMI 対策ルール項目 

1 リターンパスの不連続 

1 GV プレーンまたぎ 

2 信号ガードパターン 

3 差動信号配線 

3 基板端距離 

3 配線長 

4 SG パターンビア間隔 

4 インピーダンス整合 

5 クロストーク 

5 ビア数 

5 フィルタ挿入距離 

図 1. 基板端距離ルール（左）と信号ガードパターンルール（右）
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3．実験方法 

 3．1 製造基板種類  各ルールに対しパラメータを振り

SI／EMI にどのような影響を及ぼすか確認した。 
 ルールによる切り分けをわかりやすくするため，回路構

成は極力シンプルにした。図 2 に実験回路を示す。CN1 か

ら単 4 乾電池を接続し，電圧を供給する。IC3 の降圧レギュ

レータ（TI：TPS71733DCKT）で 3.3V に落とし，X1 の水晶

発振器（京セラ：KC5032C100.000C30E00）で 100MHz を発

生させ，IC2 の 1 ゲートロジックインバータ（東芝：

TC7SZ04FU）に入力し，IC2 の 4pin からマイクロストリッ

プライン経由で負荷 R1 をドライブする。 

 

 

 図 3 に測定基板を示す。基板端距離は 20H ルール(1)より

決めた。20H ルールとは一般的に電源 GND 間のリターンプ

レーンを確保するためのものであるが，今回のパターンに

応用できると考えたため，H=1.6mm×20 より 32mm とし，

基板縦幅を 65mm とした。発振器位置を固定したまま，パ

ターンによる影響を見るため，様々な方向に曲げられるよ

う，マイクロストリップラインを 100mm に設定し，電池配

置などを考慮して基板横幅を 150mm とした。 
 

 

 図 4，図 5 に実験基板を示す。 

                              

 

 マイクロストリップラインの設計情報として，基板厚み

は 1.6mm，パターン幅は 0.35mm，厚みは 18μm，基材は FR-4
とした。設計値としては特性インピーダンスが約 120Ωにな

るようにした。 
 使用した IC のパッケージタイプは SSOP の 0.65 ピッチで

ある。抵抗とコンデンサはすべて 1005 サイズで回路を極力

小さくするようにした。 
 通常，負荷にコンデンサを追加するとコンデンサに流れ

る高周波成分が増えるため，ノイズがさらに増える傾向に

なるが，今回はなるべくパラメータを少なくするため抵抗

負荷のみにした。 
 3．2 波形観測  デジタルオシロスコープ（Tektronix 
DSA70604）で，各基板の波形の変化を確認した。使用する

プローブは，GND リードのインダクタンスによる影響を極

力小さくするため，差動アクティブプローブ（Tektronix 
P6248）とした。これを用いてシングルエンド測定を行う。

プロービングの際にはデジタルオシロスコープのGNDと基

板の GND をつなぎフローティング電位を 0V にした。 
 また，マイクロストリップラインのインピーダンスを測

定するため TDR 測定器（Tektronix DSA8200, 80E04 型 
20GHz）と専用プローブ（P8018 型）を使用した。 
  3．3 遠方界  基板からの放射ノイズを 3m 電波暗室で

測定した。高さ 1m の発砲スチロールの上に測定基板を設置

し，30MHz～1GHz の放射ノイズを 0～360°回転させて測定

したところ，100MHz ステップでしかレベルが観測されなか

ったため，測定点は 100MHz ステップごとのピンポイント

とした。 
 バイログアンテナでの測定では給電点が 1GHz と 30MHz
で大きく異なり誤差が多くなるので，ログペリアンテナと

バイコニカルアンテナを使用し，計測による測定誤差を極

力小さくするようにした。 
 床面を吸収体にする予定であったが，ハイトパターンを

取る際にアンテナ位置を 2～4m にした場合，反射経路が吸

収体を通らない可能性があるため，反射による誤差が大き

くなってしまう。そのため，床下は金属面にし，一定条件

になるようにした。 
 今回の基板は水平偏波が多いので水平波のみの測定にし

た。測定方法は以下の通りに行い，基板から発生するノイ

ズのピーク値を検出した。 
(1) ハイトパターンの測定 
(2) ピーク値を検出した高さでアジマス測定 
(3) ピーク値を検出した角度をアンテナ正面に向けて QP

測定 

4．測定結果と考察 

 4．1 波形観測  図 6 に No.A-2 と No.A-3 のデジタルオ

シロスコープでの測定結果を示す。図より基板端距離によ

る波形の変化がほぼないことがわかる。 
 図 7 に No.BC-1 の測定結果を示す。図 7 左図と図 6 左図

の立ち上がりを比べてみると波形に差がでている。これは

図 4. 基板端距離の種類 

（左）基板端距離 32mm（中）基板端距離 10mm（右）基板端距離 3mm 

図 5. 信号ガードパターンの種類（基板端距離 10mm） 

（左）ガードパターン幅:3mm ギャップ:0.3mm 

（中）ガードパターン幅:6mm ギャップ:0.6mm 

（右）ガードパターン幅:3mm ギャップ:0.6mm 

図 3. 測定基板 

図 2.  実験回路 
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ガードパターンを追加することで，容量成分が増えて伝送

線路インピーダンスが下がっているためと考えられる。図

のように終端抵抗を 120Ωから 82Ωに変更することで不整

合を小さくし反射の影響を少なくできることがわかった。 

 

 

 

 
 マイクロストリップラインのインピーダンス確認のた

め，TDR 測定を行ったところ，No.A-1 は約 115Ωであり，

No.A-3 は No.A-1 と比較して平均値でインピーダンスが約 5
Ω多かった。これは伝送線路からみた基板 GND 面積が，

No.A-1 に比べて少なく容量性が減ったように見えたためと

考えられる。No.BC-1 は約 83Ω，No.BC-2 と No.BC-3 は約

100Ωとなりインピーダンスが下がった。これはガードの分

容量性が増えたためと考えられる。 

4．2 遠方界  図 8 に基板端距離と放射ノイズのデータ

を示す。ピークは 700MHz であるが，これはマイクロスト

リップライン=100mm，εr=4.6 の時，基板をλ/2 で強く放

射するアンテナ(2)として見た場合，1 波長λの周波数は

1.4GHz となるためと考えた。また，基板全体がストレイキ

ャパシタと共振してアンテナのように見た場合，基板横幅 
が 150mm であるので，同様の計算で 500MHz も強くノイズ

を放射すると考えられる。 
500MHz 以上では基板端距離が大きくなるほど，約 5dB

ずつ放射ノイズが減っておりルールと減少量の関係を確認

した。 
 図 9 に No.BC-1，No.BC-2，No.BC-3 の信号ガードパター

ンと放射ノイズの結果を示す。ガードパターン幅を 3mm か

ら 6mm に増やしても放射ノイズレベルは 1～2dB しか変わ

らないが，ギャップを 0.6mm から 0.3mm に近付けた方が 2
～3dB 改善され効果が大きい。ガードパターン幅を増やすよ

りもギャップ距離を縮めた方が良いことがわかる。 
 400MHz 以下では全体的にノイズ減少傾向にあるが減少

量は 400MHz と 300MHz で異なっている。これはガードパ

ターンによりループ面積が 160mm2 から 30mm2 へと減った

ため，放射ノイズレベルが大きく減少し，別要因のノイズ

が見えたためと考えられる。 
ここでいう別要因のノイズとは，発振器や電池およびケ

ーブルが考えられる。このノイズの影響を確認するため，IC
出力回路直近で終端し，伝送線路パターンをカットして，

伝送線路を抜いた状態での遠方界を再測定する必要があ

り，今後の課題である。 
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5．シミュレータとの比較 

 5．1  SI シミュレータの方法  TC7SZ04FU は TC74LCX
シリーズの 1ゲートロジックであるので，TC74VCX04FK.ibs
を使用した。正確にはパッケージ内部の容量やインダクタ

が異なること，IBIS（I/O Buffer Information Specification）の

立ち上がり測定時の負荷条件が異なることなどがあるた

め，今回の実験では参考値程度とする。シミュレータ（図

研 CR-5000 Lightning）を使用して，Board Designer の基板デ

ータからトポロジを作成し，IBIS をインポートした。 
 5．2 EMI シミュレータの方法  EMI シミュレータとし

て電磁界シミュレータ（CST 社 MW STUDIO）を使用した。

シミュレーションの境界条件は 6 方向すべての面で自由空

図 6. 基板端距離の比較 

（左）基板端距離 10mm（右）基板端距離 3mm 

図 8. 基板端距離と放射ノイズ 

図 9. 信号ガードパターンと放射ノイズ 

図 7. 終端抵抗変更前後の比較 
（左）終端抵抗:120Ω（右）終端抵抗:82Ω 

3.0V 

5ns 
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間とし，基板と境界面に一定距離の空間を置く。周波数設

定は 0～3GHz とし，時間領域ソルバの FDTD（Finite 
Difference Time Domain method）で六面体メッシュ（PBA：

完全境界近似）としている。遠方界を算出するため使用し

たマクロは Calculate Broadband EMC-norm である。信号源に

はデジタルオシロスコープで取得した波形を ASCII データ

で MW STUDIO にインポートし，accuracy の設定は－40dB
とした。 
 5．3 結果と考察  図 10 に No.A-1 の SI シミュレーショ

ン値と実測値の波形比較結果を示す。実線が実測値であり，

点線がシミュレータ値である。反射などの起伏の傾向がお

およそ合っていることが確認できる。 

 

 
図 11 に No.A-1 のアジマスの EMI シミュレーション値と

実測値の比較結果を示す。おおよそ同じ指向性が得られて

いることがわかる。 
 図 12 に基板端距離と放射ノイズのシミュレーション結

果の比較を示す。5～6dB シミュレーション値が実測より低

くみえているが，傾向や減少量は 1～2dB のずれである。お

およそ傾向は同じと言える。200MHz と 400MHz のずれが大

きいが，これは発振器，電源あるいはケーブル等，モデル

化されていない部分のノイズが見えているためである。 
また，シミュレーションでは境界条件 6 方向すべてが自

由空間であるが，実測では床面は導体であるので，反射の

影響も考慮する必要がある。理論的には最大で 6dB の大き

く見えることになるため，このデータを差し引けば 500MHz
以上のデータはシミュレーション値とおおよそ一致する。 
図 13 にガードパターン幅とギャップ対ノイズ放射レベル

を示す。ノイズとシミュレーション値が大きく異なるが，

前述したように別要因のノイズが見えているためと思われ

る。ただし，ガードパターン幅とギャップを変更した時の

減少量はほぼ合っている。 

 

 

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

レ
ベ
ル

PK
 [d

B(
μV

/m
)]

周波数[MHz]

No.A‐3 実測

No.A‐3 シミュレータ

No.A‐2 実測

No.A‐2 シミュレータ

No.A‐1 実測

No.A‐1 シミュレータ

 

 

20

25

30

35

40

45

50

55

60

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

レ
ベ
ル

PK
 [d

B(
μV

/m
)]

周波数[MHz]

No.BC‐3 実測

No.BC‐3 シミュレータ

No.BC‐2 実測

No.BC‐2 シミュレータ

No.BC‐1 実測

No.BC‐1 シミュレータ

 

 

6．まとめ 

 設計手順を確立するためのルールを割り出して検証を行

い，基板設計ルールのデータの裏付けが取れた。得られた

実測値とシミュレーション値とを比較し，ノイズ抑制量を

シミュレーションで把握する目処がたった。つまり，相対

比較でシミュレータ内のみでのルール検証が可能になっ

た。このことにより他のルールを検証する際に作製する基

板が大幅減ることになり，ルール項目を増やすことが比較

的容易になる。ただし，遠方界において，信号ガードパタ

ーンの基板の放射ノイズレベルがシミュレーション値と異

なっており，原因としては発振器，電池やケーブルをモデ

ル化していないことが考えられ，これを明らかにしていく

のが今後の課題である。 
本研究により当センターの高速デジタル回路基板設計の

支援体制の基礎ができた。今後より一層の強化を目指す。 

（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 8 月 23 日再受付） 
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図 11. 700MHz のアジマスの比較（基板 A-1, 3m） 

（実線）実測（点線）シミュレーション 

図 12. 基板端距離の実測値とシミュレーション値の比較 

図 10. シミュレーション値と実測値の波形比較（No.A-1） 

（左）終端抵抗：120Ω（右）終端抵抗：82Ω 

図 13. 信号ガードパターンの実測値とシミュレーション値の比較
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電子回路基板の静電気対策 
 

高松 聡裕＊１）  上野 武司＊１）  小林 丈士＊２） 

 
ESD protection of electronic circuit boards. 

 
Toshihiro Takamatsu＊１）,  Ueno Takeshi＊１）,  Kobayashi Takeshi＊２） 

 
An EMC test is required for all Electrical equipment.  Especially, those items to be exported to Europe must obtain CE 

certification under the EMC directive. An electrostatic discharge immunity test (IEC/EN/JISC61000-4-2) is one of the EMC tests.  
Corrective measures must be taken if the product does not pass the EMC test.  Failures caused by ESD may take a long time 

to repair making it necessary to understand the phenomenon of electrostatic discharge.   
A method has been established to measure the waveform and transmit a static waveform in an electronic circuit board. In order 

to use this method in an electronic circuit design process, the ESD simulation model must be effective.  
The authors found through experiment that the EDS wave frequency is between 250MHz to 300MHz. To suppress crosstalk 

caused by EDS, components such as capacitors, inductors, varistors and zener diodes are useful. We evaluated that those 
components were effective against EDS when an electronic circuit board was running under a 10MHz clock.  
 Of those components, only the zener diode can be used in a high speed circuit board in term of signal integrity. 
 
キーワード：静電気波形、静電気イミュニティ、周波数特性、EMC 対策部品 

Keywords：Electrostatic wave form、Electrostatic discharge immunity、Frequency response、EMC prevention component 

 

1．はじめに 

電子機器は静電気を受けて破壊されることがある。特に,
電子機器を構成する電子部品は静電気に弱い。そのため，

電子機器が静電気を受けて誤動作するかしないかの判定を

行う試験に「静電気放電イミュニティ試験（静電気試験）」

がある。この試験は，CE マーキングを取得する場合に必須

である。試験を行い誤動作や故障が発生した場合は，製品

に静電気対策を行う必要が生ずる。静電気対策には，筐体

を金属で覆うこと，筐体と基板の距離を離すこと，電子回

路基板のレイアウトを変更すること，電子回路に対策部品

を挿入することなどがある。本研究では試作の指標となり

うる対策として，電子回路基板に対策部品を挿入する方法

を検証した。 
これまでの研究では，直接放電の静電気波形が明らかに

なっている（1），（2）。しかし，対策部品の選択には結びついて

いない。静電気の波形は数百 MHz の高速パルスで成り立っ

ている（3），（4）。また，この現象の対策部品として，コンデン

サ，バリスタ，インダクタ，ツェナーダイオードがある，（5），

（6），（7）。しかし，これらの対策部品の配置および定量的な効

果については見いだせていない。 
そこで，本研究では 10MHz の信号で動作する基板を作製

し，その基板に静電気を誘起させ信号線の波形を観察した。

また，その基板に静電気対策部品を実装し，対策効果を検

証した。 

2．実験方法 

 2．1 静電気の波形の観察  まず，静電気の波形の電圧

および立上りまたは立下りの時間を調べる方法を確立し

た。この方法は，高速でサンプリングをするオシロスコー

プで電圧波形を読取るものである。この観察手法を用いる

ことにより印加した静電気波形を読取るだけでなく電子回

路基板に誘導される波形も観察することが出来る。 
40dB のアッティネーター芯線に直接静電気を印加し、芯

線－グランド間の電圧をオシロスコープで観察した。静電

気は規格（IEC/EN/JIS C 61000-4-2）に準拠して，直接放電

で±2kV を印加した。オシロスコープの内部インピーダン

スは 50Ωとした。 
 2．2 静電気波形のシミュレーション  静電気を印加し

た時の対策部品の効果を明確にするために，静電気の現象

をシミュレートした。文献（1）を参考にし，静電気ガンのモ

デルを作成した。このモデルでは，浮遊容量や浮遊インダ

クタンスを挿入し，規格に則った波形が再現できるように

している。作成した回路図を図１に示す。 

＊１）電子・機械グループ 
＊２）電子半導体技術グループ 

論 文 
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図 1. 静電気放電ガン 

さらに，図１の静電気放電ガンの印加部に相当する図１

の右端にある抵抗に対策部品を挿入した時の効果も確認し

た。 
 2．3 水平結合板の位置と静電気波形との関係  接触放

電で水平結合板に静電気を印加したときの電圧分布を確認

した。これは，誘導する静電気波形が場所に依存するかを

検証するために行った。 
水平結合板を 10cm に区切り，接触プローブを配置した。

そこに，+2kV の静電気を印加し，ピーク電圧を測定した。 

 
図 2. 水平結合板読取箇所 

 2．4 クロストークの確認  金属筐体や直近に金属物に

静電気電流が流れた時，電子回路に誘導される現象が発生

する。これが静電気におけるクロストークである。このク

ロストークを模擬するための実験を行った。 
そこで，静電気を印加する銅板に 0.2mm 厚のゴムシート

を敷き，マイクロストリップラインを密着させた。その配

置した配置図を図３に示す。 
銅板に静電気を直接放電で±2kV 印加し，その時のマイ

クロストリップラインに発生する電圧波形を観測した。 

 

図 3. 誘起発生模擬ブロック図 

 2．5 対策部品の周波数特性  静電気の周波数に合わせ

た特性を持つ対策部品を用いることが，有効な静電気対策

につながる。そこで，観察される静電気波形から周波数を

推定した。また，文献（３），（４）から静電気を構成する波形は

数百 MHz といわれている。この周波数に合った対策部品を

使用することが必須であり，その対策部品の特性はインピ

ーダンスアナライザで測定できる。 
本研究で調査した対策部品は文献（５），（６），（７）から，コン

デンサ，バリスタ，インダクタを選択した。インピーダン

スアナライザで，インピーダンスと位相を測定した。 
 2．6 対策部品を実装した時の効果の検証  実基板に対

策部品を実装したときの対策効果を検証した。その基板を

図４に示す。 
300MHz で効果のある 1000pF のコンデンサ，定格電圧 

9.0V のバリスタ，1μH のインダクタを用いた。実基板とし

て 10MHz のクロックで動作する基板を使用した。 
コンデンサは信号線－グランド間に挿入した。バリスタ

も同様に挿入した。インダクタは信号線に直列に挿入した。 

 

 
図 4. 発信機と実験基板 

 2．7 信号品質を考慮に入れた対策  対策部品によって

は，信号波形が鈍る場合がある。そのため，対策を行う上

で信号品質を考慮に入れる必要がある。 
実験 2.6 で用いた対策部品とツェナーダイオードを用い

て信号品質を評価した。ツェナーダイオードは信号線－グ

ランド間に挿入した。 

3．結果および考察 

 3．1 静電気の波形  静電気+2kV を直接放電で印加し

た時の波形を 10 回測定した。その結果を図５に示す。ピー

ク電圧の平均は 381V，標準偏差は 6.2V であった。試験規格

では印加電流が 7.5A±10%と定義されており，ピーク電圧

を電流に換算すると平均 7.62A となった。これは，試験規

格と同等の結果が得られた。 
また，-2kV を印加した場合を図６に示す。ピーク電圧の

平均は-378V，標準偏差は 6V であった。同様に，電流値に

換算したところ-7.56A となり，試験規格に合致している。

この静電気波形の印加方法および測定方法を本研究で採用

した。 
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図 5. +2kV 静電気波形 

 

図 6. -2kV 静電気波形 

 3．2 静電気波形のシミュレーション  印加した静電気

波形のシミュレーションを Spice で行った。このときの波形

の立ち上がり時間，立下り時間等は，規格と一致するよう

に図７のように再現した。 

 
図 7. +2kV シミュレーション波形 

図１のシミュレーションを行った回路に対策部品を挿入

して対策効果を検証した。コンデンサ，バリスタ，インダ

クタを挿入した時の効果が確認できた。 
 3．3 水平結合板の位置と静電気波形との関係  水平結

合板の 105 点の各点において，ピーク電圧は平均 1.13V，標

準偏差 0.02V となった。このピーク電圧のばらつきが少な

いことから水平結合板に静電気を印加した場合，水平結合

板全面のどこでも試験が可能であることが確認できた。 
 3． 4 クロストークの確認  銅板に接触放電で±2kV
の静電気を印加した時に，周囲においたマイクロストリッ

プラインに現れる誘導波形を、図８の下は静電気を銅板に

印加した波形で、上は誘導が発生した波形を示す。印加時

に約 8V の誘導電圧が発生していることが確認できた。 
図８から誘導波形の時間軸を拡大したのが図９である。

この誘導波形は 3.3ns の幅を持っていた。このことから静電

気由来の誘導波形は，300MHz の周波数と推測できる。 

 
図 8. 誘起波形と静電気印加波形  

 
図 9. 誘起波形立上り瞬間拡大 

 3．5 対策部品の周波数特性  対策部品として，コンデ

ンサ，バリスタ，インダクタを採用した。3.4 項の結果から，

クロストークによる静電気波形は 300MHz であり，その周

波数に合致した定数の部品を選択する必要がある。選択す

るために，インピーダンスアナライザを持いて部品の特性

を測定した。特性としては，インピーダンス|z|と位相 Θで

ある。図１０は 1000pF のコンデンサの特性を示している。

300MHz で共振が見られる対策部品を選定した。他にも、バ

リスタは降伏電圧 5.0V の場合でインダクタは 1μH の場合

に 300MHz に対して効果が見られた。 
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図 10. コンデンサ 1000pF の周波数特性 

 3．6 対策部品を実装した時の効果の検証  10MHz のク

ロックで駆動する電子回路基板に，静電気を誘導させたと

きの結果を図１１に示す。静電気印加時にクロックが停止

することが確認した。 

 
図 11. 対策部品無し  

同じ基板にコンデンサを実装した時の信号波形を図１２

に示す。静電気印加時に発生した誘導パルスの発生を抑制 

 図 12. コンデンサ 1000pF で対策 
することが確認できた。また，バリスタやインダクにおい

ても同様の効果が得られた。 

ただし，静電気印加後に信号波形が鈍るのを確認した。 
 3．7 信号品質を考慮に入れた対策  3.6 項で用いた基

板にツェナーダイオードを実装した時の波形を図１３に示

す。この場合，信号波形の鈍りを抑制することが確認でき

た。対策を行う際，このような信号品質も考慮にいれる必

要がある。 

 
図 13. ツェナーダイオード 5.1V で対策 

4．結論 

10MHz で駆動する電子回路基板に静電気を誘導させたと

きの対策部品の効果を検証した。その結果，いずれの対策

部品も効果があることを確認できた。ただし，信号品質も

考慮に入れた場合，ツェナーダイオードが有効であった。 
今後，用いている信号が 100MHz 以上の周波数の基板や，

コンデンサ，バリスタ，インダクタ，ツェナーダイオード

以外の対策部品を用いた場合についても研究を進める予定

である。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 8 月 5 日再受付） 
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EV コンバージョンを目的とした非線形形状部品の 

リバースエンジニアリング手法の構築 
 

小西 毅＊１）  吉村 卓也＊２） 吉屋 英理＊３） 進藤 淳哉＊４） 

 
Reverse engineering techniques of nonlinear configuration parts for EV conversion. 

Takeshi Konishi＊１）,  Takuya Yoshimura＊２）,  Eri Yoshiya ＊３）,  Shiro Junya＊４） 
 

In metropolitan cities such as Tokyo, the increase in air pollution caused by gasoline cars, strengthens the need for electric cars. 
Although vehicle companies make a lot of electric cars, the number is still dwarfed by that of gasoline cars. A convenient way to 
increase the number of electric cars is to convert existing gasoline cars.  

The authors have studied a convenient way to create a 3D model for an engine room using a 3D-SCAN system. The open 
issues were (1) to obtain highly accurate three-dimensional measurement data of an engine room, (2) to keep a highly accurate 
conversion ratio from three-dimensional measurement data to three-dimensional design data, and (3) to reduce working hours and 
make it less of an expert dominated field. 

This paper shows a convenient way to convert 3D point data to 3D CAD data for an EV conversion with a 3D digitizer and the 
ICP method to solve these issues. 
 

キーワード：リーバースエンジニアリング,三次元設計データ,EV コンバージョン 

Keywords：Reverse engineering techniques, 3D-CAD, EV conversion, 

 

1．はじめに 

近年の日本は自動車大国といわれるように,一家に一台

以上自動車の所有が当たり前となり,移動手段として国民

に定着している。それと同時に東京都などの都市部では渋

滞による排気ガスの大気汚染や,二酸化炭素による地球温

暖化問題が深刻になり,さらに石油などの燃料枯渇問題は

ガソリン価格の高騰を引き起こし,人々の生活にかなりの

影響を及ぼしている。このような観点からも,近年ますます

電気自動車の必要性が高まっている。各国の自動車メーカ

はこれまでにも電気自動車の研究を進め,低公害車やハイ

ブリッド車を開発・生産してきた。しかし,電気自動車は駆

動・制御部品が高価かつ大衆向けに販売生産が困難であり,

国内普及台数は約 8900 台（平成 20 年）に留まっている。 

一方で大学等の教育機関における電気自動車産業の教育

は盛んに行われており,首都大学東京では,機械産業におけ

る基盤技術の技術革新に貢献しうる創造的技術者の育成を

目的に,文部科学省主催の専門職大学院等における高度専

門職業人養成教育推進プログラムの一環である,「熟練技術

者を活用したものづくり実践教育プロジェクト」（2008 年～

2009 年）(1)の活動で EV 開発を実施し,大きな成果を上げた。 

著者らは,前述の後継プロジェクトとして，汎用的な EV

コンバーションの構築方法を提案した。EV コンバージョン

を実施する際の課題として電気駆動部品をいかに効率よく

搭載するかが挙げられる。そのためには従来の自動車部品

が搭載されていた箇所の寸法を計測し,部品の配置を考え

るため，自動車の三次元データが必要である。これらを計

測するには以下の技術的な課題がある。(1)高精度な三次元

計測データの構築(2)三次元計測データから三次元設計デ

ータへの高精度な変換(3)一般的に利用可能でかつ作業時

間を短縮させた EV コンバージョン手法である。著者らは，

三次元デジタイザーで自動車の内部の計測点群を取得し,

精度の高い三次元設計データを生成する手法を構築した。

これらの方法により上記の 3つの課題が解決できる。 

2．リバースエンジニアリング 

 2．1 EV コンバージョンの概要  EV コンバージョンは

特定の車種に限って施されることが多く,汎用的に改造され

ることは少ない。このことから汎用的に使用できる EV コン

＊１）電子機械グループ 
＊２）首都大学東京 大学院理工学研究科 機械工学専攻 
＊３）首都大学東京 都市教養学部 都市教養学科 理工学系   

機械コース 
＊4）首都大学東京  システムデザイン学部  システムデザイン学科

ヒューマンメカトロニクスシステムコース 

論 文 
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バージョン手法が望まれる。EV コンバージョンを実施する

ためには,エンジンなどの石油を動力源とする部品を撤去

し,電力を動力源とする部品を搭載する必要がある。これら

の部品を搭載するためには,部品寸法が車体寸法より短い必

要がある。また,組み立てた際に部品の実合わせを実施する

必要がある。この問題が汎用的な EV コンバージョンの足か

せとなっている。理想として車体寸法を測定し,その後コン

ピュータ上で車体内部と電気部品を組み立てることが可能

なシステム作りが必要である。 
 2．2 リバースエンジニアリングの従来作業  前節の課

題を解決するためには，自動車の設計データが必要である。

しかし，自動車の内部構造は,非線形形状が多く，従来手法

では，設計データ化するには困難を極めた。図 1 にその作

業工程を示す。 

車体内部を手描きする
↓

メジャーやノギスで車体内部の寸法を測定
↓

手描きで図面を描く
↓

ラジアルゲージ等で非線形形状の曲率や半径などを測定する
↓

三次元CGソフトウエアでデジタルデータ化  

 

この手法の問題は①モデリングに手間がかかる。②精度

が作業者の測定能力に依存する。③作業者に高い空間把握

能力が必要である。が挙げられる。 
 2．3 新たなリバースエンジニアリングの提案 

近年ではその手法に替わるべく，3 次元スキャナにより

モックアップから取得した表面の座標値を点群データとし

て取り込み，3 次元モデルを再構成してデジタルデータ化

するという手法が注目されている。以前からこの手法は提

案されており，自動車業界では利用されていたが，機器が

高価でその他の業界のデザイナが気軽に利用することがで

きず，広く普及することはなかった。しかし近年，3 次元

スキャナの小型化，低価格化により，自動車業界以外のデ

ザイナも利用することが容易になってきたため，他業界に

おいて新たなデザインプロセスの手法として注目されてき

ている。点群から 3 次元モデルを再構成すると，モデリン

グ作業における手間を削減することができ，モデリングを

行う際に必要となる高い空間把握能力やモデリングの素養

や，高い習熟度を必要とせずに 3 次元モデルを作成するこ

とができる。また,車体内部をスキャンニングするので 1 回

で高精度な寸法の測定ができるため,モデルに対する修正も

必要ない。このようにスキャニングを用いた寸法の測定方

法は，高精度な寸法測定の作業時間を短縮することができ，

作業効率を大幅に向上することができる方法であるため，

自動車業界以外のデザインプロセスにおいても注目されて

いる技術である。 
 一般のエンジン式乗用車を EV コンバージョンする過程

において，前節でのリバースエンジニアリング手法を用い

て実施することにする。その作業行程は以下の図 2 の通り

である。 

EVコンバージョン用自動車の選択
↓

自動車からエンジン動力関係部品の撤去
↓

車体内部構造の点群測定
↓

車体内部構造のリバースエンジニアリング
↓

電動アクチュエータと車体内部を組立  
図 2. 作業行程 

3．測定機器 

車体内部構造の点群測定には,図 3 に示す東京都立産業技

術研究センター西ヶ丘本部が所有する非接触 3 次元デジタ

イザーVIVID9i（コニカミノルタセンシング株式会社製）で

スキャンニングを実施した。非接触 3 次元デジタイザーは

鋳鍛造品,プレス・プラスチック成型品,金型などを 1 スキャ

ン 2.5 秒・測定確度±50μm で 3 次元測定が可能で,リバー

スエンジニアリングや CAE に活用すれば,実物の形状を簡

単に 3 次元デジタルデータ化することができる。測定原理

はレーザービームによる光切断方式で 3 角測距の原理で被

写体との距離情報を得て,三次元の点群データを得ることが

できる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
車体内部の点群データからリバースエンジニアリングを

行うために ,リバースエンジニアリングソフトウェア

Rapidform XOR(INUS Technology 社 作製)を用いた。 

4．結果 

車体内部のリバースエンジニアリングは,エンジンルーム

およびトランクルームについて実施した。 
 4．1 点群測定 エンジンルームの点群測定を実施する条

件を表 1 に記載する。 
表 1 の測定条件で測定すると，1 スキャンは X:300～

1,200mm Y:250～1,000mm の範囲で計測を実施する。この

1 スキャンでスキャンされた点群をエレメントという。図 4
は，エンジンルームの代表的なエレメントを示す。 
 
 
 
 

図 1. 従来のリバースエンジニアリング手法

図 3. 非接触 3次元デジタイザー 
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表 1. エンジンルームの測定条件 

レンズ Wide
レーザー強度 ※ＬＤ値=10　
被写体距離 800～1000mm
スキャン回数 3回

色彩 白黒
データ間引き率 1/4

フィルター 高品質＋ノイズフィルター
穴埋め オフ  

※ LD 値とはコニカミノルタセンシング株式会社が定めているレー

ザ強度の値であり,LD 値＝10 は 1.1mW に相当する。 

 

 
 
 
 

これら図 4 の 2 つのデータで相重なる対応点で合成を実

施する。重ね合わせた点群データは図 5 となる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

この重ね合わせは,ICP アルゴリズムを用いた。ICP アル

ゴリズムは 1992 年に Besl ら(2)により提案された方法で,複
数のエレメント間で重複して計測された部分を利用して,繰
り返し計算により誤差関数を最小化する解を求める方法で

ある。すなわち Nt 個の点からなる点群 T=｛ti｜i∈Nt｝に対

し,異なる座標系で計測された Ns 個の点からなる点群 S=｛si

｜i∈Ns｝の位置合わせを実施するには点群 S の各点 Si にお

いて点群 T との距離 d を求める。 

),(),(min),(
...1 iijiNji msdtsdTsd

t

==
∈

   (4.1) 

Si に対応する点を mi∈Tとすると,siの対応点集群 Mは 

),( TSCM =               (4.2) 

と表される。ここで C は最近傍点を求める関数とする。

さて,点群 S に対応点群 M が求まると位置合わせ座標変換パ

ラメータ 3×3 回転行列 R,移動ベクトル t は次式を最小化す

ることで求まる。 

2

1
),( tRmtRE

s

i

N

i
si −−=∑

=

     (4.3) 

これを誤差関数が十分小さくなるまで繰り返す。 
ICP アルゴリズムを各測定エレメントで用いることによ

り図 6 を得ることができる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 トランクルームもエンジンルームと同様にトランクルー

ムを複数のエレメントで測定し,各エレメントを ICP アルゴ

リズムで重ね合わせた。重ね合わせた結果を図 7 に示す。 

 

図 7. トランクルームの重ね合わせた点群データ 

 

 4．2 リバースエンジニアリング  エンジンルームの重

ね合わせた点群データから XOR を用い,設計データを構築

する。 
設計データの構築には,以下の手順で実施した。 
① 初期メッシュからの特徴稜線抽出 
② 特徴稜線を反映したメッシュ最適化 
③ 特徴稜線を反映した曲面のフィッティング 

 初期メッシュから特徴稜線を抽出するやり方は,メッシュ

の中に連続的にある点群は,多くの不確定要素が残ってい

る。その中で要素を幾何学形状又は非幾何学形状の要素を

分ける必要がある。この分配は,手作業で実施する。初期メ

ッシュからの特徴稜線抽出は,渡辺らの手法(3)を用いて実施

した。 
その後特徴稜線を反映したメッシュの最適化を実施し,特

徴稜線を反映した曲面を作成した。その曲面を作成したの

が図 8 になる。 
 

図 4. エンジンルームの測定結果 

図 5. 重ね合わせた試験内容 

図 6. エンジンルームの重ね合わせた点群データ 
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 トランクルームもエンジンルームと同様の方法で曲面を

作成した。作成した曲面は図 9 の通りである。 

 

 

5．考察 

 今回作成したエンジンルームとトランクルームの曲面

で構成されるリバースエンジニアリングモデルの測定点

群に対する差分とその偏差を求めた。エンジンルームの

最大差分を±25mm とした。図 10 はエンジンルームの測

定点群と曲面データとの差分である。この差分の偏差す

なわちエンジンルームの測定点群と曲面データとの差分

の全体偏差は,図 11 に示すとおりである。 

 

図 10. エンジンルームの測定点群と曲面の差分 

 

図 11. エンジンルームの測定点群と曲面の差分の全体偏差 

 
これにより差分が図 11 の示すように分布していることが

理解できる。EV コンバーションに用いる設計データとして

は,利用可能な範囲であるといえる。 
一方で,トランクルームの曲面で構成されるリバースエン

ジニアリングモデルの測定点群に対する差分とその偏差を

求めた。エンジンルームと同様最大差分を±25mm とした。

図 12 はトランクルームの測定点群と曲面データとの差分で

ある。この差分の偏差はエンジンルームの測定点群と曲面

データとの差分の全体偏差で，図 13 に示すとおりである。 

 
図 12. トランクルームの測定点群と曲面との差分 

 

 
 

 
この結果から,エンジンルームより高精度に作成すること

が可能であった。 

6．まとめ 

本研究の３つの課題についてまとめる。 
(1) 三次元デジタイザーを利用し，ICP 法を利用すること

により，車のエンジンルームおよびトランクルームの

三次元点群データを高精度に取得することができた。 
(2) 三次元点群データから設計データに高精度に変換する

手法を提案した。 
(3) 測定した三次元点群データと設計データの全体偏差を

示し，EV コンバージョンを実施することのできるデー

タであることを示した。 
また，この手法を使えばリバースエンジニアリング初心者

でも 3 次元設計データを簡単に作成することができる。本

研究においてデータ作成に費やした時間は約 60 時間であ

り，今後作業の時間短縮が課題である。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 7 月 27 日再受付） 
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窒素酸化物に対する染色堅ろう度試験方法の開発 
 

岡田 明子＊１）  朝倉 守＊２）  小柴 多佳子＊１） 

 
Development of test methods for color fastness to nitrogen oxides 

Akiko Okada＊１）,  Mamoru Asakura＊２）,  Takako koshiba＊１） 
 

We examined a method for testing color fastness to nitrogen oxides. In the test methodology of Japanese Industrial Standards, 
sulfuric acid is dropped onto sodium nitrite which chemically generates the nitrogen oxide to be used. This method is hazardous 
to the examiners health due to the high concentration of nitrogen oxide which leaks into the lab. We examined two methods of 
supplying the nitrogen oxide via gas canister as substitute for the Japanese Industrial Standards. The first method involves 
continuously supplying nitrogen oxides into the exposure chamber from a canister. The second method stores high concentration 
nitric monoxide in the gas sample backing and injects it into the extraction exposure chamber using a syringe. As a result, the 
dispersion of concentration in the exposure chamber could be suppressed using the nitrogen oxides supplied from a cylinder to 
make a practicable, steady examination. 

 
キーワード：窒素酸化物，染色堅ろう度，標準染色布，ボンベガス，JIS 規格 

Keywords：nitrogen oxides，test method for color，test-control fabric，gus cylinder，Japanese Industrial Standards 

 

1．まえがき 

窒素酸化物による汚染は，染色物の変退色への影響が著

しく，衣料品の損傷の観点から問題となっている。窒素酸

化物による染色物の変退色を評価するための現行の JIS 規

格（JIS L 0855：2005 窒素酸化物に対する染色堅ろう度試

験方法）(1)では，硫酸に亜硝酸ナトリウムを滴下し，窒素酸

化物を発生させる。発生させた窒素酸化物は注射器で規定

量を採取し試験に用いるが，濃度の把握は行っておらず，

試験ごとに窒素酸化物の濃度が異なる等の問題点があげら

れる。試験後の廃液の処理については，硫酸廃液の処理や

廃液処理時に窒素酸化物が発生する等の危険性が伴う。高

濃度の窒素酸化物が試験室内に漏洩する可能性は否定でき

ず，試験従事者の人体への影響についても懸念される。 
本研究では，窒素酸化物の供給方法についてボンベから

のガスを用いる試験方法を考案し，実験精度の向上を目指

した。 

2．実験方法 

 2．1 窒素酸化物供給方法  窒素酸化物をボンベから供

給する方法について，ボンベから常時一定流量のガスを流

し続けるフロー法およびボンベからサンプルバッグに一旦

封入し，そこから注射器で採取し供給に用いるバッチ法で

試験を実施した。フロー法，バッチ法の窒素酸化物供給方

法を下記に示す。JIS 法については JIS L 0855（弱試験（1

サイクル試験））に準拠しガスを供給した。 
（1）フロー法：ボンベから任意の流量と濃度で安定したガ

スを供給するため，ガス混合装置を製作した（図 1）。ボン

ベガスは二酸化窒素 NO2/N2（以下，NO2）濃度約 400ppm お

よび空気（以下，Air）を用いて混合し，NO2濃度 200ppm，

供給流量は 1 l/min とした。ガス混合装置を通した供給ガス

の 経 時 的 安 定 性 は ， ガ ス 混 合 装 置 と 光 学 発 光 法

NO-NO2-NOx 分析計（日本サーモ社製 MODEL42C）を接続

し，ガス混合装置出口の窒素酸化物濃度（以下，NOx 濃度）

を測定し確認した。ガス混合装置出口のガス濃度は，供給

開始から約 5 分後には設定値に近い値となり，60 分間ガス

を供給し続けたが NOx 濃度は安定していた。ガス混合装置

を用いることによりガスボンベからのガスを連続的に安定

した濃度で供給可能なことを確認した。 
ガス混合装置仕様 
制御方法：マスフローコントローラ（流量精度±1%F.S.） 
流量範囲：NO2     0.002～5 l/min 

    Air    0.015～5 l/min 
ガス混合装置を用いて，図 2 に示す試作実験装置を製作

した。ガスボンベとガス混合装置およびガス混合装置と窒

素酸化物試験装置（以下，試験装置）の接続はテフロンチ

ューブで行った。試験装置の接続箇所は，窒素酸化物注入

口とした。供給したガスは，試験装置の側面上部にある標 

＊１）繊維・化学グループ 
＊２）開発本部開発第二部 

論 文 
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図 1. ガス混合装置 

 

図 2. 試作実験装置の概略図 

準染色布ホルダ用の栓孔にシリコン栓をし，シリコン栓に

直径 3.6mm の穴を開け試験装置の外へ排出した。 

（2）バッチ法：一酸化窒素（以下，NO）99.0%のガスをボ 

ンベからポリフッ化ビニル製ガス採取サンプルバッグに一

旦封入し，サンプルバッグから注射器で採取し供給に用い

た。供給量については，装置内の NOx 濃度が JIS 法で 10 回

測定した際の平均値と同程度になる 5.5ml とした。 
 2．2 試験装置内 NOx 濃度の測定  試験装置内の NOx
濃度は，NO-NO2-NOx 分析計を用いて測定した（サンプル

流量：約 0.3 l/min）。接続方法は図 2 に示すように試験装置

の側面上部にある標準染色布ホルダ用の栓孔にシリコン栓

をし，シリコン栓にテフロンチューブを通し試験装置内の

濃度を測定した。 
 2．3 温湿度調整  試験前に試験装置および試料を温度

20℃，相対湿度（以下，湿度）65％の恒温恒湿器に 12 時間

以上放置し温湿度を調整した。湿度が染色布に与える影響

については温度 20℃，湿度 50％，65％，70％，80％，100％
の恒温恒湿器に 12 時間以上放置し温湿度を調整した。調湿

方法の検討では，温度 20℃，湿度 65％の恒温恒湿器に試験

装置および試料を 12 時間以上放置し温湿度を調整したの

ち，試験時は下記の方法で装置内を加湿した。 
恒温恒湿器法：温度 20℃，湿度 100%に設定した恒温恒湿

器の空気を 0.5 l/min の流量で試験装置に流入す

る方法。 
シャーレ法：試験装置に水を張ったシャーレを置く方法

（水量：40m l,水温：23℃）。 
洗気瓶法 1：洗気瓶に水を入れ，NO2と Air を混合したガ

スを水に通さず試験装置内に流入する方法。 
洗気瓶法 2：洗気瓶に水を入れ流量 0.5 l/min の Air をバブ

リングし，試験装置へ流入する方法（水量：300m 
l,水温；23℃）。 

 2．4 湿度の測定  装置内の湿度の測定については，温

湿度測定器（VAISALA 社製 温湿度指示計 HMI41，プロー

ブ HMP42）を用いて測定した。 
試験装置内の湿度変化率は式（1）を用いて計算した。 

湿度変化率(%)＝(試験開始時(%)－試験終了時(%))/試験開始

時(%)×100                   （1） 
 2．5 暴露試料  試料は JIS L 0855 に規定された標準染

色布（アセテート平織物を C.I.ディスパースブルー56 で染

色したもの）1 枚（暴露位置：標準染色布ホルダ），補充布

としてアセテートの未染布 12 枚（暴露位置：試料ホルダ）

を用いた。 
 2．6 試料の判定方法  暴露試験後の試料は，JIS L 
0855:2005 に準拠し変退色用グレースケールで判定を行っ

た。ただし，試験装置から取り出した直後に判定を行った。 
 2．7 試料の測色方法  試料の測色は JIS Z 8722：2009(２)

に準拠し，下記の条件で測色した。ただし，透過による測

定誤差を避けるため，未試験の試験片を測色対象試験片の

下に 2 枚重ねて測定した。また，暴露試験後の試料は，試

験装置から取り出し直後に測定した。 
〈測色条件〉 
測定方法の種類：Sa 
照明および受光の幾何学的条件：（8°：de） 
計算方法および波長間隔：W10 
光源：D65 
視野：10° 
使用機器：積分球分光光度計（X-Rite 社製 CE-7000A） 
色差の計算は JIS Z 8730：2009 7.1.1 L*a*b*表色系による色

差(３)に準拠し，式（2）によって求めた。 
 ΔE*ab=[(ΔL*)2＋(Δa*)2＋(Δb*)2]1/2      (2) 
   ここに，ΔE*ab：L*a*b*表色系による色差 

ΔL*，Δa*，Δb*：JIS Z 8729 に規定する L*a*b*表色系に

おける二つの物体色の CIE 明度 L*の差

及び色座標 a*b*の差 

3．結果および考察 

 3．1 試験装置内濃度  表 1 に JIS 法，フロー法，バッ

チ法でガスを供給した際の装置内の最大 NOx 濃度の平均

値，標準偏差を示す（各 10 回測定）。JIS 法でガスを供給し

た際には装置内の NOx 濃度のばらつきが大きいことがわか

った。それに対してフロー法およびバッチ法については試

験ごとの NOx 濃度のばらつきが小さい結果となった。 
図 3 に，JIS 法，フロー法，バッチ法でガスを供給した際

の装置内の NOx 濃度の経時変化を示す。フロー法では試験

装置内の NOx 濃度は徐々に高くなり，JIS 法およびバッチ

法については装置内の濃度は徐々に低くなることを確認し

た。NO-NO2-NOx 分析計のサンプリングや試料への吸着，

ガラス壁面への吸着等による消費が JIS 法およびバッチ法

の濃度が低くなった原因と考える。 
 3．2 試験装置内湿度  図 4 は JIS 法，フロー法，バッ 
チ法でガスを供給した際の試験装置内の湿度を 30 分間測定 
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表 1. NOx 濃度の測定 

供給方法 
最大 NOx 濃度平均

（ppm） 

標準偏差 

（SD） 

JIS 法 325 49.90 

フロー法 128 2.67 

バッチ法 327 6.88 
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図 3. NOx 濃度経時変化 
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  図 4. 試験装置内の湿度変化 

 
した結果である。試験開始時と試験終了時（30 分後）の試

験装置内の湿度変化は，JIS 法およびバッチ法ではほとんど

なかったが，フロー法では約 70％の湿度低下が認められた。

浦畑ら（４）の報告では，窒素酸化物による着色物の変退色原

因は主として染料構造中のアミノ基などがジアゾ化やニト

ロソ化を受け，さらに水分などの存在下で分解し本来の染

料構造と異なる形に変化するためとしている（図 5）。また，

朝倉ら（５）は窒素酸化物の変色は窒素酸化物のみで生じるこ

とはなく，水の存在が重要な因子となると報告している。

これらの報告から，試験時の装置内の湿度変化は染色布の

変退色に影響を与えると考える。 
 3．3 湿度が染色布に与える影響  窒素酸化物による変

色は水分が重要な因子であるため，湿度が染色布に与える 
影響について検討した。窒素酸化物の供給は JIS L 0855:2005
に準拠し化学的に発生させた窒素酸化物を使用した。その 
際，窒素酸化物のガス濃度による変退色の誤差を防ぐため，

装置内の窒素酸化物濃度が初期濃度（ガス注入から約 3 分 

第 2 級アミノ基含有染料  ニトロソアミン     
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図 5. 窒素酸化物によるアミノ基含有染料の変色機構（４） 
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図 6. 変退色と湿度および暴露時間の関係 

 

表 2.  湿度 65%暴露時の標準染色布との色差 

調整湿度（%） 65%との色差（⊿E*ab） 標準偏差（SD） 

100 3.1 1.19 

80 1.0 0.47 

70 0.3 0.25 

50 0.3 0.04  
表 3. 未暴露布とのグレースケール判定値 

調整湿度（%）
グレースケール判定値（級） 

暴露 15分間 暴露 30分間 暴露 45分間 暴露 60分間

100 4 3 2 2 

80 4-5 3-4 3 2-3 

70 4-5 4 3-4 3 

65 4-5 4 3-4 3 

50 4-5 4 3-4 3  
 

間）で約 300ppm になるようにガスの注入量を調整し暴露試

験を行った。図 6 に JIS 法での暴露時の変退色と湿度および

暴露時間の関係を示す。窒素酸化物による変退色は，高湿

度および暴露時間が長い程，変退色が大きくなることがわ

かった。表 2 には JIS 法に規定されている湿度 65%で暴露し

た染色布と，湿度 50%，70%，80%，100%の湿度で暴露し

た染色布との色差（暴露時間 15 分間，30 分間，45 分間，

60 分間の平均値）と標準偏差を示す（各 3 回測定）。湿度

50%，70%で暴露試験した試料については 65%で暴露試験し

た試料との色差が 0.5 以下と小さい値を示し，暴露時間によ

る色差のばらつきも小さいことがわかった。 
表 3 にそれぞれの未暴露布との変退色用グレースケール

の判定値を示す。湿度 50%，70%で調湿し暴露試験した試料 
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図 7. 調湿方法による装置内湿度の変化 

 

表 4. 暴露試験時の装置内濃度（最大値） 

調湿方法 NOx 濃度平均（ppm） 標準偏差（SD） 

調湿なし 129 1.29 

シャーレ 123 1.48 

洗気瓶 2 125 3.37  

 
については，JIS 法に規定されている 65%と変退色用グレー

スケールの判定値が同様の結果となった。これに対して，

湿度 80%，100％で暴露した試料については，JIS 法に規定

されている 65%と変退色用グレースケールの判定値が半級 
から 1.5 級異なることがわかった。調湿が暴露試験の結果に

影響を与えることが確認された。 
3．4 調湿方法の検討  ボンベからのガスを一定流量流

し続けるフロー法でガスを供給する際には試験装置内の湿

度の低下が確認された（3.1 試験装置内湿度）。そこで暴露

結果がグレースケール判定値で JIS 法と同様の結果となっ

た湿度 50%～70%に装置内を保つ調湿方法について検討を

行った。 
図 7 には試験装置内の湿度変化を示した。試験開始時と 

試験終了時（30 分後）の装置内の湿度変化率は JIS 法が

0.2％，フロー法の調湿なしが 70%，恒温恒湿器法が 41%，

シャーレ法が 14％，洗気瓶法 1 が 19％，洗気瓶法 2 が 8.4％
であった。30 分後に試験装置内の湿度が 50%～70%の間に

あったのはシャーレ法，洗気瓶法 2 であった。フロー法で

ガスを供給する際に，装置内の湿度を 50%～70%に保つ調湿

方法として，シャーレ法，洗気瓶法 2 が有効なことがわか

った。 
 3．5 暴露試験の実施  装置内の湿度を 50%～70%に保

つことができたシャーレ法，洗気瓶法 2 および調湿なしの 3
方法で標準染色布の暴露試験を実施した（各 3 回測定）。標

準染色布が標準退色までに要する時間は，調湿なしが平均

36 分間，シャーレ法が平均 30 分間，洗気瓶法 2 が平均 30
分間であった。 
表 4 に暴露試験時の装置内 NOx 濃度（最大値）の平均値

および標準偏差を示した。3 方法において装置内の NOx 濃

度に大きな差はなく，それぞれの調湿方法での NOx 濃度の

ばらつきも小さい結果となった。フロー法でガスを供給す

る試験方法において，シャーレ，洗気瓶法 2 で調湿を実施

することにより，安定した湿度および濃度で暴露試験が実

施可能であることがわかった。 

4．まとめ 

本研究では，窒素酸化物の供給にボンベガスを用いる試

験方法について検討し，下記の結論を得た。 
1. ボンベから試験装置へガスを流し続けるフロー法は試験

時の試験装置内の NOx 濃度のばらつきが小さいことがわか

った。 
2. ガスをボンベからガス採取サンプルバッグに一旦封入

し，そこから注射器で採取し供給するバッチ法は試験時の

試験装置内の NOx 濃度のばらつきが小さいことがわかっ

た。また，試験装置内の湿度変化も小さいことがわかった。

装置内の NOx 濃度を JIS 法と同程度にすることで，現行の

JIS 法と整合性がとれた暴露試験が実施可能であることを

明らかにした。 
3. フロー法で試験を行う際の課題である装置内の湿度変化

については，装置内に水を張ったシャーレを置く方法，洗

気瓶に水を入れバブリングする方法で試験装置を調湿する

ことにより装置内の湿度を保つことを可能とした。また，

装置内の NOx 濃度は調湿方法（シャーレ法，洗気瓶法 2）
による影響が小さいことを確認した。フロー法でガスを供

給する試験方法において，シャーレ，洗気瓶法 2 で調湿を

実施することにより，安定した湿度および濃度で暴露試験

が実施可能であることを明らかにした。 
 今後，環境汚染が少なく，安定した濃度の窒素酸化物を

供給することが可能なボンベガスを用いたバッチ法を JIS
規格として採用されるよう関係機関に提案して行く。ボン

ベガスを用いたフロー法については，排気ガスの処理方法

や JIS 法およびバッチ法とのデータの整合性等について検

討して行きたい。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 8 月 2 日再受付） 
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絹織物への膨潤剤を用いたプリーツ加工 
 

武田 浩司＊１）  木村 千明＊１）  小林 研吾＊１） 

 
Pleat processing that uses swelling agents on silk fabrics  

Koji Takeda＊１）,  Chiaki Kimura＊1）,  Kengo Kobayashi＊１） 
 

In the present study, to successfully produce pleated silk fabrics that have the softness of silk while maintain the pleats, a pleating method 
was examined that uses swelling agents. The pleating method using swelling agents utilizes steam to set the pleats in silk fabric given 
swelling agents. Urea, ethylene glycol, and dimethyl sulfoxide are used in the agent. This paper discusses the results, the relation between 
pleat retention and swell, processing conditions, and practical performance. The results show that it is possible to achieve pleated silk 
fabrics that have the softness of silk while maintain the pleats. Especially, the process using urea gave excellent pleat retention in the silk 
fabrics. The relation between pleat retention and swell showed a trend for pleat retention to increase as more swelling agents remain in the 
material during setting. We examined processing conditions for pleating methods that used urea. The current investigation produced 
excellent results using values of 40% aqueous solution concentration, a pleat set temperature of 130℃ and pleat set time of 30 min. 
Additionally, practicability is satisfactory. It was discovered that pleated silk fabrics can achieve the softness of silk while retaining pleats 
through the use of swelling agents. 

 
キーワード：絹織物，プリーツ加工，膨潤，尿素 

Keywords：silk fabric，pleat，swellheaded，urea 

 

1．はじめに 

プリーツ加工とは，編織物へヒダ（折り目・プリーツ）

を付ける加工のことでスカート，ブラウス等の製品に多く

行われている。繊維素材により適性は異なり，熱可塑性を

有するポリエステル等の合繊織物やジスルフィド結合を有

する毛織物は，その性質を利用し保持性の高いプリーツ加

工が可能である。しかし，有効なプリーツ加工法が開発さ

れていない繊維素材が多く，絹繊維もその一つである。絹

織物は優れた風合いや光沢をもつため，有効なプリーツ加

工を開発すれば，高付加価値製品の製造が期待できる。 
従来の絹織物プリーツ加工には湿熱処理，樹脂加工(1) ，

はっ水加工(2)を利用してきた。湿熱処理を利用したプリーツ

加工とは，プリーツを折り込んだ後，蒸気をあててプリー

ツを固定する加工法である。一時的にプリーツを付けるこ

とができるが，吸水，吸湿すると簡単に消失する。樹脂加

工を利用したプリーツ加工とは，プリーツを折り込んだ後，

繊維内部で架橋を生成しプリーツ性を向上させる加工法で

ある。しかし，織物が硬くなり，絹織物の特徴の一つであ

る柔らかさを失う。はっ水加工を利用したプリーツ加工と

ははっ水効果により，絹繊維の吸水を抑制し，プリーツ性

を向上させる加工法である。しかし，はっ水効果の持続性

に問題がある。はっ水効果が消失すれば，プリーツは簡単

に消失する。つまり，絹織物本来の柔らかさと高いプリー

ツ性を両立したプリーツ加工法はない。 
本研究では，膨潤剤を用いたプリーツ加工を検討した。

膨潤剤を用いたプリーツ加工法について，効果の確認，膨

潤とプリーツ性の関係，加工条件の検討，実用性能の実証

を行ったので，結果について報告する。 

2．試験方法 

 2．1 試験布  JIS L 0803:2005 染色堅ろう度用添付白布

絹（2-2）を用いた。 
 2．2 薬剤   

(１) 膨潤剤  絹繊維の膨潤剤とは極性の大きい薬剤を

指す。そのため種類は多岐に及び，全ての膨潤剤を検討す

るのは困難である。そこで，今回は繊維の加工に一般的に

用いられている尿素とエチレングリコール(以下，EG) (3)，

比較的膨潤作用が良く，絹繊維の研究で用いられることの

多いジメチルスルホキシド(以下，DMSO) (4)を選定した。

それぞれ試薬 1 級を使用した。なお，尿素は水溶液の状態

で使用し，濃度は 0℃における飽和濃度である 40％を最高

に 5～40％の範囲で 5 水準とした。 

(２) 従来加工用薬剤  樹脂はグリオキザール系加工剤 
(DIC 社製 ベッカミン NS-210L 有効成分 40％) ，触媒

は 複合金属塩タイプ(DIC 社製 キャタリスト X-60  有

効成分 10％)を用いた。はっ水加工には，フッ素系はっ水剤

(旭硝子社製 AG-E081 有効成分 30％)を用いた。 
(３) ソーピング剤 ノニオン系界面活性剤（第一工業製＊１）多摩テクノプラザ 繊維・化学グループ 

論 文 
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薬社製 ノイゲン HC）を使用した。 
 2．3 加工方法 

(１) 膨潤剤を用いたプリーツ加工法  絹織物を膨潤剤

に 80℃，5 分間浸漬した後，遠心分離機を用いて 3000rpm，

5 分間脱液した。脱液した絹織物にプリーツを折り込んだ

後，乾熱プレス機を用いて 130℃，30 秒の条件でプレスし

た。その後，ホフマンプレス機を用いて蒸気をあてながら 
プリーツセットした。最後に，ノニオン系界面活性剤を 1
ｇ/l 溶かした 40℃の浴で洗浄した。プリーツセット温度は

130℃，時間は 30 分間とした。尿素については，プリーツ

セット温度 130～150℃の範囲で 3 水準，時間 5～40 分間の

範囲で 5 水準により加工した。 
(２) 湿熱処理  2.3(１)で膨潤剤を用いた部分を水にか

えて加工した。 

(３) 樹脂加工  絹織物を樹脂液(グリオキザール系加

工剤 60％，複合金属塩触媒溶液 18％，水 22％)に浸漬し，

マングルを用いて絞り率が 100％になるよう絞った。その

後，送風乾燥機を用いて 100℃，1 分間乾燥した。乾燥した

絹織物へプリーツを折り込み，乾熱プレス機を用いて

150℃，3 分間乾熱処理を行った。最後に，ノニオン系界面

活性剤を 1ｇ/l 溶かした 40℃の浴で洗浄した。 
(４) はっ水加工  絹織物をはっ水剤水溶液(フッ素系

はっ水剤 5％)に浸漬し，マングルを用いて絞り率が 100％に

なるよう絞った。その後，送風乾燥機を用いて 110℃，1 分

30 秒間乾燥した。乾燥した絹織物へプリーツを折り込み，

乾熱プレス機を用いて 170℃，1 分間熱処理した後ホフマン

プレス機を用いて，130℃，30 分間蒸気をあてながらプリー

ツセットした。最後に，ノニオン系界面活性剤を 1ｇ/l 溶か

した 40℃の浴で洗浄した。 

 2．4 試験方法 

(１) プリーツ性試験  プリーツ性は JIS L1060：2006 
7.3 C 法（外観判定法）にしたがい実施した。洗濯方法は

水洗いとドライクリーニングをそれぞれ行った。水洗いは

JIS L 0217：1995 の付表 1 106 法で行い，乾燥はろ紙を用

いて吸水した後，スクリーンメッシュ上で平干しした。ド

ライクリーニングはドライソープを添加した石油系溶剤で

行い，業務用ドライクリーニングにより洗浄 6 分，脱液 5
分行った。 

(２) 剛軟性試験  絹織物の柔らかさは JIS L1096：
2010 8.19.5 E 法（ハンドルオメータ法）にしたがい実施

した。 
(３) 膨潤率測定試験  膨潤率は林ら(5)の報告を参考し

て行った。試料は，2.3(1)における膨潤剤浸漬した後脱液し

た絹織物とした。流動パラフィンを置換媒体としてピクノ

メーターを用いて 30℃で試験した。測定した値から，(1)式
を用いて算出した。 

Vs＝Vo－(Wt－Ws)/ ρ1………………………………...(１) 
Vs：試料の体積 

Vo：ピクノメーターの体積 

Wt：Ws に流動パラフィンを満たした質量 

Ws：空のピクノメーターに試料を入れた時の重量 

p1 ：30℃における流動パラフィンの比重 

(1)で算出した体積から(2)式により膨潤率を求めた。 

S=Vs/(Wo/p2)×100……………………………………..(２) 
S ：膨潤率 
Wo：膨潤剤浸漬後，脱液した絹織物の質量  
p2 ：絹繊維の比重 

(４) 膨潤剤付着率測定  2.3(1)におけるプリーツセッ

ト時の絹織物を試料とした。膨潤剤付着率は，式(3)より算

出した。 
A＝{Wm/(Wm+Wf)}×100…………………………….(３) 

A ：膨潤剤付着率 
Wm：試料の質量から Wf を減じた値 

Wf ：プリーツセット時の絹織物質量 
(５) 白色度指数測定  分光光度計（エックスライト社

製， Macbeth Ci5）を用いて，Sa，D-n， W10 の条件で JIS 
Z8715：1999 に規定される W10（白色度指数）を測定した。

一つの試料につき 3 箇所測定し，その平均値を算出した。 

3．結果および考察 

 3．1 膨潤剤を用いたプリーツ加工の効果  従来加工法

及び膨潤剤を利用してプリーツ加工した絹織物について，

プリーツ性試験と剛軟性試験を行った。プリーツ性試験に

おける洗濯方法は水洗いで回数は 1 回である。表 1 に示す

とおり，従来加工法によるプリーツ加工品の内，湿熱処理

とはっ水加工によるプリーツ加工品は未加工品の剛軟性と

同じ値を示したが，プリーツ性が低い結果となった。また，

樹脂加工によるプリーツ加工品は高いプリーツ性を示した

が，剛軟性が高くなり，硬い織物であった。一方，各種膨

潤剤を用いたプリーツ加工によるプリーツ加工品は，絹織

物本来の剛軟性と高いプリーツ性を両立した性能が得られ

た。また，使用した膨潤剤により加工された絹織物のプリ

ーツ性に差が生じた。尿素を利用してプリーツ加工された

絹織物が最も高い値を示し，次いで EG，DMSO の順であっ

た。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3．2 膨潤とプリーツ性  各種膨潤剤を用いたプリーツ

加工の各加工工程における絹繊維の膨潤率を測定した。図 1
に示すように，膨潤剤を利用して加工した絹織物全てにお

いて，膨潤率はプリーツセット後に減少した。 

加工方法/ 

試験項目 

プリーツ性

試験（級） 

剛軟性試験 

（Ｎ） 

膨

潤

剤

尿素 4.6 0.2 
ＥＧ 3.9 0.2 
ＤＭＳＯ 3.4 0.2 

湿熱処理 1.1 0.2 
樹脂加工 5 0.9 
はっ水加工 2.1 0.2 
未加工 － 0.2 

表 1. プリーツ加工した絹織物のプリーツ性と剛軟性 
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また，加工終了時の洗浄後は膨潤していないことが確認さ 

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プリーツセット中における膨潤剤付着率の変化を測定し

た。図 2 に示すように，プリーツセット時間の経過にした

がい，どの膨潤剤も脱離した。膨潤率がプリーツセット後 

に減少したのは，プリーツセット中において膨潤剤が加熱 

による揮発や織物外へ移動したことにより，脱離したため

と考える。また，膨潤剤によりプリーツセット中の付着率

に差異があることを確認した。そこでプリーツセット中の

付着率を比較するため，各グラフの積分値を算出した。そ

の結果，プリーツ性と同じ尿素＞EG＞DMSO の順であった。

この結果から，膨潤剤はプリーツセット中に膨潤剤付着率

をより維持できるものを選定すると，より高いプリーツ性

が得られると推測した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 3．3 加工条件の検討  3.1 の結果より，尿素を利用し

たプリーツ加工品の性能が最も優れていた。そこで，尿素

を利用したプリーツ加工に関して，尿素水溶液濃度，プリ

ーツセット温度及び時間について検討した。 

(１) 尿素水溶液の濃度  尿素水溶液濃度を 5～40％の

範囲内で 5 水準，プリーツセット温度を 130℃，プリーツセ

ット時間を 30 分間の条件でプリーツ加工した絹織物に対し

て，プリーツ性試験を実施した。洗濯方法は水洗いで回数

は 1 回である。図 3 に各観察者の平均をプロットし，その

近似線を示した。尿素水溶液濃度の増加にしたがい，プリ

ーツ性が向上した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (２) プリーツセット時間，温度  前項で高いプリーツ

性を示した尿素水溶液濃度 40％の条件で，プリーツセット

温度を 130℃～150℃の範囲で 3 水準，プリーツセット時間

を 5～40 分間の範囲において 5 水準でプリーツ加工した絹

織物に対し，プリーツ性試験を実施した。洗濯方法は水洗

いで回数は 1 回である。結果，図 4 に示すようにプリーツ

セット温度 130℃のプリーツセット時間 30分と 40 分におい

て高い値を示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1. 各加工工程における膨潤率 

図 2. プリーツセット中における膨潤剤付着率の変化 

図 3. 尿素水溶液濃度とプリーツ性の関係 

図 4. プリーツセット時間，温度とプリーツ性の関係 
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絹繊維は熱の影響により黄変しやすい性質を持つ。そこ

で，尿素水溶液濃度 40％，プリーツセット温度を 130℃～

150℃の範囲で 3 水準，プリーツセット時間を 5～40 分間の

範囲で 5 水準に振りプリーツ加工した絹織物の白色度指数 
を測定した。図 5 に示すように，どの温度もプリーツセッ

ト時間の経過にしたがい，白色度指数が低下した。また，

プリーツセット温度が高いほど白色度指数が低下する傾向

を示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 3．4 実用性能の実証  3.3 より，実施した加工条件範

囲の中では，尿素水溶液濃度 40％，プリーツセット温度

130℃，プリーツセット時間 30 分間が優れていた。この条

件でプリーツ加工された絹織物のプリーツ性を評価した。

洗濯方法は，水洗い 3回，水洗い 10 回，ドライクリーニン

グ 3 回それぞれ行った。表 2 に示すように，プリーツ性は

いずれも高い値を示した。絹繊維製品の洗濯には，通常ド

ライクリ―ニングが利用される。ドライクリーニング 3 回

後のプリーツ性は 5 級であるため，実用性能は十分と判断

した。また，図 6 に洗濯前と水洗い 3 回後の加工布を示し

た。ほぼプリーツ形状が保持されている。水洗いにも耐え

ることのできる高いプリーツ性を持つことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．まとめ 

絹織物本来の柔らかさとプリーツ性を両立させた絹織物

プリーツ加工品を実現するため，膨潤剤を付与した絹織物

に対して，湿熱処理によりプリーツセットするプリーツ加

工法を開発した。膨潤剤は，尿素，エチレングリコール，

ジメチルスルホキシドを使用した。膨潤剤を利用してプリ

ーツ加工した絹織物のプリーツ性と剛軟性を評価した結

果，高いプリーツ性と絹織物本来の剛軟性を両立させた加

工品を得た。特に，尿素を利用したプリーツ加工品のプリ

ーツ性が優れていた。また，実施した加工条件範囲の中で

は，尿素水溶液濃度 40％，プリーツセット温度 130℃，プ

リーツセット時間 30 分間が優れていた。 
今回は白生地を用いたが，今後，用途を広げるために，

染色布への適用を検討する予定である。 

（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 7 月 5 日再受付） 
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図 5. プリーツセット温度，時間と白色度指数の関係 

洗濯方法/試験項目 プリーツ性試験（級）

水洗い 3 回 4.2 
水洗い 10 回 3.8 
ドライクリーニング 
3 回 

5 

 

表 2. 洗濯方法とプリーツ性 

図 6. 尿素を利用したプリーツ加工品 

左：洗濯前 右：水洗濯 3回後 
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温度応答性の収縮‐膨張サイクルにより得られる 
高弾力性コラーゲンゲル 

柚木 俊二＊１） 

 
Highly elastic collagen gels prepared from thermo-responsive shrinkage and swelling 

Shunji Yunoki＊１） 
 

Highly elastic collagen gels were prepared from cross-linked collagen fibrillar gels by the use of their thermo-responsive 
shrinkage and swelling. The collagen gels prepared by simultaneous processing of fibril formation and chemically-induced 
cross-linking dramatically shrunk in hot water (80°C). The shrunken gels had a rubber-like elasticity as reported previously. 
Interestingly, the shrunken gels gradually swelled in cold water (4°C), and partially recovered the appearance and mechanical 
properties of the cross-linked collagen fibrillar gels. The thermo-responsive shrinkage and swelling was reversible. The swelled 
gel showed highly elastic properties; its stress-strain behavior changed little through 10 repetitions of penetration to a strain of 
0.5. The strain at the breaking point was above 0.8. The high elasticity of the swelled collagen gel is expected to be useful for 
tissue engineering applications in which elastic properties are required. The swelling of the collagen gel in cold water seemed to 
be due to the renaturation of denatured collagen. This speculation is supported by the similarity in thermo-responsibility between 
the gel swelling and renaturation of denatured collagen. 

キーワード：コラーゲン，ゲル，線維，変性，らせん回復，温度応答性 

Keywords：collagen, gel, fibril, denaturation, renaturation, thermo-responsive 

 

1．緒言 

幹細胞を用いて組織・器官を再生させる「再生医療」の

実現に期待が寄せられている。幹細胞生物学は近年急速な

進歩を示し，1998 年にヒト胚性幹細胞（ES 細胞）株が樹立

され(1)，2006 年には体細胞から多能性幹細胞（iPS 細胞）が

作製された(2)。しかし，幹細胞があれば再生医療がすぐに実

現するわけではない。再生医療の実現は多くの場合，ティ

ッシュエンジニアリング（tissue engineering）との融合が必

要とされる。ティッシュエンジニアリングは生体が持つ治

癒力を最大限に引き出すための環境作りであり，‘細胞の足

場材料（scaffold）’に‘細胞’と‘薬剤’を組み合わせて生

体組織の再生誘導を行うための学問である(3)。 
Scaffold にはセラミックス，合成高分子，および生体高分

子など多種多様な材料が利用されているが，生体高分子コ

ラーゲンは最も広く利用されている材料の１つである(4)。コ

ラーゲンは生体内でいわば細胞の住処として機能し，体内

に最も多量に存在するタンパク質として知られる。Scaffold
としてのみならず，止血剤，ドラッグデリバリーキャリア(4)，

人工皮膚(5)，人工骨(6)などがコラーゲンから開発され，既に

多数が臨床応用されている。 
ここで，scaffold を含めた医療用具へのコラーゲンの利用

方法に対し１つの課題を指摘する。コラーゲン医療用具の

開発はほとんどの場合，その生体適合性と生体吸収性にの

み着目して行われてきた。一方，コラーゲンの生体内での

主たる役割は力学的支持体である。骨の強さ，腱・靭帯の

強さと特異な伸縮性，あるいは皮膚（真皮），筋膜，および

軟骨の弾性にはいずれもコラーゲン線維が重要な役割を果

たしている。しかし，既存のコラーゲン材料は特に湿潤状

態で力学的に脆弱であり(7)，伸縮性もほとんど無い(8)。すな

わち，コラーゲンのもつポテンシャルは医療用具において

未だ十分に発揮されていない。 
筆者らは上記の課題を鑑み，架橋技術と熱処理を組み合

わせて伸縮性コラーゲンを開発した(9)。本研究では，伸縮性

コラーゲンに関する新たな知見として，温度応答性の収縮

‐膨張サイクルを明らかにする。膨張によって生じる力学

的な変化を解析するとともに，その構造変化について考察

する。 

2．実験方法 

 2．1 コラーゲン水溶液の調製  鮭の皮から公知の方法
(10)でコラーゲンを抽出，精製した。以下に方法を簡単に述

べる。鮭の皮をクロロホルム／メタノールで脱脂し，酢酸

水溶液に浸漬した。コラーゲンが溶出した外液から不溶残

渣を除去し，得られた粗コラーゲン溶液にペプシンを添加

してアテロ化（コラーゲンの非らせん領域の除去）した。

その後，食塩による塩析出を繰り返し，ペプシンその他の

非コラーゲンたんぱく質を除去し，蒸留水に対して透析し

て精製コラーゲンを得た。コラーゲンを凍結乾燥し，所定

の濃度に溶解して実験に供した。 
 2．2 伸縮性コラーゲンゲルの作成  コラーゲンの線維＊１）バイオ応用技術グループ 

論 文 
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化と架橋を同時に生じさせる著者らの方法(11)に従い，コラ

ーゲン水溶液とリン酸緩衝液を混合して架橋コラーゲン線

維ゲルを得た。以下に方法を簡単に述べる。pH3 希塩酸を

溶媒とした 0.3%コラーゲン水溶液と pH 7, 40 mM リン酸緩

衝液（70 mM 食塩および 100 mM EDC*含有）を 10℃に保ち，

等容積混合して内径 85 mm のシャーレに流し込んだ。10℃
で一晩静置して十分にゲル化させ，実験に供した。 

次に，架橋コラーゲン線維ゲルを 80℃の熱水に浸漬した。

得られた収縮ゲルを S-ゲル（Shrunken-ゲル）と定義した。

その後，4℃の冷水に浸漬した。膨張がほぼ頭打ちになった

168 h 後のゲルを SS-ゲルと定義した。この熱水浸漬‐冷水

浸漬による収縮‐膨張サイクルを２回経て得られたゲルを

SS2-ゲルと定義した。 
*EDC: 1-ethyl-3-(3-dimethylaminopropyl)-carbodiimide 

 2．3 ゲルの膨張率の算出  ゲルの直径を互い直行した

２箇所で計測し，その平均値を求めた。作製直後の架橋コ

ラーゲン線維ゲル（図１a）の直径との比から，膨張率を直

径の回復率(%)として算出した。 
 2．4 コラーゲン線維の電子顕微鏡観察  走査型電子顕

微鏡（SEM）を用いて，ゲル中のコラーゲン線維を観察し

た。コラーゲンゲルをグルタルアルデヒドで固定し，CO2

臨界点乾燥装置を用いて乾燥試料を作製した。乾燥コラー

ゲンを白金コーティングし，JSM-5600LV（日立製作所製）

を用いて，加速電圧 10 kV で観察した。 
 2．5 伸縮性コラーゲンゲルの力学試験  強度試験機

（TA XT.2 plus, Stable Microsystems）を用いて，ゲルの貫入

試験を行った。ゲルに対し，直径 5 mm の SUS 製プローブ

を速度 0.5 mm/s で押し込み，応力‐ひずみ曲線を得た。プ

ローブが 1g の応力を検知したときのゼロ点（底面）からの

距離をゲル厚みとして，プローブの移動距離からひずみを

算出した。 
 2．6 コラーゲンらせんの回復  野村らの方法(12)に従

い，水溶液状態での熱変性コラーゲンのらせん回復を測定

した。pH 7 のリン酸緩衝液を溶媒として 0.25%コラーゲン

水溶液を調製し，60℃に加温して完全に変性させた。水溶

液を石英セル（光路長 100 mm）にいれ，旋光度計（SEPA-300, 
堀場製作所）に設置した。セルホルダをあらかじめ 4℃に冷

却し旋光度変化を追跡した。らせん回復率は，未変性コラ

ーゲンの旋光度をらせん率 100%，完全変性コラーゲンの旋

光度をらせん率 0%とし，得られた旋光度から算出した。 

3．結果 

 3．1 温度応答性の収縮‐膨張サイクル  架橋コラーゲ

ン線維ゲルが熱水への浸漬により収縮し，冷水への浸漬に

より膨張する様子を図１に示す。架橋コラーゲン線維ゲル

（図１a）を 80℃の熱水に浸漬すると，速やかに収縮を始め

た（図１b および１c）。シャーレ底面側が凸になる湾曲した

形状を示し，およそ 5 分後に収縮を停止した（図１d）。収

縮の過程で，半透明だったゲルは白色に変化して透明性を

失った（S-ゲル）。S-ゲルを 4℃の冷水に浸漬したところ，

ゆっくりと膨張を始めた。冷水に浸漬してから 12 h で明確

な膨張が見られた（図１e）。24 h 以上では膨張がほぼ頭打ち

になったので，168 h で浸漬を終了した（SS-ゲル）（図１f）。
SS-ゲルをふたたび熱水に浸漬すると，図１d と同様の収縮

ゲルが得られた。ふたたび冷水に浸漬すると，ほぼ同等の

速度で図１f のゲルが得られた（SS2-ゲル）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２にゲルの膨張の時間変化を示した。２回目の膨張は

１回目と同様の時間依存性を示した。冷水浸漬してから 168 
h 後のゲルのサイズは２回目の方が大きかったが，熱水浸漬

後のゲルに対する膨張率で表すと，１回目（1.53 倍）と２

回目（1.63 倍）の膨張率はほぼ同じであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図２. 熱水への浸漬により収縮した架橋コラーゲン線維

ゲルの冷水中での膨張 

図１a のゲルの内径を 100%として、ゲルの内径の増加により膨張

を評価した。First, １回目の熱水冷水‐冷水浸漬； Second, ２

回目の熱水冷水‐冷水浸漬 
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図１. 熱水への浸漬により収縮し、冷水への浸漬により

膨張する架橋コラーゲン線維ゲルの外観 

(a) 作製後の架橋コラーゲン線維ゲル, (b)および(c) 熱水への

浸漬により収縮する過程, (d) 完全に収縮した状態（S-ゲル）, (e) 

冷水へ浸漬してから 12 h 後, (f) 冷水へ浸漬してから 168 h 後

（SS-ゲル） 

a

b

c

d

e

f

図 1.

図 2.
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図５. コラーゲンゲルの SEM 像 

(a)架橋コラーゲン線維ゲル、(b)SS-ゲル 

図中のスケールバーは 1µm を示す。 

a

b

冷水の温度を 4℃から 10℃に高めた場合の膨張も評価し

た。熱水による収縮後の冷水中の膨張は，明らかに 10℃の

方が小さかった（図２）。水の温度が 30℃に達すると，もは

や膨張は起こらなかった。 
3．2 ゲルの力学試験  図３にコラーゲンゲルの貫入試

験から得られた典型的な応力‐ひずみ曲線を示す。架橋コ

ラーゲン線維ゲルはひずみ 0.35～0.40 の間に降伏値を示し

た（n=5）。これに対し，S-ゲルはほぼ完全に圧縮され（ひず

み>0.9），装置の計測限界値である 5 kgf の荷重がかかるまで

降伏を示さなかった。SS-ゲルはひずみ 0.89～0.92 の間に降

伏値を示し（n=5），架橋コラーゲン線維ゲルと S-ゲルの中

間の性質を示した。SS2-ゲルの応力‐ひずみ挙動は SS-ゲル

とほぼ同じだった。S-ゲルに対してひずみ 0.5 までの繰り返

し貫入試験を実施した。得られた応力‐ひずみ曲線を図４

に示す。応力‐ひずみ曲線はヒステリシスを示した。１回

目から２回目の貫入においてわずかな応力の減少が見られ

たが，２回目以降（～１０回）はほぼ同じ曲線となった。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 3．3 コラーゲンゲルのナノ線維構造  架橋コラーゲン

線維ゲルおよび SS-ゲルの SEM 観察を行った（図５）。架橋

コラーゲン線維ゲルは

典型的な type I コラー

ゲンのナノ線維ネット

ワークを有していた。

収縮‐膨張を１回行っ

たゲルにおいてもナノ

線維ネットワークは保

持されていたが，切断

された線維が見られ，

ネットワークが疎にな

っていた。 
 3．4 コラーゲンのら

せん回復  水溶液状

態での熱変性状態から

のコラーゲンらせん回

復を図６に示した。図

６a は旋光度の実測値

であり，図６b は旋光

度から求めたコラーゲンらせん率である。4℃において，変

性コラーゲンは 3 h 後に 32%のらせん回復率を示し，24 h
後には 60%に達した。一方，冷水温度を 10℃に高めると，

コラーゲンらせん回復が抑制された。24 h 後らせん回復率

は 30%まで低下した。 

4．考察 

架橋コラーゲン線維ゲルを熱水処理すると著しく収縮し

た。原因はコラーゲンの３重らせんのランダムコイルへの

変性である。コラーゲンの変性温度は水溶液状態で最も低

く，乾燥状態で最も高くなる。乾燥状態でのコラーゲンの

変性温度は 100℃を超えるが(13)，乾燥コラーゲンに水を吸収

させると 70℃以下に低下する(14)。80℃の熱水中ではゲル中

のコラーゲンが棒状の３重らせんから糸まり状の球状タン

パク質に変性する。その結果，ゲルの著しい収縮が生じる。 
伸縮性コラーゲンを冷水に浸漬すると徐々に膨張し，外

観（図１）および力学特性（図３）が熱処理前に近づくこ

とを新たに発見した。サイズの小さかった SS-ゲルの方がむ

しろ架橋コラーゲン線維ゲルよりも線維ネットワークが疎

だった（図５）。この事実は，ゲルの膨張と収縮は線維ネッ

トワークの疎密に起因するのではなく，分子レベルの構造

変化が膨張の原因であることを示唆している。熱変性した

コラーゲンを変性温度以下に冷却すると，コラーゲンらせ

んを徐々に回復する（renaturation）ことが知られている(15)。

らせん回復は温度が低いほど活発であり，S-ゲルから SS-ゲ
ルへの膨張と温度依存性が一致した（図６）。SS-ゲルの力学

特性が架橋コラーゲン線維ゲルと S-ゲルの中間の性質を示

した。以上の事実は，S-ゲルから SS-ゲルへの膨張が熱変性

コラーゲンのらせん回復によることを示唆している。 
コラーゲンのらせん回復は水溶液中のコラーゲンについ

てのみ研究されてきた。ゲルやスポンジ，シートなど成形

体の中でコラーゲンらせん回復が起こったことを示した報
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図４. SS-ゲルの繰り返し貫通入試験から得られた応力‐

ひずみ曲線 

図中の白抜き矢印は１回目の圧縮により得られた曲線を示す。 
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図３. コラーゲンゲルの貫入試験により得られた典型的

な応力‐ひずみ曲線 
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告は無い。コラーゲン成形体の中のらせん回復を直接測定

する方法は，示差走査型熱量計（DSC）以外に無い。しかし，

DSC による変性温度やエンタルピーの測定値はゲル中の水

分含量により敏感に変化するため，ゲル試料間のらせん回

復率を定量するには至っていない。 
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図 6. 水溶液状態での熱変性コラーゲンのらせん回復 

 （a）比旋光度，（b）比旋光度から求めたコラーゲンらせん回復率 

 （●）4℃の冷水中，（○）10℃の冷水中 

 

次に，SS-ゲルの弾力性について述べる。SS-ゲルはひずみ

0.5 を超える大変形に対し優れた復元力を持っていた（図

４）。再生医療に用いられている公知のコラーゲン線維ゲル

は中性でのコラーゲンの自己組織化を利用した物理ゲルで

あり(16)，圧縮するとゲルネットワークから漏水して明確な

降伏を示さない(11)。このため，ティッシュエンジリアリン

グの足場材料としてはゲル状態で用いられることが少な

く，多くはスポンジやフィルム・シートとして用いられて

いる(4)。SS-ゲルは従来のコラーゲンゲルでは実現できなか

った変形・荷重のかかるティッシュエンジリアリングに応

用できると期待される。 
通常のコラーゲン線維ゲルと異なる SS-ゲルの優れた弾

力性については，筆者らが開発した架橋コラーゲン線維ゲ

ルに特有の‘ダブルネットワーク’構造(11)に起因すると推

定される。通常のコラーゲン線維ゲルの架橋点はコラーゲ

ン線維の接点のみに存在し，架橋点が疎になっている。こ

のため，圧縮などの変形に対し復元力に乏しい。一方，架

橋コラーゲン線維ゲルは原子間力顕微鏡観察により実証し

た通り，コラーゲン線維間をオリゴメリックなコラーゲン

が架橋した緻密な架橋点を持つ。熱処理によりコラーゲン

線維とオリゴメリックなコラーゲンが変性，収縮して架橋

点が近づき，エントロピー弾性を発現するたわみが架橋点

間に生じたと考えている。 
本研究は，架橋コラーゲン線維ゲルを熱水処理により収縮

させて得られる伸縮性コラーゲンゲルの新たな性質を明ら

かにした。コラーゲンを主体とする生体組織は，本来，皮

膚や腱・靭帯のように優れた伸縮性を持つ。一方で，医療

用具として研究開発されているコラーゲン材料には伸縮性

がほとんど無く，コラーゲンの用途展開を制限する理由の

１つとなっている。筆者が開発した高弾性コラーゲンゲル

は弾性足場材料が求められる血管や軟骨のティッシュエン

ジニアリングに応用される可能性を秘める。 
（平成 23 年 5 月 24 日受付，平成 23 年 6 月 17 日再受付） 
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1．はじめに 

超微小押し込み硬さ試験機は，他の押し込み硬さ試験機

と比べて非常に小さい荷重がかけられ，nm 単位で変位を計

測して，荷重－変位曲線を得ることができる。このため，

ビッカース硬度計などでは測定しにくかったガラスや超硬

材料，薄膜などの硬さ測定が可能である。 
一方で，精密な計測をするため，振動などの測定環境と

使用した圧子の先端丸みや試料の固定方法などの測定条件

によって変位量が影響を受ける。そのため，同時期に同一

条件で測定した結果の比較は十分な信頼性を有するが，時

期や条件が異なる測定との比較は簡単にはできない。 
これらの影響のうち，環境からの影響は荷重－変位曲線

で確認ができ，圧子の先端丸みは補正法を適用させて補正

値での比較や，安定な参照試料を同時測定することで回避

できる。しかし，固定方法による影響は，測定データから

は読み取れない場合もある。 
そこで，超微小押し込み硬さ試験でガラス材料の評価を

するための前段階として，固定方法による結果への影響を

検討した。 
 

2．実験方法 

 2. 1 固定方法の選択について  超微小押し込み硬さ試

験機を用いた試験の規格には，「ISO 14577 金属材料－計装

化押込み硬さ試験及び材料パラメ－タ」(1)と「JIS Z2255
超微小負荷硬さ試験方法」(2)の２つがある。このどちらにも，

試料の固定に関する具体的な方法は示されていない。 
超微小押し込み硬さ試験機の試料台や試料ホルダは，装

置メーカーにより形状や材質が異なるものもあるが，試料

の固定方法としては，アロンアルフア®等の瞬間接着剤やワ

ックスで試料台に接着する方法を紹介されることが多い。 
しかし，実際の測定では，試料の性質や形状，回収して

別の試験に使用するなどの目的によって，これらの方法を

とれない場合もある。そこで，試料の回収が容易な方法と，

紹介されている方法の内アロンアルフア®を用いた固定と

の比較を行うこととした。 
 2．2 試験方法  超微小押し込み硬さ試験は，㈱エリオ

ニクス製超微小押し込み硬さ試験機 ENT-1100a を用いた。

試料の固定は，スライドガラスを約 26×20mm に切断して

縁を研磨したものを試料として，セロハンテープ（18mm 幅，

コクヨ㈱），両面テープ（ナイスタック紙両面テープ＜強力

タイプ＞10mm 幅，ニチバン㈱），修正液（XEZL1-W，ぺん

てる㈱），瞬間接着剤（アロンアルフア®201，東亞合成㈱）

を使い，表 1 および図 1 の方法で試料台へ固定した。 

 

固定方法の名称 試料台への固定方法

Ｆ 固定せず（試料を置くだけ）

Ｃ セロハンテープで試料の上から両端を留める

Ｄ１ 両面テープで試料の一端を留める

Ｄ２ 両面テープで試料の両端を留める

Ｄ３ 両面テープで試料の中央を留める

W 修正液を試料の周囲に塗る

Ａ 瞬間接着剤が試料の中央で広がるように留める

 

 
 
 
測定は，ダイヤモンド製三角すい圧子（バーコビッチ圧

子）を用い，荷重 0.196mN～49.0mN で，試料中央の 13 箇

所にて，各箇所２～５点（各点間の距離は 20μm から 50μ
m）の測定を行った（図 2 参照）。また，方法 A については，

接着剤の真上である試料中央と接着剤の広がりから外れた＊１）経営企画室 

 
表 1. 固定方法 

図 1.  固定方法 

（左上）方法ＦおよびＣ，（右上）方法Ｆ，（左下）方法Ｄ２およ

びＤ３，（右下）方法ＷおよびＡ 

ノート 
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位置とで同様の測定を行った。 
 

 
 
 

3．結果と考察 

 3．1 変位量について  表 2 に，荷重 19.6mN，9.8mN，

4.9mN，0.98mN の各荷重での，荷重保持後の変位量 h２の平

均値と標準偏差の結果を示す。方法 F の F-1 と F-2 は別の時

に試験した結果である。F-2 以外は，JIS Z2255 の解説を参

考に振動等による異常なデータを取り除いた。 

 

h2平均値
/nm

標準偏差
h2平均値

/nm
標準偏差

h2平均値
/nm

標準偏差
h2平均値

/nm
標準偏差

Ｆ－１ 496.8 12.947 328.6 6.850 216.7 3.642 80.44 0.708 N=2

Ｆ－２ 730.4 176.253 477.5 161.870 311.5 104.492 90.13 9.469 N=5

527.8 49.500 341.1 26.399 222.8 11.997 80.61 2.183 N=5

504.0 27.988 330.9 13.934 217.2 6.773 80.11 1.456 N=5

443.3 3.329 305.7 3.014 210.8 2.590 86.12 1.250 N=3

438.6 2.068 303.3 1.029 209.6 1.299 86.16 1.150 N=3

432.1 2.973 296.0 2.419 203.5 2.780 83.69 1.820 N=5

435.3 1.390 303.3 0.931 209.8 0.635 86.95 0.890 N=3

0.98mN

Ｆ

測定
点数

(各箇所)

19.61mN 9.8mN 4.9mN

Ｗ

Ａ

固定方法

Ｃ

Ｄ１

Ｄ２

Ｄ３

 
方法 A では，どの荷重でも変位量 h２の標準偏差が小さく，

安定な測定が可能であった。また，方法 W，D3，D2 は，標

準偏差が小さく，かつ A と平均値が同程度のため，簡便な

方法として利用可能である。ただし，方法 D3，D2 では，A
と比較して高めの値になり，Ａ＜D3＜D2 という傾向が見ら

れた。その他は，標準偏差が大きく，平均値も高いことか

ら，固定方法としては不適切であることがわかった。 
また，方法Ａにおける接着剤の真上と外れた位置にて，

荷重 20mN，10mN，5mN，1mN で測定した結果を表 3 に示

す。ここで，表 3 の真上と表 2 の方法 A の平均値が異なる

のは，測定時期が異なり，圧子が別の個体のためである。

表 3 において，外れた位置では，真上と比べて，標準偏差

が大きく，平均値も高いことから，接着剤の届かない位置

での測定は不適切であることがわかった。 

 

h2平均
値

標準偏差
h2平均値

/nm
標準偏差

h2平均値
/nm

標準偏差
h2平均値

/nm
標準偏差

真上 425.1 0.814 290.5 0.772 196.4 0.660 73.13 0.634 N=5

外れた位置 435.0 6.759 294.6 3.581 198.0 1.786 73.05 0.666 N=5
Ａ

1mN 測定
点数

(各箇所)

20mN 10mN 5mN
測定位置

 
 3．2 荷重－変位曲線について  図 3 は，荷重－変位曲

線の例である。方法 A では，曲線が重なっており，高い再

現性が得られた。標準偏差が小さい場合，同様の結果であ

った。また，標準偏差が大きい方法 D1 や F-2 でも，１箇所

ごとの 5 点の再現性は悪くなかった。特に，方法 D1 の測定

箇所①から⑦までは，荷重－変位曲線が重なっており，

19.61mN における標準偏差が 1.418 と再現性が良好であっ

た。しかし，①から⑦までの平均値は 501.1nm と大きく，

荷重－変位曲線の形状や再現性だけでは測定の良否が判断

できないことがわかった。 

 

 

 
 

 

 
 3．3 変位量が受ける影響について  変位は，固定に使

用した物質の変形と試料の移動も含まれて計測される。実

験結果から，固定材料自体の変形に比べ，スライドガラス

の湾曲や固定材料の厚みで生じる試料台と試料の隙間によ

り，試料が上下に動く影響の方が大きいことがわかった。 
 

4．まとめ 

固定の影響を小さくするためには，以下が有効と考えた。 
(1) アロンアルフア®のような瞬間接着剤を使って固定

し，その真上で測定すること 
(2)修正液や，両面テープで中央または両端の固定は代用

可能であるが，比較する試料は同じ方法で固定すること 
(3)測定箇所は 1mm 以上離れた十字を描く 5 カ所以上と

し，位置によりばらつく場合は原因を確認すること 
ガラスの様に変位量の差が小さい材料の比較には，まず

は固定に注意することが重要である。さらに，超微小押し

込み硬さ試験の信頼性を上げるには，ワックス固定や他機

種との比較，試料の前処理等についても検討の必要がある。 
（平成 23 年 6 月 30 日受付，平成 23 年 7 月 27 日再受付） 
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表 3. 測定位置による影響 

 
表 2. 固定方法の違いによる変位量 h2の相違 

図 3. 荷重－変位曲線 

（左上）方法Ａ，（右上）方法Ｄ１，（左下）方法Ｆ・Ｆ－１，

（右下）方法Ｆ・Ｆ－２ 

図 2. 測定箇所 
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1．まえがき 

近年，省エネルギ化対策の一環として，工場やオフィス

での電力監視システムが開発されている．このようなシス

テムの導入は，電力の見える化による環境意識向上だけで

なく，機器の運転方法の見直しや低消費電力機器への置換

を促し，節電につなげることができる。しかし，従来のシ

ステムは，測定対象の電源部分に対して測定プローブ等の

接続や測定データを収集するためのネットワーク敷設等の

工事が必要になり，導入コストが課題として挙げられる。 
そこで本ノートでは，これらの工事を不要にし，非接触

型センサを搭載した無線ノードによる新しい電力監視シス

テムについて報告する。 

2．非接触型センサによる電力監視システム 

図１は，我々の構築した電力監視システムの構成を示し

ている。本システムは，複数からなる ZigBee 無線ノード，1
台の電力計，そして，1 台のモバイル PC から構成されてい

る。測定対象に設置する無線ノードには，温度センサ，加

速度センサ，照度センサが搭載されており，エンドデバイ

スによって取得されたセンサデータは，ルータを経由して

モバイル PC の接続されたコーディネータへと送られる。ま

た，無線ノードの 1 つには電力計が接続されており，電力

供給源の電力を測定する。モバイル PC では，取得されたデ

ータをデータベースに保存するとともに，現在の電力使用

量を別の PC からモニタリングできるウェブサーバを稼働

させている。 
ZigBee 無線ノードを活用した電力監視システムは多数存

在するが，本システムの特徴は，電力計は大元の電力供給

源 1 つに接続されているという点，そして，無線ノードに

搭載されているセンサは直接的に電力測定できない別の非

接触型センサが搭載されているという点である。 
センサから得られたデータを電力値に換算するためのア

ルゴリズムとしては，次の 2 つのステージによって求める

手法を構築した。 
(１)  機器稼働状況の検出  温度，加速度，照度等のア

ナログ値から機器が動作しているか否かの 2 値へと変換す

る。 
(２)  個々の電力使用量の推定  電力計による電力の

変化量と (１) で求めた 0/1 状態の差から，測定対象の使用

電力を推定する。 
(１) において機器の電力使用量が単純な 2 値によって定

まらない場合には測定精度に影響を及ぼすが，初期段階の

電力評価においては積算値からの使用割合で把握すること

が重要である。よって，(１) は瞬間的な測定誤差を無視し

てのアルゴリズムと言える。また，(２) において電力使用

量と機器の稼働状況に変化が生じない場合は，変化が生じ

るまで使用電力を推定することができないといったデメリ

ットがあるが，このことは従来のシステムでも同様である。 

3．電力使用量推定アルゴリズム 

 3．1 機器稼働状況の検出  稼働状態を検出するための

判断方法は，センサから得られる値に対して閾値を上回る

か否かで行う。しかし，無線ノードの設置環境によっては

基準値が異なるため，閾値を自動的に決定するためのアル

ゴリズムを検討した。 
 使用したアルゴリズムは大津法(２)である。大津法は，サ

＊１）情報技術グループ 
＊２）経営企画室 
＊３）経営情報室 

図 1. 非接触型センサによる電力監視システムの構成 
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ンプル値のヒストグラムを求めて 2 つの山が現れた場合に，

その山を最適に 2 分割する閾値を求める手法である。具体

的には，次式における平均二乗誤差が最小となる閾値を求

める。 

∑∑
∈∈

−+−=
21

2
2

2
1

2 )()()(
S

i
S

i pipik
ιι

μμε .......... (１) 

ここで，ε 2(k)は閾値 k における平均二乗誤差，S1，S2は閾値

k で分割された各ヒストグラムに含まれる度数集合，μ1，μ2

は閾値 k で分割された各ヒストグラムの階級の平均値，pi

は階級 i における度数を示している。 
大津法は，まず，時系列で取得したサンプルデータを一

定区間で走査し，その区間でのヒストグラムを求めて順次

適用される。このとき，候補となる閾値は適用した数だけ

得られるが，大きな変化のみを捉えるため，ヒストグラム

の山の頂上間が最大になるものを選択する。 
3．2 個々の電力使用量の推定  個々の電力使用量を推

定する最も単純な方法は，過去の状態変化と新しく得られ

た状態変化で差分を取り，1 センサのみが変化したときの電

力変化をその機器の電力使用量とすれば良い。しかし，こ

の方法では，すべての機器の電力使用量が判明するまでに

時間を要するという問題がある。 
いま，センサ i による 0/1 の判定結果を xiとし，各機器の

動作中の電力使用量を ai と仮定すると電力使用量の合計

P(t)は次式で表される。 

)()(
1

tPtxa i

n

i
i =∑

=

 .................................................... (２) 

この式を解くためには，xi(t)の状態によって n 本の連立一次

方程式を用意するが，方程式が解ける範囲で順次 ai を推定

定する。ここで，P(t)は xi(t)の系列が同じであっても，その

時の測定誤差によって方程式に矛盾が生じる。この場合に

は，とりうる P(t)の平均値で aiを推定する。 

4．実装と評価 

前述のアルゴリズムを Visual C#にて実装し，ZigBee から

得られたセンサデータに対して適用した。測定対象には，

比較的電力使用量の多いエアコンプレッサを選定し，図２

は ZigBee 無線ノードによる測定の様子を示している。 
まず，3.1 について，実際にエアコンプレッサが動作して

いるときに，どの程度正しく 0/1 に識別されたかを評価し

た。エアコンプレッサの動作時間（500W を超えた時間）は

229 秒であり，Peak-to-Peak の中間値と 3.1 で示した方法と

では，それぞれ 161 秒，210 秒であった。したがって，それ

ぞれの識別率は 70.3%，91.7%であることから，3.1 による閾

値は比較的識別率を向上させていると言える。 
 次に，3.2 について，次の条件を与えてシミュレーション

により評価した。 
 測定対象の数（＝無線ノード数）：10 
 各対象の電力使用量：20～200W，10W 単位 
 電力使用量に加えるランダム誤差：±5.0% 

 
 動作状況 0/1 およびランダム誤差の変動間隔：60 秒 
 動作状況 0/1 の変化率：50% 

評価には，個々の電力使用量の推定と実際との誤差で行い，

Neuro（入力層，中間層，出力層の 3 層から成るニューラル

ネットワークによる学習），Each（1 動作状況が変化したと

きだけ推定），Chain（3.2 で述べたアルゴリズム）の 3 手法

で行った。図３は，その結果である。 
Each，Chain では，サンプル数の途中から NRMSE 値が表

示されているが，その時点からすべての機器の推定が完了

し，その後の変化は方程式の矛盾を回避するための平均値

による推定である。Chain は最も早く収束しており， 19 分

程度で推定が完了した。このことは，すべてのノードを任

意に配置して，任意の機器の ON/OFF を 1 分間隔で切り替

えることで，20 分以内に設置作業が完了することを意味す

る。一方，Neuro の結果は，50%を超える NRMSE 値が示さ

れているが，Chain で推定するまでの補完に活用できる。 

5．おわりに 

 本ノートでは，設置が容易な非接触型センサによる電力

監視システムついて報告した。今後は，実証実験とその評

価を進めていく。 
（平成 23 年 6 月 14 日受付，平成 23 年 7 月 4 日再受付） 
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1．まえがき 

描画処理に特化されたハードウェアである GPU（Graphics 
Processing Unit）は，多数のプロセッサコアを内蔵している

ため複数の処理を並列に実行することができる。そのため，

高い演算能力を必要とする電磁界や流体，音響の数値シミ

ュレーションや，リアルタイム性を要求される動画や画像

の処理において GPU が用いられている。 
GPU を搭載するビデオカード（以下デバイスと呼ぶ）は

PCI Express バスを介してマザーボードと接続される。PCI 
Express の通信速度はデバイス内部の通信速度と比較して

1/10 程度と非常に遅い。したがって，デバイス上のメモリ

とマザーボード上のメモリ間や複数のデバイス間における

データ転送が GPU を用いた高速化における障害となる。特

に，倍精度浮動小数点数を扱うことが多い数値シミュレー

ションでは転送するデータ量が非常に多くなるためその影

響を受け易い。そこで本研究では，デバイス外部のバスを

介した通信負荷を下げることを目的として倍精度浮動小数

点数の圧縮手法について検討した。 

2．圧縮手法 

2．1 倍精度浮動小数点数の形式  IEEE 754 規格に従

った倍精度浮動小数点数は図 1 のような 64ビットのデータ

で表される。図 1 において，s は符号ビットであり exp は指

数部，fraction は仮数部である。本研究では，符号ビット s
を 1 ビット目として図 1 の右に向かって 2 ビット目，3 ビッ

ト目と数える。これらの表記を用いると任意の実数 f は 

)0.1(2)1( )1023( fractionf exps +××−= −  ............. (１) 

で与えられる。指数の符号ビットを省略するため，実際の

値に 1023 を足したものが exp に保存される。また，仮数の

整数部は常に 1 であるとして正規化されており fraction は小

数部のみを表している。 

 

図 1. IEEE 754 倍精度浮動小数点形式 

 

 

図 2.  FPC のブロック図 
 

 2．2 従来手法  倍精度浮動小数点数の圧縮手法として

FPC が報告されている(1)。FPC のブロック図を図 2 に示す。

FPC による圧縮では，以前に入力された値から fn に対する

予測値 Anを算出し，Anと fnの排他的論理和 dnを導出する。

予測の精度が高いほど dnのビットパターンには多くの 0 が

含まれる。fn より少ない情報量で dn を表現することができ

れば圧縮が可能となる。圧縮データを伸長する際には，既

に伸長されたデータから Anを算出できるため，dn の情報だ

けが得られればよい。 
FPC の予測器は，異なる 2 種類の予測アルゴリズム(2)(3)

によって An,1と An,2を算出し，精度が高い方を採用する方法

を用いている。しかし，いずれの予測アルゴリズムも逐次

型の計算を行うため GPU による高速化が不可能である。ま

た，プロセッサ内部で利用される予測のために設計された

ものであるため，物理量を表す数値シミュレーションのデ

ータに必ずしも適していないという問題がある。 
dnは，先頭ビットから 0 が連続するバイト数 L を表 1 の 3

ビット符号に置き換えることにより圧縮される。ただし，

経験的に生起確率の低い L = 4 には符号を与えず L = 0 とし

て扱う。L + 1 バイト目から 8 バイト目までは何も操作せず 
＊１）情報技術グループ 
＊２）経営企画室 
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表 1. 連続する 0 の数を表す符号表 

L 0 1 2 3 4 5 6 7 8 

code 000 001 010 011 - 100 101 110 111

 
そのまま出力する。また，複数の予測器を用いる場合には，

表 1 の符号に 1 ビットの選択ビットを付加したものを出力

する。したがって，8 バイトの入力 fnが 1/2 + (8 – L)バイト

に圧縮されることになる。 
 2. 3 提案手法  GPU による数値シミュレーションにお

いて有効な倍精度浮動小数点数の圧縮を行うために多項式

補外を用いた予測器（PEP）について検討する。本研究では，

m + 1 個の点(xi, f (xi)), (xi+1, f (xi+1)), …, (xi+m, f (xi+m))を通る次

式の m 次 Lagrange 補間多項式(4)を用いる。 
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)(

)(
)( j
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kj
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mi

ik xf
xx

xx
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−Π′
= ∑
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=
+

=

+

=  ................................. (２) 

ただし，Π′は j = k の項を除いた積を表す。数値シミュレー

ションで扱う物理量は波のように変化する連続量である場

合が多い。したがって，式（2）による近似で精度よく予測

できると考えられる。また，予測するために必要なデータ

数が m + 1 個に限られるため，複数の予測値を並列して計算

することができる。 
 表 2 は，5 つのデータセットについて PEP を用いた場合

における Lを示したものである。表中のP0 & Pi（i = 1, 2, 3, 4）
は，0 次（直前値）と i 次の PEP 出力のうち良好な方を採用

するハイブリット方式の結果を表す。データセット brain と

comet，control，plasma は文献（1）で扱われている数値シミ

ュレーションのデータであり，elemag は著者らが作成した

finite-difference time-domain 法による電磁界シミュレータの

出力データである。最長の L を得る予測器の組み合わせは

データセットによって異なることが表より分かる。 

3．実装結果 

表 2 に示した予測器の組み合わせで圧縮処理を行った結

果を表 3 に示す。各行の上段は圧縮後のデータサイズを表

しており，下段は元データのサイズに対する比（圧縮率）

を表している。表 3 より，plasma を除くすべてのデータセ

ットにおいて圧縮率は 1 以下であることが分かる。特に，

電磁波の空間分布データである elemag では，予測器を P0 & 
P3 とすることで元のデータサイズの 3/4 に圧縮することが

可能である。細かく振動している数値データである plasma
の場合，式（2）による予測精度が低いため圧縮率が 1 を超

える結果になったと考えられる。 
各データセットにおいて比較的良好な圧縮率となった P0 

& P2を使用した場合の圧縮に要する時間を表 4に示す。GPU
は，240 個のプロセッサコアを持つ Tesla C1060 を用いた。

表 4 の 1 列目は，同時に実行したスレッド数（並列数）を

表している。並列数を上げることによって処理時間が短く

なっていくことが表 4 より分かる。式（2）による予測値は 

表 2. 連続する 0 の数を表す符号表 

Predictor brain comet control plasma elemag 

P0 & P1 1.51 1.60 0.96 0.49 2.26 

P0 & P2 1.46 1.63 1.04 0.49 2.43 

P0 & P3 1.43 1.64 1.07 0.49 2.51 

P0 & P4 1.41 1.64 1.09 0.49 2.47 

 
表 3. 圧縮後データサイズ [Mbyte] 

Predictor brain comet control plasma elemag 

P0 & P1 
123.92

(0.874)

92.59 

(0.862) 

150.36 

(0.943) 

35.14 

(1.001) 

852.35 

(0.781) 

P0 & P2 
124.78

(0.880)

92.10 

(0.858) 

148.86 

(0.933) 

35.14 

(1.001) 

829.12 

(0.760) 

P0 & P3 
125.39

(0.884)

92.08 

(0.858) 

148.10 

(0.928) 

35.14 

(1.001) 

818.66 

(0.750) 

P0 & P4 
125.78

(0.887)

92.12 

(0.858) 

147.89 

(0.927) 

35.14 

(1.001) 

823.27 

(0.755) 

（）内の数値は圧縮率を表す。 

 
表 4. 処理時間（P0 & P2） 

 

Threads 

Time [ms] 

brain comet control plasma elemag 

16 2207 1671 2481 547 16994 

32 1202 911 1349 298 9287 

64 731 552 819 181 5616 

128 604 457 680 150 4645 

256 314 239 354 79 2413 

512 234 180 270 54 1788 

 
並列数を上げても変わらないため，スレッドの数を増やし

ても圧縮率に影響はなく表 3 と同じ結果になる。 

4．まとめ 

GPU を用いた数値シミュレーションにおいて低速バスを

介した通信負荷を下げるために倍精度浮動小数点データの

圧縮について検討した。予測器に多項式補外を用いること

で高速に圧縮処理できることが分かった。今後の課題とし

て，予測器出力のデータフォーマットを改良することによ

る圧縮率の向上や，多項式補間以外の予測器とハイブリッ

ト化することによる振動データへの対応などがある。 
（平成 23 年 5 月 17 日受付，平成 23 年 7 月 1 日再受付） 
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1．はじめに 

パソコンをはじめとした情報通信機器は機能が格段に向

上しているが、電源線や通信線から侵入する雷サージなど

の異常電圧や電流に対し脆弱なものとなっている。都産技

研では、依頼試験として電力用機器や電子機器に対し、直

流や交流、雷インパルスの耐電圧試験を行っており、試験

の信頼性が求められている。 
本研究では、高電圧プローブを用いた電圧測定に関する

実験を行った。直流・交流電圧(商用周波電圧)についてはプ

ローブの補正と測定値の確認をした。雷インパルス電圧に

ついては周波数帯域及び近接効果について検討した。 

2．実験 

本研究で使用した機器を表 1 に示す。実験で使用した高電

圧プローブは校正器を用いて 1 kV の直流電圧と方形波によ

り補正をした。 
表 1. 使用機器 

高電圧プローブ Tektronix P6015A 周波数帯域 75 MHz 

オシロスコープ Tektronix TDS3012B 周波数帯域 500 MHz 

高電圧発生器 菊水電子工業 TOS5101 AC、DC  0〜10 kV 

プローブ校正器 岩通計測 KHT1000 出力 ±100/200/500/1000V

岩通計測 KHT6000 出力 1000-6000 V 

 2．1 直流・交流電圧測定  高電圧発生器を用いて直流

および交流電圧を発生させ、高電圧プローブを用いて測定

した。1～10 kV の範囲で発生器の校正値と測定値を比較し、

測定値がどの程度正確に測定できているか確認した。直流

電圧については 1、5、10 kV、交流電圧については 1、3、5、
7、10 kV の出力電圧について測定を行った。 
 2． 2 雷インパルス電圧測定   

実験には標準雷インパルス電圧(1) (1.2/50 μs)を用いた。 
(１)  雷インパルス電圧とノイズの周波数成分  雷イ

ンパルス電圧とグラウンドノイズを測定し、オシロスコー

プの FFT 機能を用いて波形の周波数成分を計算した。 
(２ ) 周波数帯域と測定電圧および立ち上がり時間  

オシロスコープの周波数帯域による測定電圧および波形の

立ち上がり時間について測定を行った。同種類の高電圧プ

ローブをオシロスコープのCH1、CH2に接続した。CH1 、
CH2の周波数帯域をそれぞれ500 MHz、20 MHzに設定し以

下の①、②の波形をCH1、CH2の両方で測定し比較した。 
①高電圧プローブ校正器の方形波の立ち上がり 
②雷インパルス電圧 
(３)  近接効果による影響  同種類の高電圧プローブ

をオシロスコープのCH1、CH2に接続した。CH1には、金属

板を配置しない高電圧プローブを接続した。CH2には、高電

圧プローブに対して水平に金属板を配置し雷インパルス電

圧測定を行った。このとき金属板は接地した。金属板とプ

ローブとの距離を3、5、10 cmと変化させ、2本のプローブ

を用いて10 kVの雷インパルス電圧を測定した。このように

して、プローブの周囲に金属板を配置した場合としていな

い場合の波形を比較した。 

3．結果・考察 

 3．1 直流・交流電圧測定結果  測定結果を図 1 に示す。

1～10 kV の範囲内の直流、交流電圧の出力に対して 1 %以

内で測定できていた。1 kV の電圧によるプローブ補正で 10 
kV まで十分正確に測定できることを確認した。 
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図 1. 直流・交流電圧測定 
＊１）電子半導体技術グループ 
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 3．2 雷インパルス電圧測定結果   
(１) 雷インパルス電圧とノイズの周波数成分  結果を

図 2 に示す。結果から周波数が 500 kHz あたりからノイズと

同レベルになっている。このため、雷インパルス電圧の測

定には、500 kHz あたりの周波数まで測定する必要がある。 

0

1
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100

1000

0 500 1000 1500 2000
周波数(kHz)

電
圧

(V
)

雷インパルス ノイズ

図 2. 雷インパルス電圧波形の周波数成分 

(２ ) 周波数帯域と測定電圧および立ち上がり時間    
①高電圧プローブ校正器の方形波の立ち上がり。 
測定結果を図 3 に示す。図 3 に示す 500 MHz と 20 MHz

の周波数帯域における比較では、20 MHz の周波数帯域にお

いて立ち上がり時間が約 10 ns 程度遅延することを確認し

た。ただし、標準雷インパルス電圧波形における波頭長の

裕度(1)は±30%であるため、1.2 μs に対し 1 %以下であり、

測定に大きな影響を与えるほどではないと考えられる。 

 
縦軸：電圧感度 200 V/div 横軸：掃引時間 20 ns/div 

図 3. 方形波の立ち上がり 
(CH1: 500 MHz  CH2: 20 MHz) 

②雷インパルス電圧 
結果を図４に示す。左の図は波形全体、右の図は波形の

立ち上がり部の波形である。図から、CH1、CH2 ともほぼ

一致した測定結果であった。 

    
縦軸：電圧感度 2 kV/div 横軸：掃引時間 400 ns/div 

図 4. 周波数帯域による 10 kV 雷インパルス電圧波形 
(CH1: 500 MHz CH2: 20 MHz) 

結果から、雷インパルス電圧測定におけるオシロスコー

プの周波数帯域による大きな違いは認められなかった。 
(３) 近接効果による影響  今回行った条件では、金属

板なしのプローブと比較して、金属板との距離が 3 cm のと

きには 5 %程度、5 cm のときには 1 %程度の違いが認められ

た。ただし、10 cm にするとほとんど影響は認められなかっ

た。金属板との距離が 3 cm のときの結果を図 5 に示す。こ

のことから、プローブ近傍に金属物などがある場合には、

プローブの入力容量等の影響により測定に影響を与える可

能性がある。正確な測定を行うためには、これらを考慮し

影響のない距離まで離しておく必要がある。結果から、今

回使用した高電圧プローブについては、5 ㎝以上離してお

く必要がある。直流、交流電圧についても同様の実験を行

ったが、このときには特に変化は認められなかった。 

 
縦軸：電圧感度 2 kV/div 横軸：掃引時間 2μs/div 

図 5. 金属板を配置した 10 kV 雷インパルス電圧波形 
(CH1 : 金属板なし CH2 : 金属板との距離 3 cm) 

 

4．まとめ 

直流および交流電圧については、1 kV の電圧によるプロ

ーブ補正でも、10 kV まで十分正確に測定できることを確認

した。 
雷インパルス電圧については、オシロスコープの周波数

帯域が 20 MHz でも十分測定できることを確認した。少しで

もノイズを除去して測定したい場合には、周波数帯域を調

節して測定することも有効である。雷インパルス電圧のよ

うに高い周波数成分を含む波形の測定については、周囲の

金属等により対地容量が変化し測定に影響を与える場合が

ある。この点については使用時に影響の少ない配置にして

測定する必要がある。 
測定の信頼性を向上させるためには、今回行ったように

測定対象とその測定に必要な性能を理解し、測定に影響を

与える要因について把握し、このような知識を積み重ねて

いく必要がある。今後も測定の信頼性向上を目指した取り

組みを行っていく。 

（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 6 月 27 日再受付） 
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1．まえがき 

通信の高速化などにより，伝送線路に流れる信号は高速

化の一途である。周波数が高速になることにより，EMC 対

策部品も高速に対応したものが各メーカーから市販されて

いる。しかし，データシートには数 GHz までのインピーダ

ンス，S パラメータのデータしか記載されていない。そのた

め実際の効果がどの程度あるかは設計者の経験に依存する

部分が多い。本研究では市販されている EMC 対策部品のひ

とつであるチップビーズをマイクロストリップラインに実

装し，その S パラメータやインピーダンスを測定し対策部

品の定数を評価した。その後，マイクロストリップライン

にビットパターンを送り，チップビーズがシグナルインテ

グリティに与える影響について評価をおこなった。さらに，

近傍界放射電磁界測定システムを用いて，放射ノイズの測

定をおこないチップビーズの効果を確認した。 

2．測定 

本研究では，チップビーズ 50Ω，120Ωと比較として 50
Ω抵抗器を用いて実験をおこなった。また，事前にシミュ

レーションを行い，各測定で実測値と比較をおこなった。

シミュレーションは，アジレントテクノロジー社 Advanced 
Design System（ADS）を用いてモーメント法でマイクロス

トリップラインの電磁界解析をおこなった後，回路シミュ

レータにそのデータをインポートし解析をおこなった。実

測はマイクロストリップライン基板（基板：FR-4 厚み 1.2
㎜ t 導体：Cu 厚み 35μmt）を作製し，チップビーズを

実装し測定をおこなった。（図１参照） 

 

100mm  

図 1. マイクロストリップライン模式図 

 2．1 インピーダンス   

インピーダンス特性を TDR（アジレントテクノロジー社 

86100C） を用いて測定した結果とメーカーより公表されて

いる S パラメータをインピーダンスに変換したもの，メー

カーより提供されている部品データをシミュレーションに

導入して解析した結果を図２に示す。ほぼ，実測，シミュ

レーション共に一致しており 100MHz でのインピーダンス

についてもほぼ，50Ω，120Ω共にメーカーの公称値通りで

あった。 

 
図 2. インピーダンス特性 

 2．2  S パラメータ  

TDR によって測定をした時間軸データを S パラメータに

変換したデータと，シミュレーションにより算出した S パ

ラメータの比較をおこなった。シミュレーションは，2.1 と

同様にメーカーより提供されている部品データをシミュレ

ーションに導入し，3.0GHz までの解析をおこなった。シミ

ュレーション結果と実測で得られたデータ，メーカーの公

表値を図３に示す。測定値とシミュレーション値を比較し，

良好な一致を確認した。 

 
図 3.  S21 伝送特性 

＊１）電子半導体技術グループ 
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 2．3  デジタル伝送における EMC 部品の影響 

 チップビーズがデジタル伝送に与える影響を評価するた

めに，シリアル BERT（アジレントテクノロジー社 

N9030B）を用い波形の測定をおこなった。設定はビットパ

ターンを，01 のループとし転送速度を 6.0Gbps とした。ま

た，シミュレーションは信号源の設定を同様にし，トラン

ジェント解析をおこなった。その結果を図４に示す。図４

から実測，シミュレーション共にチップビーズを挿入する

ことにより，波形がゆがんでいることが確認できる。 
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図 4.  6Gbps 転送時のシミュレーション，実測波形 

 
 2．4  近傍界放射電磁界測定 

 近傍界放射電磁界測定システム（ノイズ研 ESV-3000）
を用いて，2.3 と同じ条件で信号を伝送中にマイクロストリ

ップライン基板に発生する放射電磁界の測定をおこなっ

た。装置の概要を図５に示す。測定は，磁界プローブを用

い周波数 0.5MHｚから 3.0GHz で測定をおこなった。その結

果を図６に示す。50Ω抵抗器を実装したものに対して，50
Ωチップビーズ，120Ωチップビーズを実装したマイクロス

トリップラインは，放射磁界のレベルの高い領域が 50Ω抵

抗器のものに比べ少なく磁界放射が抑制されていることが

わかる。 

 
Detector PG 

 
図 5. 近傍界放射電磁界測定方法 

 
図 6. 近傍界放射電磁界測結果 

3．まとめ 

今回，市販されている EMC 対策部品の一つであるチップ

ビーズを用いてその実力値とデジタル伝送への影響をシミ

ュレーションと実測で比較・検討した。インピーダンス，S
パラメータについて，実測値・シミュレーション値で良好

な一致を確認した。また，デジタル伝送時の波形を測定す

ることによって，チップビーズがシグナルインテグリティ

に与える影響を確認した。チップビーズはノイズを軽減す

るものの，デジタル伝送時の波形が崩れてしまう。これは，

チップビーズのインピーダンス Z がレジスタンス R とリア

クタンス X を持っていて，その X 成分の影響によって波形

が崩れているためである。このため，高速伝送技術とノイ

ズ対策については，トレードオフの関係といえる。また，

実測値，シミュレーション値が各測定で比較的良い一致を

していることより，EMC 対策，シグナルインテグリティに

おいて試作前のシミュレーションの活用が非常に効果的で

あると考えられる。 

（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 8 月 8 日再受付） 
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1．まえがき 

先の東日本大震災では，広い範囲で津波の被害が甚大と

なったが，地震の揺れがおさまっても，ビルの上層階にお

いては揺れが長く続いたことが報告された。日本の建造物

は，地震による被害を低減するためにある程度揺れる構造

になっているが，揺れがなかなかおさまらないというのは

心地良いものではないし，あまりに大きな揺れは居住者の

不安をかき立ててしまうことがある。比較的新しい建物，

特に高層ビルではアクティブ型の制振装置が採用されてい

るものがあり，地震のエネルギーを打ち消すような装置が

建築の当初から搭載されているものもある。しかし，この

ようなアクティブ制振装置は，その重量や動力源の確保と

いった問題などから，建物の建築当初に採用されない限り，

後から追加することは非常に難しい。つまり，既に建てら

れているビルに対して，後付が可能な制振装置の開発は，

都市が抱える課題であると言えよう。 
本稿では，既存のビルに設置可能な制振装置を試作し，

その性能について報告する。特に今回は，首都圏に数多く

みられる狭隘な土地に建てられた，10 階建て程度のビル(ペ

ンシルビル)を対象として制振装置の開発を行った。はじめ

に開発した制振装置の概略を示し，続いて制振装置の性能

評価実験について報告する。 

2．クレイドル型制振装置 

 2．1 装置概要  試作した制振装置を図 1 に示す。本装

置は，車輪をつけた錘が，ガイドレール(クレイドル)上を

揺動するようになっている。このクレイドルは 2 枚の鉄板

に 3 つの車輪を取り付けたものである。揺れの速さは振り

子の原理と同じように円弧の半径や車輪の径を変えること

により調節できる。中央レール側面には非鉄金属である銅

板を貼り付けてあり，クレイドルにはネオジム磁石を取り

付けてある。クレイドルが揺れている際，磁石と中央レー

ル側面の銅板との間に渦電流が生じることにより磁場が生

じ，ネオジム磁石の磁場との相互作用により，クレイドル

に減衰を与えることができる。なお，クレイドルの減衰の

強さは，磁石の個数により調節することができる。図 2 に

は，クレイドル型制振装置を高さ約 1m の模型構造物に設置

＊１）機械技術グループ 
＊２）東海大学工学部土木工学科 
＊３）株式会社コスモテックス 

ノート 

図 1. 開発したクレイドル型制振装置

図 2. 制振装置による制振効果(自由振動) 

（上）制振装置なし （下）制振装置あり 

- 80 -



Bulletin of TIRI, No.6, 2011 

   

し，構造物の最上部に 24mm の初期変位を与えて自由振動

させた際の制振装置による制振効果を示したものである。

本実験では制振装置により約 10 秒程度で構造物の揺れを抑

制していることが分かる。一方，制振装置がない状態では，

自由振動を始めてから 30 秒経過しても，揺れがほとんど抑

制されていないことから，装置の有効性が明らかになった。 
 2. 2 クレイドル型の特長  試作した制振装置の最大の

特長は，その重量の可変性と装置の可搬性にある。まず，

重量の可変性については，矩形の板状の錘の枚数を変更す

ることにより，制振装置の固有周波数を変えられることを

特長としている。これは，設計と実物の間に生じる微小な

誤差などを吸収することが可能である。これにより，建物

の固有周波数に限りなく近づけることが可能となり，装置

本来の制振性能を発揮させることができるようになる。次

の特長は，可搬性についてであるが，これは特に既存のビ

ルへの設置の際に優位性がある。制振装置は一般的に，制

振性能を得るためにかなりの重量を必要とする。このため，

設置方法とビルの耐荷重に関して少なからず影響する。特

に耐荷重は，建物を建てた後で変更することは難しく，屋

上に大重量の装置を設置することは，好ましくない。しか

し今回開発した装置は，装置全体を複数の要素に分割して

運ぶことが可能であり，さらに装置の重量もフロア全体に

分散できることから，先に述べた問題を解決することがで

きる。 

3．制振装置の性能評価実験 

自由振動に対する装置の性能については既に示したが，地

震の際に最も重要なことは建物の被害を防ぐことであり，

これには建物の固有周波数において制振性能を発揮するこ

とが重要である。そこで，性能評価実験としてビルを模擬

した固有周波数 1Hz 程度の構造物を用意し，この上部に開

発した装置を搭載して，強制的に床部に変位を与えて装置

の性能を確認する。事前の実験において，構造物の固有周

波数が 1.12Hz であることを確認しており，ここを中心とし

て掃引試験を行い，構造物の最上部の変位と試験機の変位

をそれぞれ計測して，周波数特性を求めた。試験の様子を

図 3，計測から得られた周波数特性を図 4 にそれぞれ示す。

用意した構造物は，材料に SS400 を用い，高さは約 1m とな

っている。この上部に開発した制振装置を搭載し，床に強

制変位を与えて，制振装置の性能を検証した。なお，床の

変位はサーボ加速度計を用いて計測し，構造物最上部の変

位は，レーザー変位計によって計測した。図 4 は加振周波

数と構造物の固有周波数の比を横軸に，加振台と構造物の

変位の比を縦軸に表したものである。固有周波数において，

構造物の変位は 10 分の 1 以下に抑制されており，開発した

装置の有効性が確認された。 

4．まとめ 

本研究では，既存のビルに設置可能な制振装置の開発を

行い，その性能について検証した。まず，制振装置を設置

する際の問題を解決するため，分割して設置することが可

能な形状を検討し，設計した。さらに可搬性のみならず，

装置の固有周波数を微調整できる構造とし，装置本来の制

振性能が発揮しやすい構造とした。さらに開発した装置の

性能を検証するため，1Hz 程度の固有周波数を有する構造物

を用意し，強制振動を与えて実験を行った。その結果，開

発した装置は，構造物の固有周波数近傍で，構造物の振動

を 10 分の 1 程度まで抑制できることを明らかにした。 
本研究は平成 21 年度 JST 地域ニーズ即応型の助成を受け

て行ったものであることを記し，ここに感謝の意を表す。 
（平成 23 年 5 月 24 日受付，平成 23 年 6 月 24 日再受付） 
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図 3. 制振装置性能評価実験の様子 
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図 4. 制振装置による制振効果(強制振動) 
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マンガンボロン鋼の焼入組織 
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Keywords：Manganese boron steel, Heat treatment, Quenching, Microstructure 
 

1．緒言 

 近年，自動車用機械部品には燃費改善のため，軽量化が

要求されている。軽量化のために，小型で高強度の部品が

要求され，鉄鋼材料では強度を高めるための熱処理が行わ

れている。熱処理が可能な鉄鋼材料として，炭素含有量

0.25%以上の機械構造用炭素鋼が用いられているが，焼入れ

可能な大きさに，限界がある。そこで，大きな部品でも焼

入れを可能にするため，あるいは加工性を考慮した材料な

ど，さまざまな機械構造用合金鋼が開発されてきた。(1-2) 

 合金鋼は，添加元素の効果で大きな部品でも焼入れが

可能になるが，コストは高くなる。そこで，添加元素が少

なくても焼入れが可能なボロン添加鋼が用いられるように

なってきた。本研究では，ボロン添加鋼の熱処理特性と金

属組織の関係を明らかにすることを目的とした。 

2．実験方法 

 試料は，ボルト形状（M10×20mm）のマンガンボロン鋼

（JASO M 106-92:ASMnB422H）を用いた。試料の規格成分

値を表 1 に示す。この材料は，いわゆる合金元素の Cr（ク

ロム），Ni（ニッケル），Mo（モリブデン）を含まず，B（ボ

ロン）だけが 0.0005%以上添加されている。わずかに添加さ

れた B の効果だけで，焼入性を改善した材料であるところ

が特徴である。 
 

表 1. ASMnB422H の規格成分値  （mass%）

C Si Mn P S B 
0.19 

～ 
0.25 

0.15 
～ 
0.35 

1.20 
～ 
1.50 

0.030 
以下 

0.030 
以下 

0.0005
以上

 
 この材料の一般の焼入温度は，900℃である。これを基準

に，通常焼入温度 850℃，900℃，950℃，加熱不足を想定し

た焼入温度 750℃，800℃，過熱を想定した焼入温度 1000℃，

1050℃を設定して，それぞれの焼入組織とロックウェル硬

さを測定した。 
 試料は，窒素ガス雰囲気の電気炉で，各焼入温度に 30 分

保持後，油冷（60℃）した。 
＊１）機械技術グループ 

3．結果および考察 

 図 1 は，未処理の金属組織で，フェライト（白）+パーラ

イト（黒）である。図 2～3 は，加熱温度が低いため，元の

パーライトはオーステナイト化の後，焼入れされてマルテ

ンサイトに変態しているが，フェライトはオーステナイト

化せずに残ったため，フェライト(白)+マルテンサイト（灰

色）組織になっている。フェライト組織があるため，硬さ

は低い。 
 図 4～8 は，マルテンサイト組織である。図 4 の 850℃か

らの焼入れは，オーステナイト化温度直上のため，条件が

わずかにずれただけでも不完全焼入れになる可能性がある。

そこでこの材料では，焼入温度を 900℃程度に設定して，確

実な焼入れを目指している。図 5 は，この材料の標準的な

焼入組織である。図 6～8 は，さらに焼入温度が高い場合で，

焼入温度の上昇に伴い，わずかではあるが，組織の粗大化

が認められる。 
 組織と共に硬さの変化にも着目した。焼入温度 850℃未満

では硬さは 43 HRC 未満となり，焼入温度 850℃以上で 43 
HRC 以上となった。焼入温度 900℃以上では，いずれも 43 
HRC 以上を示しており，変化がないように見えるが，組織

の粗大化を考慮すると，靱性低下の可能性があるので，注

意が必要である。 

4．結言 

 マンガンボロン鋼の焼入れでは，850℃以上の焼入温度で

所定の硬さを得られるが，安定した組織を得るためには，

オーステナイト化温度に余裕を持たせ，900℃以上での焼入

れが必要である。900℃以上での焼入れでは，組織の粗大化

がわずかのように見えるが，靱性低下や遅れ破壊の可能性

を踏まえ，それらを考慮した熱処理が行われるべきである。 

（平成 23 年 6 月 13 日受付，平成 23 年 8 月 16 日再受付） 
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1．まえがき 

地球環境保護の観点から，塑性加工の分野においても環

境負荷低減に向けた取り組みは必須となっている。特に，

塑性加工で使用されている潤滑剤，および加工後の洗浄に

伴う廃液が問題となっており，潤滑技術の開発，さらには

洗浄の簡易化が急務となっている。この対策の一つとして，

塑性加工用工具にトライボロジー特性に優れるセラミック

スを適用し，潤滑剤を全く使用しない無潤滑塑性加工，す

なわちドライ加工を実現させることが検討されている。こ

れまでの研究(1)～(3)により，ドライ絞り加工については実現

可能な段階に達しつつある。一方，せん断加工については

未だ解決すべき多くの問題が存在している。 
せん断加工のドライ加工化として，各種セラミックス工

具を用いたφ5mm のドライ小径せん断加工の可能性につい

て検討した。その結果，被加工材を冷間圧延鋼板（SPCC），
板厚 1.0mmとしたドライ小径せん断加工で連続 10万回の加

工を達成した (4)。また，被加工材をステンレス鋼板

（SUS304），板厚 0.5mm としたドライ小径せん断加工につ

いても検討したが，連続 10 万回の加工を達成することはで

きなかった(5)。 
そこで，本研究では，被加工材をステンレス鋼板（SUS304）

としたドライ小径せん断加工の可能性について検討する。

特に，ダイにシャー角を設けることによる最大パンチ荷重

の低減を図る。 

2．実験方法 

連続ドライ小径せん断加工試験には，図 1 に示す 100kN
のサーボプレス試験機を用いた。回転数は，50rpm とした。

また，図 2 に金型構成図を示す。金型寸法は，ダイ内径

5.0mm，パンチ直径 4.92mm とした。ダイとパンチの間のク

リアランスは，被加工材の板厚の約 8%とした。ダイ刃先お

よびパンチ刃先には，チッピング防止のために 0.1mm の R
または C 面取りを設けた。さらに，ダイにシャー角を設け

た。シャー角は，シャー角無（0°），5°，10°の 3 種類を

準備した。図 3 に各ダイの外観写真を示す。 
表 1 にダイの材料特性を示す。連続 10 万回を目指す際に

は，トライボロジー特性に優れるセラミックスを工具材料

に用いるが，今回はシャー角の効果を確認するために

WC-Co ダイを用いた。 
被加工材は，SUS304，板厚 0.5mm とした。潤滑条件は，

潤滑剤を塗布しないドライとした。 
 

 
図 1.  サーボプレス試験機（プレス能力：100kN） 

 

3.
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図 2.  せん断加工の金型構成図 

 

     
(a) 0°             (b) 5°           (c) 10° 

図 3.  シャー角付ダイの外観写真 

＊１）機械技術グループ 
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表 1.  ダイの材料特性 

 WC-Co 

密度（g/cm3） 14.05 

ビッカース硬さ（GPa） 12.2 

3 点曲げ強度（MPa） 3430 

ヤング率（GPa） 520 

破壊靱性（MPa･m1/2） 15 

体積抵抗率（Ω･m）  10-7 

 

3．評価方法 

評価は，各ダイを用いた連続ドライ小径せん断加工を実

施し，50 回までの最大パンチ荷重の測定によって行った。

また，表面粗さ・形状測定機を用いて，打抜いたブランク

のバリ高さ測定を行い，バリ高さと最大パンチ荷重の関係

を確認した。 

4．結果と考察 

図 4 は，各シャー角付ダイを用いたドライ小径せん断加

工試験での最大パンチ荷重の推移を示す。図 4 より，シャ

ー角が 0°では，最大パンチ荷重は 2.8kN 程度であった。他

方，シャー角が 5°では，最大パンチ荷重は 2.0kN 程度であ

った。シャー角が 10°では，最大パンチ荷重は 1.4kN 程度

であった。したがって，最大パンチ荷重は，シャー角を設

けることによって減少することが確認された。 
特に，シャー角 0°における最大パンチ荷重とシャー角

10°における最大パンチ荷重を比べると，シャー角 10°で

は最大パンチ荷重はシャー角 0°のおよそ半分になること

が確認された。したがって，シャー角には，最大パンチ荷

重を減少させる十分な効果があることが確認された。 
図 5 は，シャー角 10°付ダイを用いたドライ小径せん断

加工試験での最大パンチ荷重とバリ高さの関係を示す。図 5
より，最大パンチ荷重が加工回数が増加するのにしたがっ

て徐々に増加することを確認した。また，バリ高さも加工

回数が増加するのにしたがって徐々に増加する傾向にある

ことを確認した。バリ高さのバラツキは大きめであったが，

最大パンチ荷重が増加するのにしたがって，バリ高さも増

加していたと考えられる。つまり，最大パンチ荷重とバリ

高さの間には，相関があると考えられる。 
なお，本試験では金型材質に WC-Co を用いたために，加

工回数が 1,000回程度で最大パンチ荷重が 2.0kNを超えるま

でに上昇した。バリ高さも 100μm 以上に達した。しかしな

がら，WC-Co ダイにおいてもシャー角の効果は十分に確認

された。よって，今後トライボロジー特性に優れるセラミ

ックス工具にシャー角を設けることで，WC-Co 同様に最大

パンチ荷重の低減が可能となり，加えて被加工材との凝着

等も生じにくいことから，より長寿命化が期待できる。 
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図 4.  ドライせん断加工における最大パンチ荷重 
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図 5.  最大パンチ荷重とバリ高さの関係（シャー角 10°） 

 

5．まとめ 

ステンレス鋼板（SUS304）を被加工材としたドライ小径

せん断加工の実現のために，各種試験および測定・評価を

実施した。得られた結果を下記に示す。 
1. ダイスにシャー角（10°）を設けることで，最大パンチ

荷重を 50%低減することができることを明らかにした。 
2. シャー角の効果として，セラミックス工具が不得意とす

る衝撃荷重の低減にも寄与するものと考えられる。 
（平成 23 年 5 月 23 日受付，平成 23 年 8 月 12 日再受付） 
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1．はじめに 

チタンおよびマグネシウム合金は，高比強度材料として

各種構造材に用いられている。これらの異種金属が溶接可

能であれば，軽量で高強度な特徴を持つ製品の製作が可能

となる。しかし，一般的に異種金属の溶接は困難で，溶接

後に剥離や破断を生じる場合が多い。中でもチタンとマグ

ネシウムの組み合わせの場合は，純チタンと純マグネシウ

ムが二相分離して一体化せず，高い接合強度は得られにく

い。そこで本研究では，純チタンと，合金元素としてアル

ミニウムを含む Mg-Al 系合金とを，TIG アーク溶接法によ

り突合せ溶接し，合金元素が接合強度の変化要因となる接

合界面組織の形成に及ぼす影響について検討を行った。 

2．実験方法 

供試材には，99.5 mass%Ti の工業用純チタン圧延材（以下

Ti と表記）と Mg-Al-Zn 系合金の AZ31B 合金押出材（以下

AZ31 と表記）を用いた。表 1 に本研究で用いた AZ31 合金

の化学組成を示す。Mg-Al-Zn 系合金は，Mg に Al と Zn を

添加することで固溶強化されており，成型性と溶接性にも

優れたマグネシウム合金である。そのため構造用合金とし

て実用化されており，さらなる用途の拡大が期待されてい

る。本研究では，代表的なマグネシウム合金である AZ31
を異種金属と溶接し，接合界面の界面反応相に及ぼす Al，
Zn および Mn の影響について検討を行った。 

供試材は厚さを 2.5 mm とし，機械加工によって接合面を

I 型開先となるように切削した後，板表面を SiC 紙により研

磨して厚い酸化被膜を除去し，最後にアセトン脱脂を行っ

てから実験に供した。Ti と AZ31 は銅製のバッキングプレー

トにバイスを用いて固定し，突合せ継手を作製した。溶接

方法は TIG 溶接法とし，φ2.4 mm の 2 mass%ThO2入タング

ステン電極を用いて直流逆極性にて溶接を行った。溶接電

流は 120~200 A とし，溶接速度を 40~80 cm/min，溶接電圧

を 20 V，アルゴンガス流量を 10 l/min とした。継手の作製

後，溶接部の断面について，走査型電子顕微鏡(SEM)観察お

よびエネルギー分散型 X 線分光器(EDS)による元素分析を

行い，合金元素の挙動について検討を行った。 

3．実験結果および考察 

固相接合法による Mg-Al-Zn 系合金と Ti との接合に関す

るこれまでの研究により，Mg-Al-Zn 系合金母材に含まれる

合金元素が接合界面反応相に影響を及ぼすことを報告した
(1)。Al 量の多い AZ91 合金と Ti との固相接合の場合，AZ91
母材の Mg17Al12相が，固相接合を行った際に接合部で分解，

拡散し，Al がマトリックスへ再固溶して，接合界面で Al
と Ti とが反応相を生成する(2,3)。しかし，Mg-Al-Zn-Ca 系合

金の AMC602 合金の場合，固相接合での温度領域では，母

材に含まれる CaAl2などの Ca を含んだ金属間化合物相は分

解せず，Al のマトリックスへの固溶も生じない。そのため，

もともとマトリックスに固溶している Al が接合界面で Ti
と反応相を生成し，金属間化合物はそのまま接合界面に点

在する(4)。しかし，TIG 溶接法を用いた場合には，アークに

よる溶融を伴うために，金属間化合物も溶融して接合界面

組織に影響を及ぼすことが推測される。そこで，接合前の

母材組織の観察を行い，AZ31 母材に含まれる合金元素と金

属間化合物が，溶融時に界面組織へ及ぼす影響について検

討を行った。 
図 2 に本研究で用いた AZ31 母材との SEM 像を示す。一

般的に AZ31 では，含まれる Al がマトリックス中に固溶し，

α単相の組織となる。しかし，市販の AZ31 では製造工程に

おいて Al-Mn 系の金属間化合物相が含まれることがあり，

＊１）機械技術グループ 
 
 

ノート 

 Al Zn Mn Fe Si Mg 

AZ31 3.0 0.88 0.58 0.018 0.015 Bal. 

表 1.  AZ31 母材の化学組成 (mass%) 
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本研究で用いた AZ31 でも，図 2 中の矢印に示したように，

Al-Mn 系の金属間化合物が認められた。本研究で用いた

AZ31 には，表 1 に示したように Mn が 0.58 mass%含まれて

おり，この Mn が製造工程において Al と反応し，Al-Mn 系

の金属間化合物を生成したと考えられる。この金属間化合

物の直径は最大で約 25 μm であり，AZ31 母材の全体に分布

しているのが断面観察から確認された。 
この AZ31 と Ti とを，TIG 溶接法により溶接電流 120 A，

溶接速度 40 cm/min にて突合せ溶接した接合部断面の SEM
像および特性 X 線像を図 3 に示す。分析は板表面に近い板

厚方向上部の接合界面で行った。SEM-EDS による面分析を

行った結果，AZ31 と Ti の両方が溶融したとみられる接合界

面では，Al および Mn の濃化が層状に認められた。また，

AZ31 の溶融部全面に，直径が数μm 程度の Al-Mn 系の金属

間化合物が分散しているのが認められた。AZ31 溶融部に分

散した金属間化合物は，AZ31 母材で見られたものと形状が

異なり，母材に含まれていたものは図 2 に示したように角

を有しているのに対し，溶融部では丸みを帯びているもの

が多く認められた。このことから，母材に含まれる Al-Mn
系金属間化合物は，TIG アークにより部分的に溶融したか，

あるいは全て溶融した後に再び金属間化合物として生成し

たと推測される。接合界面での Al および Mn の濃化層は，

TIG アークによる溶融凝固過程において，Ti との反応によ

り生成したと考えられ，この層は Ti-Al 系，Ti-Mn 系の金属

間化合物，あるいは Ti-Al-Mn の三元系金属間化合物を含む

と推測された。これらの接合界面では，部分的に Mn が強く

検出される領域が認められたため，この領域について合金

元素の定量分析を行い，接合界面における Mn の状態につい

て検討を行った。図 4 に SEM-EDS による接合界面の多点定

量分析結果を示す。Mn 量が増加した領域では Al 量も増加

し，同時に Ti も検出された。したがってこの位置では

Ti-Al-Mn の三元系金属間化合物が生成したと推測される。 
これらのことから，TIG 溶接法による AZ31 と Ti との接

合界面では，AZ31 に含まれる合金元素の Al および Mn が， 
Ti と反応して，接合界面組織を形成することが示唆された。 

4. まとめ 

Ti と Mg-Al-Zn 系合金の AZ31 との，TIG 溶接法による異

種金属接合界面では，AZ31 母材に固溶している Al および

Al-Mn 系金属間化合物に含まれる Al と Mn とが Ti と反応層

を生成することで，接合界面組織を形成することが示唆さ

れた。 
（平成 23 年 5 月 16 日受付，平成 23 年 8 月 22 日再受付） 

文   献 

(1) Masayuki Aonuma and Kazuhiro Nakata: “Effect of Alloying 
Elements on Interface Microstructure of Mg-Al-Zn Magnesium 
Alloys and Titanium Joint by Friction Stir Welding”, Materials 
Science and Engineering B, Vol. 161, pp. 46-49 (2009) 

(2) 中田  一博 , 居軒  征吾 , 長野  喜隆 , 橋本  武典 , 成願  茂利 ,  
牛尾 誠夫：「AZ91D マグネシウム合金チクソモールド薄板の摩

擦撹拌溶接性」，軽金属, 51, pp.528-533 (2001) 
(3) 青沼  昌幸 , 津村  卓也 , 中田  一博：「チクソモールドした

AZ91D マグネシウム合金とチタンとの摩擦攪拌接合」, 鋳造 

工学, Vol. 80, No. 4, pp.219-224 (2008) 
(4) Masayuki Aonuma and Kazuhiro Nakata: “Effect of calcium on 

intermetallic compound layer at interface of calcium added 
magnesium–aluminum alloy and titanium joint by friction stir 
welding”, Materials Science and Engineering B, Vol. 173, pp. 
135-138 (2010) 

 

図 3.  Ti と AZ31 との TIG 溶接部の SEM 像と特性 X 線像； 
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図 2.  AZ31 母材断面の SEM 像 
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1．まえがき 

地球環境保護の観点から塑性加工における加工油の使用

量の低減が求められており(1)，加工油を使用しないドライ加

工を実現するために DLC の工具への適用がなされている。

特に，絞り加工の分野では DLC を用いた加工の研究が盛ん

に行われている(2)。ところが，DLC 膜の工具と被加工材間

に作用する摩擦に関る耐久性を簡易的に評価する方法は未

だに確立されていない。そこで本研究では，DLC 膜の耐久

性に与える基材表面粗さの影響に着目して，実機加工条件

下にあるDLC膜の摩擦に関る耐久性を簡易的に評価できる

方法を検討した。 

2．DLC コーテッド試験片 

 2．1 基材と表面形態の調整方法 DLC を成膜する基材は

大同特殊鋼製の DC11 で，高温焼き戻し処理を施した。試

験片は直径 20mm，厚さ 4mm の円盤状で，熱処理後に表

面をラップ研磨によって鏡面（0.002μmRa）に仕上げたも

のである。また，試験片の表面形態はショットブラスト加

工の投射材を変えることで調整した。準備した投射材はス

チール，サンド，アルミナ，ガラスである。 
 2．2 投射物と表面形態の関係 表面形態の評価には Zygo
製 NewView 6200（以下，形状測定器と称す）を用いた。

投射物を 10 分間（アルミナのみ 30 分間）投射した基材表

面の，形状測定器による測定で得られたパラメータを表 1
に示す。表中のパラメータは，Rsk が高さ方向の平均的な

特徴を，PV は測定領域（本測定では 0.5mm×0.5mm）で

の高低差を示すものである。また，これらのパラメータに

基づいて作成した断面形状のイメージ図を併せて示した。

ガラスを投射物とした場合の表面は，高低差も小さく谷の

部分が小さく浅い形状となっている。一方，ガラスよりも

質量が大きく硬い投射物であるサンドやアルミナでは高低

差が大きく谷の部分が小さく深いことがわかる。  
 2．3 DLC の成膜 本研究では，CVD 法と PVD 法を用い

て 2 種類の DLC を成膜した。いずれの方法でも Ar による

基材表面のボンバード処理を行った後，中間層を成膜して

から DLC を成膜した。なお，それぞれの成膜方法において，

膜厚が 2μm程度になるようにDLCの成膜時間を調整した。 

3.  簡易的な評価方法とその妥当性の検証 

 3．1 単一摩擦試験 単一摩擦試験には，NANOVEA 製

スクラッチテスタを用いた。測定は速度 10mm/min の下，

約 1 分間かけて荷重を 0.3N から 100N に変化させて行っ

た。測定項目は，スクラッチ時の摩擦抵抗とスクラッチ面

全体の顕微鏡観察とした。ここで測定例を図 1 に示す。図

は投射物をガラスとした場合の CVD による DLC 膜を対象

に試験を行った結果であるが，1 箇所目では 20N 辺りで摩

擦係数の上昇が認められる。また，同図の上段は顕微鏡写

真であるが，摩擦係数が上昇した辺り（図中矢印部）から，

基材が露呈している。したがって，摩擦係数が急上昇した

箇所で DLC 膜が剥離したと判断できる。全ての試験片に対

して行った単一摩擦試験の結果を，ショットブラスト処理

後の表面粗さ Ra に対して整理したものが表 2 である。表中

の記号は，2 箇所とも剥離がなければ「○」，1 箇所でも剥

離が認められれば「△」，2 箇所とも剥離が認められれば「×」

としてある。 
 3．2 繰返し摩擦試験 繰返し摩擦試験には，CSM 
Instruments製トライボメータを用いた。測定は荷重を10N
から60Nまで10Nずつ増大させていくステップロード法に

より行い，1 荷重条件で 10 分間行った。摺動速度は 0.1m/s
とし，ボールとディスクの接触点の任意箇所に摩擦力が

3.2Hz で作用する条件とした。ボールには SUS304 を用い，

その寸法は直径 6mm である。ここで測定例を図 2 に示す。

＊１）機械技術グループ＊２）高度分析開発セクター 

ショットの
種類

スチール サンド アルミナ ガラス

Rsk 0.0 -0.3 -0.8 -1.4

PV, μm 1.1 19.4 18.4 0.4

イメージ図

ショットの
種類

スチール サンド アルミナ ガラス

Rsk 0.0 -0.3 -0.8 -1.4

PV, μm 1.1 19.4 18.4 0.4

イメージ図

表 1. 表面形態に関るパラメータとイメージ図

ノート 
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図は投射物をガラスとした場合の，CVD による DLC 膜を

対象に試験を行った結果であるが，1800 秒付近から摩擦係

数の上昇が認められ，従前の研究(2)に基づけば，このように

摩擦係数が急上昇した箇所で剥離したと判断できる。全て

の試験片に対して行った試験の結果を基に，摩擦係数が急

上昇を始めた荷重を，ショットブラスト処理後の表面粗さ

Ra に対して整理したものが表 3 である． 
 3．3 実機による加工試験 絞り加工試験には Shimazu 製

サーボパルサ万能試験機を改造したものを用いた。試験は，

加工の難易度を判定する絞り性試験と，連続加工の難易度

を判定する加工性試験を行った。工具にはいずれの試験で

も SKD11 製のパンチ用い，ダイスには単一摩擦試験と繰返

し摩擦試験から，摩擦に対する耐久性があると判断できる， 
CVD 法による DLC を成膜したものを用いた。被加工材に

は板厚 0.3mm の SUS304 を用いた。なお，ブランクおよ

び工具はアセトンにより完全脱脂した。  
絞り性試験は絞り比が 1.73 から 2.08 の範囲で行った。こ

れまでの DLC コーテッド工具を用いた研究では，絞り比

1.8 までの絞り性は評価されていたが，本研究ではより厳し

い絞り比 2.08 までの範囲を対象とした。表 4 に絞り性試験

の結果を示す。任意の絞り比において 5 枚のブランクの連

続加工ができた場合「○」，5 枚中 1 枚でも加工ができない

場合は「×」とした。0.43μmRa のダイスを用いた場合には，

絞り比 1.8 までの加工が可能であるが，鏡面のダイスを用い

ることで絞り比 2.08 の厳しい条件までの加工が可能である

ことがわかる。また，絞り性に優れた鏡面のダイスに DLC
を成膜して，絞り比 2.08 の下で加工性を評価した結果，100
枚の加工が可能であった。なお，未成膜のダイスを用いた

場合の限界絞り比は 1.54 であった。 

4．まとめ 

1) ドライ加工条件としては比較的厳しい絞り比が 2 程度と

なる条件を想定した場合の，DLC 膜の摩擦に関る耐久性

を簡易的に評価するためには，単一摩擦試験と繰返し摩

擦試験が有効であることがわかった。 
2) 従来，基材の表面粗さを大きくしてから DLC をコーテ

ィングすることで，DLC 膜と基材の密着性が向上するこ

とが知られていたが，絞り比が 2 程度となるような加工

においては，基材の表面粗さは小さい方が摩擦に対する

耐久性が向上することがわかった。 
3) プレス加工に向いた高耐久性 DLC 膜の成膜方法は，従

来の研究結果(2)および本研究の結果を組合せて，基材表面

を荒して(2)， DLC を厚く成膜し，DLC 膜を研磨して表

面を鏡面に近い状態にすることが効果的と考えられる。 
（平成 23 年 5 月 24 日受付，平成 23 年 6 月 15 日再受付） 
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図 2. 繰返し摩擦試験の測定例 

DLC：CVD 法, 投射物：ガラス

表 3. 繰返し摩擦試験の測定結果 

摺動時間, 秒 

摩
擦

係
数

3600

表 4. 基材の状態と絞り比の関係 

ブランク直径,mm 50 52 54 56 58 60
絞り比 1.73 1.80 1.87 1.94 2.01 2.08
Ra=0.43μm
(CVD,3μm) 〇 〇 × × × ×

Ra=0.002μm
(CVD,3μm) 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Ra=0.002μm
(CVD,10μm) 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ブランク直径,mm 50 52 54 56 58 60
絞り比 1.73 1.80 1.87 1.94 2.01 2.08
Ra=0.43μm
(CVD,3μm) 〇 〇 × × × ×

Ra=0.002μm
(CVD,3μm) 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Ra=0.002μm
(CVD,10μm) 〇 〇 〇 〇 〇 〇

表面粗さ Ra, μm 0.002 0.005 0.015 0.12 1.2

耐スクラッチ性

CVD 〇 △ △ × ×

PVD △ × × ×
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図 1. 単一摩擦試験の測定例 

DLC：CVD 法, 投射物：ガラス 

表 2. 単一摩擦試験の測定結果 

荷重, N 

摩
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係
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数値シミュレーションによる不整形残響室の拡散性の評価 
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Estimation of diffuseness of an irregularly shaped reverberation room by numerical simulation． 
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キーワード：残響室，拡散性，音圧(レベル)分布 
Keywords：Reverberation room，Diffuseness，Distribution of sound pressure (level) 

 

1．はじめに 

残響室は，各種音響材料の吸音率測定をはじめとして，

音響透過損失や各種機器の音響パワーレベルの試験に使用

している。これらの測定を目的とする使用に適合するため

には，室内の残響時間，音の拡散性などの音響特性を把握

しなければならない。なかでも取り分け要求される条件の

一つとしては充分な拡散音場が得られることが挙げられ，

この拡散音場の一つの評価として音圧（レベル）分布の標

準偏差が小さいことが望まれる(1)。 
 当センター西が丘本部の不整形七面体残響室（以下，既

存残響室）は，昭和 43 年度に建設されたもので，これまで

に様々な材料の残響室法吸音率測定などの試験を行い，中

小企業支援に努めてきた。平成 23 年度には新本部への移転

に伴い，形状・容積等がこれまでとは異なる残響室（以下，

新残響室）が完成する。そのため，早期の試験業務開始の

ためには，新残響室内の音圧レベル分布，残響時間などの

データ収集・調整および既存残響室の音響特性との比較検

討などが急務である。そこで，本研究では，まず既存残響

室を対象に実測とそれに対応する数値シミュレーションを

行い，両結果の比較から数値シミュレーションの有用性を

確認する。その後，新残響室を対象として，室内の拡散性

の予測および評価を音圧レベル分布の標準偏差より検討を

行う。なお，今回の研究では，1/3 オクターブバンド中心周

波数 125Hz を対象とした。 

2．既存残響室での比較検討 

 2．1 実測とシミュレーションの概要  既存残響室を対

象に室内の音圧レベル分布について比較検討を行った。図 1
及び表 1 に既存残響室の概略を示す。残響室の形状は不整

形七面体で，容積は約 451m3，表面積は約 353m2であり，内

装は 3cm 厚の人造石研ぎ出しである。受音点は図 1 に示す

高さ 1.5m の受音面内(4m×4m)に計 441 点(0.2m 間隔，P1～
P441)設けた。音源 S には 12 面体スピーカを用い，B 点よ

り約 1m 離れた高さ 0.9m の位置に設置した。放射する試験

音にはホワイトノイズを使用し，1/3 オクターブバンド分析

を行った。なお，試験音を放射してから 8 秒後に測定を開

始し，受音点毎に 30 秒の時間平均を施した。 
数値シミュレーションには境界要素法(BEM)を採用した

市販の音響解析ソフトウェア WAON（以下 WAON）を使用

した。既存残響室のモデル化では，図 1 に示す頂点を結ん

だ面のみで簡易的に近似した。受音点および音源位置につ

いては実測と同様に設定し，音源は点音源を，壁面の境界

条件はインピーダンスを 3.3×105と仮定した。今回は各受音

点の音圧レベルを 111Hz から 141Hz を 1Hz 毎に計算し，周

波数領域で 2 乗積分した結果をホワイトノイズでの実測結

果と比較した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 2．2 結果および考察  ホワイトノイズでの実測と

WAON により得られた音圧レベル分布性状を比較して図 2
に示す。横軸は受音点，縦軸は相対音圧レベルであり，両

結果は全受音点の音圧レベルの平均値を揃えて表示した。
＊1）光音技術グループ 
＊2）システムデザインセクター 

表 1．既存残響室の寸法

AB 7.0
BC 8.3
CD 9.0
DA 6.0
AE 5.2
BF 7.9
CG 10.8
CH 12.1
DH 8.3
EF 9.4
FG 4.4
GH 11.1
HE 7.4

長さ [m]

 

ノート 

図 1. 既存残響室の概要および測定条件 
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両結果の音圧レベル分布性状は良く一致しており，数値シ

ミュレーション結果は概ね実測値の特徴を捉えている事が

確認できる。また，両結果の相関係数は 0.70 であった。次

に，各受音点の音圧レベルを 0.5Hz 毎に求めて結果を比較し

たところ，その相関係数は 0.74 と大きくなった。 
音圧レベル分布の標準偏差は，実測で 0.9dB，数値シミュ

レーションで 1.2dB であり，実測結果に対して数値シミュレ

ーション結果は，標準偏差で 0.3dB の差が生じることが分か

った。 
以上より，頂点からなる面のみで近似された簡易的なモ

デル形状で行った結果であるが，概ね実測値の特徴を捉え

るための有用な手段となると考える。また，各受音点の音

圧レベルをより細かく計算し，周波数領域で 2 乗積分する

ことで，実測値に近い値が算出できることが分かった。新

残響室を対象とした検討では 0.5Hz 毎に計算することとし

た。 

3．新残響室内の音圧レベル分布予測および評価 

 3．1 シミュレーションの概要  対象とした新残響室の

概略を図 3 及び表 2 に示す。形状は不整形七面体であり，

容積は約 265m3，表面積は約 248m2である。要素幅および境

界条件については 2.1 と同様に設定した。受音面の高さは

1.0m から 3.0m まで 0.5m 間隔で 5 平面とした。また，受音

面 1 面内に計 532 点(0.2m 間隔)の受音点を設けた。音源の

高さを 0.1m とし，音源 S1 は室中央付近に，S2 から S6 まで

はそれぞれ近傍の壁面から 1.0m 以上離れた位置に仮定し

た。各受音点の音圧レベルは 111Hz から 141Hz までを 0.5Hz
毎に求め，周波数領域で 2 乗積分した。 
 3．2 結果および考察  WAON により得られた新残響室

内の音圧レベル分布の標準偏差を表 3 に示す。標準偏差が

最も小さいところで 1.2dB，大きいところでは 2.3dB であり，

音源位置および受音面の違いによる音圧レベル分布性状が

確認できた。また，全受音面における標準偏差の公差は

1.1dB であり，音源位置により多少異なるものの，全受音面

の中で反射面(壁面，床面など)に一番近い高さ 1.0m の受音

面で，他の高さに比べて標準偏差が大きい値を示す傾向が

あることが示唆された。以上より，実際の試験時における

音源および受音点の目安となりうる位置が把握できた。ま

た，反射面に近い位置に受音点を設ける場合には，標準偏

差が大きい値を示す可能性があるため，注意が必要である

ことが分かった。 
 残響室内の拡散性の一つの評価として JIS Z 8734 および

ISO 3741 の残響室内の平均音圧レベルの許容標準偏差があ

り，中心周波数 125Hz における許容標準偏差は JIS で 1.5dB，
ISO では 3.0dB となっている。これらの規格を参考にして今

回の数値シミュレーション結果より算出した標準偏差は

1.7dB であった。僅かに JIS の許容標準偏差を 0.2dB 満たし

ていないものの，実測結果と数値シミュレーション結果の

誤差を考慮すると，実際の試験時に音源位置及び受音点を調

整することで基準を満すことは可能であると考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2. ホワイトノイズでの音圧レベル分布性状（既存残響室） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4．おわりに 

本研究では，実測と数値シミュレーションによる既存残

響室内の音圧レベル分布性状について比較し，その有用性

が確認できた。また新残響室を対象に室内の拡散性(音圧レ

ベル分布)について予測・評価を行い，実際の使用時におけ

る音源および受音点の目安となりうる位置が把握できた。

今後は，本研究の結果を基に，新本部での技術支援に向け

て，早急な音響試験室の調整および試験業務開始を目指す。 

（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 8 月 2 日再受付） 
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表 2．新残響室の寸法

AB 6.4
BC 4.7
CD 5.0
DA 7.1
AE 5.3
AF 5.7
BG 4.9
CH 4.8
DI 5.4
EJ 6.2
FG 6.1
GH 4.5
HI 4.2
IJ 7.2
JF 4.5

長さ[m]

図 3. 新残響室の概要および設定条件 

表 3. 新残響室における音圧レベル分布の標準偏差 

音源 S1 音源 S2 音源 S3 音源 S4 音源 S5 音源 S6
高さ1.0m 1.8 1.8 1.2 2.3 1.6 2.1
高さ1.5m 1.7 1.2 1.4 1.9 1.3 1.7
高さ2.0m 1.8 1.2 1.7 1.5 1.4 1.6
高さ2.5m 1.5 1.5 1.4 1.2 1.7 1.2
高さ3.0m 1.2 1.3 1.5 1.5 1.8 1.3
全受音点 1.8 1.7 1.5 1.9 1.7 1.9
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1．はじめに 

音響材料の吸音率の主な測定法としては，残響室法吸音

率(1)と，垂直入射吸音率(2) (3)が知られている。 
残響室法吸音率（以下，残響室法）は，音波の入射条件

が実際の建築空間に近いことから建材の性能評価で最も一

般的に用いられる。これに対して垂直入射吸音率（以下，

垂直入射）は音波の入射が垂直方向に限られるため，様々

な方向から音波が入射する建築空間での性能評価には利用

できない。しかし，残響室法に比べ試料が少量で済むこと

から，垂直入射でも建材の性能評価ができるという解釈が

試験依頼時に見受けられる。 
本研究では，残響室法と垂直入射における測定法と目的

の違いを整理し，同一材料を用いた吸音率の測定結果を比

較した。試験依頼に際しての適切な測定法選定に活かされ

ることを目的とする。 

2．吸音材の測定法 

 2．1 残響室法吸音率  JIS A 1409「残響室法吸音率の測

定方法」(1)で規格化されている。残響室（壁，床が反射性の

高い材質で作られた実験室：図 1）に 10 ㎡程度の試料を設

置して行う（図 2）。この空間では，試料表面に音波が全て

の方向から等確率で入射するランダム入射（図 3(a)）に近似

した音場となっている。 
残響室法は，グラスウールに代表される多孔質材，有孔

板，板材料など建築材料一般を対象としている。室容積 150
㎥以上の残響室では 10～12 ㎡程度の試料面積が必要であ

り，250 ㎥を超える場合は，さらに大きい面積を必要とする。

吸音率は，残響室内に試料を設置した状態と設置しない状

態の２条件における※残響時間(1)から算出する。 
※音源から放射した音が停止した後，音圧レベルが 60dB 

  減衰するのに要する時間。単位は秒。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2．2 垂直入射吸音率  JIS A 1405-1 および 2「音響管に

よる吸音率およびインピーダンスの測定」(2) (3)で規格化され 
ている。この測定法では，音波は試料表面に垂直入射する 
（図 3(b)）。JIS では，管内のスピーカから放射される音波の 
波長λと管の内径 d（m）が d＜0.58λの条件（但し円管の

場合）を満たす音響管が必要とされており，低音域から高

音域までの広い周波数範囲での測定には，内径が異なる複数 
 
 

＊１）光音技術グループ 
 

ノート 

図 3. 音波の入射条件 

(a)ランダム入射 

音波 

試料 

(b)垂直入射 

音波 

試料 

図 1. 残響室（不整形残響室） 

図 2. 吸音材の設置 

吸音材 
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の音響管が用いられる（図 4）。 

音響管が円管の場合，試料は管の内径と同じ直径を持つ

円形を用意する。高音域で直径 30mm 程度，低音域で直径

100mm 程度（図 5）であり，残響室法と比較して試料が少

量で済む。材料の開発段階で試料を少量しか用意できない

場合に測定できる利点があるが，垂直入射条件での基礎的

検討に利用が限定される。  
 
 
 
 
 
 
 

3．残響室法吸音率と垂直入射吸音率の比較 

 3．1 測定方法 

 試料はグラスウール（密度 32kg/㎥）25mm および 50mm
を用い，背後空気層を取らない剛壁密着で行った。残響室

法については JIS A 1409(1)に拠り不整形残響室（451 ㎥）で

測定した。試料面積は JIS の算出式から求めた 16.52 ㎡であ

る。垂直入射については JIS A1405-2（第２部：伝達関数法）
(3)で行った。試料は直径 100mm（低音域用）と直径 29mm
（高音域用）である。 
 3．2 測定結果 

 図 6～7 の結果では，残響室法と垂直入射ともに，低音域

の吸音率が小さく高音域になるにつれて大きくなる多孔質

材特有の性質を示している。一方，周波数帯域毎の吸音率

は大きく異なる。25mm では 630Hz 付近で最大 0.4 程度，

50mm では 315Hz 付近で最大 0.6 程度の吸音率の差が見られ

る。残響室法で吸音率が大きく計測されるのは，「面積効果」

と呼ばれる試料周辺部からの音響エネルギー流入の影響(4)

である。残響室法と垂直入射は音波の入射条件だけでなく，

吸音率も大きく異なることから，残響室法の代わりに垂直

入射で建材の性能評価はできないことがわかる。 
  

4．まとめ 

本報告では，残響室法と垂直入射の測定法の違いを整理

して同一材料による吸音率を比較し，吸音特性の傾向と測

定値の差を確認した。垂直入射の測定値から残響室法の値を 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予測することは，残響室の音場条件を理論式で設定できな

い(5)ため，現在のところは困難である。 
吸音材の測定では，音波の入射が材料を実際に使用する

場所での入射条件に近い測定法を選定することが基本であ

る。従って，建材の性能評価は残響室法で行うことが原則

となる。板材料や膜材料は，試料周辺の支持条件によって

吸音率が変化する性質がある。これらの材料は音響管への

取付け方によって測定値が変動する(6)ため，垂直入射による

評価は適さないことにも留意が必要である。 
（平成 23 年 5 月 18 日受付，平成 23 年 8 月 2 日再受付） 
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図 4. 音響管 

高音域用 

図 5. 試料の形状（例：グラスウール） 
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遠赤外線領域における分光反射率の測定精度向上 
 

中島 敏晴*1)  中村 広隆*1)  海老澤 瑞枝*1) 
 

The spectral reflectance measurement accuracy improvement in the far-infrared radiation area. 
Toshiharu Nakajima*1) ,  Hirotaka Nakamura*1) ,  Mizue Ebisawa*1) 

 
キーワード：遠赤外線,分光反射率 ,絶対反射率 

Keyword: Far-infrared radiation , Spectral reflectance , Absolute reflectance 

 

1. はじめに 

近年，赤外線領域で使用する光学測定器をはじめとして，加

熱システムや熱物性装置，通信機器，レーザー応用機器などに

使用される反射材は，より正確な特性評価が求められている。 
都産技研では，遠赤外線領域における分光反射率測定を，正

反射率と全反射率の二つの方法で評価している。この測定では，

基準とする反射板に光学メーカ市販の金ミラーを使用するが，

金ミラーの反射率データは値付けされたものではなく，光学メ

ーカが独自で実測値としてカタログ等に掲載している。このた

め，測定における基準が存在せず，現状では市販の金ミラーの

反射率を 100％としたときのサンプルの反射率，すなわち相対

反射率で評価している。しかし，正確な反射率特性評価のため

には値付けされた基準反射板の整備が不可欠であり，このため

は分光反射率の測定精度向上を図る必要がある。 
本研究は，測定精度向上のために導入した絶対反射率測定用

アクセサリ（以下，STAR GEM）を用いて，都産技研の FT-IR
（Agilent 680FT-IR）との整合性や測定データの再現性及び信頼

性などを評価した。 
 

2. 実験内容 

STAR GEMによる絶対反射率測定の実験において，信頼性評

価のためにNPL（英国物理研究所）標準反射板（校正波長範囲：

2.5～56μm）をSTAR GEM で測定したデータとNPL 校正値と

の比較を行った。なお、現在ではNPL標準反射板は供給停止と

なっている。 

STAR GEMの構成図を図1に，FT-IRの試料室に設置した外観

を図 2 に示す。次に，市販の金ミラーやアルミミラーなどにつ

いて，STAR GEMを用いて絶対反射率の評価を行った。測定に 
おける入射角は10度，測定波長領域は2～25μmである。 

 
*1)  光音技術グループ  

 

 

測定データの信頼性の検証方法として，理科年表掲載の反射

率データ(2)や，文献掲載の金やアルミなど金属材料の屈折率や消

衰係数(3)を(1)式に代入して算出した計算値を比較対象とした。

しかし，比較対象の各データは，いずれも入射角 0 度における

値のため，入射角の違いによる反射率特性を，(2)式を用いて算

出した。ここでは，入射角が小さいため s偏光反射率≒p偏光反

射率と見なせるので，s偏光反射率を比較対象とした。 
 

図1. STAR GEMの構成図(1) 

図2. FT-IR試料室に設置したSTAR GEM

ノート 
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(R：反射率，ｎ：屈折率，ｋ：消衰係数) 
 

    (Rs：s偏光反射率 θ：入射角 N：n+ik ) 

 

3. 結果および考察 

 STAR GEMで測定したNPL標準反射板の絶対反射率と，NPL
校正値との比較を図3 に示す。また，NPL 校正値からの偏差を

図4に示す。これらの結果から，STAR GEMによる絶対反射率

は，NPL 校正値に対して 5～20μm の波長域で±0.3％以内の偏

差であった。NPL校正値の不確かさが±1.0％であることを考慮

すると，この偏差は非常に小さく，STAR GEMが絶対反射率測

定に十分実用的であることが分かった。 

STAR GEMによる市販の金ミラー絶対反射率データの検証に

あたり，(2)式を用いて入射角の違いが反射率に及ぼす影響を評 

価した結果を図5に示す。入射角0度と10度の反射率の差は 

0.03％以下と小さく，実用上無視できることを確認した。 

 
次に，STAR GEMによる市販金ミラー反射率の測定を図6に

示す。7～20μmの波長域で±0.5％以内の再現性が得られた。理

科年表掲載値や(1)式で求めた計算値と比較した結果，2～7μm
の波長域では反射率低下が著しく且つ再現性は±0.6％以上で

あった。この原因は，検出器の感度むらや光源の安定性、膜厚

の均一性，繰り返し測定におけるサンプルの取付け位置のずれ

及びSTAR GEMの光軸の僅かなずれなどが考えられる。 

 

4. まとめ 

 本研究では，都産技研のFT-IRにSTAR GEMを組み合わせた

システムを用いて，7～20μm の波長域で再現性の良い絶対反射

率測定が可能であることが分かった。今後は，2～7μmの波長域

の反射率低下要因の解析を進め，最終的に2～20μm の波長域で

の絶対反射率測定において，再現性±0.5％以内の実現を目指す。 

（平成 23 年 5 月 18 日受付，平成 23 年 8 月 2 日再受付） 
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図5. (2)式から求めた入射角0度と10度の反射率比較(s偏光反射率) 

図6. 市販金ミラーのSTAR GEM測定による反射率  入射角10度 
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100％バイオマス成形材料を利用した商品開発 
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Development of products made from 100% pure biomass molding compound  

Toshio Kinoshita＊１）,  Yoshimi Kamiya＊1）,  Madoka Murai＊１）,  Yuki Yamauchi＊２）,   
Takashi Kigure＊２）,   Tetsuya Nakayama＊３）,  Hiroshi Arakawa＊４） 

 
キーワード：漆，バイオマス，成形材料 

Keywords：Oriental lacquer, Biomass, Molding compound 

 

1．はじめに 

これまで都産技研では，漆と間伐材の木粉を成分とした

100％バイオマス成形材料・成形体の実用化を目的とした基

礎的研究を行ってきた(1)。次のフェーズである商品化につい

ては，開発材料が特許（第 3779290 号）を取得している全

く新しい材料であるため，用途，分野開拓も含め，立体造

形体での検討を進めていく必用がある。そこで，企画から

販売までのデザインプロセスを活用して商品化を行うこと

により，市場展開の検討を図った。 

2．内容及び結果 

 2．1 商品企画  商品を企画するにあたり，漆器市場に

どのような商品が存在しているのかを調査する必要がある

ため，検索サイト Google を用いて，「漆器」と入力した際の

画像を解析することで，漆市場の傾向を把握することにし

た。検索の結果，約 891,000 件の画像がインターネット上

に存在することが分かった。そこで，本物の漆を使用せず

に「漆器」と表記している商品群や，あまりにも類似する

傾向の漆器は代表的なものを中心に残して，画像の抽出作

業を行い，ポジショニングマップを作成した。ポジショニ

ングマップは，マーケティングでもっとも頻繁に活用され

ているものであり，今回は「使用頻度」と「触感を必要と

するものかどうか」という軸によって解析した（図 1）。 
その結果，あらゆる分野に漆を使った商品が存在してい

ると明らかになった。共同研究企業が得意とする分野の食

器業界には，非常に多くの競合商品が存在していると分か

ったが，検討の結果，次の 3 点の理由から「ぐい呑み（お

ちょこ）」を制作することとした。 
1)触れることで感じさせる漆の良さを伝えられるような商

品であること。2)共同研究企業の成形技術をベースにして技

術検証を行えること。3)展示会への出展，陳列など，商品企

画提案がしやすい小型品であること。 

共
同
研
究
企
業
の
得
意
分
野
（
＝
食
器
業
界
）

 

 

 
 2．2 商品デザイン（設計）  商品企画の結果により，

ぐい呑み（おちょこ）のデザインを図２のとおり行った。

デザインは，断面図（２次元）をもとに，SolidWorks2010
によって３次元 CAD データを設計した。ぐい呑みは、やや

大振りの形状とし，上部に持ちやすくするためのくびれ部

を有するデザインとした。また，製品肉厚は均一で，出来

るだけ大きなＲつなぎにし，開口部と底面の径は同じにし

て開口部に向けた曲線と高さの違いをもった 3 種のぐい呑

みデザインを考案した。 
 
 2．3 試作モデルの製作  作成した３次元 CAD データ

を用いて，レーザ粉末焼結造形法による試作モデルの製作

を行った（ＲＰ造形 図３）。造形機は EOSINT P385(EOS 
GmbH 社)を使用し，材料はナイロン 12，積層厚を 0.15mm
とした。造形後，試作モデルの持ちやすさやサイズ感も含 

＊１）表面技術グループ  ＊２）システムデザインセクター 
＊３）ヤマト化工株式会社（前日本パレットレンタル株式会社） 
＊４）ヤマト化工株式会社 
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めて研究メンバーで検討した結果，量産モデルをＣに決定

した。決定したＲＰ造形モデルＣには，イメージを表す赤

色および黒色の塗装を行い，表面色，塗膜の質感を含めた

商品の確認を行った。 
 
 2．4 生産設備による成形体の製作  100％バイオマス

成形材料を用いて，モデルＣ形状のぐい呑みを成形するた

めの金型を製作した。製作したぐい呑み用金型を圧縮成形

機に取り付け，成形条件を検討した結果，加圧，ガス抜き

を繰り返す作動を，徐々に圧力を上昇させながら繰り返す

ことで，図 4 に示したようにぐい呑み形状の 100％バイオマ

ス成形体が作成できた。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 2．5 成形体への漆塗装  100％バイオマス成形体への漆 

塗装工程を表 1 に示す。この塗装工程の特徴は，上塗り後

に漆風呂（うるしむろ）で常温乾燥させて 1 週間程度放置

した後，熱風乾燥炉で焼付工程を行うことにある。これに

より，漆膜は完全硬化し，硬度，耐水性が向上すると考え

られる(2)。表面色は，図５に示した 3種とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 2．6 商品表面への加飾とパッケージ  販売する商品に

は，漆塗装を行った成形体表面へ，和モダンをコンセプト

にして，会津塗りの蒔絵、沈金の職人が絵付けを行った。

また，商品は、巾着に入れて「My おちょこ」として使える

よう，付加価値を加えたパッケージにすることとした。巾

着は，和服の端切れを利用し，表裏に別柄を貼り合わせ，

どちらでも使えるようリバーシブルな構造にした（図６）。 

 
 
 
 
 
 
 
 

3．まとめ 

本研究により，企業と共同で保有している特許を活用し

て，商品を開発することができた。今後，商標の登録，展

示会への出展を行い，ブランド化を推進する予定である。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 6 月 14 日再受付） 

文   献 

(1) 木下稔夫：「漆を用いた 100%バイオマス成形材料および成形体

の開発」，第 40 回木材の化学加工研究会シンポジウム講演集,  

pp. 41-46 (2010) 

(2) 木下稔夫：「漆の焼付けによる硬化法」，最新・工業塗装ハンド

ブック，pp.653-655（2008）  

モデルＡ     モデルＢ    モデルＣ      モデルＣ(塗装) 

図 3. ＲＰ造形により試作したぐい呑みモデル 

 

圧縮成形機による製作        ぐい呑みＣ形状成形体 

図 4. 圧縮成形による 100％バイオマス成形体の作成 

内外:朱色   内:朱色 外:朱溜色    内外:黒色 

図 5.  漆塗装したぐい呑み形状 100％バイオマス成形体 

蒔絵による加飾      巾着を利用したパッケージ 

図 6. 完成した商品「ぐい呑み（おちょこ）」 

 

 モデルＡ         モデルＢ        モデルＣ 

図 2. 検討したぐい呑みのデザイン図面 

内　　容

1 研　　摩 耐水研摩紙#240で研摩

2 下塗り 黒漆またはべんがら漆をはけ塗り

3 常温乾燥 漆風呂で常温乾燥

4 研　　摩 耐水研摩紙#600で研摩

5 上塗り 上塗り用漆（各色）をはけ塗り

6 常温乾燥 漆風呂で常温乾燥（1週間放置）

7 焼付乾燥 110℃3時間乾燥炉で焼付け乾燥

工　　程

表 1. 100％バイオマス成形体への漆塗装工程 
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Development of aliphatic polyester composites using banana fiber from farming residue 
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1．緒言 

 近年の地球温暖化問題解決に向けて大気中の CO2 量を増

加させないまたは CO2 排出を伴わない，環境に低負荷な材

料への切り替えが強く望まれている。現在利用されている

プラスチック材料の有用性は広く認識されており，今日で

は我々の生活に欠くことはできない。しかしながら，年間

に国内で 1500 万トン以上も生産されているプラスチックが

約 6 割は埋め立てゴミとして処分され，廃棄物処分場の枯

渇，石油資源の大量消費による地球温暖化の恐れなど様々

な問題も具体化している。生分解性ポリエステルはプラス

チック廃棄物問題を解決する材料の一つであるが，機械的

性質や延性に欠けている。一方で，世界中でバナナの葉が

年間に 10 億トン以上も廃棄されており，未利用天然繊維と

して資源化が検討されている(1,2)。樹脂と天然繊維の複合材

料に関する研究は盛んに行われているが，樹脂-繊維間の界

面接着性不良が指摘されている(3)。よって，複合体の繊維-
樹脂間の界面接着性を改善することで，物性向上が期待さ

れる（図 1）。 

 

図 1. 密着性の改善策 

 
 本研究では，セルロースを主成分とするバナナ繊維と生

分解性を有する脂肪族ポリエステルの界面改質に用いる相

容化剤として，側鎖長の異なるセルロースエステル類

（CEs）を用いてバナナ繊維/脂肪族ポリエステル複合体を作

製し，物性評価した。 

2．実験 

 2．1 材料  樹脂として，脂肪族ポリエステルのポリブ

チレンサクシネート（PBS, ビオノーレ#1020, 昭和高分子株

式会社）およびポリカプロラクトン（PCL, PLACCEL H7, ダ
イセル化学工業株式会社）を用いた。相容化剤として，側

鎖長の異なるセルロースアセテート（CA，和光純薬純薬工

業株式会社），セルロースプロピオネート（CP, Aldrich 
Chemical Company, Inc.）,セルロースアセテートブチレート

（CAB, Aldrich Chemical Company, Inc.）を使用した。 
 2．2 キャストフィルムの作製  キャストフィルムは樹

脂と CEs の重量比が 100：1 の混合溶液をシャーレ上に滴下

し，室温で減圧下にて溶媒留去し薄膜化させることにより

作製した（図 2）。得られたフィルムの融点（Tm）を示差走

査熱量測定（DSC）により決定した。 
 

 
図 2. キャストフィルムの作製 

 

 2．3 試験片の作製  バナナ繊維は，20%水酸化ナトリ

ウム水溶液を用いてアルカリ処理を行った(BF)。樹脂，BF
およびCEを重量比 90：10：1でドライブレンド後，190 ℃
に設定した単軸押出機を用いて複合体を作製した（図 3）。
混練後，ダンベル試験片（平行部の長さ 40mm×幅 5mm×

厚さ 3mm）を作製し，引張試験（試験速度 1mm/min，チャ

ック間距離 65mm）を行った。 
 

 
図 3. 試験片の作製 

＊1）材料技術グループ 
＊2）繊維・化学グループ 

ノート 

- 98 -



Bulletin of TIRI, No.6, 2011 

   

3．結果と考察 

 3．1 キャストフィルムの分析  図 4 に，側鎖長の異な

る三種類の CEs（CP のエステル側鎖炭素数は 3，CAB は 2
と 4，CA は 2）を PBS に添加したキャストフィルムの DSC
曲線を示す。また図 5 に，同じ三種類の CEs を PCL に添加

したキャストフィルムの DSC 曲線を示す。 
 

 
図 4. PBS 類の DSC サーモグラム 

 

 
図 5. PCL 類の DSC サーモグラム 

 

 CEs を添加することで，PBS の Tm が大幅に降下し，PCL
の Tm は若干降下したので，本検討条件では PBS の方が PCL
よりも CEs との相容性の高いことがわかった。この結果は，

樹脂と CEs の相容性が向上するほど樹脂粒子の結晶性が低

下し，Tm を降下させたためと考えられる(4) 。また，エステ

ル側鎖長の長い CEs ほど，PBS と相容性が良好であること

も示唆された。 
 3．2 引張試験  融点降下の大きかった PBS を用いて行

ったBF/PBS/CEs複合体の引張試験の結果を図6に示す。CEs
を添加した BF/PBS は，最大引張応力はほとんど変化しない

が破断ひずみが増大した。最大引張応力はほとんど変化し

ないのは CEs の添加量が 1%とわずかであるためであり，破

断ひずみが増大したのは，CEs 無添加時よりも BF と PBS
の界面の密着性が向上し，BF の引き抜けが抑制され，粘り

強くなったためと考えられる。つまり，CEs は BF と PBS
の相容化剤として有効であることが分かった。CEs のセルロ

ース部分とBF，エステル部分とPBSが相容すると考えられ，

CEsがBFとPBSを橋渡しする働きをして界面密着性の向上

に寄与したと考えられる（図 7）。 
 

 
図 6. PBS 複合体の引張試験 
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図 7. セルロースエステル類の作用 

 

4．まとめ 

本検討により，セルロースプロピオネートおよびセルロ

ースアセテートブチレートをポリブチレンサクシネート/バ
ナナ繊維複合体に添加することで，破断ひずみの増大する

ことが明らかとなった。今後は他の相容化剤についても検

討し，複合体の物性向上を図る。 
（平成 23 年 5 月 19 日受付，平成 23 年 6 月 14 日再受付） 
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1．はじめに 

炭素硫黄分析装置（CS 装置）は，測定対象試料を酸素気

流雰囲気において加熱・燃焼させ，含有される炭素および

硫黄を酸化物として抽出し，これらを赤外線吸収検出器に

より測定することにより，炭素および硫黄の含有量を求め

るものである。本装置は，従来から鉄鋼の規格を判定する

ために，含有炭素および硫黄量の分析に用いられている
(1)(2)。近年の製鋼技術の発達により，特に硫黄については数

ppm レベルでの分析値の精確さが極めて重要となっている

ことから，分析技術に関する多くの知見が蓄積されている
(3)(4)(5)。さらに，装置は簡便な操作で迅速に分析結果を得ら

れるものとなり，ルーチン分析のための一般的な分析装置

として，広く普及している。 
近年，安全性やトレーサビリティへの関心の高まりから，

異物や付着物，開発段階の材料等，未知な種々の試料に対

する低濃度な含有元素の分析需要が増加している。これら

の分析には，蛍光 X 線分析や発光分光分析等を用いること

が多い。しかし，炭素および硫黄については，装置の検出

感度や試料の前処理の関係から，測定が難しいのが現状で

ある。そのため，これら未知な試料についても CS 装置によ

る分析の要望がある。しかし，CS 装置による鉄鋼以外の試

料の分析については，めっきに含有する硫黄(6)等を対象に行

われているが，十分な分析技術が確立していない。本研究

では，CS 装置による無機物の分析に関する基礎的な条件を

取得するために，無機異物のモデルとしてセメントを取り

上げ，含有する硫黄の分析を試みた。  

2．実験 

実験には高周波誘導加熱炉燃焼－赤外線吸収法を採用し

た CS 装置（LECO 製，CS230SP）を用いた。磁器るつぼ（LECO

製，528-018HP）は，電気炉により，空気中，約 1400 K に

おいて 2 h 以上強熱後，測定に使用した。試料としては，無

機物の異物のモデルとして化学分析用セメント標準試料

211R ポルトランドセメント（セメント協会製，SO3 

2.131 ％（硫黄換算 0.853 ％））を選択した。また検量線作

成には，鉄鋼認証標準物質 JSS243-5 硫黄定量専用鋼（日

本鉄鋼連盟製），硫酸鉄（Ⅱ）７水和物（FeSO4・7H2O，和

光純薬工業製，試薬特級）および硫酸カルシウム２水和物

（CaSO4・２H2O，和光純薬工業製，試薬特級）を用いた。

助燃剤は，タングステン（W，ALPHA 製，AR027），すず（Sn，
ALPHA 製，AR076），鉄（Fe，LECO 製，501-077）および

それらの混合物を用いた。 
測定は，CS 装置の測定可能な硫黄量を考慮し，セメント

試料を約 0.3 g 磁器るつぼに採取し，試料を覆うように所定

量の助燃剤を投入して行った。高周波出力は 18MHz，2.2kW，

測定時間は 60 s とした。 

3．結果および考察 

CS 装置による分析には，試料に含有する炭素および硫黄

を再現良く抽出できる加熱時間や助燃剤等の条件を設定す

る必要がある。特に助燃剤に関しては，種類や量が抽出率

に影響される(3)。そこで，硫黄分析のための助燃剤として一

般的に用いられている W，Sn および Fe の混合物により，

セメントの分析に最適な条件を検討し，結果を表１に示し

た。なお，検量線作成は鉄鋼標準物質を使用した。 
鉄鋼材料の分析において一般的な条件である W:Sn=7:3

（質量比）混合物 1 g を用いた場合，セメントの硫黄の認

証値 0.853 ％に対して著しく低い分析値を示し，また再現

性も得られなかった。そこで，測定後の磁器るつぼ内の残

留物の観察を行い，図１(a)に鳥観写真および磁性るつぼを

切断して撮影した断面写真を示した。未燃焼のセメントが

目視により確認され，測定時にるつぼ内のセメントおよび＊１）材料技術グループ 
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助燃剤の流動が十分に行われていなかったことが示され

た。そのため，セメントと助燃剤との接触部からのみ硫黄

が抽出されることとなり，認証値と比較し低い分析値を示

し，また接触状態の差異により乏しい再現性となったと推

定される。 
 

表 1. セメント 1)中の硫黄の分析に対する助燃剤の影響 

助燃剤 
分析結果（n=5） 

平均 2)  % RSD 3) % 

W:Sn=7:3 1g 0.44 38.16 

W:Sn=7:3 1g + Sn 1g 0.84 2.96 

W:Sn=7:3 1g ＋Fe 1g 0.93 0.96 

1) 認証値: SO3 2.131 ％（硫黄のみに換算 0.853 %） 

2) 鉄鋼標準物質により作成した検量線を使用 

3) 相対標準偏差 

 

(b)

(a) 未燃焼部

 
図 1. 磁性るつぼ内残留物の鳥観および断面写真 

(a) 助燃剤 W:Sn=7:3 1g，(b) 助燃剤 W:Sn=7:3 1g＋Fe 1g 

 
るつぼ内の流動性を改善させるため，505 K と他の助燃剤

成分と比較して融点が低い Sn を 1 g 追加し，助燃剤量を増

加させ，分析を行った。その結果，表１に示したように，

再現性の改善が見られたが，測定後，切断したるつぼ内に

は残留物内に空孔部分が発生し，未燃焼のセメントが残留

していた。これは，W の融点 3695 K と比較して融点が低い

Sn により，燃焼開始初期のるつぼ内の流動性は改善したも

のの，Sn 酸化物がダストとして一気に放出され，空孔を形

成し，その後の流動性が失われ，未燃焼のセメントが残留

したと見られる。 
 るつぼ内の流動性を維持するためには，燃焼の間，るつ

ぼ内に残留する助燃剤成分が必要であることが推定された

ため，ダストとして放出されない Fe 1 g を追加した結果，

大きく再現性が改善された。またるつぼ内残留物は，図１(b)
に示したように，全域が均一となっており，未燃焼のセメ

ントや空孔は確認されなかった。これらから，セメントの

分析には助燃剤として Fe を追加することにより，良好な再

現性を得られることが分かった。 
一方，鉄鋼標準物質による検量線を用いた場合，測定値

は，認証値よりも高値を示した。これについては，試料の

成分の差異に起因すると推定し，表２に検量線作成物質に

よる分析値の比較を示した。セメントの硫黄の形態が酸化

物であり，また主成分はカルシウム化合物であるため， 
CaSO4・２H2O を選定した。また，カルシウムを含まない硫

酸塩として，FeSO4・7H2O も用いて，分析値を比較した。

セメントの分析において，CaSO4・２H2O および FeSO4・7H2O
による検量線共に，比較的良好な再現性を保持したまま認

証値と近い分析値が得られた。これらから，CS 装置により

無機物の分析を行う場合，検量線を作成する物質を分析対

象試料の化合物の形態とできるだけ合致させることによ

り，良好な分析値を得られることが明らかとなった。 
 
表 2. セメント 1)中の硫黄の分析に対する検量線作成物質の影響 

検量線作成物質 
分析結果（n=5） 

平均 % RSD % 

鉄鋼 0.93 0.96 

CaSO4・２H2O 0.85 1.59 

FeSO4・7H2O 0.83 1.48 

1) 認証値: SO3 2.131％（硫黄のみに換算 0.853%） 

使用した助燃剤: W:Sn=7:3 1 g と Fe  1 g との混合物 

 

4．まとめ 

高周波誘導加熱炉燃焼－赤外線吸収法炭素硫黄分析装置

により鉄鋼以外の無機物の分析を可能とする以下の基本的

な知見を得られた。 
・良好な再現性を得るために，測定時，るつぼ内の試料の

流動性を維持可能な助燃剤を選定することが必要である。 
・定量の精確さは，測定対象物と検量線作成物質との化合

物形態をより合致させることが必要である。 
（平成 23 年 5 月 19 日受付，平成 23 年 6 月 24 日再受付） 
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Weatherability evaluation assisted by measuring surface profiles of plastic  

Kenichi Shimizu＊１）,  Taiki Tobusawa１,  Sadayuki Watanabe＊２）, 
Toshiyuki Yamanaka＊１）,  Shoichi Nakanishi＊３）,  Ichiro Enomoto＊４） 

 
キーワード：プラスチック，耐候性，力学物性，白色干渉計 
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1．はじめに 

自動車部品，建材，スポーツ用品，遊具等，屋外で使用

されるプラスチック成形品には耐久性や安全性が強く求め

られる。また，プラスチック成形品は，その使用環境にお

いて強度や伸びなどの力学物性を維持することが必須であ

る。このため，プラスチックの耐候性は促進耐候性試験機

や屋外に曝露した試験片の力学物性を特定の条件で測定

し，力学物性変化を暴露時間の関数として使用限界時間を

推定する方法で評価されるのが一般的である。ところが，

特定の条件で測定した力学物性は曝露時間に対して単調な

変化を示さなかったり，ほとんど変化しなかったりして，

使用限界時間の推定が困難なことがある (1)。プラスチック

の耐候性評価は慎重に行われるべきであるが，様々な条件

で力学物性試験を行うことは膨大な数の曝露された試験片

が必要となり現実的ではない。 
一般に，高分子化合物の劣化は熱や光によって引き起こ

される酸化反応による。したがって，プラスチックの劣化

反応は酸素に接触している表面より開始し(2)，プラスチック

表面の分子構造はもちろんのこと，高次構造や表面形態に

も変化をもたらし得る。表面形態の変化は力学的な性質，

特に破壊現象に大きな影響を与える。例えば，耐衝撃特性

に優れる延性高分子でも表層に切欠き構造を有していれ

ば，容易に脆性破壊することが知られている(3)。このため，

力学物性試験に加え曝露した試験片の表面形態測定を行う

ことによって，力学物性の不規則な変化の説明や力学物性

より敏感な劣化の捕捉が可能になると期待できる。 
そこで，促進耐候性試験機に曝露したプラスチック成形

品について，力学物性測定と白色干渉計による表面形態測

定を行い，プラスチックの耐候性評価に表面形態測定を用

いることの有効性について検討した。力学物性試験には曝

露面を引張面として曲げ変形を加える方法を選択した。こ

の方法では，曝露面に最も大きな引張応力が生じるため，

表面形態を反映した物性値を得やすいものと期待できる。

また，白色干渉計は光学顕微鏡に比べて凹凸のコントラス

トを強調でき，走査型顕微鏡に比べて大きな試料を非破壊

で測定が可能なため，表面形態測定した試料をそのまま力

学物性試験に供することができる利点がある。 

2．実験方法 

 市販のポリプロピレン（ノバテック PP BC03B：日本ポ

リプロ株式会社）とポリカーボネート（パンライト 

L-1225-LM：帝人化成株式会社）を射出成形機（住友ネスタ

ール射出成形機ネオマット 75 サイキャップシステム：住友

重機械工業株式会社）を用いて試験片を射出成形した。成

形した試験片は ISO 3167 プラスチック－多目的試験片であ

る。作製した試験片をブラックパネル温度 63±2℃に設定し

た促進耐候性試験機（7.5kW キセノンウェザーメーター 
X75 および 7.5kW キセノンウェザーメーター SX75：いずれ

もスガ試験機株式会社）に，それぞれ放射照度 50W/m2で水

を噴霧しない条件（条件 a），放射照度 180W/m2 で 120min
中 18min 水噴霧する条件（条件 b）で曝露した。曲げ試験は

材料試験機（オートグラフ AG-10TD：株式会社島津製作所）

を用いて，支点間距離 64mm，試験速度 2mm/min で行った。

また，試験片成形時の樹脂の流動方向が曲げ試験時の主応

力方向と一致するように，かつ曝露後の試験片については

暴露面が引張面となるように試験片を配置した。ポリカー

ボネート試験片についてはシャルピー衝撃試験機

（DG-UB：株式会社東洋精機製作所）をひょう量 15J で用

いて，曝露面を引張面としたノッチなしフラットワイズ試

験を行った。白色干渉計による表面形態観察および粗さ測

定は，走査型白色干渉測定計（New View 6200：Zygo 社）を

用いて 20℃±1℃の室内で表面形態の観察を行った。使用し

＊１）材料技術グループ 
＊２）高度分析開発セクター 
＊３）高度分析開発セクター 
＊４）墨田支所 
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た対物レンズ，接眼レンズはそれぞれ 50 倍，0.5 倍であり，

最小分解能 0.88μm，Z 軸方向の走査長さ 150μm とした。 

3．結果と考察 

図 1 に促進耐候性試験機での曝露時間と曲げ強さの関係

を示す。ポリプロピレン（PP）の曲げ強さは条件 a では暴

露時間 500 時間まではほぼ一定であり，曲げ試験時の試験

片の挙動は延性的であった。曝露時間が 800 時間を経過す

ると，試験片は初期値の 6 割程度の応力で脆性的に破壊し

た。条件 b では曝露時間 200 時間ですでに 15％程度の曲げ

強さの低下が観測され，曝露時間の増加とともに曲げ強さ

が徐々に低下し曝露時間 800 時間では初期値の 8 割程度ま

で低下した。試験片の巨視的な挙動はすべて延性的であり，

破断に至ることは無かった。ポリカーボネート（PC）では，

条件によらず曝露時間が長くなっても曲げ強さはほとんど

一定であった。 
図 2 に条件 b で促進耐候性試験機での曝露した PC の曝露

時間とシャルピー衝撃値の関係を示す。シャルピー衝撃値

はわずか 300 時間の曝露によって大きく低下した。図 2 中，

曝露時間 0 および 100 時間のシャルピー衝撃値が約 40kJ/㎡
と示されているが，この値は試験片の変形に要したエネル

ギーであり，ひょう量 15J のシャルピー衝撃試験によって破

壊することは無かった。一方，データは示していないが，

条件 a で曝露した PC は 800 時間曝露した後も破壊しなかっ

た。PC では曲げ試験よりシャルピー衝撃試験の方がはるか

に感度良くの劣化診断を行えることが分かる。逆に言えば，

適切な力学物性試験を選択しないと劣化を見落としかねな

いと言うことになる。 
図 3 に促進耐候性試験機での曝露時間と算術平均粗さ

（Ra）の関係を示す。PP の Ra は条件 a では暴露時間 500
時間まではほぼ一定であり，800 時間経過時に上昇した。条

件 b では曝露時間 500 時間経過時に増大した。Ra の変化と

図 1 に示した曲げ強さの変化を比較すると，Ra の増加と曲

げ強さの低下はほぼ一致している。しかし，条件 b の曝露

時間 200 時間に見られる曲げ強さの低下に相当する Ra の変

化は確認できなかった。PC の Ra は条件 a ではほとんど一

定であり，曲げ強さ，シャルピー衝撃値ともほとんど変化

がない傾向と一致した。また，条件 b では暴露時間 500 時

間が経過時から次第に増加した。これらの傾向は，シャル

ピー衝撃値が 300 時間時間経過時にはすでに低下している

のに比べ，少し遅れていることを除いてほぼ一致している。

つまり，Ra の増加は時間的遅れを伴うが，何らかの力学的

性質の低下と傾向が一致している。 

4．まとめ 

耐候性試験機に曝露したプラスチックの力学物性試験と

表面形態測定を行い，Ra と力学物性の相関を考慮すること

により，表面形態測定の有効性について検討した。Ra は劣

化が進行すると確実に増大し，何らかの力学物性に影響を

与えていることが分かった。したがって，ある特定の力学

物性試験を選択したがために，強度の低下を捕捉できなか

った場合の補助的劣化指標として有効であることが明らか

となった。しかし，劣化初期段階での強度低下は Ra の変化

を伴っていないことから，Ra はそれ自体を単独で劣化の指

標とするべきではなく，あくまで力学物性測定を補完する

指標として利用すべきであることが明らかとなった。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 6 月 21 日再受付） 
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図 2. 曝露時間とシャルピー衝撃値の関係 

図 1. 曝露時間と曲げ強さの関係 

図 3. 曝露時間と算術平均粗さの関係 
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1．はじめに 

 産業において，水道水や工業用水は冷却や洗浄など様々

な用途で使用されている。これらの水は多くのイオン成分

を含んでおり，その種類や濃度によってはスケールの沈着

や金属の腐食を引き起こす(1)。このため品質管理や事故の防

止・解析において，水中の微量イオン成分の分析・把握が

非常に重要である。イオンクロマトグラフ（以下 IC，図 1）
は，このような水中の微量成分分析を得意とする装置であ

る(2)。 
多試料の分析に有効であるオートサンプラー（AS）分析

では，バイアルのキャップとして一般にセプタムが使用さ

れるが，ディスポーザブルかつ高価であるため，多数のサ

ンプルを分析する場合には高コストとなる。そこで本研究

では，比較的安価な代替品（PTFE シートおよび食品用フィ

ルム）について，バイアルキャップとしての有効性を確認

するため検討を行った。 
 

 
図 1. イオンクロマトグラフ分析装置 

2．実験方法 

 2．1 実験に用いた水の成分分析 

 まず初めに予備実験として，マニュアルサンプリングで

の IC 分析にて，バイアルキャップの検討で使用する水の成

分分析を行った。所定濃度に希釈した陰イオン標準液（和

光純薬工業（株)，陰イオン混合標準液Ⅳ（F-, Cl-, NO2
-, Br-, 

NO3
-, PO4

3-, SO4
2-）と有機酸（CH3COO-, HCOO-）の混合液）

または陽イオン標準液（和光純薬工業(株)，陽イオン混合

標準液Ⅱ（Li+, Na+, NH4
+, K+, Ca2+, Mg2+））を，シリンジを

用いてサンプルループ（25 μlL）に注入し，IC（DIONEX(株)，

ICS3000）により検量線を作成ののち，サンプルの分析を行

った。対象サンプルは都産技研内で使用している蒸留水，

純水，超純水（表 1）とし，試料採取後直ちに計測を行った。

なお，分析条件は表 2 に示したとおりである。 
 

表 1. 水の精製方法 

サンプル*1 蒸留水 純水 超純水 

比抵抗値（MΩ・cm） 8.85 12.7 18.2 

紫外線 ― ― ○ 

活性炭 ― ○ ○ 
イオン交換樹脂 ○ ○ ○ 
逆浸透膜 ― ○ ○ 
メンブレンフィルター ― ― ○ 
中空糸フィルター ○ ― ― 

蒸留 ○ ― ― 

 
 

表 2. イオンクロマトグラフの分析条件 

 陽イオン 陰イオン 

カラム IonPac CG12A/CS12A IonPac AG17C/AS17C 

サプレッサ CSRS300 ASRS300 

溶離液 18 mM MSA 溶液*1 3～45 mM KOH 溶液 

溶離法 アイソクラティック グラジエント 

流量 1.0 ml/min 1.3 ml/min 

 
 

 2．2 バイアルキャップの種類の検討 

 2.1 と同様に調製した各標準液をバイアルに 5 ml ずつ取

り，表 3 に示すセプタム，PTFE シート（ポリテトラフルオ

ロエチレン（PTFE）），食品用フィルム（ポリ塩化ビニリデ

＊１）環境技術グループ 
＊２）前東京都立産業技術研究センター資源環境グループ 
＊３）技術経営支援室 

*1蒸留水，純水は水道水, 超純水は純水を精製したもの 

*1MSA：メタンスルホン酸 
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ン（PVDC））をそれぞれ取り付け，AS（DIONEX(株)，AS）
を用いて分析を行った。分析後，各濃度における変動係数

（C.V.）を算出し，C.V.＝10%時の濃度を比較した。 
 

表 3. 実験に使用したキャップの種類 

 

セプタム 

 

 

 

PTFE シート 

 

 

 

食品用ﾌｨﾙﾑ 

 

 

 

材質 PTFE，シリコン PTFE PVDC 

厚み 1.0 mm 0.05 mm 0.01 mm 

価格 約 100 円/回 約 1 円/回 約 0.03 円/回 

 

 3．結果および考察 

 3．1 都産技研で使用している水の成分 

 図 2 に都産技研で使用している蒸留水，純水，超純水の

成分分析の結果を示す。グラフから，精製方法により水質

が大きく異なることがわかった。また，超純水が最も積算

イオン濃度が低く微量分析に適していることから，次の検

討では超純水を使用することとした。 

 

図 2. 都産技研で使用する水のイオン積算濃度の比較 

   

 3．2 バイアルキャップの検討 

 AS 分析において，各キャップを使用した場合の C.V.=10%
時の濃度を比較した（図 3）。ここでは，特に空気中からの

汚染が懸念される，NH4
+，CH3COO-，HCOO-，NO2

-，NO3
-

について検討した。グラフより，食品用フィルムはセプタ

ムに比べ C.V.=10%時の濃度が高く，PTFE シートではセプ

タムと同様かそれ以下となることが明らかになった。 
 AS 分析では，予め全てのサンプルをホルダーに設置し，

順に分析を行う。そのため，サンプル数が多い場合には最

初のサンプルと最後のサンプルの測定開始時間は大きく異

なる。サンプルの汚染度は時間経過に伴い高まると予測さ

れることから，セプタム代替品としての条件として，サン

プル放置時の汚染が少ないことも必要であると考えられ

る。そこで，超純水の放置時間と空気中からの汚染物質の

一つである NH4
+濃度の変化の関係を調査した結果を図 4 に

示す。グラフより，キャップがない状態では，大気中の NH3

（NH4
+）により容易に汚染されるものの，キャップをすれ

ばその影響を大幅に抑制することが可能であった。特に，

PTFE シートに関しては，セプタムとほぼ同等の効果を示し

た。以上より，PTFE シートはセプタムの代替として有効で

ある。 

 

図 3. キャップの種類による C.V.=10%時の濃度の比較 

 

 
図 4. 各キャップにおける NH4

+濃度の経時変化 

 

4．まとめ 

 バイアルキャップについて，一般に使用されるセプタム

と，その代替品として安価な PTFE シートおよび食品用フィ

ルムの比較検討を行った。その結果，特に PTFE シートは

C.V.=10%時のイオン濃度および時間経過に伴う汚染度がセ

プタムとほぼ同程度であることから，セプタムの代替とし

て利用可能であることが示された。 
（平成 21 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 6 月 15 日再受付） 

文   献 

(1) 藤井哲雄：「金属の腐食事例と対策」，（株）工業調査会，pp15-39， 
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1．まえがき 

触媒を用いると，大気汚染や健康被害，悪臭の原因とな

る揮発性有機化合物（VOC）を低温で燃焼して無害化する

ことができる。一般には貴金属である白金が触媒としてよ

く用いられているが，安価なコバルト（Co）やセリウム（Ce）
などの金属酸化物でも白金の代替として適用できる可能性

があることが報告されている(1)。本研究ではその触媒を用

い，処理装置に導入するための触媒作製法の検討とそのキ

ャラクタリゼーションを行った。 

2．成形触媒の作製 

VOC 処理装置の風量は小型が～600 m3/h，大型が 660～
9000 ｍ3/ h，もしくはそれ以上であるため，搭載する触媒は

荷重や風圧に耐えうる強度を持ち，圧力損失の少ない形状

であることが望ましい。成形触媒の形状には粒状，ペレッ

ト状，スポンジ状，ハニカム状等あるが，今回は上記条件

を満たすハニカム状に注目し，ハニカム型成形触媒の作製

法を検討した。 
触媒は Co3O4-CeO2-CuO（モル比 Co：Ce：Cu＝45：45：

   

10）を用い，文献(1)により調製した。 
ハニカム状触媒の作製には，押し出し成形法と浸漬担

持法の 2 種を用いた。まず，押し出し成形法について述

べる。図 1(a)の工程で示すように，金属酸化物の粉末と粘

土粉末などのバインダーを混練し，押し出し成形機にて

加圧によって金型から押し出すことでハニカム状に成形

する。その後，乾燥，空気中での焼成を経て完成品とす

る。次に，ハニカム型セラミックを担体とした浸漬担持

法について述べる。用いたハニカム型セラミック担体は，

市販の白金触媒の担体としてよく用いられている量産品

である。本研究では 200 セル/inch2 (通気穴の数)のコーデ

ィエライトからなるハニカム型セラミック担体を用い

た。図 1(b)の工程で示すようにハニカム型セラミック担体

を触媒成分の入った溶液に浸漬し，一定時間後に引き上

げる。そして，余剰溶液を除去した後，空気中で焼成す

ることによりハニカムセラミック担体の表面に金属酸化

物触媒を担持させ完成品とする。浸漬溶液には Co(Ⅱ)，
Ce(Ⅲ) および Cu(Ⅱ) の硝酸塩水和物の水溶液を用いた。 

3．成形触媒のキャラクタリゼーション 

 3．1 成形触媒の機械的強度 触媒の強度を精密万能試験

機（島津製作所製，AG-100kNIS，AG-20kNX）で測定した。

その結果を表 1 に示す。触媒担持ハニカム型セラミック体

はセル壁が薄いため，押し出し成形法触媒と比較し，みか

けの密度が小さかった。しかし，強度は 14.90 N/mm2で，押

図 1.  押し出し成形法と浸漬担持法による担持成形の工程 

(a) 押し出し成形法，(b) 浸漬担持法による担持成形

ノート 

＊１）バイオ応用技術グループ，＊２）繊維・化学グループ 
＊３）環境技術グループ，＊４）実証試験セクター ,＊５）材料技術グループ

表 1.  触媒及びハニカム型セラミックの仕様と圧縮強度 

材料 みかけの 
密度 ｾﾙ数 (ｾﾙ/inch2) 圧縮強度

(N/mm2) 
押し出し成

形法触媒 
1.0 111 0.14 

触媒担持 
ハニカム型

セラミック 
0.7 200 14.90 

＊圧縮強度は格子面に対し垂直方向に力をかけ測定 

          
①触媒粉末・ﾊﾞ  ②押し出し成形機にて成形   ③乾燥・焼成  ④完成品 
 ｲﾝﾀﾞｰを混練 

                      
①ハニカム型   ②触媒溶液に浸漬 ③液切り  ④乾燥・焼成  ⑤完成品

セラミック担体 

(a) 

(b)   
一部拡大
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し出し成形法の約 100 倍の強度を有していた。したがって，

触媒担持ハニカム型セラミックは，大風量でかつ搭載する

触媒量が多くその分荷重がかかるような大型処理装置に十

分適応可能な強度であると予想される。 

 3．2 SEM-EDX による観察 触媒を樹脂に包埋し研磨（リ

ファインテック社製，PRO-128）した後，SEM（ELIONIX
社製，ERA-8900FE）観察およびエネルギー分散型 X 線分光

分析器（EDX）（AMETEK 社製，Genesis システム）にて面

分析した。その結果を図 2 に示す。a)-1 は押し出し成形法，

b)-1 は浸漬担持法の触媒を示し，いずれもハニカム触媒のセ

ル壁全体に Co，Ce および Cu の存在が確認された。さらに

図 2 下段で示すように拡大領域で観察した。押し出し成形

法では CeO2 粒子が数～10μm の固まりを成している様子が

観察された。これは，成形前の触媒粉末混練工程で CeO2粉

末がナノオーダーに混練されにくく，団子状に固まったま

ま成形されたためと考えられる。一方，浸漬担持法では担

持工程での触媒がイオンの状態だったため，図 2 b)-2 に示す

ように，CeO2 粒子は数 μm の粒径を作ることなく分散して

いた。また，同じく図 2 b)-2 から，セラミック担体が無数の

空隙を持つことが確認され，空隙内壁に Co，Ce および Cu
が担持されていることがわかった。これは，担体セル壁の

表面だけでなく，内部の空隙まで溶液が浸透し，触媒が担

持されたためと考えられる。 
 3．3 ICP- AES による分析 成形した触媒 2 種と浸漬溶液

の Co ，Ce および Cu の元素モル比を ICP 発光分光分析法

（ICP-AES）（島津製作所製，ICPS-7510）にて分析した。分

析結果を表 2 に示す。浸漬担持法でも調製した溶液と同等

の比率で Co ，Ce および Cu が担持されていた。元素の偏り

なく担持されたことから，押し出し成形法と同様に浸漬担

持法も触媒の作製法において有効であると考えられる。 

 

4．まとめ 

 処理装置に適したハニカム状成形触媒を，押し出し成形

法と浸漬担持法で作製し，それら成形触媒のキャラクタリ

ゼーションを行った。セラミックに担持させた浸漬担持法

による触媒は強度が高く，また，Co，Ce および Cu の分散

性が良かった。大型処理装置向きの作製法ではないかと示

唆される。現在，処理性能を上げた触媒溶液の調製を検討

しており，引き続き触媒の性能向上を目指し研究を進めて

いる。 
 
 本研究は JST，東京都地域結集型研究開発プログラムによ

り得られた成果である。また，ご協力いただきましたバイ

オ応用技術グループの紋川亮副主任研究員並びに中川朋恵

研究員に深く御礼申し上げます。 
（平成 23 年 5 月 24 日受付，平成 23 年 6 月 21 日再受付） 

文   献 

(1) 染川正一，堂免一成：「安価な金属酸化物触媒を用いた VOC の

処理」 ,東京都立産業技術研究センター研究報告 ,No．5，
pp.48-51(2010) 

表 2.  ICP-AES で測定した 

成形触媒及び浸漬液の構成モル比 

 
mol(element) / g(sample) 

Co Ce Cu 

押し出し成形法触媒 42 48 10 
浸漬担持法触媒 44 45 11 

浸漬溶液 44 46 10 
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動的光散乱装置を用いたバイオセンシングシステムの開発 
 

中川 朋恵＊１）  紋川 亮＊１）  神谷奈津美＊２）  角森史昭＊３）  鍵 裕之＊３）   

Development of Biosensing System Using Dynamic Light Scattering 
Tomoe Nakagawa＊１）,  Akira Monkawa＊１）,  Natsumi Kamiya＊２）,  Fumiaki Tsunomori＊３）,  Hiroyuki Kagi＊３） 

 
 
キーワード：動的光散乱，バイオセンシングシステム 

Keywords：Dynamic Light Scattering, Biosensing System 

 

1．はじめに 

動的光散乱法は，生体高分子やコロイド等，ナノメート

ルからサブミクロンスケールにわたる幅広い大きさの微粒

子の構造を知る上で，非常に有力な手法である。また，非

接触かつリアルタイム測定が可能であるという特性を有し

ている。筆者らは，現在，これらの特性を利用したバイオ

センサーシステムの開発を目指し，研究を進めている。 
市販の動的光散乱装置は，様々な粒子を幅広く測定する

ことを主目的としているため，比較的大型で汎用性の高い

仕様となっている。そこで，対象を生体物質に絞って最適

化を行い，小型で簡便なバイオセンシングシステムを構築

することを最終的な目標とした。その第一歩として本研究

では，最適条件の検討を行うための試作機として，希望す

る条件に合わせて光源，検出角度，検出器，ソフトウェア

等を自由にカスタマイズ可能な装置を作製した。また本装

置を用いて実際に生体物質であるタンパク質の測定を行

い，バイオシングへの応用可能性を検討した。 

2．動的散乱測定装置の試作 

2．1 動的光散乱測定装置の概要  測定に用いた動的光

散乱測定装置は，東京大学鍵研究室と共同で試作した。図 1
に装置の概略図を示す。レーザー光源は，出力 50 mW，波

長 632.8 nmのHe-Ne レーザーを用いた。試料セルは，PYREX
製の NMR 管(直径 10 mm)を用いた。散乱光は，直径 150 μm
のピンホールを通し，アバランシェフォトダイオードによ

って検出した。ピンホール，レンズ，アバランシェフォト

ダイオードは，同一レールの上に設置し，サンプルホルダ

ーを中心にレールごと回転できるよう設計されている。ハ

ードウェアコリレータを用いて，散乱光の自己相関関数お

よび散乱光強度の時間変化を取得した。 
 
 

 
2．2 動的光散乱測定装置を用いた粒子サイズの解析  

散乱強度データは，500 ms ごとに取り込んだ。得られた自

己相関関数は指数関数的な減衰曲線になる。本研究では，

得られた減衰曲線をキュムラント法で平均粒子径 d (流体力

学的径)および多分散指数を求めた。粒子径分布はヒストグ

ラム法で求めた。 

サンプル
ホルダー

レーザー レンズ

検出器 PC

ピンホール

角度可変

He‐Ne 632.8nm

アバランシェフォトダイオード  

図 1. 動的光散乱測定装置の概略図 

 

 2．3 装置の性能評価  装置の性能評価には，標準ポリ

スチレン粒子(Duke Scientific. Co.)および α-シクロデキスト

リン分子(Sigma-Aldrich Co.)を用いた。標準ポリスチレン粒

子は，粒子径をそれぞれ 21±1.5 nm，33±1.4 nm，40±1.8 
nm，50±2.0 nm，199±6 nm に調整した球状樹脂である。α-
シクロデキストリンは，分子式 (C6H10O5)6 ＝ 972.85 で，外

径は約 14.6 Å，高さは約 7 Åで，内部に内径 4.5 Å深さ

6.7 Åの空洞を持ったドーナツ状の構造の分子である。測定

により求めた粒子径と実際の粒子径を比較したグラフを図

2 に示す。このグラフにプロットされたそれぞれのデータ

は，高い直線性を有しており，試作した装置から得られた

データが実際の粒子径の大きさと高い相関関係があること

を示している。さらに，直径約 1.5 nm のシクロデキストリ

ン分子の測定と粒径算出も可能であることを示している。 

3．動的光散乱測定装置を用いた生体物質の測定 

3．1 角度依存性  試作された動的光散乱測定装置を用

いて粒子径と検出角度の相関関係を明らかにした。散乱強

度の角度依存性は，入射光に対し，レールの角度を 30°，

＊１）バイオ応用技術グループ 
＊２）防衛大学校 
＊３）東京大学大学院理学系研究科 

ノート 

- 108 -



Bulletin of TIRI, No.6, 2011 

   

60°，90°と回転させ，タンパク質であるフィブリノーゲ

ンの散乱強度変化を測定した。測定結果を図 3 に示す。得

られた自己相関関数は，いずれの測定角度においても指数

関数的な減衰曲線になっている。減衰が始まってから完全

に減衰するまでの自己相関関数の差は，測定角度が小さく

なるにつれ大きくなる。この自己相関関数の差が大きい方

が解析精度が高くなるため，フィブリノーゲンの測定には，

測定角度が小さい方がより精度の高い粒子径解析が可能で

ある。動的光散乱の場合，大きな粒子は小角の散乱光が大

きくなり，小さな粒子は広角の散乱光の強度の割合が高く

なる。そのため，単一角度のみで測定した場合，誤差が大

きくなる可能性がある。そこで，角度を変えて測定するこ

とにより，精度の高い粒子径を求めることが可能である。 

0

50

100

150

200

0 50 100 150 200
測定値(nm)

PS
CD

平
均

粒
子

径
(n

m
)

 
図 2. 測定により求めた粒子径と実際の粒子径の比較 

 

1.0

1.1
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1.3
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自
己

相
関
関
数

1.0E-01 1.0E+02 1.0E+04

30°
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90°

 

図 3. フィブリノーゲンの粒子径と検出角度の相関関係 

 
3．2 生体物質の測定  試作した動的光散乱測定装置を

用いて，本研究の目的である生体物質の検出を試みた。生

体物質の測定には，タンパク質である牛血清アルブミンと

フィブリノーゲンを用いた。これらのタンパク質は，1 mg/ml
の濃度になるよう水に溶解させ，検出角度 30°で測定した。

図 4 に測定から求めた牛血清アルブミンとフィブリノーゲ

ンの粒径分布を示す。両者とも，0 nm から 30 nm の間にの

み粒径分布のピークが観察された。これは，測定したタン

パク質が，凝集していないことを示唆する。測定結果から

求めた牛血清アルブミンの粒子サイズは，約 6.9 nm であっ

た。牛血清アルブミンは，分子量 66.5 kDa で主に 3 つのド

メインと 6 つのサブドメインから構成されている。溶液中

での形状は，楕円体であり，分子サイズは，4.0 nm × 4.0 nm 
× 14.0 nm(1)である。本結果は，牛血清アルブミンが楕円体で

あることを考慮すると，実際の分子サイズと一致する。一

方，フィブリノーゲンの測定結果は，約 21.7 nm であった。

フィブリノーゲンは，分子量 340 kDa で 3 種類，合計 6 本の

ポリペプチド鎖が連結された直鎖構造を持つ。分子サイズ

は，約 45 nm ×9.0 nm×7.0 nm(2)であり，分子構造を考慮に入

れると，測定値と一致する。 

直径(nm)

散
乱
強
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フィブリノーゲン
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6.9nm

 
図 4.  牛血清アルブミンとフィブリノーゲンの粒径分布 

 

4．まとめ 

本研究では，生体関連分子認識用の測定装置として，検

出角度可変機能を付与した動的光散乱装置を試作した。角

度を変化させつつ，生体物質の最適検出条件を検討した結

果，生体物質であるウシ血清アルブミンおよびフィブリノ

ーゲンの検出に成功した。本研究の結果，試作した動的光

散乱測定装置は，サイズの異なる生体分子の識別が可能で

ある。これは，生体分子の認識に用いられる抗原抗体法に

より，認識前後の体積変化をモニタリングすることで，目

的とする生体物質の有無をセンシングできることを示して

いる。本装置を実際のセンシングに用いるためには，安価

にすることが絶対条件である。そのために安価なレーザー

や検出器を用いて感度良くセンシングできるシステムの構

築が必要である。今後は，試作した装置をもとに，バイオ

センシングに特化した低価格な装置へと改良を進め，企業

への技術移転を目指す予定である。 

（平成 23 年 5 月 23 日受付，平成 23 年 8 月 4 日再受付） 
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1．はじめに 

照射食品の検知法として，熱ルミネッセンス（ＴＬ）法，

光ルミネッセンス（ＰＳＬ）法，電子スピン共鳴（ＥＳＲ）

法，シクロブタノン法などが知られている。ＴＬ法および

ＰＳＬ法は，食品中に含まれる鉱物の熱や光による発光を

検出するため，鉱物の含有量が極端に低い食品では照射の

有無を判断することが難しい。ＥＳＲ法は，照射で生成す

る不安定なラジカルを検出する方法であり，セルロースや

糖類を含んだ食品や骨のついた肉・魚にのみ，適応できる。

また，シクロブタノン法は，中性脂肪から生成する 2-アル

キルシクロブタノンを測定するものである。このように，

すべての照射食品に対応可能な検知法は存在しない。特に，

アミノ酸を含んだ食品に対する有力な検知法は知られてい

ない。一方，食品中には L-体のアミノ酸のみが存在し，L-
体のアミノ酸を水溶液中で放射線照射すると，D-体のアミ

ノ酸が生成すると報告されている(1),(2)。D-体のアミノ酸の生

成効率は低いが，高分離高感度で測定することができれば，

アミノ酸含有食品の照射の有無の判定に利用できると期待

される。そこで，L-体と D-体を高効率で分離できるカラム

を利用したキラル分析を行うことにより，どの程度の照射

で D-体アミノ酸の検出ができるかを検討することとした。 

2．実験方法 

 2． 1 放射線照射による D-アミノ酸生成の確認 
20mM の L-トリプトファン水溶液をγ線照射し，D-体の

生成割合を高速液体クロマトグラフ（ＨＰＬＣ）で測定し

た。ＨＰＬＣ分析にはトリプトファンと特異的に親和性が

高く，L-体と D-体の分離がよいウシ血清アルブミンを担持

させたアフィニティーカラム（Shodex AFpak ABA-894）を

使用した。このカラムは，トリプトファンが D-体,L-体の順

で分離でき(3.1 分)，他のアミノ酸では D-体,L-体とも D-ト
リプトファンの前に出る。また，トリプトファンの分割は

キャピラリー電気泳動でシクロデキストリン含有バッファ

を使用して分離した場合(0.3 分)より分離がよかった。 
分析条件は，溶離液 50mM トリス塩酸緩衝液 0.15M 塩化

ナトリウム，流速 1.0mL/分，検出波長 280nm であった。 
 2．2 照射した大豆中に生成するアミノ酸類の分析 

トリプトファンを含む食品として，大豆からのアミノ酸

を遊離して，γ線照射による変化が見られるかを検討した。 
大豆からのアミノ酸の遊離は，一昼夜水に浸透して煮沸

した大豆をホモジナイズ・遠心分離し，上澄みに 10%トリ

クロロ酢酸を添加・限外濾過し，ろ液にヘキサンを添加・

遠心分離したものを分析試料とした。分析方法は，前節に

従った。 

3．結果および考察 

 3．1 γ線照射による D-トリプトファンの生成 

26kGy 照射した試料のクロマトグラムを図１に示す。ト

リプトファンの放射線照射により，光学異性体の他にヒド

ロキシトリプトファンやラジカル類の二量体が生成するこ

とが知られている(3)。二量体類は，単体より親和性が低く保

持されにくいと考えられるため，トリプトファンの前に検

出されているピーク群は二量体類と推定される。 

L-トリプトファン
dT=3.1min

D-トリプトファン

窒素飽和、26kGy照射

 
 
  ＊１）バイオ応用技術グループ 

図 1.  L-トリプトファン水溶液をγ線照射した試料のクロマト

グラム 

保
持
時
間
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L-トリプトファンに対する D-トリプトファンのピーク面

積の比を D-体の生成割合として求めた。空気飽和，窒素飽

和，酸素飽和での D-体生成割合を図２に示す。酸素飽和の

系では，D-体生成効率が低かった。また，空気飽和の系に

おいて，5kGy 照射で D-体の生成が確認できることがわかっ

た。 
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 3．2 大豆中の照射生成物質の分析 

16kGy 照射した大豆から抽出した成分のクロマトグラム

を図３に示す。D-トリプトファンと見られるピークは認め

られるが，未照射の大豆から遊離された試料中でもほぼ同

じ場所にピークが見られ，D-トリプトファンに他の成分が

重なっていると考えられる。L-トリプトファンに対する D-
トリプトファン＋αのピーク面積の比を図４に示す。照射

により，D-体を含むピーク面積の割合が増加していること

がわかった。 
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4．まとめ 

ウシ血清アルブミンを担持したカラムを用いることによ

り，トリプトファンの D-体と L-体を分離することができた。

照射した大豆から遊離した成分をトリプトファンの光学分

割ができるカラムで分析すると，未照射と比較して，D-体
を含むピーク面積の割合が増加することがわかった。 

発酵食品や貝・タコ・エビ等の食材で，微量の D-アラニ

ンや D-アスコルビン酸が存在することが報告されている

が，D-トリプトファンに着目して分析する事により，照射

の有無を判断できると期待できる。 
（平成 23 年 5 月 23 日受付，平成 23 年 8 月 11 日再受付） 
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Chim. Phys., 94, 390 (1997). 
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図 2. 吸収線量に対する D-トリプトファンの生成割合の変化

図 3. γ線照射(16kGy)した大豆から抽出した成分のクロマトグラム

←L-トリプトファン 

←D-トリプトファン（他成分と分離不可）

図4. 照射による大豆中のD-トリプトファンを含むピークの割合の

変化 
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1．はじめに 

触媒は，VOC（Volatile Organic Compounds, 揮発性有機化

合物）などを低温で分解することが可能であるため，自動

車や工場の排気ガス処理などに幅広く利用されてきた。

VOC を分解する触媒として貴金属の白金がよく使用されて

いるが，白金は VOC の種類により得意不得意があり，また，

水分が存在することで分解が阻害されやすくなるという問

題がある。筆者らは，このような白金触媒の問題を解決し，

且つ VOC の分解性能は同等である安価な Co, Ce, Cu 酸化物

触媒を報告した(1)。このように VOC 種による分解性能の差

が少なく，水分にも強い触媒は VOC の処理のみでなく，触

媒を用いた VOC センサなどへの適用も有効である。上記報

告では，粉末状の Co, Ce, Cu 酸化物触媒を押出成形してお

り，様々な用途へ適用するには強度的に脆いことや円柱状

のため充填した際にショートパスが出来易いなどの問題が

あった。そこで，今回はこの Co, Ce, Cu 酸化物触媒を，様々

な用途へと適用しやすい球状の担体へ担持をすることで担

持触媒を作製し，その性能の評価を行った。 

2．担持触媒の作製及び評価 

 2． 1 担持触媒の作製  担体として，球状で直径が 1
～3 ㎜のアルミナ（アズワン製），活性アルミナ（住友化学

製），ゼオライト（和光純薬製）をそのままの状態で使用し，

含浸法により触媒の担持を行った。含浸溶液には，Co(NO3)2，

Ce(NO3)3，Cu(NO3)2 の水和物を，それぞれの金属イオンの

モル濃度が 1.53 M，1.53 M，0.34 M となるように調製した

溶液を用いた。この溶液に，約 1 分間担体を浸漬後，所定

の温度により 60 分間の焼成を行い，この操作を 3 回繰り返

すことで触媒の担持を行った。なお，焼成温度は，1 回目，

2 回目の担持が 250℃で，3 回目は 550℃で行った。作製し

た担持触媒を図 1 に示す。また，Co, Ce 酸化物触媒は比表

面積が高いほど分解性能も高いことが分かっている(2)。そこ

で，含浸溶液にメチルセルロース（以下 MC）を 2 wt%およ

び 8 wt%添加し，焼成過程で MC を分解気化させることによ

り細孔を形成させ，比表面積を増加させることも試みた。

なお，アルミナへ担持したサンプルは AB，活性アルミナ担

持サンプルは AAB，ゼオライト担持サンプルは ZB とした。

トルエン分解性能の比較サンプルとして，押出成形触媒を

既報の製法(1)により作製した。 

 
 2．2 触媒の評価  担体及び担持触媒の比表面積及び細

孔分布の測定は吸着量測定装置（日本ベル製 Belsorp 18 
plus）を使用した。 
トルエンの分解性能評価に用いた装置の概略を図 2 に示

す。作製した担持触媒を反応管に充填し，濃度 100 ppm の

トルエンガスを流量 380 ml/min で流した。担持触媒は，空

間速度（SV）が 5000 h-1 となる量を充填した。反応菅出口

のトルエン濃度及び CO2 量の測定には，それぞれ，GC/MS
（Agilent 製 GC7890/5975 MSD）及び赤外線式 CO2 モニタ

ー（理研計器製 RI-215D）を用いた。 
 

コンプレッ
サー

MFCMFC
GC/
MS

流量コン
トローラー

反応管

ヒーター

トルエン
（液体）

VOCガス

CO2計

 
 

3．結果と考察 

 3．1 担持量及び比表面積  担体の比表面積と作製した

サンプルの触媒担持量及び比表面積を表１に示す。表 1 よ
＊１）地域結集事業推進室 
＊２）材料技術グループ 

     
図 1.  アルミナ担体（左）と触媒担持アルミナ（右） 

ノート 

図 2.  動的触媒評価装置の概略図 
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り，活性アルミナ担体は，アルミナ担体やゼオライト担体

よりも比表面積が一桁以上大きく，多くの細孔を有してい

ることがわかる。細孔の容積が大きければ，そこへ保持さ

れる触媒の量が増えるため，触媒の担持量は多くなると予

想される。作製したサンプルにおいても，担体の比表面積

が大きいほど触媒の担持量は多く，予想通りの結果となっ

た。一方，比表面積は，アルミナ及びゼオライトにおいて

は，触媒担持後に増加したが，活性アルミナでは逆に減少

していた。活性アルミナ担体の触媒担持前と触媒担持後の

細孔分布を見てみると，担持前よりも担持後のほうが細孔

の量が減っていることがわかった（図 3 参照）。このことか

ら，アルミナとゼオライトでは，担持された触媒の比表面

積のために，担持後の比表面積が大きくなったものの，活

性アルミナの場合は，担体がもともと持っていた細孔を触

媒が塞いでしまったことが大きく影響し，全体の比表面積

が減少したと考えられた。 
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次に，MC を 2 wt%及び 8 wt%添加した含浸溶液により担

持を行ったサンプルの担持量及び比表面積を表 2 に示す。

表 2 より，MC を添加したものは，その添加量の増大に応じ

て担持量が減少していた。一方，比表面積は MC を 8 wt%
添加したサンプルにおいて増大が見られたものの，比表面

積を増大させる効果は小さかった。 

 

 3．2 トルエン分解性能評価  作製した担持触媒と押出

成形触媒のトルエン分解性能の比較を図 4 に示す。なお，

ゼオライト担持触媒は，焼成中に割れるなど強度に問題が

あったため，トルエン分解性能評価は行わなかった。アル

ミナ担持触媒と活性アルミナ担持触媒を，CO2への転化率が

90%になる温度で比較すると，比表面積の大きい活性アルミ

ナ担持触媒の方が約 10℃程低くなっており，やや高いトル

エン分解性能を示した。しかし，アルミナ担持触媒と活性

アルミナ担持触媒は，担持量で約 33 倍，比表面積では約 37
倍差があることから考えると，担持量や比表面積の増加に

よるトルエン分解性能の向上効果は小さかった。一方，押

出成形触媒と比較すると，触媒担持活性アルミナは，比表

面積が大きいにもかかわらず，トルエン分解性能はやや劣

る結果となった。このことから，今回の方法で担持された

触媒は，押出成形触媒と比べてその製法の違いにより，触

媒の性状が違っているためにトルエンの分解性能が低かっ

たと考えられた。押出成形触媒と同等の分解活性性能を持

たせるためには，含浸溶液や担持方法，触媒の性状による

トルエン分解性能の違いなど，さらに検討する必要がある。 
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4．まとめ 

Co, Ce, Cu 酸化物触媒の担持において，比表面積の大きい

担体へ担持を行えば，担持触媒の分解性能を増加させるこ

とができたが，担体の持つ比表面積を効果的に利用するた

めには，触媒の分散度を高める必要がある。含浸溶液へメ

チルセルロースを添加することにより，担持触媒の比表面

積を改善することはできるが，その量は限定的であった。

押出成形により作製した触媒と同等以上の触媒性能を得る

ためには，含浸溶液や製法などさらなる検討を行う必要が

ある。 
本研究は(独)科学技術振興機構(JST)・東京都地域結集型

研究開発プログラム「都市の安全・安心を支える環境浄化

技術開発」の成果によるものである。 
（平成 23 年 5 月 23 日受付，平成 23 年 8 月 22 日再受付） 
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表 2. メチルセルロース（MC）添加による影響 

サンプル 
含浸溶液へ

の添加物 

担持量 

(mg/cm3) 

比表面積

(m2/g) 

AAB-1 なし 0.939  121.2  

AAB-2 MC(2wt%) 0.789  120.8  

AAB-3 MC(8wt%) 0.733  126.8  

表 1. 担持触媒の触媒担持量と比表面積 

サンプル 触媒担持 
担持量 

(mg/cm3) 

比表面積

(m2/g) 

アルミナ担体 なし - 0.9 

AB-1 あり 0.030  3.3  

ゼオライト担体 なし - 11.3  

ZB-1 あり 0.131  19.0  

活性アルミナ担体 なし - 184.0  

AAB-1 あり 0.939  121.2  

押出成形触媒 - - 102.0 

図 4.  押出成形触媒と担持触媒のトルエン分解性能 

図 3.  活性アルミナ担体と担持触媒アルミナの細孔分布
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1．まえがき 

 塗装工場におけるVOC削減は大気汚染や悪臭を防止する

ため重要である。特に乾燥炉においては臭気の強い VOC が

発生することから(1)，対策として処理装置の設置が望ましい

が，中小事業所にて導入するにはコストが課題となる。コ

ストを下げるためには，炉内濃度が爆発下限界値の基準を

超過しない範囲で，処理風量（乾燥炉の排気風量）を下げ

ることがポイントである。環境省による排出濃度実測調査

等では吹付塗装用の乾燥又は焼付施設の排出濃度の中央値

は概ね 480ppmC とあり(2)，排気風量を現状より減らしても

爆発下限界値の 30%（トルエン 1.3%×0.3×7=27300ppmC）
未満(3)をクリアでき，ランニングコストを下げうる可能性が

ある。そこで本調査では，排気風量と乾燥炉内 VOC 濃度の

関係を調査し，排気風量の低減化の可能性について考察し

た。 

2．実験概要 

 塗装ブースにおいて，ロボットを使用してメラミン樹脂

塗料を 14 枚のアルミ平板に塗布し，熱風乾燥炉（金庫形電

気式 4.5 m3）で焼付乾燥（130℃で 20 分間）を行った。作業

は表 1 の 4 条件で行い，その間の VOC 濃度を塗装ブースダ

クト（排気風量 160 m3/min）および乾燥炉ダクトにおいて

FID（東亜ディーケーケー GHT-200 型）により測定した。

このとき，塗装前，塗装後，乾燥後のアルミ平板の重量を

測定し，塗布された塗料の重量およびセッティング，乾燥

時に揮発した成分の重量を求めた。 
 一方，上記と同様の塗装条件で塗料をアルミ平板に塗布

して重量変化を求め，セッティング時の VOC 発生量を算出

した。また，使用した塗料の揮発成分重量は，塗料を炉で

乾燥させたときの重量変化から算出した。 
 

表 1. 実験条件一覧 

 セッティング

場所 
セッティング 
時間（min）* 

乾燥炉 
排気風量 

（Nm3/min）** 

換気回数 
（回/min）***

① 炉内 1-27 (14) 5 1.11 
② 炉内 1-27 (14) 1.5 0.33 
③ 炉内 1-27 (14) 0.75 0.17 
④ 炉外 12-37 (24) 1.5 0.33 
*セッティング時間は 14枚の最小値-最大値(平均値)  **昇温前の測定値（標

準状態）  ***排気風量を炉容積で割った値 

 

3．実験結果 

 3．1 各工程における VOC の発生量  塗装時，セッティ

ング時，乾燥時の塗料からの VOC の発生量を表 2 に，その

割合を図 1 に示す。条件④では他の条件と比較して炉外で

のセッティング時間が長いため，セッティング時の VOC の

発生量が多く，その分乾燥時の発生量が少なかった。 
表 2. 各工程における VOC の発生量（g） 

 条件* 塗装時 セッティ

ング時 乾燥時 

① 炉内 5 m3/min 186 25 42 
② 炉内 1.5 m3/min 180 25 38 
③ 炉内 0.75 m3/min 186 25 39 
④ 炉外 1.5 m3/min 184 43 20 

*セッティング場所と乾燥炉排気風量 

塗装時 セッティング時 乾燥時
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図 1. 各工程における VOC の発生量の割合（wt%） 

＊１）地域結集推進室 ＊２）材料技術グループ 
＊３）バイオ応用技術グループ ＊４）表面技術グループ 
＊５）東京大学 
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 3．2 塗装ブースダクトにおける VOC 濃度  塗装ブース

ダクトにおける VOC 濃度の結果を表 3 に示す。塗装時のピ

ーク濃度および平均濃度は，160±4ppmC，53±2ppmC であ

り，再現性のよい濃度条件となったことがわかる。 
表 3. 塗装ブースダクトにおける VOC 濃度（ppmC） 

条件 ① ② ③ ④ 
平均 
±SD 

変動係数 
（%） 

ピーク濃度 161  161  155  164  160±4 2 
平均濃度 55  49  54  53  53±2 5 

 

 3．3 乾燥炉における VOC 濃度  乾燥炉ダクト内 VOC
濃度変化のうち，被塗物を炉内にセッティングし，排気風

量を変えた条件（①5.0 m3/min，②1.5 m3/min，③0.75 m3/min）
を比較したものを図 2，表 4 に示す。排気風量が少ないとき

ピーク濃度は高くなったが，排気風量の減少割合に比べて

濃度の増加割合は低かった。 
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図 2. 排気風量の違いによる乾燥炉ダクト内 VOC 濃度変化 

 

表 4． 乾燥炉ダクト内 VOC 濃度（ppmC） 

 条件* 平均 
濃度 

ピーク 
濃度 

130℃ 
到達時 
濃度 

乾燥 
終了時 
濃度 

① 炉内 5 m3/min 190 1150 40 18 
② 炉内 1.5 m3/min 239 1483 51 13 
③ 炉内 0.75 m3/min 282 1696 82 28 

*セッティング場所と乾燥炉排気風量 

 
 次に，セッティング条件の違い（条件②，④）による乾

燥炉内 VOC 濃度を比較したものを図 3 に示す。 
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図 3. セッティング条件の違いによる乾燥炉内 VOC 濃度変化 

 炉外でセッティングすることにより，平均濃度は 24%，

ピーク濃度は 20%まで低減した。ただし，炉外にセッティ

ングした場合，作業環境の VOC 濃度が上昇しないよう十分

な排気をする必要がある。 
 3．4 乾燥炉における VOC 排出量に関する考察  乾燥炉

ダクトにおける平均 VOC 濃度，排気風量，乾燥時間から

VOC 排出量を見積もると（平均 VOC 濃度×排気風量×乾

燥時間），排気風量が小さい場合，VOC 排出量も少なくなる

傾向がみられた（表 5）。この値は，乾燥による重量変化か

ら求めた VOC 発生量と比べると，11～76%となった。同じ

セッティング条件の①，②，③のデータを比較すると，排

気風量が小さいほど排出量/発生量比が小さい。この結果は，

排気ダクト以外の隙間からのVOCの漏出や吸気と排気のシ

ョートカットの可能性を示唆し，排気風量が小さいほど漏

出やショートカットが多くなったと考えられる。実際，乾

燥炉は安全のため完全に密閉にしていない。漏出の場合，

作業環境の VOC 濃度が上昇する可能性があり，ショートカ

ットの場合，炉内濃度が上昇する可能性があるため，これ

らに注意して排気風量の低減を行う必要がある。 
表 5． 乾燥炉における VOC 排出量および発生量の比較 

 条件 
乾燥炉ダクト 

VOC 
排出量* g 

乾燥炉内 
VOC 

発生量** g 

排出量/
発生量 

% 
① 炉内 5 m3/min 32 42 76 
② 炉内 1.5 m3/min 11 38 29 
③ 炉内 0.75 m3/min 6 39 15 
④ 炉外 1.5 m3/min 2 20 11 

*VOC 濃度から算出。VOC の分子量は 96.3 とした（キシレン 54wt%，エチ

ルベンゼン 22wt%，ブタノール 23wt%）。**重量変化から算出 

 

4. まとめ 

 乾燥炉の排気風量と VOC 濃度の関係を調査した結果，排

気風量を減少させた場合および焼付乾燥前の炉外にセッテ

ィングして VOC を揮発させた場合に，乾燥炉内でのピーク

濃度が低くなり，排気風量の低減化の可能性が示された。

ただし，排気風量を少なくすると VOC が作業環境へ漏出す

るもしくは排気がショートカットすることが示唆されたた

め，排気風量の低減化のためには更なる検討が必要である。 
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簡易チェックゲージによるマルチスタイラスプローブの評価 
 

中西 正一＊１）  西村 信司＊１）  中村 弘史＊２） 

 
Evaluation of multi stylus probe with simple check gauge 

Shoichi Nakanishi＊１）,  Shinji Nishimura＊１）,  Hiroshi Nakamura＊２） 
 

キーワード：三次元座標測定機，マルチスタイラス 

Keywords：Coordinate Measuring Machine, Multi-stylus 

1．はじめに 

三次元座標測定機（以下，CMM）は，機械部品等の三次

元形状，寸法や幾何偏差などを測定するために広い分野で

利用され，ものづくりにおいて品質評価を行う際に重要な

役割を担う測定機である。測定機器は，日々の状態を検査

しながら使用することで精度を常に保ち，測定の信頼性が

確保できる。CMM においても同様であり，CMM の日々の

状態を短時間で検査するためのゲージ類は，既にいくつか

の企業等で開発され販売されているものもある(1) (2) (3) 。 
これらのゲージ類や JIS B 7440-2 に準拠した定期検査は，

様々な誤差要因を排除するため１本のスタイラス又は 1 姿

勢での寸法検査のみに重点がおかれているが，CMM の測定

において，測定対象物に合わせてマルチスタイラス又は複

数姿勢による測定を行う場面も多い（図１参照）。この測定

では，スタイラス間又は姿勢間の相関が確認できていなけ

ればならない。このような検査は JIS B 7440-5 で規定されて

いるが，あまり実施されていないのが現状である。そこで，

CMM の寸法検査と同時にプロービングシステムの検査を

簡易的に短時間で行うことができる日常点検として使用可

能な簡易チェックゲージを開発した。 

  

図 1. マルチスタイラス 

左：固定式マルチスタイラスプロービングシステム 

右：回転式プロービングシステム 

 

2．CMM 簡易検査の必要性 

 CMM の検査は，JIS B 7440-2 に準拠した定期検査を１年

毎又は複数年毎にメーカに委託しているケースが多い。こ

の JIS B 7440-2 に準拠した定期検査は，ブロックゲージのよ

うな端度器を標準器として，図２のように７方向において

それぞれ寸法検査を行う。CMM ユーザ自身が検査を行うこ

ともできるが，検査に数日間要する上に必要な機器や維持

費等が高額で高度な作業を必要とするため，メーカに委託

せざるを得ないのが実情である。 
一方，JIS Q 17025 などでは，計測機器の定期検査周期内

に使用前点検や中間精度検査などをすることで計測機器を

常に適正に維持管理する体制を要求している。CMM におい

てもメーカに委託する JIS B 7440-2 に準拠した定期検査周

期間の 1 年又複数年の間の日常管理体制を構築できれば，

測定の信頼性が確保できる。そのためには，簡単に短時間

で CMM の状態を簡易的に検査できるゲージ類や手法等が

必要であり，CMM においても使用前点検や中間精度検査が

可能となる。常に精度が維持できているかを確認しながら

使用することで早期異常発見，定期検査周期の見直しにも

繋げることができる。 
 
 
 
 
 
 
 

図 2. JIS B 7440-2 に準拠した定期検査例 

 

3．開発した簡易チェックゲージの概要 

開発した簡易チェックゲージを図３，仕様を表１に示す。

半球状の本体で，シャフトに９個の窒化珪素球を取り付け

た構造になっている。半球状の本体材質を超低熱膨張ファ

インセラミックス(4)，シャフトの材質をステンレスと負の熱

膨張係数である炭素繊維強化プラスチック（CFRP）を組み

合わせて熱膨張を相殺するように配慮ことで，温度による

寸法変化が小さいため，測定環境による結果の補正の必要

がなく 20 ℃以外の環境下に設置されているCMMの検査に
＊１）高度分析開発セクター 
＊２）城東支所 
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も対応可能としている。また，重量約 6 kg であり，安全に

持ち運ぶことが可能である。さらに，簡易チェックゲージ

の姿勢を変更せずに１つのボールを複数のスタイラス又は

複数姿勢のスタイラスが重複してすべてのボールを測定す

ることができ，通常の寸法検査の他にマルチスタイラス間

の相関を確認することができる。姿勢を変更しないことで

図１に示す固定式マルチスタイラスプロービングシステム

の５本のスタイラスで簡易チェックゲージの９個のボール

すべてを測定しても約 30 分で検査を終了することができ，

複数のスタイラスを用いた測定の信頼性向上に繋がる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3. 開発した簡易チェックゲージ 

 
表 1. 簡易チェックゲージの仕様 

サイズ(W×D×H) 250 mm×250 mm×280 mm
本体材質 ネクセラ(超低熱膨張ファインセラミックス)

本体熱膨張係数 0±0.02×10-6/K
シャフト長さ 130 mm
シャフト材質 炭素繊維強化プラスチック【CFRP】
球材質 窒化珪素
球直径 25.40 mm(中央)，19.05 mm(中央以外)
総重量 約6 kg

 

 

4．検査 

今回は，西が丘本部にある CMM の固定式マルチスタイラ

スプロービングシステムを簡易チェックゲージを用いて検

査した。西が丘本部にある CMM の仕様を表２に示す。検査

は，簡易チェックゲージの 9 個の球を 5 本のスタイラスす

べてにおいて測定を行った。測定箇所は，スタイラスの方

向によって決まる極 1 点及び極の下 90 度（すなわち，赤道

上）の等間隔の 4 点とした。この測定点からそれぞれの最

小二乗球の中心座標値を算出し，それぞれのスタイラスで

の結果の比較を行った。 
表 2. 西が丘本部 CMM 仕様（メーカ仕様） 

型式 LEGEX707

プローブ 固定型(MPP5)

最大許容指示誤差 0.48+L/1000 μm

最大許容プロービング誤差 0.6 μm

 

5．評価 

西が丘本部の CMM で簡易チェックゲージを測定した 5

本のスタイラスにおける下向きの No.1 スタイラス（図１参

照）の結果を参照値として，その他 4 本のスタイラスの測

定結果を比較した結果を図４に示す。すべてのスタイラス

の中心座標値の偏差が 1 μm 以下であり，表２の CMM 仕

様から固定式マルチスタイラスプロービングシステムの信

頼性，それぞれのスタイラスでの相関が確認できる。 

 
西が丘本部　マルチスタイラス偏差

【No.1スタイラス参照値】
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図 4.  固定式マルチスタイラスプロービングシステム検査

結果 

 

6．まとめ 

 簡易チェックゲージの測定時間は，すべてのボールをす

べてのスタイラスで測定しても 30 分程度で終了する。日常

的に複数本のスタイラス又は複数姿勢での測定を行う場

合，通常実施されている寸法検査の他にプロービングシス

テムの誤差も極めて重要である。今回は，固定式マルチス

タイラスプロービングシステムの検査を行ったが，回転式

プロービングシステムの検査も同様の方法で可能である。

また，今回は No.1 スタイラスの結果を参照値としたが，正

確な値付けを行うことで寸法検査も可能である。 
簡易チェックゲージは，すべてのボールを複数のスタイラ

ス又は複数の姿勢で重複して測定することで，スタイラス

間の相関が確認可能であると同時に複数のスタイラス又は

複数姿勢を用いた測定の高信頼性化に繋げることができ，

CMM を適正に維持管理するための一手法として簡易的に

検査が可能なチェックゲージの開発ができた。 
今後は，この簡易チェックゲージの経年変化の有無を確

認し，実用化に向けて取り組みたいと考える。 

（平成 23 年 5 月 18 日受付，平成 23 年 8 月 19 日再受付） 
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1．諸 言 

衝撃荷重試験(1)(2)は，実際の製品使用状況に類似した実証

試験が行えるため，関連製造業の関心は非常に高い。実際，

衝撃荷重計測に関する技術相談件数は，年々増加傾向にあ

る。しかしながら，従来の衝撃荷重試験では，定性的な評

価にとどまることが多く，製品の衝撃特性を適切に評価す

るための定量的データ取得については，評価手法が標準化

されていないのが現状となっている。 
著者らは，既報(3)において落錘式衝撃特性評価試験機を試

作し，衝撃特性の定量データ取得を可能とした。しかしな

がら，試験機から得られるデータの妥当性については検討

されていない。そこで本研究では，モデル試験体に対し衝

撃試験を行い，モデル試験体ひずみ量から得られる衝撃荷

重値と試験機から得られる衝撃荷重値との比較を行うこと

で，データの妥当性を検討した。また，アルミ缶を被試験

体とし，静圧縮荷重試験，衝撃荷重試験を行い、その結果

を比較することで，試験データの妥当性の検討を行った。 

2．実験装置及び方法 

本研究で用いた試験装置は，既報(3)と同一であるため，そ

の概要のみ図 1 に示す。図 2 は，モデル試験体の概略であ

る。材質は，天然ゴム（硬度 60）およびアルミニウム合金

（A5056）とした。形状は，直径φ50mm の円柱形であり，

高さはそれぞれ 300mm，100mm となっている。モデル試験

体中央部にはひずみゲージが貼付されており，衝撃試験時

のひずみ量から，次式にて衝撃応力σεが算出される． 
ε⋅=σε E  ................................................................... (１) 

 （ε：ひずみ） 

また，アルミ缶は既製の 350ml 缶を用いた。被試験体変形

量 x は，落下重錘に取り付けられた加速度センサの読取値

より，次の(2)－(4)式にて求めた。 

( )210 hhg2v −=  ..................................................... (２) 
( ) ( )dttavtv 0 ∫+=  ................................................ (３) 

( ) ( )dttvtx ∫=  ......................................................... (４) 
＊１）実証試験セクター 

図 2. モデル試験体（左：アルミ材，右：ゴム材） 

吊上げハンドル 
 
ワイヤ 
 
落下重錘： 
 最大重量 200N 
 最大落下高さ 1.5m
 
加速度計： 
 容量±2000G 
 
被測定物 
 
ロードセル： 
 容量 20kN 

ノート 

図 1. 落錘式衝撃特性評価試験機概要 
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（v0：落下重錘の被試験体接触時速度，g：重力加速度，h1：

重錘落下高さ，h2：被試験体高さ，v：速度，t：時間，a：
加速度） 
なお，衝撃荷重の実測においては，ロードセルを水晶圧電

式にすることで，500kHz でのサンプリングを可能とした。 

3．実験結果及び考察 

図 3，図 4 にモデル試験体に対して、落錘重量 50N、落下

高さ 5mm の条件下で衝撃試験を行った結果を示す。ここで，

時間軸表示範囲は，落下重錘が制止するまで時間としてい

る。ゴム材において，図 3 中点線で示すひずみ値から算出

された衝撃荷重と実線で示す試験機の衝撃荷重出力値は，

時系列の挙動も含め，概ね一致を示している。一方，アル

ミ材の衝撃圧縮現象は非常に短時間であるため，試験機応

答性の問題から 0.6msec 付近の衝撃荷重極小値に差異がみ

られる。しかしながら，荷重極大値については，時系列の

挙動，荷重値ともに一致している。この結果から、試験機

の荷重出力値の妥当性が確認できる。 
図 5 に既製アルミ缶（350ml）に対して静圧縮荷重試験お

よび重錘重量 100N，落下高さ 0.5m（負荷エネルギ 38J）と

重錘重量 150N，落下高さ 0.5m（負荷エネルギ 57J）の 2 種

類の条件下で衝撃荷重試験を行った結果得られた荷重－変

位線図を示す。なお，静圧縮荷重試験は 20mm/min の試験速

度で行った。本研究における衝撃荷重試験条件では，ひず

み速度が遅いため，被試験体の変形に対する速度依存性は

ないと考えられる。したがって、静圧縮荷重試験と衝撃荷

重試験の挙動は，アルミ缶が弾性的に変形する変形初期段

階において一致する。図中の試験結果においても，変位 1mm
までの変形初期では，静圧縮荷重試験と衝撃荷重試験の荷

重変化は一致しており，弾性率がほぼ等しいことが観察で

きる。このことから，本試験機による衝撃特性評価手法の

妥当性が確認できる。 

4．まとめ 

円柱形モデル試験体に対し衝撃試験を行った結果，ひず

み計測による荷重値と衝撃試験機の荷重出力値が，時系列

の挙動も含め，概ね一致を示していることが確認できた。

また，衝撃試験機荷重センサの応答性を高めることにより，

実製品（アルミ缶）の衝撃試験において，変形初期の挙動

を取得することが可能となり，静圧縮荷重試験時の挙動と

一致していることが確認できた。以上のことより，本試験

機による衝撃特性評価手法の妥当性が確認できた。 
（平成 23 年 5 月 19 日受付，平成 23 年 6 月 24 日再受付） 
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金属材料引張試験における耐力測定の不確かさ評価の検討 
 

鈴木 悠矢＊１）  樋口 英一＊2）  櫻庭 健一郎＊1）  松原 独歩＊1） 

 
Study on uncertainty of proof stress in tensile test for metallic materials 

Yuya Suzuki＊１）,  Eiichi Higuchi＊２）,  Kenichiro Sakuraba＊１）,  Doppo Matsubara＊1）  
 

キーワード：引張試験，耐力，不確かさ 

Keywords：tensile test, proof stress, uncertainty 

 

1．はじめに 

ISOや JISの普及，ものづくりのグローバル化などにより，

試験事業者にとって試験結果の信頼性向上は必須項目とな

ってきている。高い信頼性を外部に発信する方法として，

試験事業者登録制度（JNLA）への登録や，計量法校正事業

者登録制度（JCSS）における計測機器の校正がある。しか

し，都産技研では金属材料引張試験において JNLA に登録し

ていないのが現状である。また，これらの登録制度に関す

る国際規格は ISO/IEC 17025（JIS Q 17025）(1)であり，この

規格の要求事項に適合するためには，計測機器のトレーサ

ビリティを確保すると同時に不確かさ評価を行い，試験・

校正の信頼性や適合性を評価する必要がある。 
そこで本研究では，今後 JNLA へ登録することを目標に，

金属材料引張試験における「耐力」の不確かさの要因を調

査し，その評価方法を検討した。 

2．調査対象 

 2．1 規格  金属材料の引張試験における適用範囲規格

は，JIS Z 2201(2)，JIS Z 2241(3)に規定されている試験とした。 
 2．2 試験片  今回の不確かさ要因を調査する試験片

は，JIS Z 2201 に規定されている図 1 に示す試験片（5 号試

験片）とした。試験片の材質は SUS304 とした。 

 
図 1. 評価対象試験片 

3．不確かさの要因抽出 

 耐力とはすなわち応力（σ）である。その計算式 

A
F

=σ  ........................................................................ (１) 

より，不確かさの要因は大別すると，力（F）の不確かさお

よび原断面積（A）の不確かさとなる。 
 3．1 力の不確かさ  力の不確かさ，すなわち力測定の

不確かさは，試験機の校正の不確かさ，測定のばらつきに

よる不確かさ，およびひずみ測定に起因する不確かさに分

けられる。 
 さらに，ひずみ測定に起因する不確かさは，測定に用い

るアンプやひずみゲージの精度，測定のばらつきによる不

確かさ，およびオフセット線の引き方による不確かさに分

けられる。ただし，「オフセット線の引き方」は，初期直線

部決定の手法を明確にする(4)ことにより，そのばらつきをな

くすことができる。したがって，「オフセット線の引き方」

は不確かさの要因から除外した。要因を減らすことで，不

確かさ算出の簡略化が期待できる。 

 

図 2. 「オフセット線の引き方」の除外 

 3．2 原断面積の不確かさ  原断面積とはすなわち試験

片の幅（W）と厚さ（T）の積 
WTA =  ...................................................................... (２) 

であるから，原断面積の不確かさは長さ測定の不確かさで
＊１）実証試験セクター 
＊２）城南支所 

ノート 

初期直線部決定手

法の明確化 

初期直線部決定の

あいまいさによる

ばらつき 
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あるといえる。そして，長さ測定の不確かさは，測定機器

の校正の不確かさ，および測定のばらつきによる不確かさ

に分けられる。 
 3．3 特性要因図  上記のように抽出した要因を，図 3
のように特性要因図にまとめた。 

 

図 3. 特性要因図 

4．不確かさの評価 

 図 3 のように抽出した要因に対して，不確かさを計算し，

それらを合成することで耐力の不確かさを算出した。算出

結果を表 1 に示す。表中のタイプは，A が統計的に解析可

能なもの，B がそれ以外のものである。不確かさの算出は，

文献(５)を参照した。 
表 1. 不確かさ算出結果 

 

 4．1 力測定の不確かさ  力測定の不確かさ uFのうち，

試験機の校正の不確かさ uF_calは校正業者が提出する試験機

の校正証明書の値から求め，測定のばらつきによる不確か

さ uF_repは試験の実測値から求めている。また，ひずみ測定

に起因する不確かさ uF_εは，ひずみ測定の実測値から求め

た測定のばらつきによる不確かさ uV と，メーカーのカタロ

グ値から求めたアンプおよびゲージ率精度の不確かさ ue，

uK を合成し，ひずみと力の関係から力の不確かさに変換す

ることで求めている。 
 このようにして求めた uF_cal，uF_rep，uF_εを合成して，力

測定の不確かさ uFとした。 
 4．2 長さ測定の不確かさ  長さ測定の不確かさ uT，uW

のうち，測長器の校正の不確かさ uT_cal，uW_calは校正業者が

提出する測長器の校正証明書の値から求め，測定のばらつ

きによる不確かさ uT_rep，uW_repは測定の実測値から求めてい

る。 
 このようにして求めた uT_cal および uT_rep，uW_cal および

uW_repをそれぞれ合成して，長さ測定の不確かさ uT，uWとし

た。 
 4．3 合成標準不確かさ  以上のように求めた uF，uT，

uW を合成して，合成標準不確かさとした。算出された不確

かさは，相対標準不確かさで 3.1%であり，ISO6892 付属書 J
に記載されている，耐力の不確かさ予想値 2%(6)を超えた。

大部分がひずみ測定に起因する不確かさであるので，ひず

みの測定方法に伸び計を用いるなど，より高精度にひずみ

を測定できる手法への変更が望ましい。 
 4．4 試験環境の不確かさ  試験環境の不確かさは，試

験片の断面積測定における測長器および試験片の熱膨張な

どが考えられる。しかし，試験温度範囲は，JIS Z 2241 に 10
～35℃と規定されており，この範囲内で試験を行えば不確

かさはほとんど無視できる。ただし，新本部移転後に試験

室の温度推移を測定し，規定の温度範囲内に入っているか

を確認する必要がある。 

5．まとめ 

 本研究では，金属材料引張試験における「耐力」の不確

かさの要因を調査し，その評価方法を検討した。 
 その結果，不確かさ要因として，「オフセット線の引き方」

を除外し，不確かさの算出を簡略化した。 
 ただし，算出された不確かさは，相対標準不確かさで 3.1%
であり，ISO6892 付属書 J に記載されている，耐力の不確か

さ予想値 2%を超えた。ひずみ測定に起因する不確かさが比

較的大きいため，ひずみの測定方法に伸び計を用いるなど，

より高精度にひずみを測定できる手法を検討する必要があ

る。 
 今後は，本研究で得られた不確かさの特性要因図や計算

方法をもとに，さらに耐力測定の不確かさ評価方法につい

て検討し，JNLA 登録を目指す。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 6 月 13 日再受付） 

文   献 

(1) JIS Q 17025 (2000)，試験所及び校正機関の能力に関する一般 

要求事項 
(2) JIS Z 2201 (1998)，金属材料引張試験片 
(3) JIS Z 2241 (1998)，金属材料引張試験方法 
(4) 松原独歩他：「金属材料の耐力評価法における問題点の定量的

把握」，東京都立産業技術研究センター研究報告，第 5 号(2010) 
(5) 飯塚幸三：「計測における不確かさの表現ガイド」，財団法人 

日本規格協会(2000) 
(6) 財団法人日本適合性認定協会：「JAB NOTE 2」(2000) 

  

- 121 -



東京都立産業技術研究センター研究報告，第 6 号，2011 年 
 

  

 
 

FBG 光ファイバー温度計の高感度化 
 

沼尻 治彦＊１）  佐々木 正史＊１）  高橋 真＊２）  畦本 雅宏＊２） 

 
Development of high-accuracy optical-fiber thermometer using fiber bragg grating 

Haruhiko Numajiri＊１）,  Masashi Sasaki＊1）,  Shin Takahashi＊2）,  Masahiro Azemoto＊2) 
 

キーワード：光ファイバー温度計，ＦＢＧ 

Keywords：optical – fiber thermometer, fiber bragg grating 

 

1．はじめに 

光ファイバーに紫外線を照射しファイバーの屈折率に変

化をつけることで回折格子を作り，様々な波長の光を入射

させると，格子の周期に比例した波長の光だけが強く反射

される。この格子の周期は温度や歪みによって伸縮し，反

射光の波長の変化を回折格子部の温度や歪みとしてとらえ

るセンサーが FBG(Fiber Bragg Grating)センサー(1)である(図
１参照)。FBG の最大の特徴は，1 本の光ファイバー上に複

数のセンサー部を設けることができることがあげられる。

また電気を使わないため引火物の近傍での使用，雷などの

影響を受けず電磁ノイズを嫌う機器のそばでも使えるなど

の特徴がある。この特徴を活かし主にサーバールーム内や

プラント，地下構造物など長距離・多点計測での温度計測

に用いられることが期待されている。 
しかし高精度な温度計として一般的に使用されている測

温抵抗体の精度は 0.01 ℃以下であるが，ＦＢＧを用いた光

ファイバー温度計ではファイバーを筐体に納めた際の筐体

からの歪みの影響や校正方法の未整備などにより 0.5 ℃程

度と差がある。一方測定現場では 0.1 ℃程度の精度が求め

られているのが現状であり，ＦＢＧを高感度にすることで

精度を上げ信頼性を確保することを目指した。 
光ファイバー 回折格子

入射光

反射光

λ= 2nΛ
Λ

透過光

 

2．高感度化 

高感度化としてはこれまでホウ素などを添加してファイ

バーに高圧水素充填を施す方法(2)やテフロン基板に接着す

る方法(3)などが試されているが，今回は石英ガラス(熱膨張

率：αg )より熱膨張率の大きい物質として金属(熱膨張率：

αm )をコーティングすることで，その熱膨張にファイバー

を追従させることを試みた(図２参照)。これにより，温度以

外の要因によって波長が変動しても，温度精度への影響が

小さくなることを狙った(図３参照)。また，この構造にする

ことでファイバーのセンサー部へのたわみ・ひずみがかか

りにくくなり，ばらつきも抑えられると考えられる。 
 

光ファイバー

(熱膨張率αg )
金属等

αm( >αg )

現在 改良案

 
 

 

3．実験及び結果 

 3．1 メタライズ ファイバー 

金属コーティングはニッケルを無電解および電解めっき

することで形成した。コーティングを施した光ファイバー

(メタライズ ファイバー)の仕様を表 1 および図４，図５に

示す。 

 
＊１）実証試験セクター 
＊２）株式会社レーザック 

表 1. メタライズ ファイバーの仕様 

グレーティング長 /mm メタライズ厚  /μm 数量 

10 3,20,100,300,500 各 5 本 

ノート 

図 1.  FBG センサーの原理 

図 2. FBG センサーの高感度化の概念 

図 3. 波長変動の影響 

波長

Δλ

ΔTH ΔTN

通常タイプ

高感度タイプ

温度

波長読み取り誤差など
に起因する変動
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30mm程度

下地無電解Ni-Pめっき 1μm以下
電解Niめっき 3 - 500μm
電解Auめっき 0.5 - 1μm

 

 
 

 
 

 
 3．2 評価試験 

ファイバーの評価には恒温槽を用い，10 ℃～50 ℃まで

10 ℃間隔および 25 ℃に恒温槽の溶媒(水)温度を変化させ，

温度が安定した時点で波長を測定する。これを 5 回繰り返

すサイクル試験とした(図６参照)。 
使用した恒温槽は，室温に対して加熱側で 3.2 mK，冷却

側で 7.0 mK の精度である。 
 3．3 結果 

温度と波長変化の関係を図７に示す。厚みによる効果は

100μm までは高感度化しているが，それ以上になると変化

はほとんどなかった。メタライズしていない通常のファイ

バーと比較すると，感度は約 2 倍であった。 
次に図８に波長のばらつき，図９に評価に当たって標準

温度計とした Pt100 との温度差を示す。ばらつきはいずれの

コーティング厚でも 4 pm～8 pm と大きな差はないが，温度

差はメタライズファイバーの方が小さくなり，高感度化の

効果が確認できた。 
 

4．まとめ 

今回，感温部であるグレーティング部に石英ガラスより

も熱膨張の大きい金属をコーティングし高感度化すること

で波長変動の影響を抑えた FBG 光ファイバーの温度サイク

ル試験を行った。メタライズ厚が 100μm 以上では感度が飽

和し大きな変化が見られなかったが，単位温度当りの波長

変化が通常ファイバーで 9.0 pm であるのに対し，メタライ

ズ厚 100μm で 19.0 pm と約２倍の感度となる結果が得られ

た。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 8 月 16 日再受付） 
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図 6. 恒温槽によるサイクル試験 

図 5. メタライズ ファイバー 

図 7. 温度と波長変化の関係 

図 8. 波長ばらつき 

図 9. 温度誤差 

図 4. メタライズ ファイバー模式図 
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直流電流の校正における不確かさ評価 
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Evaluation of uncertainty for the calibration of direct current  
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1．はじめに 

製品の信頼性や安全性を確保するために計測器のトレー

サビリティを証明する校正が重要となっている。電気関連

製造業では基準器であるキャリブレータが定規として使用

されている。このキャリブレータの直流電流（100μA, 1mA，

10mA，100mA 及び 1A）の校正における不確かさ評価を行

ったので報告する。 
 

2．実験方法 

直流電流校正システムの構成図を図 1 に示す。このシス

テムは USBGP-IB インターフェースにより自動校正システム

となっている。直流電流の校正原理を図 2 に示す。校正対

象であるキャリブレータからシャント抵抗器に直流電流を

流す。このときシャント抵抗器の両端に発生する直流電圧

をディジタルマルチメータ（DMM）により測定する。直流電

流の標準は世の中に存在しないため，直流電流の求め方は

オームの法則（電流〔I〕＝電圧〔V〕／抵抗〔Ω〕）により

求める。この式で使用する電圧〔V〕の測定に使用する DMM

は図 1 の国家標準にトレーサビリティが繋がっているツェ

ナー・ダイオード標準電圧発生器により校正を行った。ま

た，図 2 に示すシャント抵抗器の開発を行った。開発した

シャント抵抗器は図 3 に示すように 1 kΩから 100 mΩの５

つである。直流電流 100 μA を校正する時には 1 kΩのシャ

ント抵抗器を使用した。同様に，1mA を校正する時に 100 

Ω，10mA を校正する時に 10 Ω，100mA を校正する時に 1 

Ω，1 A を校正する時には 100 mΩを使用した。これにより

シャント抵抗器の両端に発生する直流電圧は全て約 100 mV

にして校正を行った。自動校正と不確かさ評価を行うソフ 

 

図 1. 直流電流校正システムの構成図 

 

 

図 2. 直流電流の校正原理 

 

 

図 3. 開発したシャント抵抗器 

 
 ＊1) 実証試験セクター 
 ＊2) MTA ジャパン株式会社 

ノート 
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トウェアのフロント画面を図 4 に示す。①は不確かさ評価

を行う時に記す数学モデルである。②は校正対象となるキ

ャリブレータの型式や製造番号等の管理情報を入力する項

目である。文字が記入されている部分をクリックすること

によりウインドウが立ち上がり情報を記入することができ

る。③から⑥は不確かさ要因の表記である。③はシャント

抵抗と DMM の校正値の不確かさ要因である。④は測定電圧

のばらつきの不確かさ要因である。④の文字部分をクリッ

クすると，図 5 の電圧測定画面が開く。図 5 の⑦は DMM の

値を表示する測定画面である。⑧は自動測定で必要な計測

器のアドレス等を設定する画面である。⑨は，直流電流の

測定レンジが変わるときにシャント抵抗器を変える必要が

あるための待機画面である。シャント抵抗器を変えて待機

画面の OK ボタンをクリックすると自動校正が継続する。図

4の⑤は DMM の安定度，⑥は DMM の分解能の不確かさ要因で

ある。 

3．結果と考察 

 シャント抵抗器の校正値の標準不確かさは次の結果とな

った。1 kΩは 1.43 ppm，100 Ωは 1.56 ppm，10 Ωは 1.28 

ppm，1 Ωは 1.94 ppm，100 mΩは 1.73 ppm であった。DMM

の校正値の標準不確かさは DMM の 100 mV レンジを使用する

ことから全て 2.60 ppm であった。測定電圧のばらつきの標

準不確かさは次の結果となった。100μA は 0.859 ppm, 1mA
は 0.653 ppm，10mA は 0.841 ppm，100mA は 1.26 ppm，1A
は 0.616 ppm であった。DMM の安定度と分解能の標準不確か

さは全て同じDMMを使用することから全レンジ共通で0.577 

ppm と 0.622 ppm であった。また，不確かさ要因としてシャ

ント抵抗器の経年変化等はシャント抵抗器を校正して直ち

に直流電流の校正に使用したため今回は考慮しなかった。

表 1 に 1Ａのバジェット表を示す。校正値は 0.999997 Ａで

あり，その拡張不確かさは 6.47 ppm であった。同様に，表

2 に直流電流の校正の不確かさの結果を示す。100μA の校

正値は 100.0000 μＡであり, その拡張不確かさは 6.28 ppm
であった。1mA の校正値は 1.000000 ｍＡであり，その拡張

不確かさは6.31 ppmであった。10mAの校正値は，9.99998 ｍ
Ａであり，その拡張不確かさは 6.15 ppm であった。100mA
の校正値は 99.9999 ｍＡであり，その拡張不確かさは 7.03 
ppm であった。この結果は電気関連製造業を始めとする産

業界で必要とされる拡張不確かさを十分に満たすものとな

った。 

4．まとめ 

 東京都内の中小企業の主要産業である電気関連製造業に

おいて定規として使用されているキャリブレータの直流電

流（100μA, 1mA，10mA，100mA 及び 1A）の拡張不確かさ

を約 7 ppm での校正が可能となった。本研究の成果を技術

相談や依頼試験の信頼性向上に活用していく。 
（平成 23 年 5 月 24 日受付，平成 23 年 6 月 30 日再受付） 

 

 
図 4. ソフトウェアのフロント画面 

 

図 5. 電圧測定画面 

表 1. 1Ａのバジェット表 

不確かさ要因 標準不確かさ（ppm） 
シャント抵抗の校正値 1.73 
DMM の校正値 2.60 
測定電圧のばらつき 0.616 
DMM の安定度 0.577 
DMM の分解能 0.622 

 
校正値：0.999997 Ａ 

合成標準不確かさ 3.30 
拡張不確かさ(k=1.96) 6.47 

表 2. 直流電流の校正の不確かさ 

直流電流 校正値 拡張不確かさ（ppm）

100 μＡ 100.0000 μＡ 6.28 
1 ｍＡ 1.000000 ｍＡ 6.31 

10 ｍＡ 9.99998 ｍＡ 6.15 
100 ｍＡ 99.9999 ｍＡ 7.03 

1 Ａ 0.999997 Ａ 6.47 
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ショーケースパネル用 LED 点灯回路の検討 
 

長谷川 孝＊１）  松浦 日出子＊１）  小金井 誠司＊１） 

 
 Consideration of the circuit design for LED panels in a showcase 

Takashi Hasegawa＊１）,  Hideko Matuura＊１）,  Seiji Koganei＊１） 

 
キーワード：LED，点灯回路，倍電圧整流 

Keywords：LED, Lighting circuit, Voltage doubler rectifier connection 

 

1．はじめに 

近年，LED の省電力性が注目され，発光効率が 150lm/W
を超える LED も登場し(1)，コストダウンも進展している。

展示用ボックス型ショーケースのパネル光源として LED を

使用した場合，背面からの照射方式と側面からの照射方式

がある(2)。背面からの照射方式は，面積が大きくなるに従っ

て LED の個数が多くなるという欠点を持つが，パネル全面

を均一に明るくできる利点がある。一方，側面からの照射

方式は，パネル全面を均一に明るくすることは難しいが，

LED の個数を減らすことができる。 
本研究では，ショーケースとしてのデザイン性を損なう

ことを避けるため，できるだけパネルの明るさムラを抑え

られるように背面からの照射方式を採用した。 
発光効率が 100lm/W の LED は，可視光に変換されるのは

全入力エネルギーの約 30%で，残りの 70%は損失となり，

損失成分は全て熱となることが知られている(3)。LED の明

るさを確保し発熱量を抑えながら，できるだけ多くの LED
を少ない電流で点灯できる方式を検討した。 
一般商用電源は通常 AC100V であるため，本研究では多

くの LED を点灯させるために倍電圧整流回路を導入した。

電源電圧を昇圧することによって，多くの LED を直列点灯

させることができる。通常用いられるコンデンサインプッ

ト型整流回路（以下，通常回路と呼ぶ）と，倍電圧整流回

路とを比較して，LED 点灯回路について考察した。 

2．実験 

 2．1 AC-DC 電源回路の設計  LED は直流定電流駆動の

ため，AC-DC 電源回路を製作した。定電流制御素子として

LINEAR TECHNOLOGY 社製 2 端子電流源 LT3092 を，LED
として ROHM 社製 LED，SMLK18WBJCW1（順方向電流：

定格 150mA）を使用した。実験に用いた回路図を図 1, 2 に

示す。なおチョークコイル L1～L3 は短いインターバルの突

入電流防止対策として(4)，R1～R3 は電源 OFF 後にコンデン

サに充電されている電荷を速やかに逃がすための安全対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
用として，それぞれ挿入した。L1～L3 の直流ロスはほとん

どなく無視できる値である。 
 2．2 LED 数の決定  通常回路において LED に DC 
60mA 以上の定電流を長時間流したとき，LED を 36 個以上

直列接続して点灯させると，LT3092 が過熱して定電流制御

不能になる。そこで図 1, 2 の回路において，スライダック

で AC100V を印加し，直列に配置した LED に DC15mA，

23mA，46mA の定電流をそれぞれ流したとき，LT3092 で定

電流制御可能な最大の LED 数を調査した。調査結果を表 1
に示す。また参考として，メーカ提供の参考データを基に

した，各電流での LED の順方向電圧についても表 1 に併記

した。 
 2．3 照度・電力量・力率の測定  表 1 の結果に基づき，

図 1, 2 の回路において，LED を定電流制御可能な最大数で

直列配置し，商用電源 100V, 50Hz を印加して照度・有効電

力量・力率をそれぞれ測定した。測定結果を表 2 に示す。 ＊１）城東支所 

ノート 
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ブリッジ

ダイオード

LED
C3

56μF

定電流制御素子

L3

100mH
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図 2. コンデンサインプット型整流回路 
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図 1. 倍電圧整流回路 
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ここに，有効電力量については電源投入から約 1 時間まで

を積算測定し，照度と力率については電源投入から約 10 分

後と 1 時間後にそれぞれ測定した。 
 

 
 
照度と，有効電力量より得られた測定時間 1h の平均有効

電力との関係を線形近似したグラフが図 3 である。 

 
図 3. 照度と 1h 平均有効電力の関係 

 
 表 2 より，倍電圧整流回路・通常回路とも，電流が大き

いほど力率が高い。 
図 3 より，同じ照度においては，通常回路の方が倍電圧

整流回路よりも有効電力が少なく，照度が増すほどその傾

向が強い。本結果については，平滑化処理の違い（両波整

流後，通常回路は全波を平滑化しているが，倍電圧整流回

路は半波を平滑化している）が影響を及ぼしているものと

考える。 
 

 2．4 表面温度の測定  測定手順を2. 3項と同様にして，

室温 26℃にて LED に DC46mA の定電流を約 1 時間通電し

た時の，定電流制御素子 LT3092 と LED の表面温度を測定

した。表 3 が表面温度の測定結果で，LT3092・LED とも，

倍電圧整流回路の方が通常回路よりも高い結果となった。

図 4 に倍電圧整流回路を用いたときの表面温度分布の写真

を示す。両回路とも実用上問題ないレベルであった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

3．まとめ 

同一照度において，消費電力（有効電力）は通常回路の

方が倍電圧整流回路よりも少なかった。入力側にチョーク

コイル L を用いたことで，突入電流や高調波電流の低減(4)

となり，力率の向上が図れた。 
定電流制御素子 LT3092 と LED の表面温度については，

倍電圧整流回路・通常回路とも実用上問題ないレベルであ

った。 
今後は両回路を組み合わせてAC100V/200V切り換え機能

を有する LED ショーケースの開発に取り組んでいく。但し

倍電圧整流回路の採用には，装置全体への絶縁強化が必要

であり，信頼性向上のため，並列点灯についても検討する。 
本研究を遂行するにあたり，ご指導・ご鞭撻を賜りまし

た，都産技研エンジニアリングアドバイザの大森学氏と同

技術指導員の横山俊幸氏に熱く感謝の意を表します。 
（平成 23 年 5 月 25 日受付，平成 23 年 7 月 29 日再受付） 
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表 3. LT3092 と LED の表面温度測定結果 

回路方式 
表面温度* 

LT3092 LED 

倍電圧整流 75.9℃ 平均 63.3℃（9point 測定） 

通常 60.6℃ 平均 59.7℃（6point 測定） 

* 測定には NEC Avio 社製赤外線サーモビューワ H2640 を用いた。 

         表 1. LT3092 で定電流制御可能な最大 LED 数 

通電 

電流 

定電流制御可能な最大 LED 数* 順方向電圧 

（参考データ）倍電圧整流回路 通常回路 

15mA 79 個 42 個 約 3.1V 

23mA 73 個 40 個 約 3.2V 

46mA 60 個 35 個 約 3.5V 

* 電流測定にはFLUKE社製デジタルマルチメータ8842Aを用いた。 

表 2. 照度・有効電力量・力率の測定結果 

回路 

方式 

通電 

電流 
照度* 有効電力量** 力率** 

倍電圧 

整流 

15mA 575lx 6.0Wh 0.79 

23mA 783lx 8.1Wh 0.82 

46mA 1176lx 13.9Wh 0.88 

通常 

15mA 338lx 3.0Wh 0.73 

23mA 472lx 4.1Wh 0.75 

46mA 743lx 7.2Wh 0.80 

* 照度については，デジタル照度計（LUTRON 社製 LX-105）を用い

て，LED 素子を上側に向けて点灯させ，素子の上方約 40cm の位置

で測定した。また測定環境として，室内を消灯状態（0lx）にし

て測定した。 

** 有効電力量と力率の測定には YOKOGAWA 社製プレシジョンパワー

アナライザ WT1800 を用いた。 

 
図 4. 倍電圧整流回路を用いたときの表面温度分布写真 
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  Making of a prototype by the Knock-down showcase with LED panels 
Hideko Matsuura*1), Takashi Hasegawa*1),  Tadashi Akiyama*1) ,  Manabu Ohomori *2)  
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1．はじめに 

本研究では少ない部材で様々なサイズに組み立て変更可

能なノックダウン式ショーケースのデザインを行い，光源

部はパネル状にすることにより，光の当て方を展示物毎に

魅力的に演出できる設計を検討した。また日本の一般的建

築モジュール（尺モジュール910ｍｍ）を考慮し，約半分の

サイズ（450角）を1ユニットと考え，壁面設置の場合，壁

面に収まりのよい寸法で設計を行った。光源部には省電力

素子であるLEDを用い，省エネルギー・コンパクト・長寿命

な光源設計を検討した。LEDパネルを組み込んだ原寸大の試

作品を製作したので報告する。 

2．デザイン 

 2．1 構成部品の検討  少ない部材で様々なサイズに組

み立て変更可能とするためには，可能な限り共通部材で構

成し金型が少なくなるよう検討を行った。また展示方法と

して壁面設置と中央設置の２種類に対応可能とすることに

した。これらの要件を満たすデザインを考えるにあたり，

３次元CADを用いて構成をシミュレーションしながら検討

した（図 1）。その結果ジョイント，バー，パネルを基本要

素とし，壁面設置の場合は６種類のジョイント，２種類の

バー（電源コード用に穴あけ加工を施したバーが１ケ必要）

とパネルで構成，また中央設置の場合には３種類のジョイ

ント，１種類のバー（但しスイッチ，電源コード用に穴あ

け加工を施したバーが各１ケ必要）とパネルで構成するこ

とが適していると考えた。 
 
 2．2 ３次元造型機による試作（1 回目）  ３次元造型

機を使用しジョイント３種，バー１種（但しスイッチ，電

源コード用に穴あけ加工を施したバーが各１ケ）の縮小モ

デルを製作した（図 2）。その後，縮小モデルを利用し組立

て方の検証を行った（図 3）。 
 

＊1)城東支所 
＊2)電子・機械グループ 

 
図 1.3D シミュレーション 

 

図 2. ３次元造型機による縮小モデル(1 回目)  

 

図 3. 組立てバリエーション例 

 

 2．3 ３次元造型機による試作（2 回目）  1 回目の試

作モデルで検証した結果，ジョイント部分に切り欠きを入

れたほうが，よりパネルが差し込みやすく，組立てやすい

ことが分かったため，ジョイント形状の修正を行い，2 回目

のモデルを製作した。（図 4）さらに LED 試作を組込める原

寸大モデルも製作した（図 5）。 
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図 4. ３次元造型機による縮小モデル(2 回目) 

 

図 5. ３次元造型機による実物大モデル 

3．光源設計 

 3．1 LED 駆動回路を設計   LED 2 種（ROHM 社製，

定格 50 及び 150mA）を 36 チップ直列接続して 50mA 定電

流の試作基板を作製した。電源として，商用電源 100V, 50Hz
を平滑化し，LINEAR TECHNOLOGY製 2端子電流源LT3092
で定電流駆動した。市販の国産 4 社の LED 電球（一般白熱

電球 40W 相当）を購入し，カバーをはずした後に LED チッ

プの表面温度（上昇），照度及び力率を測定して試作基板と

比較評価した（表 1）。その結果，定格 150mA の LED に 50mA
通電した基板の方が，定格 50mA の LED よりも市販の LED
電球に近い値となることがわかった。そこで定格 150mA 
LED を用いた試作基板 9 枚を並列接続して 50mA 通電させ，      

LED 光源の実物大モデルを作製した（図 6）。 
 

表 1 LED の温度上昇と照度の測定結果 

 温度上昇 

[℃] 

照度 

[lx] 

力率 

[％] 

ROHM 社製

LED試作基板 

（50mA通電） 

定格 50mA 11 630 68 

定格 150mA 12 720 68 

A 社製 LED 電球 33 746 58 

B 社製 LED 電球 23 944 59 

C 社製 LED 電球 24 618 53 

D 社製 LED 電球 23 820 73 
*入力電源の力率は，YOKOGAWA 社製 WT-1600 を用いて測定した。 

 

図 6. LED 光源（実物大モデル） 

4．実物大試作   

乳白色のアクリルで LED 試作を嵌め込んだパネルを 1 枚

製作し，4 枚は LED を埋め込まずアクリルだけでパネルを

製作を行い 1 ユニットの実物大試作を組み立てた。 

上面に LED パネルを配置すると，光が側面パネルにも反

射し，展示作品全体に光が回り込み，作品のフォルム全体

を見せたいときに適していることがわかった。背面に LED
パネルを配置すると，今回の LED 試作では不快グレア（眩

しすぎ）であったため，調光機能が必要であることがわか

った。側面に LED パネルを配置すると見る視点によって作

品の印象が変わり，展示方法としては面白い手法が生まれ

ると考えられる。ただし背面に配したときと同様，視点に

よっては不快グレアが生まれるため，やはり調光機能は必

要と考える。底面に LED パネルを配置すると，ガラス作品

や小物作品においては，輪郭がはっきりと浮き上がり，ま

た幻想的な印象で展示できると考える（図 7）。 

実物大試作を通して LED パネルの配置で様々なバリエー

ションの光の演習が可能であることが分かった。 

 

図 7. 実物大モデル 

5．まとめ 

作品や製品を展示するショーケースは，特別注文以外は

棚板の位置を変更することは可能であっても，ショーケー

ス自体のサイズを変更することは難しかった。また展示物

を際立たせるのに，最も重要な要素の一つである照明も一

般的には固定されており作品ごとに光の演出をすることに

難があった。しかし，本研究で行ったショーケースは従来

のショーケースと違い，ノックダウン式のフレキシブルな

ショーケースのデザインであり，様々なバリエーションに

組み立て変更可能となる。さらにノックダウンが可能にな

れば，輸送コストを大幅に削減でき，持ち運びも容易なこ

とから，利用の幅が広がるとことが期待できる。 
さらに照明についても，光源パネルの採用により，バリ

エーション豊かな光の演出が可能になると考える。 
実用化に向けては，より薄型のLEDパネルと，より単純な

ジョイント形状の開発が必要であると考えるが，試作品を

通して実用化が可能であることがわかった。 
（平成 23 年 5 月 19 日受付，平成 23 年 7 月 22 日再受付）      
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Application to electric material of Rapid Prototyping 

Seiji Koganei＊１）,  Manabu Oomori＊２）,  Takashi Hasegawa＊１）,  Tadashi Doi＊２）,  Kaori Urasaki＊３） 
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1．はじめに 

RP 技術は，製品試作や製品デザイン模型などの造形分野

が主流となり普及しているが，精細な RP 技術の特長を活か

した応用分野の拡充も望まれている。 
使用した RP 装置は，アクリル系樹脂を基材とした精細な

加工品を加工できる技術があり，加工品は，誘電体材料が

精細に積層加工された素材として扱える。そこで，誘電体

材料としての応用例として，誘電体特性を利用する電子材

料への応用を探ることにした。しかしながら電子材料とし

ての評価には，導体面の形成が必要不可欠のため，無電解

めっき技術により RP 基材面に薄い導体層を形成させるめ

っき技術の開発が必要である。従って，RP 技術とめっき技

術を融合させた新技術の開発により，RP 技術の電子材料分

野への応用が可能となり，RP 技術の普及拡大と製品開発に

寄与できるものである。 

 

2．RP 基材の誘電特性 

 2．1 基本特性  使用した RP 基材となる樹脂は，半透

明の紫外線硬化型アクリル系樹脂（以下 RP 基材）でありそ

の物性を表１に示す。電気特性を測定するために，テスト

ピース（25×25×1mm）を作製した。 

電気特性は RP 基材に電気信号が流れることを想定し，電

気信号の伝搬に影響を与える複素誘電率 ε（＝ε‘－ｊε“）と

誘電損失 tanδ（＝ε”／ε’）の測定を行った。 

表 2 が周波数に対する ε‘と tanδ の測定値である。なお，

表 2には比較のために，電子回路基板で多く使われて

いる誘電体材料（ガラスエポキシ基板）の測定値も併記し

た。この結果，RP 基材の誘電率は約 3（at 1GHz）で，誘電

損失は約 0.02（at 1GHz）の電気特性であった。 

したがって，1GHz 以下での応用ならば，ガラスエポキシ

基板材料とほぼ同等の性能が実現できると思われる。 

 2．2 温度特性  RP 基材について，温度（－20～70℃）

に対する電気特性の変化を観察した。表 3が RP 基材の温度

特性である。低温側では誘電率が小さくなり，高温側では

大きくなる傾向を示し，誘電率は約 43％の変化率であり，

電気信号の伝搬特性は温度特性を持つことが確認できた。

特に，50℃以上になると RP 基材の樹脂に軟化傾向が見ら

れ，変形の影響も加わり誘電率が大きく変化するものと考

えられる。 

なお，比較のためにガラスエポキシ基板についても，－

20℃～70℃までの温度特性を測定した。その結果，誘電率

の変化率は，ガラスエポキシ基板で約 20％であり，RP 基材

は他の誘電体材料よりも温度の影響を受けることが検証で

きた。 

 
表 1. RP 基材の物性抜粋 

項 目 単位 Ａ樹脂 備 考 

引張り強さ Mpa 60.3  

曲げ弾性率 Mpa 1718  

加重たわみ温度 ℃ 48.4 at0.45Mpa 

ガラス転移温度 ℃ 48.7  

吸水率 ％ 1.53 at24Hr 

 
表 2. RP 基材の誘電特性（at23℃／60%rh） 

周波数 

MHz 

RP 基材 誘電体材料 

樹脂 ｶﾞﾗｽｴﾎﾟｷｼ基板 

ε’ tanδ ε’ tanδ 

10 3.2 0.02 4.2 0.015 

30 3.2 0.024 4.2 0.012 

50 3.1 0.022 4.1 0.011 

100 3.1 0.023 4.1 0.012 

300 3.0 0.023 4.1 0.011 

500 3.0 0.022 4.0 0.01 

700 3.0 0.02 4.0 0.013 

1000 3.0 0.02 4.0 0.010 

 

 3． RP 基材のめっき処理条件の検証  

 3．1 RP 基材の耐水，耐薬品性，耐酸性  RP 基材のめ

っき処理における耐薬品性，耐水性についてプリント配線

板用銅張積層板試験方法（JIS C 6481）を参考に検証を行っ

た。

＊１）城東支所 
＊２）電子・機械グループ 
＊３）表面技術グループ 
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表 3. ＲＰ基材の温度特性 

 
 3．1．1 吸水率  耐水性に相当するもので，RP 基材は

1.53%である。比較のガラスエポキシ基板では 0.1％であり，

RP 基材の値は高いが，めっき処理溶液への浸漬時間は長時

間でないことから問題がないと考える。 

 3．1．2 耐薬品性試験  テストピース（25×25×1mm）

を 3%水酸化ナトリウム水溶液（40℃）に 3 分浸漬後に，変

色，膨れなどの外観の変化を目視およびデジタルマイクロ

スコープにより調べた。その結果，目立った変色，膨れな

どは見受けられなかった。図 1 にデジタルマイクロスコー

プによる表面写真を示す。処理前に比べ細かい凹凸は目立

つようにはなったが大きい変化は見られなかった。その結

果，RP 基材には，アルカリ水溶液に対する耐性があること

が分かった。 

 3．1．3 耐酸性試験  めっき処理工程で使用する処理

液のアルカリ中和液を想定し，テストピースを塩酸 50ｍL

／L（常温）で 2分浸漬後に外観の変化を目視とデジタルマ

イクロスコープにより調べた。図 2 にデジタルマイクロス

コープ画像を示す。目視では大きな変化は見られず，デジ

タルマイクロスコープの画像でも細かい凹凸はあるが全体

として変化は見られず耐酸性があることを確認できた。 

 3．2 無電解 Ni めっき処理(1)   作製したテストピースに

無電解 Ni めっき処理を行った。一連の処理工程において触

媒付与工程は主流であるキャタリスト法を用いることと

し，エッチング液について検討した。 

 RP 基材が熱に対する軟化傾向を示すことから，エッチン

グを 40℃の塩酸にて行った。めっき層は成形されたがムラ

を生じたためにエッチング浸漬時間を変化させた。しかし，

めっきムラの解消には至らなかった。更に処理液をクロム

酸に変え，40℃で浸漬時間を変えて検証した。結果は必要

なエッチング効果を得ることはできなかったため，本来の

65～70℃で処理を行い再検証した。RP 基材表面の全体が灰

色に変色したので，エッチング効果は得られたと判断した。

結果を図 3に示す。 

クロム酸を使用しためっき処理後の RP 基材の導電性の

確認をテスターで行い導通の確認ができた。また，RP 基材

表面の導体層（ニッケル）の確認のため蛍光 X 線分析装置

で調べた。主としてニッケルが検出されたので導電性皮膜

が形成されていると考えられる。めっき処理条件は溶液浸

漬時間，溶液温度等に検討の余地はあるが確立できた。 

       
処理前             処理後 

図 1. 耐薬品性試験（デジタルマイクロスコープ画像，×500） 

 

  
処理前             処理後 

図 2. 耐酸性試験（デジタルマイクロスコープ画像，×500） 

 

 
図 3.  めっき処理 

 4．まとめ  

（1）RP 基材は１GHz 以下ならばガラスエポキシ基板とほぼ

同等の性能が実現できる可能性があるが，使用は 40℃以下

が良いことが検証できた。 

（2）RP 基材のめっきにおける耐薬品性があることが検証

できた。  
（3）溶液浸漬時間，溶液温度の条件に検討の余地はあるが，

無電解 Ni めっきの処理方法が確立できた。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 6 月 21 日再受付） 
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周波

数 

MHz 

周 囲 温 度 

-20℃ -10℃ 0℃ 10℃ 20℃ 30℃ 40℃ 50℃ 60℃ 70℃ 

ε' tanδ ε' tanδ ε' tanδ ε' tanδ ε' tanδ ε' tanδ ε' tanδ ε' tanδ ε' tanδ ε' tanδ

10 2.8 0.013 2.9 0.033 3.0 0.023 3.1 0.029 3.2 0.034 3.2 0.031 3.3 0.034 3.5 0.050 3.8 0.035 4.0 0.052

30 2.8 0.025 2.9 0.027 3.0 0.027 3.0 0.024 3.0 0.03 3.2 0.026 3.3 0.027 3.4 0.033 3.7 0.034 3.8 0.036

50 2.8 0.022 2.8 0.020 2.9 0.022 3.0 0.022 3.0 0.025 3.1 0.026 3.2 0.027 3.4 0.029 3.6 0.029 3.8 0.031

100 2.8 0.010 2.8 0.016 2.9 0.017 3.0 0.02 3.0 0.02 3.1 0.022 3.2 0.027 3.4 0.031 3.6 0.038 3.8 0.049

300 2.8 0.011 2.8 0.015 2.9 0.018 3.0 0.021 3.0 0.024 3.1 0.026 3.1 0.033 3.3 0.041 3.4 0.053 3.5 0.064

500 2.8 0.02 2.8 0.02 2.8 0.021 2.9 0.024 2.9 0.027 3.0 0.029 3.1 0.034 3.2 0.041 3.3 0.046 3.4 0.052

700 2.7 0.078 2.8 0.005 2.8 0.011 2.9 0.015 2.9 0.018 3.0 0.023 3.0 0.029 3.2 0.036 3.2 0.043 3.4 0.053

1000 2.8 0.005 2.8 0.006 2.8 0.01 2.9 0.012 2.9 0.015 2.9 0.018 3.0 0.022 3.1 0.028 3.2 0.035 3.3 0.041
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迅速に脱衣可能な防護服の開発 
 

加藤 貴司＊１）  平山 明浩＊１）  藤田 薫子＊１）  山田 巧＊１） 

松本 太郎＊２）  若松 将生＊２） 

 
Development of protective wear that can be promptly undressed 

Takashi Kato＊１）,  Akihiro Hirayama＊１）,  Kaoruko Fujita＊１）,  Takumi Yamada＊１）, 

Taro Matsumoto＊２）,  Masaki Wakamatsu＊２） 
 
キーワード：防護服，脱衣，迅速化 

Keywords：protective wear, undressed, promptly 

 

1．はじめに 

感染症流行の有事では多数の感染者が想定され，医療行

為の迅速化が望まれる。そこで防護服の脱衣時間を短縮し，

脱ぎ易くすることで，次の患者への医療行為が安全かつ迅

速となり，医療関係者への負担を軽減することができる。 
既製の防護服は，いずれもフード付ツナギ型前開きの衣

服形状（図 1）で，不織布の特性で差別化されているため，

脱衣機能を特性としている製品はない。 

本研究は，不織布の開発，製造の技術，防護服販売の実

績がある株式会社エヌ・ティ・シーと共同研究を行い，

脱衣機能に優れた防護服の開発を目的とした。  

2．内容 

 2．1 調査 

（１）ユーザーリサーチ  既製品の問題点やニーズの

調査を行うため，平成 22 年 7 月 7 日から 9 日まで東京ビッ

クサイトにて行われたオフィスセキュリティ EXPO で防護

服の展示を行った。ユーザーからは「前開き防護服は脱ぎ

づらい」，「脱衣時に肩周りが引っかかる」，「捨てるときの

考慮もほしい」などの意見もあり，防護服に対するユーザ

ーの意向を知ることができた。 
（２）脱衣手法の検討  脱衣時の動作を把握するため，

財団法人東京都保健医療公社荏原病院，東京都立墨東病院

にて感染症科医療関係者にヒアリングを行った。着衣時は

作業前であるため，通常の着衣動作が可能だが，脱衣時に

重要視されていることは汚染区域からの汚染物質が飛散す

ることの防止であることが述べられた。汚染区域について

は国立感染症研究所感染症情報センターから個人防護衣料

の汚染区域と清潔区域の考え方が発表されている(1)。飛散防

止の観点から，脱衣時は汚染区域をなるべく触れないこと

(2)，また汚染区域を内側にくるみながらの脱衣が推奨されて

いる（図 2）。これら医療現場の脱衣手法が円滑に可能な衣

服形状が求められていることが判明した。 

  
図 1. 既製品防護服        図 2. 医療関係者：くるみながらの脱衣 

 
 2．2 試作   

（１）衣服形状の作成  既製品防護服は前開きのツナ

ギ型であるため，脱衣方法は前開きの開口部を開き，前か

ら後ろに汚染区域をくるむように脱衣を行っている（図 3）。   
開発品は汚染区域を内側にくるみやすくするために，開

口部を背面に設け，バックファスナ形式の開閉を採用した

（図 4）。 

  
図 3. 前から後ろへ           図 4. 開発品バックファスナ 

背面に開口部を設けた場合，前面に開口部がある場合よ

り着衣しにくくなることが問題となった。ファスナはスラ

イダと呼ばれるつまみを上下することで開閉を行っている

が，背面のスライダ部に手が届きづらいため，一人でのフ
＊１）墨田支所 
＊２）株式会社エヌ・ティ・シー 
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ァスナを閉め，着衣することが難しい。この問題を解決す

るためにウエットスーツに用いられているスライダ部分の

ストラップ形式を採用した。スライダにストラップをつけ

たことにより，持ち手が延長され，背面のファスナの開閉

が容易になった（図 5）。 

 
図 5. スライダにストラップを取付 

ファスナの持ち手が延長され，一人での着衣が可能になる 

（２）生地とファスナの選定  耐水性なども考慮し，

防護服の生地に SFS 不織布を選定した。この不織布はスパ

ンボンド不織布，防水浸湿フィルム，スパンボンド不織布

の三層構造の不織布である。またファスナ部分の素材に関

しては上下のスライダの運動で開閉するオープンファスナ

と左右の張力で開くトップオープンファスナの二種類を選

定し，二種類の試作品を作成した。 
 

3．結果と考察 

 3．1 脱衣時間 

既製品防護服，開発品オープンファスナ，開発品トップ

オープンファスナで脱衣時間の計測を行った。被験者は６

名で国立感染症研究所感染症情報センター(1)などが発表し

ている脱衣方法を参考に行った。 
６名による脱衣時間（秒）とバラツキを表す標準偏差で

は開発品トップオープンファスナがもっとも良好な結果が

得られた（表 1）。 

（１）既製品（開口部前開き）  脱衣にもっとも時間を

要し，肩幅などの個体差により肩が脱ぎづらい被験者が見

られ，標準偏差ももっとも大きな値であった。 
（２）開発品オープンファスナ  脱衣時のスライダを頭

部まで開く動作が必要であり，腕を肩より高く伸ばす動作

が必要である(図 6) 。 
（３）開発品トップオープンファスナ  背面の腰部分に

ある留め具を外し，左右の張力をかけることにより脱衣で

きる衣服形状である。開発品オープンファスナに見られた

腕を高く上げるような大きな動作も必要がなく(図 6)，脱衣

時間（秒）が最短であった。これは，脱衣動作が最も簡易

であることから被験者の個体差の影響を受けにくいことに

よるものと推察した。 

  
図 6. 開発品の比較  

左：オープンファスナ（腕を上げる動作），右：トップオープンファスナ 

 
 3．2 汚染区域接触回数 

脱衣時間以外で重要な要因である汚染区域接触回数につ

いて，既製品と開発品の比較を行った。汚染区域と清潔区

域の考え方 (1)は，以下概要である。 
 汚染─前部の外側，感染病原体に触れた恐れのある，体

の部位，物質，個人防護衣料の区域 
 清潔─内側，背部の外側, 頭や背中の紐，感染病原体に

触った恐れのない個人防護衣料の区域 

これらを参考に動作を検証した結果，既製品脱衣時の汚

染区域接触回数が平均で 6 回，開発品では平均で 0 回とい

う結果が得られ，開発品では汚染区域を触れることなく脱

衣可能な衣服形状が実現できた。 
 

4．まとめ 

脱衣動作，機能および価格などを考慮し，背面にトップ

オープンファスナを使用した防護服を開発した。 
感染症科医療関係者に再度ご協力いただき，開発品の試

着とインタビューを行った。既製品では前開きであったた

め，汚染面を内側にくるむことが難しかったが，開発品で

は汚染区域をくるみやすく，脱ぎやすいという意見をいた

だいた。 

開発品の特徴は汚染区域をくるみながら安全に脱衣でき

る点にある。そのため，目的に応じて防護服の生地を代え

ることで，医療関係だけでなく，防塵や汚物処理などの産

業用途へ応用も可能である。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 8 月 12 日再受付） 
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 表 1. 既製品と開発品の脱衣時間（秒）と標準偏差 (n=6) 

 既製品 

開発品 

オープン

ファスナ 

開発品 

トップオープン

ファスナ 

平均秒数 (sec) 28.0 26.6 23.6 

標準偏差 (sec) 5.09 2.98 1.66 
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  1．はじめに 

 2012年東京スカイツリー(以下TST)が開業する。TSTは，

東京の新名所となり，観光事業の発展も予想される。そこ

で，TST観光グッズをターゲットとし，平成21年度は墨田区

とTSTをモチーフにデザイン開発を行い，平成22年度は，新

たにパスケース等を考慮したデザイン開発を行った。また

，新しいブランド「ピッキーズドゥ」(商標登録)を共同研

究で立ち上げ事業化支援を行った。 

 

  2．内 容 

TST 観光グッズの製品化のために，ブランド戦略による

製品開発の計画を立てた。ここで重要なポイントはブラン

ドの創作と製品群の開発方向である。また，TST 関連の観

光グッズとして，意匠等を承認する TST ライセンス事務局

への申請など製品の販路を見据えた製品開発を行った。 
 

 2．1 ブランドの製品開発  本研究におけるブランドの

製品開発の流れを次に示す。（1）市場調査(新宿，渋谷，原

宿，上海，パリの現地調査)（2）TST 観光グッズのコンセ

プト設定（3）ブランド名をピッキーズドゥに決定（4）商

標登録役務区分第 14 類，第 18 類，第 25 類認定（5）ロゴ

グラフィックデザイン(図 1) 
 
 
 
         図 1. ロゴデザイン 

 

（6）企画 平成 21 年度(ニットベスト，ニットネクタイ，

プリントバック，キーホルダー，鍋つかみ) 平成 22 度(レ

ンチキュラーパス 2 点，ニットパス 2 点，刺繍 T シャツ，

超音波溶着ティッシュ入れ) （7）型紙作成による設計 

（8）試作 （9）製品化 （10）TST ライセンス事務局認定

商品として評価，ファッション雑誌 Numero Tokyo に掲載 

（11）販売 WEB ショップ開設，第一ホテル両国で販売。 

 2．2 レンチキュラーによるパスケースの製品開発  両

眼視差(両目の網膜に映る像の違い)でデザインに変化をも

たらすレンチキュラーにより，パスケースのデザインを行

った。 

（1）パスケースの市場調査  市販のパスケースに関して

，都内百貨店3店舗，専門店10店舗，量販店2店舗の調査を

行った。その結果，市販品パスケースの素材は，皮革やナ

イロン素材の使用が多く，装飾用レンチキュラー使用のパ

スケースは0件であった。 
（2）デザインの検討  市販売れ筋のパスケースのサイズ

を調査し，色，柄，素材，縫製仕様の検討を行い，新デザ

インの設計（１）に反映した。この調査結果から開発パスケー

スの素材として，ポリエステル100%副資材ボンテックスを

選定し，TSTのある四季の図柄を主テーマとした。 

本研究では，平面での重なりにより変化させるデザイン

手法であるレイヤーデプス(図2)を使い，TSTの四季を桜，

花火，紅葉，雪で表現し(図3)，2つの画像を重ねて埋め込

むデザインを行った。 

 

 

 

                 図 2. レイヤーデプス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 3. レンチキュラーによるパスケースのデザイン 

＊１）墨田支所 
＊２）株式会社ミハイル 
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 2．3 ニットパスケースの開発  ブランドイメージを伝

えるためには，商品開発したすべてのデザインに統一感が

必要である。そこで，ニットネクタイ開発時の糸(417dtex，
ウール 100%)をニットパスにも使用した。開発ポイントは，

デザイン，イメージマッチングを重視した生地選定，編成

組織，柄デザイン位置，副資材等の最適縫製条件を検討し，

製品化を行った（図 4）。 
 
 

 

 

 

 

         図 4. ブランドイメージ製品 

 

 2．4  Tシャツの刺繍加工のデザイン開発       

（1）ブランド化を図るために，以下の条件でTシャツに刺

繍加工とデザイン開発を行った。刺繍糸(67dtex，レーヨン

100%)，シークイン直径3mm（図5）。 
（2）刺繍ミシン針，釜，糸のテンション調整，布押え，縫

い目跳とび，機器調整の検討を行った。 
①レーヨン糸の繊度67dtex 
 糸のテンション値110 g〜130g 
②ポリエステル糸の繊度60dtex 
 糸のテンション値100 g〜110g 

（3）刺繍糸等の糸道を考慮して刺繍加工のデザインを行っ

た。また，デザインは子供らしさを強調した(図6)。 

 

 

 

 

 

図 5. 刺繍資材   図 6. 刺繍加工による Tシャツデザイン 

 2．5 超音波溶着によるティッシュ入れデザイン開発 新

製品開発のために，以下の条件でポケットティッシュ入れ

の超音波溶着手法によるデザイン開発を行った。 

（1）溶着手法のデザイン  柄表現等に100%溶着だけで製

品化を行った。ナイロン素材を使用し，ローラの柄(図7)に
応じた溶着により，TSTのシルエットを作成してデザイン開

発を行った（図8）。 
（2）次の条件で溶着試験を行った(表1)。 
             表1.  超音波溶着試験条件 

内  容 複合織物溶着(透湿三層素材)ナイロン 
100%使用機種 PUS-1150WA 
加圧設定 0.2Mpa 
速度設定目 2(約5m/min) 
ローラ 筋目16山, 1.5mm幅, 綾目20山, 1.0mm幅

ローラ歯山 10.0mm幅 
下死点調整 0.1mm, 0.15mm 
     

 

 

 

 

 

図 7. ローラ形状  図 8. 溶着加工によるデザイン  図 9. 製 品 

 

 2．6 新ブランドピッキーズドゥの確立  開発した商品

群を以下に示した(図10)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

        図 10. 開発した商品群 

上段右側からニットベスト，ニットタイ，プリントバッグ，キーホルダー，

鍋つかみ（平成21年度開発品） 

下段右側からレンチキュラーパス，刺繍Ｔシャツ，超音波溶融ティッシュ入

れ（平成22年度開発品） 

 

 3．結 言 

TST 観光グッズの開発を目指し売れるブランドの確立を

行った(ピッキーズドゥ)。 
商標登録，東京スカイツリーライセンス事務局公式認定商

品の開発，WEB ショップ開店，ファッション雑誌掲載，産

業交流展出品，東京フォーラム出品，第一ホテル両国にて

販売。（図 11）など製品開発からブランド製品の販路拡大に

至るまで，一貫した TST 観光グッズ開発の支援が行えた。 

（平成 23 年 5 月 23 日受付，平成 23 年 8 月 10 日再受付） 
 

 
 
 
 
 
 
 
          図 11. 販売状況 
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1．まえがき 

現在，材料技術開発の発展とともに，我々の日常生活や

企業の経済活動では，繊維製品が様々な産業資材に展開さ

れている(1) (2)。また，ヒトや環境に配慮した製品設計が推奨

される社会情勢のなか，企業側からの素材評価ニーズも多

様化・細分化する傾向にある。繊維は衣料品の他，様々な

産業分野で用いられていることから，当センター繊維部門

への非衣料分野の評価依頼並びに機器利用に関する相談は

増加傾向にある。こうした流れを受け，繊維製品評価技術

の非衣料分野への早急な対応が望まれている。 
本調査は繊維評価技術の非衣料分野への拡大を目的と

し，共有規格並びに業界の抱える技術的課題について調査

した。また，既存機器や繊維の物性評価法が非衣料分野素

材の評価に対し，対応可能であるかを検討した。 
 

2．内容 

 2．1 JIS の試験機並びに試験法の調査  JIS 規格につい

て繊維分野と他分野の物性評価方法を比較し，共通する事

項と異なる点を整理した。また，産業資材の展示会へのヒ

アリング調査を行った。産業資材の実例として農業資材を

取り上げ，農業資材について東京都農林総合研究センター

への調査を実施した。この調査から，農業資材の物理性能

評価と繊維分野評価方法との対応を検討した。 
 

 2．2 物理性能試験の実施  非衣料分野に関する技術相

談から依頼試験・オーダーメード試験・機器利用を通し，

当墨田支所内における対応機器の拡大を検討・実地した。 
 

 2．3 非衣料分野の素材評価に向けた対策  前 2 項目を

基に非衣料分野への共通技術をまとめ，業務拡大の足掛か

りとするために，ポスター（図 1）を制作した。さらに，依

頼試験，機器利用業務の多様化に対応するための技術的対

策の検討を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3．結果及び考察 

 3．1 JIS の試験機並びに試験法  繊維分野と他分野の

評価手法を調査した結果，フィルム・ゴム引布・紙材の引

張強さ（定速伸長形）と引裂強さ試験は試料寸法が異なる

ものの，JIS L 繊維の規格と共通していることがわかった（図

2）。また，調査で知見が得られた非衣料分野を表 1 に示す。

梱包に用いられる不織布は製造方法によって適用される規

格が紙か繊維かに分かれ，規格が整備されていなかった。

電気毛布などの製品の洗濯性能試験は繊維の規格に準拠す

ることが分かった。傘については，規格が廃止され，業界

全体で評価手法を模索している現状であることがわかっ

た。傘のように，規格の動向によって評価法に課題を抱え

る業界へは技術的ケアが必要であると考える。 
東京都農林総合研究センターへ調査した結果，農業資材

の物理特性評価については，特定の規格はなく，繊維分野

の評価方法で対応可能であることが明らかとなった。この

ことから，今後，農業資材の評価方法について，研究テー

マとして検討したい。 
 ＊１）墨田支所 

ノート 

図 1. 引張試験ポスター 

©

繊維

糸／布

製品

フィルム

紙皮革

不織布
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ロードセル：10N/1kN/10kN

糸・ワイヤー 布 【様々な製品】 シート

伸び

荷
重

ダンベル形

引張強さ試験 繊維の他、様々な試料
の引張強さや伸びを計
測することができます。
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 3．2 既存機器による物理性能試験への展開  依頼試験

ではゴム引布の JIS K7312，加硫ゴム及び熱可塑性ゴムの JIS 
K 6251・6252，ポリウレタンエラストマーの摩擦係数試験

JIS K 7312，電気毛布の洗濯性能試験 C9210 など 9 項目を新

たに今年度から開始した。これにより，非衣料分野におけ

る件数は昨年の約 2 倍となった。また，依頼試験における

非衣料分野が占める割合は 12%から 18%へと増加した。こ

れら依頼試験のうち，木板と木板表面を覆う滑り止めシー

トの摩擦係数試験の例を図 3 に示す。この例では，移動摩

擦子に添付白布(JIS L0803 ポリエステル 100%)を巻いた移

動重錘を用いた。滑り止めシートは摩擦係数，摩擦係数の

変動ともに木板よりも高いことから，滑り止めを用いるこ

との有効性が評価できた。 
繊維製品の物性評価では，10N 程度の微小な力での試験

や風合い試験機など微細な性能評価が多い。非衣料分野の

機器利用・技術相談でも微細な性能評価を望む事例が見受

けられることから，繊維製品の評価で培った微細な性能評

価のノウハウは非衣料分野でも十分に活用できると推察さ

れる。 
 

 3．3 素材評価のための対策  非衣料の素材評価に関す

る相談では，引張強さ試験と KES 風合い試験機への問い合

わせが多くあった。しかし，従来の引張強さ試験における

試料調製はストリップ法であるため，試験可能な試料は限 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
られていた。そこで，ダンベル状打抜刃を導入し，引張強

さ試験の試験サンプル領域を拡大した。また，硬質な非衣

料素材では，つかみ冶具が変形したり損耗する事例が生ず

る。これに対し，従来のものより厚いプレートを導入し，

つかみ冶具の耐用性の向上を図った。これら付属部品の充

実により，様々な試料を横断的に測定できるよう，対策を

施した。非衣料分野試験の多様化に向け，今後も活用して

ゆきたい。 
 

4．まとめ 

本調査において，繊維分野と他分野の引張強度・洗濯性

能評価方法は共通していることが明らかとなった。また，

産業分野によっては規格が整備なされておらず，規格その

ものがないなど，多くの課題を抱えている現状があること

が分かったので，今後，対処方法を検討したい。 
また，引張強さ試験機について，つかみ冶具や試料打抜

刃の導入により，評価対象の拡充を可能とした。このよう

な非衣料分野試験への対策により，技術支援の多様化をは

かりたい。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 8 月 12 日再受付） 
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表 1. 非衣料分野における規格の現状 

図 3. 動摩擦係数試験(JIS K7312) 
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撚糸・織物加工を施した金属繊維の特性評価の検討 

樋口 英一＊１）  窪寺 健吾＊2）   

 
Mechanical examination of a metallic thread and polyester mixture with twisted yarn 

Eiichi Higuchi＊１）,  Kengo Kubotera＊2） 

 

キーワード：機械材料，撚糸 

Keywords：Metallic materials, Twist yarn 

 

1．はじめに 

現在金属繊維は，導電性の特性を活かし，様々なセンサ

としての活用が期待されている。昨年度より，有機繊維を

用いた撚糸技術の検討を行い，柔軟性や強度に優れた線形

状のセンサ開発を実施している。また撚糸加工を施すこと

で，織物加工性が向上し，織物構造である面形状のセンサ

開発に発展させることで，衣料品やインテリア等に組み込

み，幅広い分野での活用が期待できる。しかし撚糸加工や

織物加工はその不均一性や異方性により，高精度な特性の

解析は困難である。そこでさらなる信頼性の高い線形およ

び面織物形状のセンサを開発するため，その特性を測定す

る評価装置を試作し，機械的特性に関する基礎的な検討を

行ったので報告する。 

2．実験方法 

 2．1 撚糸の構造 金属繊維とポリエステル糸を合撚し，そ

の後熱融着することで，繊維の交点を接着した。撚糸構造

体の概要を図 1に示す。 

          

       図 1. 撚糸構造体の概要 

 

 2．2 織物の構造 金属繊維とポリエステル糸を原料とし，

試験条件は，撚糸の方向は Z 撚り（左撚り），撚り数は 100

～700 回/m で試験片を試作した。試験片の概要を図 2 に示

す。 

   

図 2. 織物構造体の概要 右 60 倍拡大図 

(たて糸：金属繊維，よこ糸：ポリエステル糸) 

 2．3 特性評価 金属繊維に織物加工を施すことにより，機

械的性質の特性値の変化の調査を行った。試験方法は，JIS 

L 1013 を用いた。 

織物形状による金属繊維の引張試験を行い，引張強さ，ひ

ずみ，伸び率を測定した。織物の試験片の模式図を図 3 に

示す。 

 

 

 

 

 2．4 織物の解析 金属繊維に与える応力の解析を行い，

強度及び柔軟性の最適条件を求めた。 

 

3．結果及び考察 

 3．1 評価装置の検討 金属繊維の特性の評価装置を作製

した。評価装置の写真を，図 4 に示す。この評価装置は，

最大定格容量 500 N，チャック距離 150 mm，ハンドル 1 回

転 3 mm である。また撚糸及び織物のチャック破断をしにく

い冶具を製作した。 

 

 図 4. 評価装置および治具(左：撚糸用，右：織物用) 

＊１）城南支所 
＊２）繊維・化学グループ 

ノート 

ポリエステル糸 
（180μm） 

金属繊維 
(60μm) 

図 3. 織物の試験片 
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 3．2 金属繊維の物性評価 SUS304 線材による金属繊維の

機械的性質の特性を評価した。試験方法は，JIS Z 2241 を

用いた。金属繊維の引張強さ，伸び率は，スペック値と確

認し同等レベルであった。表 1に示す。 

       表 1.  金属繊維の物性評価 

 

引張強度 伸び率 

/N/mm2 (%) 

スペック値 730 以上 30 

実測値 748 30 

 

 3．3 織物の物性評価 織物形状による機械的性質の特性

を評価した。結果を図 5 に示す。撚り数が増加すると耐荷

重が増す傾向を示した。 

ひずみ率の測定結果を図 6 に示す。撚り数が増すにつれ，

ひずみ率は増加する傾向を示した。撚糸条件 600 回/m 以上

の撚糸は，面形状の加工効果によってデータに安定が見ら

れた。 

伸びの測定結果を図 7 に示す。この伸びが低い程，織物

の柔軟性が低いことを示している。織物（縦×横：100 mm

×100 mm）に鋼製治具を掛けて中心に圧縮荷重を加える。

センサ活用するには，撚糸条件 700 回/m 以上だと柔軟性が

著しく悪いくなることがわかった。 

 

図 5. 織物の引張強度 

 
図 6. 織物のひずみ率 

 
図 7. 織物の伸び 

 
図 8. 織物の導体抵抗 

導体抵抗の測定結果を図8に示す。無荷重時および破断

直前荷重時，共にわずかではあるが抵抗値変化が見られた

。 

これらの結果から，織物の強度が強く，ひずみのデータ

に安定みられ，伸びが高い条件を満たしていることから，

撚糸条件：600 回/m 以上が適切であることがわかった。 

 

 3．4 織物の解析評価 織物加工が金属繊維に与える応力

値を解析した。永久ひずみから得られる降伏応力，破断す

るまでの引張極限応力を検討し，実測値の安全率 50 %とし，

実測値と数値解析結果を比較すると，2～5 MPa の誤差があ

った。解析評価を表 2および図 9に示す。 

 

表 2. 織物の解析比較 

織物 
引張強度 

/MPa 

実測値 371～374 

応力解析 376 

                 

              図 9. 織物の応力解析図 

4．まとめ 

撚糸，織物加工を施した金属繊維のひずみと応力につい

て解明し，評価装置を作製して機械的性質の特性調査を行

った。本研究では，破断しやすい撚糸で織物の評価装置を

作成し機械的性質のデータを蓄積する事が出来た。 

今後，面形状のセンサ開発に発展させるには，さらに詳

しい評価方法・電気的な特性評価を確立し，使用用途に合

わせた線径や加工条件を検討する必要がある。 

（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 9 月 10 日再受付） 
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1．はじめに 

様々な電子機器は，電磁両立性（EMC）が求められてい

る。これには，電子機器がテレビやラジオ，通信に対して

影響を及ぼす可能性のある電磁妨害波を抑制することが含

まれている。この電磁妨害波の大きさについて，各機器の

許容値が，日本において電波法あるいは電気用品安全法，

自主規制として VCCI，また国際的には国際無線障害特別委

員会（CISPR）において規定されている。 
しかし，一般家庭での利用の増加が見込まれる太陽光発

電システムに用いられているパワーコンディショナの規格

は，現在審議中である。そのため，太陽光発電システムに

ついては，各国内製造業者が，既存の規格を参照して自主

的に試験を行っている(1)。 
太陽光発電システムは，太陽電池モジュールとパワーコ

ンディショナから構成されている。このパワーコンディシ

ョナは，太陽電池モジュールからの直流電力を商用の交流

電力に変換するもので，直流チョッパーとインバータで構

成されている。これらは，スイッチング回路を使用してい

ることから，ケーブルを伝導するノイズの放出が懸念され

る。このノイズは，さらに太陽電池とパワーコンディショ

ナ間をつなぐケーブルがアンテナとして働き放射ノイズと

なり，テレビやラジオ等の他の機器への影響が懸念される。

そのため，パワーコンディショナの直流入力側の伝導ノイ

ズを抑制する必要がある。 
そこで本研究では，従来から伝導ノイズ，特にコモンモ

ードノイズの大きさを評価するために用いられている⊿型

150Ω系擬似電源回路網 （DC－LISN）を用いた雑音端子電

圧測定の手法を検証したので報告する。 

2．実験方法 

2．1 DC 側の雑音端子電圧及び雑音電流測定 

太陽電池パワーコンディショナの直流入力側及び交流出

力側の雑音端子電圧測定の概要を図１に示す。 
対地とケーブルの大きなループで伝導するノイズがコモ

ンモードノイズであり，パワーコンディショナの場合，こ

のコモンモードノイズは放射ノイズの原因になりやすい。

そこで，このコモンモードノイズを測定する方法として，

⊿型 150Ω系擬似電源回路網（DC－LISN，協立電子工業製，

KNW-403D）を採用した。この DC-LISN は，伝導ノイズ測

定で通常使われている V 型の擬似電源回路網と異なり，コ

モンモードノイズだけを取り出すことができる。 
太陽電池モジュールの代わりに直流電源を用い，EMI フ

ィルタを介してノイズを除去後，DC-LISN を通してパワー

コンディショナの直流側に接続した。パワーコンディショ

ナから伝導するノイズは，DC-LISN を介して EMI テストレ

シーバで測定した。測定周波数は 150kHz から 30MHz であ

り，各周波数毎にピーク値を測定した。 
また，直流入力側のノイズ電流の測定は，電流プローブ

を用いて行った。コモンモード電流及びディファレンシャ

ルモードで電流は，図 2 のように配線して測定した。電流

プローブも EMI テストレシーバに接続して測定した。 
 

2．2 AC 側の雑音端子電圧及び雑音電流測定 

パワーコンディショナの AC 側出力については，AC 用擬

似電源回路網（AC-LISN）を用いた。パワーコンディショナ

の出力は，単相 3 線式で構成されている。パワーコンディ

ショナと電力系統の間に AC-LISN を挿入した。 

 
図 1. 試験のセットアップ 

＊１）電子・機械グループ 
＊２）首都大学東京 
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図 2. 雑音電流測定系 

 
2．3 パワーコンディショナの暗ノイズの測定 

パワーコンディショナの各条件の測定の前に，暗ノイズ

の測定を行った。パワーコンディショナの出力を停止した

ときの雑音端子電圧及び雑音電流の測定を行った。 
 

3．実験結果及び考察 

3．1 雑音端子電圧測定結果 

コモンモードノイズの雑音端子電圧測定結果を図 3 に示

す。灰色の線がパワーコンディショナを止めたときの暗ノ

イズ，黒線はパワーコンディショナの出力が 2.4kW 時で動

作させたときのコモンモードノイズの電圧を示したもので

ある。暗ノイズは 40dBuV で推移している。それに対してコ

モンモードノイズのピークの最大値は 20dB 以上，マージン

があることが分かる。また，コモンモードノイズは，1.5MHz，
5MHz，7MHz において共振点が見られた。 
図 4 は，パワーコンディショナから放出されるコモンモ

ードノイズ及びディファレンシャルモードノイズを示した

ものである。150kHz で最大 80 dBuV のコモンモードノイズ

が観察された。 
 
3．2 雑音電流測定結果 

雑音電流の測定結果を図 5 に示す。図 4 と同様にコモン

モードが大きな値を示している。また共振を起している周

波数も一致している。また雑音端子電圧値と雑音電流値を

比較したところ約 40dB の差が見られる。これは EMI テス

トレシーバの入力インピーダンスが 50Ωであること及び

150Ω系の DC-LISN を用いたことに由来する。 

 

図 3.  暗ノイズの雑音端子電圧 

 

図 4. DC-LISN による雑音端子電圧 

 

図 5. 直流入力側の雑音電流 

4．まとめ 

 実際に使用されているパワーコンディショナで DC 入力

側の雑音端子電圧測定を行った。DC 入力側として，

DC-LISN を用いたところ，コモンモード及びディファレン

シャルモードのノイズが観測された。この雑音端子電圧測

定結果を雑音電流測定結果と比較したところ，共振点の周

波数が一致していること，電圧値と電流値を比較し 40dB の

差がみられ，測定に支障のないことが確認できた。 
 現在，これらの測定手法を用いて，パワーコンディショ

ナのノイズの測定方法の検証とコモンモードノイズの測定

をおこなっており，EMC 試験の規格化（試験法，許容値の

決定等）を進めている。 
 

本研究は，NEDO「標準化フォローアップ事業，太陽光発

電システムより生じる電波雑音の測定方法及び限度値に関

する標準化事業」プロジェクトの支援を受けて行われた。

ここに記して謝意を表する 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 8 月 18 日再受付） 
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電源ケーブルに起因する放射ノイズの影響と評価：LED 照明装置での実証実験 

大橋 弘幸*1)  原本 欽朗*1) 

 
Evaluation of radiated interference caused by power cable : Test with the LED lighting system. 

Hiroyuki Ohashi * 1 ) ,  Akiyoshi Haramoto * 1 ) 

 
キーワード：EMC, 放射エミッション測定, LED 照明装置 

Keywords：EMC, measurement of radiated interference, LED lighting system 

 
1. 研究背景 
放射エミッション測定は供試装置の筐体およびケーブル

からの放射ノイズ（妨害電磁波）の測定を行う。

30MHz~1GHz の放射エミッション測定は試験規格によって

定められた測定サイト評価方法（正規化サイトアッテネー

ション：以下 NSA）により, 測定サイト間の結果の差は規

定値以内に収められている。ただし NSA は測定サイトの空

間の評価方法であるため, 敷設された電気設備が測定結果

に及ぼす影響は考慮されていない。放射ノイズが供試装置

の電源ケーブルをアンテナとして発生している場合, 結果

は測定サイト固有の電源ケーブルの影響を受け , 30～
300MHz において測定サイトごとに結果が異なることが知

られている。(1) 
多摩テクノプラザには電波暗室 A（10m 法電波暗室）と

電波暗室 B（3m 法電波暗室）があり, 両電波暗室間での測

定結果が異なることが報告されており, 上述の電源ケーブ

ルの影響が大きいと考えている。 
2. 研究目的 
本研究では, 多摩テクノプラザの二基の電波暗室間にお

いて生じる測定結果の差について調査し, 電波暗室固有の

電源ケーブルに起因する放射ノイズの影響を評価すること

を目的とした。また, LED 照明装置は電源ケーブルからの放

射ノイズが測定結果に及ぼす影響が大きいため測定方法に

ついて検討した。 
3. 研究内容 

（1） 多摩テクノプラザの電波暗室 A と電波暗室 B の電波

暗室においてアンテナ距離 3m で放射エミッション測定を

行った（供試装置として LED 電球を高さ 0.8m の試験台上

に設置）。電源ケーブルからの放射ノイズは垂直偏波が支配

的であるため, 垂直偏波の測定結果を比較し, 測定結果に

差異が生じる事例を調査した。 
（2） 電波暗室Aと電波暗室Bにおいてそれぞれ試験台上で

発振器（10MHz発振）に電源ケーブルを接続してアンテナ

距離 3mで放射エミッション測定（30~300MHz）を行った。

電源ケーブルを高さ試験台（0.8m）から 条件①：金属床面

まで垂直に垂らした場合, 条件②：条件①+電源差込口まで

床面上で水平に這わせた場合, 条件③：条件②+床下に敷設

された電源ケーブルに接続した場合, 条件④：条件③+疑似

電源回路網（以下VHF-LISN）を挿入した場合の 4 通りの条

件で測定を行い（図）, 電波暗室間の測定結果の差を評価し

た。条件④で使用したVHF-LISNは電源のインピーダンスを

安定化させるために使用している。 

 
図 1.  各条件における放射エミッション測定 模式図 

 
（3）30~300MHz の妨害波測定が可能な雑音電力測定による

LED 照明装置（LED 電球および直管型 LED 照明）の測定を

二つの測定サイト間（多摩テクノプラザと西が丘本部）で

実施し, 電波暗室 A と電波暗室 B で行った放射エミッショ

ン測定の結果と比較した。加えて VHF-LISN を使用した放

射エミッション測定を（2）と同様のｚ条件で実施, 測定サ

イト間で LED 照明装置の測定結果に差が生まれにくい測定

方法について検討した。 
4. 結果および考察 

（1） 電波暗室Aと電波暗室Bで行ったLED電球の放射エミ

ッション測定の結果を 図に示す。60MHz以上の周波数帯で

は測定値に差が生じていたものの, 同じ傾向の周波数特性

を示した。しかし, 60MHz以下の帯域では周波数特性が顕著

に異なっており, 電波暗室Aでは 31MHz, 45MHzにピークが

現れているのに対し, 電波暗室Bでは 41MHz, 51MHzにピー

クが現れていた。この 30MHz～60MHzの周波数帯の放射ノ

イズの波長は 5m~10mであるため, LED電球（長さ 0.1m）で

はなく電源ケーブルをアンテナとした放射ノイズである。

この結果により電源ケーブルをアンテナとした放射ノイズ

は電波暗室Aと電波暗室Bで周波数特性が異なる事例を確認
＊１）電子・機械グループ 
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した。 
 

 
図 2.  LED 電球の放射エミッション測定結果 

 
（2）発振器を用いた電波暗室間の放射エミッション測定結

果の差を評価した結果を表 1. に示す。10MHzごとに現れる

発振器のピーク値の測定結果を比較し, 相関係数, 標準偏

差, 最大差分によって電波暗室間での測定結果の差異を評

価した。 
条件②は最大差分 15.6dBとなり条件①と比べて 10.7dB増

大している。原因の一つとして金属床面を這わせた電源ケ

ーブルのレイアウトの違いがある。条件②では電波暗室 A
と電波暗室 B で電源差込口の位置が異なるため, 必然的に

電源ケーブルのレイアウトに違いが生まれ, 測定結果に影

響を与える。 
条件④では最大差分 3.2dB となり, 4 つの条件で最も小さ

い値になった。電源ケーブルに VHF-LISN を接続すること

で, 接続しない場合（条件③）と比較して測定差が最大で

13.7dB 縮まり, 電波暗室間の測定結果を一致させるために

VHF-LISN の使用は有効な手段であることがわかった。 
 

表 1. 発振器による暗室間測定結果の比較評価 

測定条件（電源ケーブルの状態）
相関 
係数 

標準 
偏差 

最大 
差分 

① 床面まで垂らす 0.97 1.4dB 4.9 dB
② ①+床面這わす 0.92 3.0dB 15.6 dB
③ ②+敷設電源ケーブルに接続 0.84 4.1dB 16.9 dB
④ ①+VHF-LISN 挿入 0.98 0.9 dB 3.2 dB

 
（3）雑音電力測定と放射エミッション測定のサイト間の測

定結果の差を比較した結果, 前者の測定結果が良く一致し

た（相関係数 0.96）。ただし, VHF-LISNを使用した場合は放

射エミッション測定でも同程度一致した測定結果が得られ

た（相関係数 0.98）。図 3.  に 2.(1)と同等の条件で行ったLED
電球の放射エミッション測定にVHF-LISNを用いた結果を

示す。図に示した結果と比較して電波暗室間の周波数特性

の測定結果がより一致し, 60MHz以下の帯域で異なってい

たピークは 45MHz付近のピークで一致した。 
 

 
図 3.  LED 電球の放射エミッション測定結果（VHF-LISN 使用） 

また, 雑音電力測定が電源ケーブルから出る放射ノイズ

のみ測定しているのに対して, 放射エミッション測定は供

試装置自体からでる放射ノイズも測定している。特に直管

型LED照明では偏波によってノイズ源の切り分けがある程

度可能で, 垂直偏波は電源ケーブル（図 4.(a)参照）, 水平偏

波は供試装置からの放射ノイズ（図 4.(b)参照）が支配的で

ある。したがって, LED照明装置の測定方法としては雑音電

力測定よりVHF-LISNを使用した放射エミッション測定が

適切である。 

 
(a) 垂直偏波 

 
(b) 水平偏波 

図 4.  直管型 LED 照明装置の測定結果（VHF-LISN 使用） 

5. まとめ 
電波暗室間で測定結果の周波数特性が異なる事例 
（レベルの差異, ピーク周波数の差異）のデータを取得し

た。VHF-LISN を使用することで電波暗室間の放射エミッシ

ョン測定の結果の差が少なくなった（相関係数 0.84 から

0.98）。LED 照明装置の測定方法としは VHF-LISN を使用し

た放射エミッション測定が適切であることを実験で証明し

た。 

今後，規格制定に向けてデータ収集を継続する。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 6 月 24 日再受付） 
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インクジェット式三次元造形機を用いた製品製作とその精度評価 
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Accuracy Evaluation of 3D Ink-Jet RP Manufactured Products  
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1．はじめに 

近年，製品開発において設計から製作までのリードタイ

ムの短縮化が求められている．この要望に対応するために

設計と並行して製品の試作が可能である三次元造形機が広

く用いられている。当センターにおいてもインクジェット

式三次元造形機を導入しているが，形状・寸法，製品概観

および部品干渉等の確認での利用が主であり，実製品製作

の例は少ない。今後更なる実製品製作を図るためには，造

形品の表面性状，寸法・形状精度に関するデータ蓄積が不

可欠である。 

本研究ではインクジェット式三次元造形機により製作し

た造形品の表面性状，寸法精度，形状精度を評価した。 

2．試験装置 

本研究ではインクジェット式三次元造形機として

CONNEX500（Objet 社製）を用いた。同造形機の仕様を表 1
に示す。同造形機は紫外線硬化樹脂の液滴を連続的に噴射，

液滴をローラで均一化させながら硬化し，三次元形状を造

形するものである。図１に同造形機のプリンタヘッド走行

方向と座標系の関係を示す。図 2 に造形品の一例を示す。 
 

表 1. 三次元造形機の仕様 

積層ピッチ 30μm 
造形解像度 X 軸 600dpi, Y 軸 600dpi, Z 軸 800dpi 

 

 

図1. 三次元造形機の座標系  図2. 造形品の一例（軸モデル） 

3．評価内容および結果 

 3．1 表面性状の造形方向異方性評価  同造形機で製作し

た造形品表面には造形痕が筋目状に残留する。この造形痕

は造形方向により様相が異なるため，各面（XY 面，YZ 面，

ZX 面）の表面粗さ（算術平均粗粗さ Ra）を評価した。そ

の結果を図 3 に示す。これより，表面性状は造形方向異方

性を示すことがわかる。この原因は，XY 面では，噴射され

た樹脂がローラによって均一化され，樹脂の噴射および硬

化が連続的であるが，他の面ではローラの作用がなく，樹

脂の噴射および硬化が不連続であるためと推定できる。 
3．2 寸法・形状精度の造形方向異方性評価  各造形方

向の寸法精度を調べるために階段状の段差寸法を測定し

た。試験片の段差は 0.1mm～1mm（0.1mm ピッチ），1～10mm
（1mm ピッチ），10～100mm（10mm ピッチ）の 3 種類とし

た。その結果，X 方向および Y 方向では，プラスの誤差，Z
方向ではマイナスの誤差が生じた。しかし，誤差は表１に

おける造形解像度以下であり，造形サイズの増大に伴った

誤差の変化は生じなかった。 
次に，軸および穴形状の試験片を作製し，設計値寸法と

造形品寸法を比較した。試験片寸法はφ10～φ100mm
（10mm ピッチ）とした。図 4，5 に設計値寸法と造形誤差

の関係を示す。両図において，造形誤差は軸では全方向で

プラス方向（最大で 0.3mm 程度）が支配的であり，穴では

マイナス方向（最大で-0.15mm 程度）が支配的である。これ

より，同造形機で作製した製品は，軸，穴形状によらず実

体が設計値より大きくなると言える。また，軸，穴寸法に

おいては，造形品寸法の増大に伴う造形誤差の変化が生じ

ることを確認した。この造形誤差の変化は造形方向によっ

て異なるが，軸形状では造形品サイズの増大に伴う誤差の

増大，穴形状では，造形品サイズの増大に伴う誤差の減少

を確認した。 
さらに，三次元座標測定機を用い軸，穴の実体形状をス

キャニング測定し，形状精度（真円度）を調べた。その結

果，これらの形状は造形方向に依存して引き伸ばされた形

状や押し縮められた形状となるがわかった。 ＊１）電子・機械グループ 

ノート 

- 144 -



Bulletin of TIRI, No.6, 2011 

   

 
図 3. 各面の算術平均粗さ Ra 

 

 

図 4. 軸形状における設計値寸法と造形誤差の関係 

 

 

図 5. 穴形状における設計値寸法と造形誤差の関係 

 
 3．3 補正による寸法・形状精度の向上  3.2 節で明らか

になった結果を用い，造形方向，寸法ごとの寸法・形状の

補正を試みた。補正のため，軸，穴の第一軸と第二軸（XY
平面の形状であれば，第一軸：X 軸，第二軸：Y 軸）の二点

間寸法を算出し，オフセット誤差と倍率誤差に分離した補

正式を求めた。ここで，オフセット誤差とは設計値と実測

値の関係より求めた近似直線の初期誤差，倍率誤差とは傾

きにより生じる誤差である。 
得られた補正値を，楕円として定義した軸，穴形状の長

軸と短軸寸法として CAD 寸法に適用した。補正前後の実体

の形状精度（形状精度のプロファイル）を重ね合わせた結

果の一例を図 6，7 に示す。補正を実施したモデルの呼び径 

 

図 6. 軸形状における形状補正効果の一例（XY 面） 

 

図 7. 穴形状における形状補正効果の一例（XY 面） 

 
は，軸モデルが 11.91mm，穴モデルが 6.008mm である。こ

れらより，形状精度（真円度）を 0.2mm 程度（補正前）か

ら 0.1mm 程度（補正後）まで向上できることがわかった。

ただし，この補正方法が様々な寸法，造形方向に効果を示

すかについてさらに調査が必要である。 
 

4．まとめ 

インクジェット式三次元造形機により製作した造形品の

表面性状，寸法・形状精度は，造形方向異方性を示すこと

が明らかとなった。また，CAD 上の補正により，軸と穴の

形状精度（真円度）は 0.1mm 程度まで向上することが可能

であった。 
今後は，本研究で得られた基礎データをもとに，樹脂注

型のマスターモデル等の高精度が要求される製品への適用

を目指す。 
（平成 23 年 5 月 20 日受付，平成 23 年 7 月 27 日再受付） 
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伝統的工芸品多摩織を用いた新規製品開発 
 

原 めぐみ＊１）  藤田 茂＊１）  池田 善光＊１）  小林 研吾＊１）  吉水 壯吉＊２） 

 
New product development of Traditional craft TAMAORI 

Megumi Hara＊１）, Shigeru Fujita＊1）,  Yoshimitsu Ikeda＊１）,  Kengo Kobayashi＊1）,  Soukichi Yoshimizu＊2） 
 

 
キーワード：伝統的工芸品,デザインシミュレーション 

Keywords：traditional craft,design simulation 

 

1．はじめに 

多摩織とは八王子市を中心に伝統的に織られてきた「お

召し織」「紬織」「風通織」「変わりつづれ織」「もじり織」

の５種類の技法からなる絹織物の総称であり経済産業大臣

指定の伝統的工芸品である。現在，多摩織は伝統技法の次

代への継承と，八王子の地場産業の活性化，多摩織ブラン

ドの新たな市場の開拓が求められている。そこで，これま

で和装中心であった多摩織の新たな商品展開としての洋装

雑貨である帽子の開発を行いたいという要望を共同研究先

から受け，時代の需要を取り入れた新規性の高いデザイン

と新しい技術を用いた製品開発を行った。 
 

2．試験方法  

 2．1 帽子用生地としての翠紗（すいしゃ）技法の検討   

翠紗技法とは多摩織技法５種の中の「もじり織」に分類

されている絹織物である。強ねん糸を糊でより止めし，た

て糸と同じ糸をよこ糸に用いて製織し，糊抜きしたもので

ある。たて糸とよこ糸が非常に強いよりのため，平織の組

織を用いているが，紗のように目が粗く外観が透けた織物

である。そのため，夏物着尺地や袴地に適している。本研

究では帽子用の生地として使用することを考慮し，生地に

厚みや張りが必要であると考え，ねん糸の際に糸を１本増

やす等し，ねん糸・製織条件の検討を行い，製織した（表

１）。 

 

 

玉糸 54dtex×生糸 18.9dtex×生糸 18.9dtex 

玉糸 54dtex×生糸 18.9dtex×生糸 18.9dtex 

 

 

 2．2 市場調査と製品企画  
市場動向を製品企画に取り込むため市場調査・分析を行

った。2011 春/夏トレンドカラー・素材・柄・形状等といっ

た帽子の製品企画を立案するにあたり必要な情報を得るた

め，トレンド情報機関，見本市情報，情報紙，マーケット

からの情報の抽出，街頭調査，聞き取り調査を行った。 

 2．3 デザインシミュレーション技法の検討 

織物用 CAD ソフト（4DBOX;トヨシマビジネスシステムズ

社製）を用いて PC 上での糸・生地の作成を行い，表情を実

物に近い物になるようデザインシミュレーションを行っ

た。また，それらを帽子の形状へ CG 技術を用いて貼り込み，

最終的な製品イメージ，デザインの検討を行った。 

 

3．結果と考察 

 3．1  帽子用生地としての織物設計と製織技術の改良 

 製織した生地（図 1）を検討した結果，翠紗の生地は透け

ていて，表面に凹凸等がなく，帽子用の生地として単独で

使用するのには生地表面の表情が乏しかった。そこで，よ

こ糸につむぎ糸を部分的に織り込み，生地の表情に変化を

与えた。つむぎ糸は強ねん糸と比較して，撚りが弱く，太

むら部位（スラブ）があるため，よこ糸に部分的に使用す

ることにより，透けた部分と透けていない部分のコントラ

ストが強調されるとともに太むら部位(スラブ)が生地の表

面にランダムに発生して，表情が豊かになった(図 2)。結果，

伝統的工芸品の枠の中で織布を帽子用に改良することがで

きた。 
 
 
 
 

 

 

 
＊１）繊維・化学グループ 
＊２）吉水工房 

ノート 

撚糸 

上撚Ｓ2000 回/ｍ 

表 1. 帽子用生地の撚糸・製織条件 

製織条件・筬（おさ） 

18 算（よみ）（1本入）19 羽/cm 

下撚 Z1000 回/ｍ 

図 2. つむぎ糸を用いた生地図 1. 製織した翠紗の生地
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 3． 2 製品企画立案 

調査・分析結果を基に，伝統的工芸品多摩織を用いた帽

子の製品企画を立案した（表 2）。ターゲットは価格設定が

少々高めであっても購入可能である点と，伝統工芸品や国

産織物に興味・理解を示す世代である点から世代は 50 代以

上の女性をピックアップした。形状に関しては，市場動向

（定番型,売れ筋,トレンド予測）を考慮して 2 タイプ選出

した。帽子全体の印象,イメージは価格帯が 3万円前後であ

る点と，伝統工芸品である点を考慮した。また，色彩に関

しては市場調査・分析の際に得たデータから色彩を抽出し，

トレンド予測を加味し 12 色を選出した。 
 

 

 3．3 デザインシミュレーション技法の開発と製品デザイ

ンの作成 

（１）PC 上での糸の作成 翠紗の糸に関しては製織の際

のねん糸条件を参考にして太さ，表情等を調整した（図 3）。

つむぎ糸に関しては，スラブ部分の表情に対してペンツー

ル等を活用し描写，表現した。その際，スラブが生地全体

にランダムに散り，生地の表情として規則性による違和感

が出ないように留意しながら糸の表面の調整を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） PC 上での生地の作成  糸の作成時と同様に，製織

条件を考慮に入れながら密度等の調整をし，紙に出力した。

拡大鏡で見比べる近目の印象と，手に持って見比べる遠目

の印象を確認し，実物に色，密度が近似するように調整を

重ねた。また，最終的な仕上げの作業として，微妙な色の

調整，織布の表情の調整には画像処理ソフト（Photoshop;

アドビシステムズ社製）へ織物デザインデー 

 
 
 
 
 
 

 

タを移行し作業を行った（図 4）。 

（３）帽子の形状への生地の貼り込み  帽子を撮影した

写真の生地部分の色，柄等の情報を消し，無地の状態にし

た画像を用意した。織物デザインシミュレーション画像を

帽子のパターンに合わせて，部品ごとに貼り込んでいき，

しわや影等の調整を行った(図 5)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの手法を活用することにより，翠紗生地を用い

た帽子のよりリアルなシミュレーション画像の作成を行

うことができ，円滑なデザイン検討，デザイン選定が可

能となった。これを基に実物の製品を７点製作すること

ができた(図 6）。 

 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  4．まとめ  

 本研究では，伝統的工芸品多摩織の技術の中で新たに

洋装雑貨向けに織物設計をし，現代の市場動向を取り入

れた製品企画を立案し，最新の CG 技術を取り入れたデザ

イン作成とデザイン検討を行った。その結果，今までの

和装製品を軸としていた多摩織の製品とは異なった，新

たな表情を持った多摩織の製品を製作することができ

た。今回開発した翠紗技法の織物設計や CG によるデザイ

ンシュミレーション手法，画像合成手法は今後，他の伝

統的工芸品の製品開発支援にも活用可能である。 

（平成 23 年 5 月 18 日受付，平成 23 年 6 月 16 日再受付） 

シーズン 2011 年春/夏 

ターゲット 50 代～女性 

形状 つば広帽,キャスケット 

イメージ エレガント,シック, 

カラー 柑橘類の様な爽やか色彩 

オレンジ，イエロー，グリーン等 12 色 

商品化 ブランドタグの付与 

表 2. 製品企画 

図 3. 糸の作成画面 

実物の生地 

図 4 生地のデザイン作成作業 

比較・調整

PC で作成した生地 

貼り込み 

図 5. 帽子の形状への貼り込み作業

調整

図 6. 製品 7 点中 4 点 

実物の生地 
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バナナ繊維/ポリブチレンサクシネート複合体の機械特性 

 

安田 健*1)，梶山 哲人*2)， 成瀬 雅公*3)，村田 清*4)，村上 雅人*4) 

 

Mechanical properties of banana fiber/polybutylene succinate composites 
Takeshi Yasuda, Tetsuto Kajiyama, Masahiro Naruse, Kiyoshi Murata, Masato Murakami 

 

キーワード: バナナ繊維，ポリブチレンサクシネート，複合体，機械的特性 

Keywords：Banana fiber，Polybutylene succinate，Composites，Mechanical properties 

 

 1．緒言 

現在，プラスチックは大量消費社会に欠かすことの出来

ない材料であり，様々な分野において利用されている。し

かし近年，地球温暖化の問題解決に向けて，二酸化炭素(以
下 CO2)排出を伴う石油を代表とする化石資源材料から大

気中の CO2量を増加させない，また CO2 排出を伴わない環

境に低負荷な材料への切り替えが強く望まれている。その

対策の一つとして，天然繊維を利用してプラスチックと複

合化することにより，プラスチックの使用量の削減，高強

度化などが期待されている。 
本研究では，数多くある天然繊維から，利用状況，生育

との関係から大量に廃棄されるバナナの葉から採取された

バナナ繊維を用いて，樹脂との複合化を行い，曲げ試験，

衝撃試験を行った。 

 2．実験方法 

 2．1 試料の作製 本研究では，バナナ繊維を長さ 5 mm
にカットしたフィラー(以下 BF，図 1)とバナナ繊維を 10%
水酸化ナトリウム溶液に室温で 2 時間浸漬した後，イオン

交換水で中性になるまで洗浄し，長さ 5 mm にカットした

フィラー(以下 BF-A)の二種類を，ポリブチレンサクシネー

ト(以下 PBS，ビオノーレ#1020，昭和高分子製)を用いた。

複合方法は，ホットプレス機を用いて PBS と BF，BF-A を

プレスした後，粉砕し，重量比でフィラー：PBS = 10:90(以
下 10 wt. %)，20:80(以下 20 wt. %)となるように，二軸押出

機(PCM-30，L/D = 31.5，D = 30 mm，D はスクリュー径，L
はスクリュー長さ，池貝製)を用いて，シリンダー温度

140 ℃で溶融混練した。その後，射出成形機(ネスタール

150/75，最大型締力 75 トン，住友重機械工業製)を用いて，

多目的試験片を成形した。多目的試験片の両端を切り，長

さ 80 mm×幅 10 mm ×厚さ 4 mm の試験片を作製した． 

 
図 1. バナナ繊維 

 2．2 機械的特性の評価  作製した試料を各試験 5本ず

つ材料試験機(オートグラフ AG-10TD，島津製作所製)を用

いて，曲げ弾性率，曲げ強さの測定(支点間距離 64 mm，

試験速度 2 mm/min)と先端半径 0.25 mm，深さ 2 mm の切

欠きを入れ，シャルピー衝撃試験機(DG-UB，東洋精機製作

所製)を用いてシャルピー衝撃試験を行った。  
 3．結果と考察 

 3．1 試料の表面形態 図 2 に BF と BF-A の表面の走査

型電子顕微鏡(以下 SEM) 写真を示す。BF の表面形状がほ

ぼ平滑であるのに対して，BF-A の表面には細かい凹凸がみ

られた。図 1 の断面図，図 2(a)の側面図に示すようにバナ

ナ繊維は，数十本からなる数μm の単繊維がリグニンで覆

うような構造になっている(1)。水酸化ナトリウム水溶液で 

(a) BF            (b) BF-A 

図 2. 二種類のフィラーの電子顕微鏡写真 

＊１） 繊維・化学グループ 
＊２） 材料技術グループ 
＊３） 芝浦工業大学大学院 
＊４） 芝浦工業大学 

ノート 
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処理することによりバナナ繊維の表面にあるリグニンの一

部分が除去され，単繊維の一本一本が表面に現れていると

考える。 
 3．2 三点曲げ試験 図 3 に PBS/BF 複合体の三点曲げ

試験における公称応力-公称ひずみ曲線を示す。PBS に BF
を複合化させることにより曲げ弾性率，曲げ強さが向上し

た。BF の含有量が 10 wt. %では PBS と同様に公称ひずみ

0.2 まで伸びたが，BF の含有量が 20 wt. %になると，公称

ひずみが 0.1 未満で破断し，脆くなった。 

曲
げ
応
力

M
Pa

ひずみ

60

50

40

30

20

10

00 0.1 0.2

PBS
PBS/BF 10wt. %
PBS/BF 20wt. %

   図 3. BF/PBS 複合体の三点曲げ試験における 

      公称応力-公称ひずみ曲線 

曲
げ

応
力

M
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ひずみ
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PBS/BF-A 10wt. %
PBS/BF-A 20wt. %

   図 4. BF-A/PBS 複合体の三点曲げ試験における 

     公称応力-公称ひずみ曲線 

図 4 に BF-A/PBS の複合体の三点曲げ試験における公称

応力-公称ひずみ曲線を示す。BF/PBS 複合体と同じように

BF-A/PBS 複合体も，BF-A の含有量が増加すると，曲げ弾

性率，曲げ強さが大きくなり，小さなひずみで破断した。

バナナ繊維の含有量が同量の場合，BF/PBS 複合体に比べ，

BF-A/PBS 複合体は，最大応力が小さくなった。 20 wt. %
では，BF/PBS と比較して最大応力は小さくなったが，破

断ひずみが大きくなった。複合体が破断する場合，マトリ

ックスとフィラーの界面から破断すると考えられるが，破

断ひずみの向上したことから，マトリックス(樹脂)とフィ

ラー(バナナ繊維)の界面密着性の向上が示唆されるため，

BF と BF-A では，BF-A の方が PBS との界面密着性が高い

と考える。 
 3．3 シャルピー衝撃試験 図 5 にシャルピー衝撃試験

の結果を示す。結果は 5 回の平均値である。PBS とバナナ

繊維を複合化することにより，PBS 単体より衝撃値が下が

った。しかし，BF，BF-A ともに含有量を増やすことによ

り，衝撃値は向上する傾向を示した。また， BF-A/PBS 複

合体のほうが，BF/PBS 複合体よりも衝撃値が高かった。  

シ
ャ
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    図 5. PBS，BF/PBS 複合体と BF-A/PBS 複合体の 

        シャルピー衝撃強さ 

 図 6 にシャルピー衝撃試験後の破断面にあるバナナ繊維

の SEM 写真を示す。BF(図 6 (a))は，図 2(a)と同じようなに

表面が平滑であることから，バナナ繊維が PBS から引き抜

が生じているために，抜けた部分がボイドとなり，破断し

ているものと考える。BF-A(図 6 (b))は，バナナ繊維の表面

に樹脂が付着しているような状態になっている。 

20 μ m 20 μm

(a) BF           (b) BF-A 

図 6. BF/PBS と BF-A/PBS 複合体の破断面における 

バナナ繊維の SEM 写真 

  4．結言 

(1)バナナ繊維を水酸化ナトリウム水溶液(アルカリ溶液)

で処理することにより，処理しない場合に比べて，曲げ

試験おいて破断伸びが大きくなるが，最大応力および弾

性率は小さくなる。また，衝撃強さは大きくなる。 

(2)アルカリ処理することにより，バナナ繊維と樹脂との界

面の密着性が向上する。  

（平成 23 年 5 月 19 日受付，平成 23 年 7 月 5 日再受付） 
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 1．はじめに 

現在の我々の生活において，触れない日がないほど，プ

ラスチックは必要不可欠のものである。そのプラスチック

製品の多くは，射出成形で作られる。近年日本では，「少品

種大量生産」から，「多品種少量生産」にシフトしている。

射出成形において，「少品種大量生産」するために，一個取

り金型から多数個取り金型にシフトし，その中で品質向上

のため，金型内のランナバランスの問題が取り上げられ，

射出成形 CAE ソフトウェア結果と経験により解決してき

た。「少品種大量生産」を実現する多数個取りにおいては，

スプルからゲートまでの形状および長さが問題となったが，

「多品種少量生産」を実現するためには，同一の金型で異

なる形状の製品を成形する必要が生じる。この技術は，製

品の形状が異なるために，多数個取りにおけるランナバラ

ンスに加えて，製品に必要な充填圧力バランスを取ること

が重要となる。良好な金型を作製するために，トライ＆エ

ラーを繰り返し，金型を改良していくことになるが，でき

る限り金型の修正は簡単なほうが生産効率の向上に寄与で

きる。例えば，ゲートやランナ部分を入れ子にして，交換

することで，異なる製品の同時成形金型内の充填バランス

を制御できれば，品質向上および短納期に貢献できる。そ

こで本研究では，射出成形金型におけるゲートの幅に着目

し，充填時におこる現象について検討を行った。 
 2．実験方法 

 2．1 材料 成形材料として，ポリプロピレン(MA1B，日

本ポリプロ製)を用いた。 
 2．2 射出成形 射出成形機には，油圧式射出成形機(ネス

タール 150/75，最大型締め力 75 ton，住友重機械工業製)を
用いた。金型の模式図を図 1 に示す。製品形状は，JIS K 
7113-1995 1 号形試験片である。ゲート A，B は，入れ子で 

 
 
 
 
 
 

図 1. 射出成形品の形 

厚さ，幅を変えることができる。本研究では，ゲートの厚

さは 2 mm とし，樹脂温度およびゲート A，B の幅を表 1
のように変えて成形を行い，試験片にできるウエルドライ

ンの位置を計測した。すべての Case において，射出速度を

5.5 ～ 33 cm3/s の間で変化させた。金型は室温で使用した。 
 

表 1.  ゲートの幅と樹脂温度 

 Width of 
Gate A 

Width of 
Gate B 

Resin 
temp. 

unit mm mm ℃ 

Case 1 6 6 200 
Case 2 2 2 200 
Case 3 2 2 230 

 
 2．3 金型内流動結果の表示 ノズルから充填された樹脂

は，スプルを通りランナで二方向に分岐され，片方の流動

先端は 100 mm 先で分岐されゲート A に，もう片方の流動

先端は 36 mm 先で分岐されゲート B に到達する。樹脂の温

度変化を考えない場合(等温系)，流動距離の短いゲート B
から充填された後，ゲート A が充填され，製品部における

ウエルドライン(1)は図 2(a)のようにゲート A 側にできる。

充填パターンの一つの指標として，そのウエルドラインの

位置(以下 w)を測定した。w を，図 1 に示す座標系 W を用

いて表す。 ＊１） 繊維・化学グループ 
＊２） 株式会社綜合プラスチック 
＊３） 材料技術グループ 
＊４） 機械技術グループ 
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(a)パターン 1 

 
(b)パターン 2 

 

(c)パターン 3 

図 2.  様々なウエルドライン 

例えば，ゲート A からのみ充填される場合，w は 175 mm
となり，ゲート B からのみ充填される場合，w は 0 mm と

なる。ウエルドラインが斜めの場合は，中心位置を測定し

た。図 2 (b)，(c)のようなウエルドラインの場合(共に図 1
のゲート B 付近にできたウエルドライン)，図中の黒丸付

近で測定を行い，(b) w = 139 mm，(c) w = 150 mm とした。 

 3．結果と考察 

Case 1 ～ 3 における成形条件の違いによる w を図 3 に

示す。ゲート A，B の幅が 6 mm である Case 1 においては，

射出速度が変化しても w は変化しなかった。一方，Case 2 
では，射出速度が速くなると w が小さくなった。Case 3 は，

Case 1 と比較すると w が大きく，また，射出速度が速くな

るとわずかではあるが w が小さくなる傾向を示した。 
射出成形は，加熱した樹脂を金型に充填する成形方法で，

高温の樹脂が金型により冷却される過程と粘性発熱によ

る温度上昇する過程が複合している。ゲートの幅が 6 mm
である Case 1 においては，射出速度によらずウエルドライ

ンの位置が同じことから，等温系の考え方で w (充填挙動)
が予想できる。Case 1 と Case 2 は，ランナ部での金型から

の冷却および発熱は等価であるが，ゲート断面積の小さい

Case 2 のほうが，ゲート部での圧力損失は大きくなる。金

型内流れは，ファウンテンフロー(2)であるため，固化相の

形成により実際に流動できる断面積は本来の断面積より

小さくなる。射出速度が小さければ，固化相は大きくなる。

そのため，ランナ部で同じ厚さの固化相を持つと仮定する

と，Case 1 と Case 2 のゲート断面積に対する流動断面積の

比 (流動断面積/ゲート断面積)は，Case 2 の方が小さくなり，

流路断面積が小さい方がより金型からの冷却の影響を受

ける。しかし，冷却だけしか考えないと Case 1，Case 2 と

もに， ゲート A，ゲート B では，流動断面積であるため，

w は同じはずである。ランナ部における発熱を考慮すると

以下のように考えることができる。射出成形では，ファウ

ンテンフローであるため，現象として全く同じではないが，

ランナ部における発熱量は，射出速度が大きくなると増え

るが，温度分布が完全発達するまでの距離が長くなる(3)。

スプルから分岐された樹脂は，ランナ部で発熱する。スプ

ルからの距離の短いゲート B への到達時の樹脂の温度は，

スプルからの距離の長いゲート A に比べて低いため，幅 2 
mm (Case 2) のゲートのように流路の断面積が小さい場合，

樹脂がゲートを通過するのが難しいと考えられる。射出速

度が速くなるとゲート B の樹脂温度が高くなり，ゲート B
でも通りやすくなると考えられる。また，Case 3 のように

成形時の樹脂温度を上げることにより，発熱量が少なくて

もゲートBから流入しやすくなりwが小さくなると考えら

れる。特定の金型や成形条件によるが，ゲートの大きさに

より充填挙動を変化させることができることがわかる。 
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図 3.  射出速度，ゲート幅，樹脂温度が与える 

ウエルドラインの位置への影響 

 

 4．まとめ 

本研究で，ゲートの大きさを変化させることにより，金

型内充填挙動が変化した。そのため，形状の異なる製品を

多数個取りする場合などの充填バランスの調整の有効な方

法の一つであることが示唆された。 

（平成 23 年 5 月 19 日受付，平成 23 年 6 月 30 日再受付） 
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た。また，線量率が1/10になると，Ｇ値は1.5倍に増加した。LET
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た，由来の明確な供試真菌を用いてデータベースの補正を行うこと
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ロパーオキサイドを利用してグラフト重合を行った。大気中照射及
び大気中保管の条件下で変化するラジカルの挙動を詳細に調べ，グ
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Materials Characterization, Vol. 61, pp. 907-911, (2010)

コラーゲン線維を高密度化する技術を開発した。コラーゲン多孔
質材料の力学強度を飛躍的に高めることができた。コラーゲン多孔
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斎藤正明（都産技研），今泉洋（新潟大），加藤徳雄（愛媛県立医技
大），石井吉之，斎藤圭一 （北大） 
Electrochemistry, 第78巻, 第7号, pp. 597-600, (2010)

H2O及びD2Oの電解による陽イオン随伴水及びトリチウム濃縮の
温度変化実験を行い，水素結合ネットワークのプロトン量子による
並列反応が生じていたことを実証した。水電解におけるトリチウム
濃縮現象の主因が水素同位体効果ではなく，この並列反応であった
ことを明らかにした。
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Journal of Photopolymer Science and Technology, Vol.23, pp. 545-
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プラズマ処理により超高分子量ポリエチレン不織布の改質を行っ
た。改質の効果を染料による染色で確認したところ，酸性染料及び
反応染料で効果が認められた。FT-IRおよびXPSによる表面分析に
より，不織布に水酸基及びカルボキシル基が確認された。

Effect of calcium on intermetallic compound layer at interface 
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青沼昌幸（都産技研），中田一博（阪大）
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実用化が進んでいる難燃性マグネシウム合金を，摩擦攪拌接合法
により工業用純チタンと異種金属接合し，接合性および接合界面組
織と接合強さに及ぼす合金元素の影響について検討を行った。接合
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条件の適正化により継手の形成が可能であることが判明し，高強度
を得られる場合の接合界面組織について詳細な解析を行った。

炭素繊維を用いた球状繊維集合体の生ごみ処理機用担体としての適

合性
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Journal of Textile Engineerinng, Vol. 56, No. 4, pp. 117-122, (2010)

炭素繊維による球状繊維集合体の成形方法を考案し，その機能と
して菌付着性能を評価した。開発した球状繊維集合体の密度と菌付
着性の関係より，密度の変化にともない菌付着量が増減することが
わかった。これにより，炭素繊維を用いた球状繊維集合体は生ごみ
処理用の担体として使用でき，再現性もあることが確認できた。ま
た，処理槽内部に水分を補給することで，ウッドチップと遜色なく，
菌の増殖が促進されることがわかった。
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Si含有DLC膜上に自己組織化単分子膜（SAM）を形成し，そ
の表面の摩擦特性について検討した。その結果，Si含有量に伴い
SAMの形成速度が増加し，摩擦力が低減することなどを見出した。

Introduction of conductivity on non-conducting polyaniline by 
low-energy proton implantation 
中川清子（都産技研），太田信昭（広島大）
Nuclear Instruments and Methods in Physics Research B, 268,
pp. 2467-2469, (2010)

ペレット状ポリアニリン（アニリンブラック）にイオン密度4×
1010 ions/㎠ /s程度で1×1015 ions/㎠ 程度のプロトンを注入する
ことにより，未注入では108Ω㎝程度の抵抗率が30Ω㎝程度まで減
少した。

Acetaldehyde removal from indoor air through chemical 
absorption using L-cysteine
水越厚史（都産技研），山下喬子，野口美由貴，柳沢幸雄（東大）
International Journal of Environmental Research and Public 
Health, 7(9), pp. 3489-3498, (2010)

Ｌ－システインを利用した化学的吸収法による，室内環境中のア
セトアルデヒドを浄化する処理に関する研究論文である。

Dry press forming using CVD diamond film coated tool 
polished by non abrasive ultrasonic vibration polishing
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プレス金型にコーティングされたCVDダイヤモンド膜の研磨法
を開発すると共に，開発した研磨法で研磨を施した絞り金型で，
ドライプレス加工を試みた。その結果，厚さ1mmのステンレス板

（SUS304）の1万回のドライ絞り加工に成功した。この結果から，

CVDダイヤモンド膜コーテッド工具によるドライプレス加工の可
能性が確認された。
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electroconductive ceramic tools
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Steel Research International,Vol.81, No. 9, pp. 1026-1029, (2010)

セラミックス工具を用いたドライ加工が有効であることは，これ
までの研究により明らかであるが，せん断加工に使用されることは
少なかった。特に，ドライで使用することはほとんど考えられてこ
なかった。そこで，本研究では，各種セラミックスをせん断加工用
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た。
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on pyrolysis-gas chromatography/Mass spectrometry
神谷嘉美（元：明治大，現：都産技研），本多貴之，陸溶，宮腰哲雄（明
治大），北野信彦（東文研）
Journal of Applied Polymer Science, Vol. 118, pp. 897-901, (2010)

本件は明治大学所属時のデータをまとめたものである。安土桃山
時代に５トンもの輸入漆が入っていた文献が残されているが，その
物的証拠は確認されてこなかった。本件は，京都で出土した四耳壺
に付着した黒色物がタイ産漆であることを突き止めたものである。  

故繊維を用いた球状繊維集合体の養液栽培用資材としての保水性と

吸水性

樋口明久，近藤幹也（都産技研），清水義雄，髙寺政行（信州大）
Journal of Textile Engineerinng, Vol. 56, No. 5, pp. 153-158, (2010)

故繊維を用いた球状繊維集合体の用途として，養液栽培用資材に
用いるために，保水性や充填時の吸水性を評価した。その結果，コ
ンジュゲート繊維を50wt%以上混合した球状繊維集合体は，球状繊
維集合体の繊維密度により保水性及び充填時の吸水性を制御できる
ことがわかった。さらに養液栽培において，クレイボールと遜色な
く，植物が生育することを確認できた。

解剖学的動作拘束条件を考慮した指姿勢の非接触計測法

佐々木智典（都産技研），橋本洋志（産業技術大学院大），横田祥（摂
南大），大山恭弘（東京工科大）
日本設計工学会誌, Vol. 45, No. 4, pp. 192-201, (2010) 

本論文は非接触，簡易かつ低コストでの指姿勢の計測を可能とす
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る，指の解剖学的動作拘束条件を考慮したリンクモデルを用いたス
テレオ視による計測手法を提案する。本手法は指姿勢や指先位置の
計測が比較的低精度であっても許容できるような用途に向けたもの
であり，指のモックアップや実際の指を用いた実験によりその精度
を検証する。

Kinetics of soil contaminants decomposition by fenton's 
reaction - experimental and numerical study - 
田熊保彦（都産技研），小島紀徳（成蹊大）
The second Asian conference on innovative energy & 
environmental chemical engineering, pp. 489-492, (2010)

土壌汚染の原因物質となっている揮発性有機化合物の，フェント
ン反応による分解処理に関する研究。実験による分解反応速度論の
検討とシミュレーションによる現象の解明を行った。

Graft polymerization using radiation-induced peroxides and 
application to textile dyeing
榎本一郎，添田心（都産技研），勝村庸介（東大・院，原子力機構），
工藤久明（東大・院）
Radiation Physics and Chemistry, 80, pp. 169-174, (2011)

超高分子量ポリエチレン繊維の染色性を改善するため，放射線グ
ラフト重合を行った。スチレンのスルホン化グラフト物はグラフト
率は低いがカチオン染料で濃色に染めることができた。アクリル酸
のグラフト物は酸性染料で濃色に染めることができ，染料が繊維の
非結晶領域に分布していることがわかった。

Measurement of secondary products during oxidation reac-
tions of terpenes and ozone based on the PTR-MS analysis: 
Effects of coexistent carbonyl compounds
水越厚史（都産技研），石塚祐輔， 徳村雅弘，野口美由貴，柳沢幸雄（東
大）
International Journal of Environmental Research and Public 
Health, 7, pp. 3853-3870, (2010)

テルペン及びオゾンの酸化反応にて生成される副産物の，PTR-
MSによる測定に関する論文であり，共存するカルボニル化合物の
影響についても言及する。

Development of a combined real time monitoring and inte-
gration analysis system for Volatile Organic Compounds 
(VOCs) 
水越厚史（都産技研），岡健太郎，飯塚淳，井上靖雄，野口美由貴，
柳沢幸雄（東大），山崎章弘（成蹊大）
International Journal of Environmental Research and Public 
Health, 7, pp. 4100-4110, (2010)

揮発性有機化合物（VOCs）用の，リアルタイム測定システムと
総合解析システムとを一体化させたシステムの開発に関する論文で
あり，その開発状況等を発表した。

A novel methodology to evaluate health impacts caused by 
VOC exposures using real-time VOC and holter monitors
水越厚史（都産技研），熊谷一清（カリフォルニア公衆衛生局，九大），
山本尚理（イェール大），野口美由貴，吉内一浩，柳沢幸雄（東大），
熊野宏昭（早大）
International Journal of Environmental Research and Public 
Health, 7, pp. 4127-4138, (2010)

リアルタイムでのVOCモニターとホルター心電計とを使用した
VOC曝露による健康への影響を評価する新しい方法論等について
発表した。

発泡ポリスチレンビーズ及びその使用製品からの化学物質放散フ

ラックス

水越厚史（都産技研），飯塚淳（東北大），齋藤京子，八巻高子，野
口美由貴，柳沢幸雄（東大）
IndoorEnvironment, Vol. 13, No. 2, pp. 155-161, (2010)

発泡ポリスチレンビーズ及び発泡ポリスチレンビーズを用いた枕
やクッション等の製品の多くは，呼吸域の近くで使用され，体温で
暖められて放散量が多くなる可能性が高い。よって，これらの製品
の使用によってスチレンへの曝露が生じることが懸念される。

本論文では，これら製品からのスチレンの放散フラックスを
Passive Flux Sampler（PFS）を用いて測定し，その結果と考察に
ついて発表した。

Observation of mammalian chromosomes prepared by 
surface-spreading technique
金城康人（都産技研），渡部真（元：神戸市看護大）
Advances in Chromosome Sciences, Vol. 3, pp. 129-130, (2010)

染色体微細構造観察のための古典的な試料調製法である界面展開
法を状態または処理の異なる数種の哺乳類細胞染色体に適用し，各
種高分解能顕微鏡（透過電子顕微鏡，X線顕微鏡および原子間力顕
微鏡）でその微細構造を観察した。その結果，染色体構築の過程に
は，教科書モデルとは異なる30-120nmの粒子構造が階層的に存在
することが示唆された。

Possibility of content change in bioethanol gasoline during pre-
treatment process for using accelerator mass spectroscopy
斎藤正明，柚木俊二，鈴木隆司（都産技研）
RADIOISOTOPES, 第59巻, 12号, pp. 727-731, (2010)

ASTM D6866 method B法に従い，E3ガソリン中のバイオエタ
ノール濃度の定量を試みた。加速器質量分析(AMS)の前処理として，
E3ガソリンからグラファイト試料を調製した。同一のグラファイ
ト試料から小分けした3試料の定量結果は，AMSの測定誤差内に収
まった。しかし，同一のE3ガソリンを8試料に小分けし，調製した
グラファイト試料を測定したところ，十分な精度が得られなかった。
ガソリンには多種の炭化水素化合物が含まれており，それらの沸点
は異なっている。E3ガソリンを空気中に放置すると，そのバイオ
エタノール濃度は蒸発と共に低下することが確認できた。AMS測
定法の試料調製では極めて微量のE3ガソリンを取り扱い，揮発損
失は無視できない。E3ガソリンの蒸発は試料調製時に濃度変化を
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引き起こしたと思われる。

Development of a new diffusion dehumidifier for continuous 
monitoring of suspended particulate matter
栗田惠子（都産技研），青木一幸（元東京都環境科学研究所）　
大気環境学会誌, 46巻, 第1号, pp. 43-48, (2011)

PM2.5の測定器として暫定的に使用されているTEOM測定器用の
除湿器を開発した。これは通常使用されているパーマピュアドライ
ヤーより粒子の損失が少なく，検出部の温度を上げる必要が無いの
で，半揮発性粒子の損失も少ない。

Effects of increased collagen-matrix density on the mechanical 
properties and in vivo absorbability of hydroxyapatite-collagen 
composites as artificial bone materials
柚木俊二（都産技研），田中　順三，生駒俊之（東工大），安田和則，
近藤英司，杉浦弘明（北大）
Biomedical Materials, Vol. 6, No. 1, 015012 (10pp) (2011)

コラーゲンの高密度化技術を用いて，従来にない高密度のアパタ
イト/コラーゲン複合人工骨を開発した。コラーゲンマトリックス
密度の増加が力学特性を向上させる一方で，骨内での吸収速度が低
下する事実を明らかにした。

廃バークを有効利用した活性炭の開発

井上潤，瓦田研介，杉森博和，萩原利哉（都産技研），渡辺昭，白
石稔（日本炭化研究協会）
日本エネルギー学会誌, 90巻, 1号, pp. 66-74, (2011)

奥多摩地方で廃棄されている針葉樹の樹皮と建材として不向きで
ある低質材を原料とし，これらの混合物からVOCの吸着材の開発
を行った。樹皮に含まれているカルシウム化合物などの無機成分の
影響により比表面積の増大があることが分かり，樹皮と低質材の混
合比が25：75のときに比表面積が最大となった。

検知電極の汚染に耐性を持つ光イオン化VOCセンサ

平野康之，加沢エリト，原本欽朗，吉田裕道（都産技研）
電気学会論文誌Eセンサ,マイクロマシン部門誌, Vol. 131, No. 2, 
pp. 88-89, (2011)

ロックインアンプを用いた交流型光イオン化検出器を開発した。
絶縁物で覆った電極の電流の出力はVOC濃度に比例し，電極がコ
ンタミによって汚染されてもその電流値にほとんど影響を与えない
事が明らかとなり，汚染に強いVOCセンサである事が分かった。

公設試験研究機関の依頼試験業務における文書管理について

山田一徳（都産技研）
レコード・マネジメント, No. 59, pp. 13-29, (2011) 

公設試験研究機関である地方独立行政法人東京都産業技術研究セ
ンター（以下「都産技研」）は，東京都情報公開条例における実施
機関であるため，法人の文書は公文書として管理しなくてはならな
い。公文書は，いわゆる文書管理規則や文書管理規程などにて収受・
起案方法や様式，決裁，保存，廃棄など管理方法が規定されている。

しかし，公文書の中にはこれら一般的な収受文書・起案文書とは，

管理方法が異なる文書も存在し，その管理の内容は必ずしも情報提
供されているとは限らないため，実態が外部からは見えにくい場合
がある。そのような文書については，組織を超えた公の場での検討・
議論することが重要であると考える。

本稿では，そのような文書の一例として都産技研における依頼試
験業務に関する文書を取り上げ，その実情を紹介し，さらに現状の
課題として電子化とその利用，保存の単位，保存期間について考察
する。

合板工場の各製造工程における揮発性有機化合物（VOC）の排出

挙動

瓦田研介，木下稔夫（都産技研），宮本康太，塔村真一郎，井上明生，
石川敦子（森林総研）
木材学会誌, 57巻, No. 2, pp. 94-100, (2011)

合板工場で排出される揮発性有機化合物（VOC）を改正大気汚
染防止法に準拠して測定し，排出挙動について解析した。その結果，
VOC排出量は熱圧締，単板乾燥，接着剤塗布，冷圧工程の順に多
い傾向を示した。

オンライン紫外線照射熱分解ガスクロマトグラフィー／質量分析法

を用いた生漆塗膜の紫外線劣化に伴う揮発生成物の検出と劣化機構

の解析

神谷嘉美（都産技研）， 武田紫穂里，渡辺忠一（フロンティア・ラボ），
宮腰　哲雄（明治大）
分析化学, 60巻, vol. 3, pp. 269-274, (2011)

これまでにその存在は指摘されていたものの実際に分析されるこ
とのなかった，漆塗膜に紫外線を照射した際に発生する揮発性劣化
生成物について検討を行ったものである。今まで着手されてこな
かった生漆塗膜からの揮発性劣化生成物に対し，新たに開発された
装置を用いて分析することで，紫外線劣化の際に起こる酸化開裂の
反応について検討し，紫外線劣化機構に対する一定の見解を得た。

薄型テレビパネルガラスを原料としたガラス発泡体のリン酸吸着特性

中澤亮二， 小山秀美（都産技研），荻原明，都竹進，西野芳紀，越
智健一，須永竹英（電子情報技術産業協会）
人間と環境, 37巻, 15, pp. 12-22, (2011) 

FPDガラスを原料としたリン酸吸着用ガラス発泡体の製造条件
と性能評価，リン酸吸着機構を検討した。その結果，FPDガラス
を原料とすることで，リン酸吸着能が向上することを明らかにした。
この効果はFPDガラスの物理化学的特性に起因するものであった。
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外部発表一覧／口頭発表

授乳中クマネズミの発する超音波による成クマネズミの誘引効果

谷川力，春成常仁，木村悟朗，佐藤正彦，謝林（イカリ消毒㈱），
神田浩一，坂巻佳壽美，大原衛，仲村将司（都産技研），加藤光吉（元

都産技研），渡辺洋介（生物環境研究所）
第62回日本衛生動物学会大会 (2010)

授乳中の幼クマネズミから発する超音波を収録し，これを再生し
て成クマネズミの♀を誘引する試験を行った。

試験に用いた音源は1週齢の幼クマネズミの再生音を用いた。試
験に使用した成クマネズミは経産，未経産の区別はしていないが
100ｇ以上の個体を用いた。

試験に用いた装置は透明な管（約2m）で２つのケージをつなぎ，
内部を自由に移動できるようにした。試験方法は供試動物をケージ
内に入れ，3日間環境に慣らした後，再生音の超音波音を一方のケー
ジ内に鳴らし，翌日場所を入れ替え，10分間×2日聞かせた。また，
対照となる反対側のケージは無音とした。

以上の観察で，次の事項を記録した。
１）音源のあるケージへ最初に進入するまでの時間
２）ケージ内での総滞在時間
３）ケージ内への進入回数
以上の記録から再生音側にクマネズミが多く進入・滞在する傾向

がみられた。

Ti-6Al-4V合金とマグネシウム合金との摩擦攪拌接合界面組織に及

ぼす合金元素の影響

青沼昌幸（都産技研），中田一博（阪大接合研）
溶接学会全国大会　平成22年度春季大会 (2010)

Ti-6Al-4V合金とAMCa602マグネシウム合金とを摩擦攪拌接合
し，チタン合金およびマグネシウム合金母材の組成と組織が，接合
界面組織と接合強さに及ぼす影響について検討した。接合界面近傍
のTi-6Al-4V合金は，動的再結晶により結晶粒が微細化することが
確認された。また，接合界面での中間層と遷移層の生成状態と接合
条件および接合強さとの関係など，高強度接合部の作製条件と接合
機構について解析を行った。

Image-based finger pose measurement for hand user interface
佐々木智典（都産技研），橋本洋志（産業技術大学院大），横田祥（摂
南大），大山恭弘（東京工科大）
IEEE HSI 2010 (3rd International Conference on Human System 
Interaction) (2010)

手指の位置，姿勢の計測はユーザインタフェースへの応用におい
て重要である。本研究は画像に基づく指姿勢計測法に関するもので
あり，本発表では２台のカメラを用いて，指に装着した環状のマー
カの特徴を画像から抽出し，最小二乗推定による幾何的な当てはめ
に基づき3次元空間での指の位置，姿勢を推定する。

DLC膜の構造変化に及ぼす熱および応力の影響

川口雅弘，清水綾（都産技研），徳田祐樹，佐々木信也（東京理科大）
トライボロジー会議　平成22春東京 (2010)

DLC膜の構造変化に及ぼす熱および応力の影響について検討した。

塩水中におけるDLC膜の保護特性　第二報　防食特性

川口雅弘，清水綾（都産技研），崔埈豪，加藤孝久（東大）
トライボロジー会議　平成22春東京 (2010)

DLC成膜時の基材の腐食メカニズムについて検討し，防食特性
向上のための処理条件などを明らかにした。

PBII&D法による各種Al合金の表面改質

川口雅弘，清水綾（都産技研），北川貴稔，村田清，村上雅人（芝
浦工大）
トライボロジー会議　平成22春東京 (2010)

DLC膜の応力解析に関する研究の一環として，PBII&D法のイオ
ン注入効果を利用して，アルミニウムダイカスト上にDLCを成膜
し，その密着性やトライボロジー特性を評価した。

塩水中におけるDLC膜の保護特性　第１報：トライボロジー特性

清水綾，川口雅弘（都産技研），遊馬なつみ（芝浦工大），崔埈豪，
加藤孝久（東大）
トライボロジー会議　平成22春東京 (2010)

海洋用鋼材への利用を目的とした，PBII&D法で成膜したSUS304
基板上のDLC膜について，塩水中でのトライボロジー特性評価を
行った。

DLCコーテッド工具によるアルミニウムのドライしごき加工の実

用化

玉置賢次（都産技研），村木正芳，片岡征二（湘南工科大），寺山暢之
（神港精機㈱），檜垣昌子（山陽プレス工業㈱），竹内貞雄（日本工
業大）
トライボロジー会議　平成22春東京 (2010)

環境負荷低減のために潤滑剤を一切使用しないドライプレス加工
技術が求められている。そこで，DLCコーテッド工具を用いたドライ
プレス加工の実現が期待されている。本研究では，DLC膜の原料ガ
ス等の成膜条件をパラメータとして試験を行い，各条件でのDLC膜
のトライボロジー特性を明らかとした。また，DLCコーテッド工具を
用いたアルミニウムのドライしごき加工の実用化の可能性を示した。

Al-Si-Cu系合金溶湯の減圧凝固法を用いた溶湯品質評価の検討

佐藤健二，山田健太郎（都産技研），岩清水康二，池浩之，高川貫仁（岩
手県工技センター）
日本鋳造工学会　第156回全国講演大会 (2010)

Al-Si-Cu系合金（AD12）溶湯の溶湯品質評価に有効な炉前試験
法の減圧凝固試験によって，評価制度に及ぼすガス量と介在物の影
響を調べた。ガスと介在物の量によってそれぞれ特徴的な形態が認
められ，これらを定量的に評価した。
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減圧凝固試験法によるAl-Si系合金のガス評価に及ぼす凝固形態の

影響

佐藤健二，山田健太郎（都産技研），岩清水康二（岩手県工技センター）
日本鋳造工学会　第156回全国講演大会 (2010)

純Al及び過共晶組成までSi量を変えたAl-Si系合金溶湯のガス量
を溶湯品質評価の炉前試験用として用いられる減圧凝固試験で評価
した。凝固試料断面のポロシティの観察結果から，ポロシティ分布
は合金組成による凝固形態に強く依存し，純アルミニウム，亜共晶，
共晶，過共晶に区分される特徴的な分布形態を示す。

Fluorometric bio-sniffer (Opt nose) based on NADH detection 
with UV-LED for continuous monitoring of residential 
formaldehyde with sub-ppb sensitivity
月精智子（都産技研），鈴木祐貴，高橋大志，荒川貴博，工藤寛之，
三林浩二（医科歯科大） 
Biosensors 2010 (2010)

住環境中における，サブppb感度でのホルムアルデヒドモニタリ
ングのためのUV-LEDを用いたNADH検出システムに基づいた蛍光
バイスニファについて発表した。

CVDダイヤモンド膜コーテッド工具の効率的研磨方法の検討

－工具形状の影響－

横澤毅，藤巻研吾（都産技研），片岡征二（湘南工科大），佐藤隆（㈲ノンク）
平成22年度塑性加工春季講演会 (2010)

これまで曲面にコーティングされたCVDダイヤモンド膜の研磨
方法として砥粒レス超音波研磨法を開発してきたが，本研究では，
特に研磨効率を上げる方法について検討した。

各種セラミックス工具を用いたドライ小径せん断加工

玉置賢次，中村健太（都産技研），真鍋健一（首都大），片岡征二（湘
南工科大），井村隆昭（アイダエンジニア㈱）
平成22年度塑性加工春季講演会 (2010)

セラミックス工具を用いたドライ加工が有効であることは，これ
までの研究により明らかである。しかし，セラミックス工具を用い
たドライ小径せん断加工の実用化レベルでのデータは存在しない。
そこで，本研究で，導電性セラミックス工具を中心とした各種セラ
ミックス工具を用いて，ドライ小径せん断加工で連続10万回の実機
試験を実施した。その結果，ドライ加工可能な条件があることを明
らかとした。

木材から放散されるギ酸・酢酸の動的および静的定量法の開発

瓦田研介，栗田惠子，浜野智子（都産技研），大橋亜沙美，近江正陽（東
京農工大学）
文化財保存修復学会　第32回大会 in 岐阜 (2010)

文化財収蔵庫の内装や家具に用いられる木材から放散されるギ
酸・酢酸の静的および動的測定法について検討した。その結果，ガ
ラスデシケーターを用いた簡易で安価な静的測定法を見出した。ま
た，小形チャンバー法を改良した動的測定法では，ガラスチャンバー
を用いると測定精度が向上することを明らかにした。

プラズマ処理によるPE不織布の表面機能化－染色性の改善

榎本一郎，添田心（都産技研），三島和也，小林貴司（㈱日放電子）
第27回国際フォトポリマーコンファレンス (2010)

超高分子量ポリエチレン不織布にプラズマ処理を行い，機能性を
付与した。FT-IRやXPS等の表面分析により基材表面の化学構造の
変化を調べた。処理布を各種染料で染色し，表面に付与した官能基
との関係から染着状態を考察した。

衣服圧に関する一考察

菅谷紘子，岩崎謙次（都産技研）
日本繊維製品消費科学会　2010度年次大会 (2010)
①都産技研衣服圧測定装置の不確かさを報告した。装置全体の不確
かさは68％の信頼水準で，約1hPaであった。②弱，中，強圧設計
の3種類の市販のパンティストッキングを用いた実験結果より，衣
服圧測定値と主観申告による着用感，快不快感はいずれのサンプル
についても無相関であったが，着用感と快不快感では負の相関がみ
られた。

Analysis of object grasping using hand model based on force 
vector group in dynamics space
佐々木智典 （都産技研），橋本洋志（産業技術大学院大），横田祥（摂
南大），大山恭弘，天野直紀（東京工科大）
Mechatronics 2010 (The 12th Mechatronics Forum Biennial 
International Conference) (2010)

物体把持の評価はよりよい製品の設計に役立つため，重要な要素
である。我々は把持の解析のために実時間で物体と手モデルの接触
点における力ベクトルを表示する機能を備えたシミュレーションシ
ステムを開発しており，これについての検証実験を行った。

A finger pose measuring method for hand user interface of 
object shape design
佐々木智典（都産技研），橋本洋志（産業技術大学院大），横田祥（摂
南大），大山恭弘，天野直紀（東京工科大） 
Mechatronics 2010 (The 12th Mechatronics Forum Biennial 
International Conference) (2010)

従来，計算機上において物体形状の設計が行われているが，これ
を実物を扱うように直接的に手を用いて行えれば，よりよい形状の
デザインに資するものと考えられる。本研究はそのようなユーザイ
ンタフェースへの応用を目指した指姿勢計測法に関するものであ
る。本計測法では２台のカメラを用い，指に装着した環状のマーカ
の特徴を画像から抽出して指の位置，姿勢を推定する。本発表では
本計測法による位置・姿勢推定の精度を検証するため行った実験お
よびその結果について述べる。

日常生活環境下における居住者の行動による室内揮発性有機化合物

濃度の変動について

水越厚史（都産技研），野口美由貴，八巻高子，柳沢幸雄（東大）
第19回日本臨床環境医学会　学術集会 (2010)

本発表は，居住者が生活している室内環境下において総揮発性有
機化合物（TVOC）濃度の経時変化を測定することにより，居住者
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の行動がTVOC 濃度変動に与える影響を明らかにすることを目的
とし，研究・調査を行った結果を報告した。

プラスチックマテリアルリサイクル施設周辺のVOCによる局所的

大気汚染の継続調査結果

水越厚史（都産技研），野口美由貴，飯塚淳，井上靖雄，齋藤京子，
柳沢幸雄（東大）
第19回日本臨床環境医学会　学術集会 (2010)

VOC排出施設における局所的大気汚染の事例として，プラスチッ
クマテリアルリサイクル施設周辺において大気中VOCの調査を
行った。VOC類のリアルタイムモニタリングと精密測定により濃
度変動とピーク濃度を調査し，温度や風速等の環境要因との関係を
調べた。その結果，鉛直方向の温度差とVOC濃度に相関が見られ，
逆転層の生成によりVOC濃度が高くなる様子が確認された。また，
成分は直鎖の脂肪族などが多く，施設から予想される成分と類似し
ていた。逆転層が生成しやすい環境に排出施設があることで，局所
的な汚染が起きている可能性が示唆された。また，常時監視測定局
のデータを用いて，本件地域における汚染の日内変動や経年変化を
視覚的に把握した。測定局と施設付近の風向風速の比較から，風向
風速データの地域における代表性についても考察した。本調査結果
は，同様の汚染を未然に防止するための知見として期待される。

促進耐候試験機用スプレー水質が塗膜表面に与える影響⑴ 
小野澤明良，村井まどか，神谷嘉美，峯英一，菊池有加（都産技研），

金沢旬宣（日本ミリポア㈱），義川誠二，神部規正（ヤマト科学㈱）
マテリアルライフ学会　第21回研究発表会 (2010)

水道水または純水製造装置で精製した時の水質条件，装置の管理
上などの問題でシリカ成分が十分に除去できない場合，試験後に試
料表面に白い水垢が残り，劣化を測定するための色差や光沢度に影
響を及ぼすことがある。本研究では，促進耐候試験機用スプレー水
質が試験の結果に与える影響を明らかにすることを目的とし，純水
中のシリカ成分に着目し耐候試験を行い，試験後の塗膜表面劣化を
表面観察および化学的解析をした。

促進耐候試験機用スプレー水質が塗膜表面に与える影響⑵ 
小野澤明良，村井まどか，神谷嘉美，峯英一，菊池有加（都産技研），

金沢旬宣（日本ミリポア㈱） ，義川誠二，神部規正（ヤマト科学㈱）
マテリアルライフ学会　第21回研究発表会 (2010)

シリカはコロイド状または弱い陰イオンとして水中に広く存在
し，純水装置でも精製方法と管理方法によっては十分な除去効果が
得られず，容易に後工程に漏洩する。本報告では，純水中のシリカ
の促進耐候性試験に対する影響を調べる目的で，純水中のシリカ成
分に着目し耐候試験を行い，試験後の塗装表面の光沢度，色差の違
いを観察した。

産業排煙のバイオ比率定量のためのC-14測定

柚木俊二，斎藤正明，鈴木隆司（都産技研）
第47回アイソトープ・放射線研究発表会 (2010)

化石燃料としてヘキサンを，バイオ燃料としてバイオエタノール
を用いて，化石／バイオの混合燃料を燃焼させて排ガスCO2を回収

した。CO2のC-14比率を加速器質量分析（AMS）により分析したと
ころ，CO2のバイオ比率は燃料と一致した。この結果は，石炭／バ
イオマスペレットなどの混合燃料の正確なバイオ度が排ガスCO2か
ら決定できることを示唆している。排出権取引におけるバイオ度検
知に利用できる。

強磁場下でのSPE電解濃縮におけるトリチウム分離係数への温度

の影響

斎藤正明（都産技研），高橋洋輔，今泉洋，福井聡，佐藤孝雄，狩
野直樹（新潟大）
第47回アイソトープ・放射線研究発表会 (2010)

強磁場下では，トリチウムの電解濃縮が促進される傾向が認めら
れ，電解部温度15-30℃の範囲で25℃近傍で最高値となる傾向がみ
られた。

トリチウムを追跡因子とした短期型降水の挙動 
斎藤正明（都産技研），JiaoYurong，高田佳代子，石田さゆり，今泉洋，
狩野直樹（新潟大），加藤徳雄（愛媛県立医技大），石井吉之，斎藤
圭一（北大）
第47回アイソトープ・放射線研究発表会 (2010)

短期型降水の挙動について，トリチウムと非海塩カルシウムに正
の相関関係が認められた。

降水中のトリチウム濃度とカルシウムイオン濃度とを用いた気団動

態の解析

斎藤正明（都産技研），石田さゆり，Jiao Yurong，高田佳代子，今
泉洋，狩野直樹（新潟大），加藤徳雄（愛媛県立医技大），石井吉之，
斎藤圭一（北大）
第47回アイソトープ・放射線研究発表会 (2010)

降水中のトリチウム観測，非海塩起源カルシウム観測を行い，大
陸性気団と気象学データ後方流跡線と関連性を調べた。

トリチウム濃縮と随伴水量の実測による固体高分子電解におけるプ

ロトン伝導機構の実証

斎藤正明（都産技研），今泉洋（新潟大），加藤徳雄（愛媛県立医技
大），石井吉之，斎藤圭一（北大）
第47回アイソトープ・放射線研究発表会 (2010)

H2O及びD2Oの電解による陽イオン随伴水及びトリチウム濃縮の
温度変化実験を行い，水素結合ネットワークのプロトン量子による
並列反応が生じていたことを実証した。水電解におけるトリチウム
濃縮現象の主因が水素同位体効果ではなく，この並列反応であった
ことを明らかにした。

Development of directly manipulable tactile graphic system 
with audio support function
島田茂伸（都産技研），村瀬遙，山本卓，内田優典，下条誠，清水豊（電
通大）
ICCH 2010 (International Conference on Computer Helping People 
with Special Needs) (2010)

入力機能付き触覚ピンディスプレイの機能拡張について発表を
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行った。画像のどこを触察しているか大域的な位置を示す「触覚ス
クロールバー」を開発し，被験者実験を通して有用性を示した。

漆塗膜の光劣化－不揮発成分と揮発成分の検証

神谷嘉美（都産技研）
漆を科学する会　第22回研究発表会 (2010)

本発表は「平成20年度日本学術振興会特別研究員奨励費」，「平成
21年度京都市・山本文二郎漆科学研究助成」および「平成22年度科
学研究費補助金 ［課題番号22680057］」の助成を受けて実施した成
果の一部を含んでおり，漆塗膜の光劣化に関する分析成果を中心に，
種々の漆塗膜の紫外線劣化実験や修復手法の検討結果について70分
間行ったものである。

粉末活性炭を用いた塗装工場用排ガス処理装置の開発

平野康之，萩原利哉，小島正行，伊瀬洋昭（都産技研）
第18回日本機械学会　茨城講演会 (2010)

中小塗装工場から排出されるVOC及び塗装ミストの処理が求め
られており，安価な粉末活性炭による排ガス処理装置を試作し，処
理性能の調査及び塗装工場への適用について検討した。

海洋用鋼材のためのDLC膜の開発　第1報：トライボロジー特性

清水綾，川口雅弘（都産技研），崔埈豪，加藤孝久（東大） 
第80回マリンエンジニアリング学術講演会 (2010)

海洋用鋼材の耐食性向上およびメンテナンスフリー化を目的とし
た，PBII&D法で成膜したSUS304基板上のDLC膜について，その
耐摩耗性について評価し，塩水中におけるDLC膜の適用の可能性
について検討した。

海洋用鋼材のためのDLC膜の開発　第2報：防食特性

川口雅弘，清水綾（都産技研），崔埈豪，加藤孝久（東大）
第80回マリンエンジニアリング学術講演会 (2010)

海洋用鋼材のためのDLC成膜技術に関して，防食特性とそのメ
カニズムについて一定の成果を得ることができたため，発表した。

DLC膜の構造変化に及ぼす熱および応力の影響

川口雅弘，清水綾（都産技研），徳田祐樹，佐々木信也（東京理科大）
平成22年度日本機械学会年次大会 (2010)

DLC膜を成膜し，前処理的に加熱処理を施した後，摺動試験を
行った結果について検討した。表記題目に関して，一定の成果が得
られたため発表した。本発表で徳田君は卒研コンテスト最優秀賞を
受賞した。

カソードの構造改良による燃料電池の出力向上

峯英一，菊池有加， 伊東洋一，上野博志（都産技研），武藤保 (パラ
マウントエナジー）
化学工学会　第42回秋季大会 (2010)

燃料電池カソード触媒層に対し，数十μｍの微粒子を添加し出力
性能向上を図った。出力性能は微粒子の種類やサイズ依存し，微粒
子表面の官能基や径粒子添加によって生じる空隙が出力性能を上げ
る因子であることが示唆された。

分光放射輝度実用校正技術の開発

岩永敏秀，山本哲雄，中村広隆，海老澤瑞枝（都産技研）
第43回照明学会全国大会 (2010)

近年，高輝度光源の放射光による生体に対する安全性への懸念
が強くなっている。安全性評価には，紫外光から近赤外光（300nm
～ 1400nm）の波長範囲の分光放射輝度測定が必要とされる。本研
究では，拡散反射板と分光放射照度標準電球を使った分光放射輝度
の実用校正技術に関する検討を行った。その結果，PTFEとBaSO 
について，分光立体角反射率のランベルトの余弦則からの外れが外
れが小さくなる結果を得た。また，標準電球の照度むらの測定を行っ
た結果，照度むらの大きさは0.8%以内となり，分光放射輝度測定に
与える影響は小さいことが分かった。以上より，本校正技術は分光
放射輝度の有効な校正方法であると考えられる。

油剤塗布時のすっきり感の流動学的研究と仮想現実感によるその検証

島田茂伸（都産技研），宮本一奈，水沼博（首都大）
日本機械学会　平成22年度年次大会 (2010)

化粧品などの塗布感は，商品を選ぶ上での判断基準の一つとなっ
ている。しかし，塗布感にはレオロジー特性のみならず様々な因子
が関与しているため，定量化する手段は未だに確立されていない。
一方，仮想現実感の応用として触覚呈示に関する研究が盛んに行わ
れており，医療技術，職業技術などを発展させる分野として期待さ
れている。触覚呈示の研究は大きく以下の三つに分類され，物体形
状呈示の研究，質感呈示の研究，力覚特性（粘性，弾性）の研究が
ある⑴。我々の研究では主に力覚特性を対象とし，液体塗布時の力
覚特性を呈示する装置の開発などを行ってきた⑵。すなわち，液体
の塗布流動特性と官能評価との相関を調べ，仮想現実感を用いてそ
の結果を検証することで，塗布感に関する新たな評価方法を提案し
た。本研究では塗布時の摩擦特性に注目し，その動特性と化粧品塗
布時の塗り心地との関係を主に流動学的観点から研究した。

閉空間の音響モードによる影響を考慮した窓ガラスのアクティブ遮音

福田良司（都産技研），田中信雄（首都大），貝塚勉（リクルート），
中野公彦（東大）
日本機械学会　Dynamics and Design Conference 2010 (2010)
窓ガラスのような閉空間に接している構造物の振動現象には，閉空
間の音響モードが影響する。そこで騒音制御と振動制御の2つの手
法をあわせて使用することで，実環境に適用可能なアクティブ遮音
のための制御手法を提案した。

深紫外線LEDを用いたオゾン濃度測定

中村広隆（都産技研），吉田薫（立命館大），黒内正仁（R-GIRO）， 
武内道一（R-GIRO），荒木努，名西やすし（立命館大），菅野裕靖（㈲
光電鍍工業所），阿彦由美（㈱miura-ori lab）， 青柳克信（R-GIRO）
2010年秋季第71回応用物理学会　学術講演会 (2010)

LED光源を用いたオゾン濃度測定方法および測定装置の開発を
目的とし，独自に開発したDUV-LEDを使用したオゾン濃度測定装
置の構築および実験検討を行い，DUV-LEDを用いたオゾンの検出
に成功した。
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ハンドヘルド型蛍光X線分析装置を用いたアルミニウム合金スク

ラップの種別判定

上本道久，竹澤勉，伊藤清（都産技研）
日本分析化学会　第59年会 (2010)

ハンドヘルド型蛍光X線分析装置は金属リサイクルに向けた現場
分析に有用である。しかしアルミニウム合金ではケイ素やマグネシ
ウムなどの軽元素の含量が合金種別判定には重要なため，計測条件
を最適化する必要がある。バルクFP法による，アルミニウム合金
スクラップ試料の種別判定における基礎的検討を行った。 

CVDダイヤモンド膜とステンレス材の無潤滑下の摩擦特性

中村健太，玉置賢次（都産技研），神田一隆（福井工大），神雅彦（日
工大），野城淳一（㈱不二越），中間一夫（山陽特殊製鋼㈱）
トライボロジー会議　平成22秋福井 (2010)

CVDダイヤモンド膜のSUS材に対する無潤滑下の摩擦特性を，
大気中および真空中で評価した。真空中でSUS材の組成の影響が認
められ，低摩擦係数となる組成では，試験後の表面に黒鉛に類似し
た生成物があることが分かった。

バイポーラPBII&D法によるSKH2表面へのプラズマ窒化処理

川口雅弘（都産技研），崔埈豪，副島広志，加藤孝久（東大）
トライボロジー会議　平成22秋福井 (2010)

バイポーラPBII&D法によりSKH2表面のプラズマ窒化処理を行
い，機械的特性などに及ぼす影響について検討した。その結果，処
理条件により表面硬度の向上などが確認できた。

ラマン分光法によるDLC膜の構造および機械的特性評価

川口雅弘（都産技研），古野晃久，崔埈豪，加藤孝久（東大），稲吉
成彦（㈱デンソー）
トライボロジー会議　平成22秋福井 (2010)

DLC膜をバイポーラPBII&D法により成膜し，その構造や機械的
特性の各種分析・評価を行った。その結果，DLC膜はその構造や機
械的特性によりグラファイトライクな構造，ポリマーライクな構造
を取ることを確認した。加えて，そのメカニズムについて検討した。

金属ナノドットアレイを用いたLSPRセンサの開発

加沢エリト，紋川亮，月精智子（都産技研），工藤寛之，三林浩二（東
京医科歯科大）
平成22年秋季第71回応用物理学会　学術講演会 (2010)

環境モニタや装置組み込み用のガスセンサとして応用が期待でき
るLSPRセンサの低コスト化として，センサの主要材料であるAuを
AlやCuといった安価な金属材料に置き換えることを検討した。特
にCuはAuと同等またはそれ以上の特性を示した。 

DLC膜の構造変化に及ぼす熱履歴および摺動の影響

川口雅弘，清水綾（都産技研），徳田祐樹，佐々木信也（東京理科大）
トライボロジー会議　平成22秋福井 (2010)

DLC膜をPBII&D法により成膜し，加熱前処理を行った場合の摺
動特性について検討した。その結果，加熱によりDLC膜の構造変
化などが生じるが，摺動特性が向上することがわかり，そのメカニ

ズムについて検討した。

Dry press forming using CVD diamond film coated tool 
polished by non abrasive ultrasonic vibration polishing
横澤毅，玉置賢次，藤巻研吾（都産技研），片岡征二（湘南工科大），
佐藤隆（㈲ノンク），加藤忠郎（日進精機㈱）
Metal Forming 2010 (2010)

プレス金型にコーティングされたCVDダイヤモンド膜の研磨法
を開発すると共に，開発した研磨法で研磨を施した絞り金型で，
ドライプレス加工を試みた。その結果，厚さ1mmのステンレス板

（SUS304）の1万回のドライ絞り加工に成功した。この結果から，
CVDダイヤモンド膜コーテッド工具によるドライプレス加工の可
能性が確認された。

Dry small hole shearing of cold rolled steel sheet with 
electroconductive ceramic tools
玉置賢次（都産技研），真鍋健一（首都大），片岡征二（湘南工科大），
相澤龍彦（芝浦工大）
Metal Forming 2010 (2010)

セラミックス工具を用いたドライ加工が有効であることは，これ
までの研究により明らかであるが，せん断加工に使用されることは
少なかった。特に，ドライで使用することはほとんど考えられてこ
なかった。そこで，本研究では，各種セラミックスをせん断加工用工
具材料とし，ドライせん断加工を実施した。その結果，冷間圧延鋼板
の連続10万回のドライせん断加工が可能であることが確認された。

紙パルプへの無電解ニッケルめっき

上野武司，竹村昌太，島田勝廣（都産技研），岡山隆之（東京農工大）
平成22年度繊維学会　秋季研究発表会 (2010)

導電紙を作製するためのパルプ繊維への無電解ニッケルめっきの
作製方法及び電気的特性について紹介した。また，めっき条件と電
気的特性との関係，紙としたときの性能等についても紹介した。

アルミ合金の水平リサイクルに向けた渦流探傷およびX線透過技術

の開発

竹澤勉，上本道久，伊藤清（都産技研）
平成22年度第2回表面3部門合同研究集会 (2010)

アルミ合金のリサイクルにおいて，合金種ごとに選別していない
ため不要添加物が蓄積されていく。そのため次第に低い品位の用途
となるカスケードリサイクルが一般的に行われている。高品位合金
を合金種ごとに選別した水平リサイクルができれば，省エネ・省資
源化において非常に有用である。そこで本発表では渦流探傷および
X線透過技術を用いた識別技術について報告した。

減圧凝固法によるAl-Si-Cu系合金溶湯の溶湯品質評価に及ぼすス

トロンチウムの影響

佐藤健二（都産技研），岩清水康二，池浩之，高川貫仁（岩手県工
技センター）
第157回日本鋳造工学会　全国講演大会 (2010)

Al-Si合金の共晶Siの改良処理にSrが使われるが，Srは溶湯のガス
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吸収を引き起こす。減圧凝固法で溶湯品質を評価する際のSr添加に
よるガス量と介在物の影響について凝固試料のポロシティ解析に
よって検討した。

AD12合金の減圧凝固法による溶湯品質評価に及ぼす亜鉛の影響

佐藤健二（都産技研），岩清水康二（岩手県工技センター）
第157回日本鋳造工学会　全国講演大会 (2010)

アルミニウム合金ダイカストには蒸気圧の高い亜鉛が不純物元素
として含まれる。AD12の溶湯品質に及ぼす亜鉛の影響と，炉前試
験法として用いられている減圧凝固法で溶湯のガス量を評価したと
きのポロシティ生成への亜鉛の影響を解析した。

Kinetics of soil contaminants decomposition by fenton's 
reaction - Experimental and numerical study -
田熊保彦（都産技研），小島紀徳（成蹊大）
The 2nd Asian conference on innovative energy & environmental 
chemical enginnering (ASCON) (2010)

揮発性有機化合物による土壌・地下水汚染の浄化に適用するため，
フェントン反応の反応速度論的検討を行った。実験的手法による反
応速度論の検討を行うとともに，数値計算的手法を用いて実験で生
じた現象の定量的な説明を行った。

Effect of the degradation examination by silica in splay water
小野澤明良，村井まどか，神谷嘉美，峯英一（都産技研），金沢旬宣（日
本ミリポア㈱），義川誠二，神部規正（ヤマト科学㈱）
8th International Symposium on Weatherability (8th ISW) (2010)

水道水または純水製造装置で精製した時の水質条件，装置の管理
上などの問題でシリカ成分が十分に除去できない場合，試験後に試
料表面に白い水垢が残り，劣化を測定するための色差や光沢度に影
響を及ぼすことがある。本研究では，促進耐候試験機用スプレー水質
が試験の結果に与える影響を明らかにすることを目的とし，純水中
のシリカ成分に着目し耐候試験を行い，試験後の塗膜表面劣化を表
面観察，化学的解析および塗装表面の光沢度，色差の違い解析をした。

Analysis conducted using two approach on the raw lacquer 
film based on ultraviolet irradiation 
神谷嘉美（都産技研），Rong Lu，Teshuo Miyakoshi（明治大） 
8th International Symposium on Weatherability (8th ISW) (2010)

漆塗膜は優れた耐久性を示す一方で，紫外線により容易に分解す
る。塗膜の変色を起こすことから，長く漆産業の問題となってきた。そ
こで本件では，世界に先駆けて日本の会社が開発した分析装置を利用
して，紫外線照射に伴う漆塗膜の変性を追及することを試みた。光分
解に伴う揮発成分の検討と残存成分の分析結果から，複雑な天然高分
子材料の劣化メカニズムを考察した結果を英語にて30分間発表した。 

フッ素樹脂塗装金型による純チタン板の無潤滑絞り成形

小金井誠司（都産技研），濱嶋英樹，道野隆二（熊本県産業技術セ
ンター），高橋正明（日建塗装工業㈱），小林祐司（新東工業㈱），
基昭夫 （パナテック） 
第61回塑性加工連合講演会 (2010)

現在チタンは様々な機器や民生品に使用されている。しかしなが
らチタンは他の金属と親和性が高く成形時の工具との焼付きが起こ
りやすい。防止方法としては潤滑剤や酸化被膜処理などが有効であ
るが環境負荷などの問題がある。そこで本研究ではフッ素樹脂被膜
をコーティングした金型を用いて純チタン板の無潤滑絞り加工につ
いての検討を行った。

導電性セラミックス工具を用いたドライ角形せん断加工

玉置賢次，中村健太（都産技研），真鍋健一（首都大），片岡征二（湘
南工科大），井村隆昭（アイダエンジニア㈱） 
第61回塑性加工連合講演会 (2010)

セラミックス工具を用いたドライ加工が有効であることは，これま
での研究により明らかである。しかし，セラミックス工具を用いたドラ
イ角形せん断加工の実用化レベルでのデータは存在しない。そこで，
本研究では，導電性セラミックス工具を用いて連続10万回のドライ角形

（□5㎜）せん断加工を実施し，達成した。これまでの円形よりも複雑形状
である角形においてもドライ加工可能であることを明らかとした。

CVDダイヤモンド膜コーテッド工具の効率的研磨方法の検討－超

音波振動振幅の影響－

横澤毅，藤巻研吾（都産技研），片岡征二（湘南工科大），佐藤隆（㈲
ノンク）
第61回塑性加工連合講演会 (2010)

CVDダイヤモンド膜コーテッド工具の研磨時間を短縮するため
に，工具送り速度を上げるための研磨条件について検討し，振動振
幅と研磨効率の関係について報告を行った。

Influence of metal impurities on nickel citrate plating （クエン

酸ニッケルめっきに及ぼす金属不純物の影響）

浦崎香織里，梶山哲人，水元和成，土井正（都産技研），山下嗣人（関
東学院大）
10th International Conference on Advanced Surface Engineering 
(2010)

ホウ素の排水規制に対応するため，ホウ酸を用いる従来のニッケ
ルめっき浴（ワット浴）の代替としてクエン酸ニッケルめっき浴（ク
エン酸浴）の開発に成功し，すでに実用化されている。一方，生産
現場におけるめっき浴には様々な不純物の混入による影響が懸念さ
れる。そこで，本研究では，ニッケルめっきの外観および特性に影
響を及ぼす可能性としてめっき浴への金属不純物の混入を想定し，
クエン酸浴に及ぼす金属不純物の影響について検討した。皮膜中に
共析した金属不純物の定量および表面形態観察等を行い，めっき外
観および物性評価からワット浴とクエン酸浴の金属不純物による影
響を比較した。その結果，クエン酸浴はワット浴よりも金属不純物
による影響が極めて少ないことが示され，これは両浴におけるニッ
ケルと金属不純物の電析機構が大きく異なるためと推察された。

魚類コラーゲンを用いた細胞培養基材の開発－応用研究の進展と再

生医療支援－

柚木俊二，大藪淑美（都産技研），小林はつみ（井原水産株式会社），
菊地雅彦（株式会社ムトウ），田畑泰彦（京大） 
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第62回日本生物工学会大会 (2010)
魚コラーゲンを用いた培養デバイスや医療材料開発の重要性，魚

コラーゲンと哺乳類コラーゲンの性質の違いについて概論した。自
身の開発例として，幹細胞の分化誘導を促進する硬質コラーゲンゲ
ル培養基材の開発を述べた。従来は圧縮弾性率1kPa未満であった
コラーゲンゲルを，1 ～ 100kPaの範囲で自在に調節する技術を開
発した。マウス骨髄由来幹細胞の骨分化誘導を促進する硬さが，14
～ 51kPaの範囲にあることが示唆された。

Nano-indentated hardness of bainite phase in 0.8 % C dual 
phase steels
内田聡（都産技研），山本卓，山本正之（山本科学工具研究社），加
藤吉峰，安田恭野，古君修（九大）
International Conference on Advanced Steels 2010 (ICAS 2011) 
(2010)

超微小押し込み硬さ試験機を用いて，マルテンサイト+ベイナイ
ト（上部および下部）二相鋼の硬さ試験をそれぞれ相ごとに測定し
て評価した。ベイナイトを構成するセメンタイトの大きさの違い，
ベイナイト相そのものの大きさの違いの影響を受けて，硬さが変化
することをつきとめた。

温間成形法によるMg系圧粉体の作製およびその焼結性に及ぼす

Al，Zn粉末添加の影響

岩岡拓（都産技研），中村満（岩大）
粉体粉末冶金協会　平成22年度秋季大会 (2010)

マグネシウムの粉末冶金は，高度な技術を要し，工業化が困難で
ある。しかし，一般的な生産ラインに適した温間成形法が，マグネ
シウムに有効であることを報告した。そこで，合金化によるさらな
る高強度化を目的として，AlおよびZn粉末を添加し，マグネシウ
ムの焼結組織および強度の制御法ついて検討した。

バナナ繊維 / ポリブチレンサクシネート複合体の機械特性

安田健，梶山哲人（都産技研），成瀬正公，村田清，村上雅人（芝
浦工業大）
成形加工シンポジア'10 (2010)

バナナの葉から作製されたバナナ繊維を使用して，ポリブチレン
サクシネートとの複合化を行い，曲げ試験，衝撃試験を行った。複
合体はPBS単体に比べ，曲げ強さの向上がみられたが，衝撃値は低
下した。そのため，バナナ繊維に対して，アルカリ処理を行い表面
の状態を改質を行うことにより，処理しないものに比べて，衝撃値
の向上がみられた。

セルロースエステル類を用いたバナナ繊維 / 脂肪族ポリエステル

複合体の改質

梶山哲人，安田健（都産技研），三本修司，村田清，村上雅人（芝浦工大）
成形加工シンポジア'10 (2010)

バナナ繊維/生分解性ポリエステルにセルロースエステル類を添
加した複合体の物性評価を行った。生分解性ポリエステルとしてポ
リカプロラクトンとポリブチレンサクシネートを用い，両複合体物
性の類似性や相違性に関して議論した。

Ti-15V-3Al-3Cr-3Sn合金とマグネシウム合金との摩擦撹拌接合性

青沼昌幸（都産技研），中田一博（阪大）
軽金属学会　第119回秋期大会 (2010)

βチタン合金のTi-15V-3Al-3Cr-3Sn合金とAMCa602合金とを摩
擦撹拌接合し，接合性について検討を行った。bcc構造を持つβチ
タン合金による接合部では，hcp構造を持つαチタンの場合と比較
して，同接合条件における接合界面でのマグネシウム合金との混合
領域が増加する傾向が見られた。また，合金元素による中間層と遷
移層の生成が攪拌部で確認され，接合条件制御により高強度界面を
作製できる可能性が示された。

LED応用製品のEMC評価に関する一考察

枦健一，小宮一毅，小林丈士，宮島良一，三上和正（都産技研）
環境電磁工学研究会 (2010)

近年，特に省エネに対応するため，LED電球やLED蛍光灯といっ
たLED応用製品の普及が拡大している。しかし，LED応用製品の
一部は電安法の対象外となっているため，EMCに配慮されてない
製品が見受けられる。そこで，照明に関わるEMC関連の国際規格
と日本の規格を比較調査した。市販されているLED応用製品につ
いて伝導妨害波，放射妨害波等の測定を行い，測定結果について検
討を行ったので報告する。

ポリアルキルメタクリレート添加油を用いたステンレス材の絞り加工

村木正芳（湘南工科大），中村健太，森河和雄，玉置賢次（都産技研）
第40回石油・石油化学討論会 (2010)

プレス加工油の添加剤の性能は主に，潤滑膜による工具表面の
保護と摩擦力の低減である。また，ポリアルキルメタクリレート

（PAMA）はアルキル基によっては，強固な吸着膜が金属表面に形
成されることが知られている。そこで，ステンレス材の絞り加工性
能に与えるPAMAのアルキル基の影響を，実機絞り加工試験によ
り検証した。併せて，境界潤滑下の摩擦摩耗特性を３ピンオンディ
スク試験機により評価した。

減圧凝固試験法によるアルミニウム合金溶湯品質の評価  
岩清水康二（岩手県工技センター），佐藤健二，山田健太郎（都産技研）
平成22日本ダイカスト会議 (2010)

アルミニウム合金ダイカストの品質向上を目的に炉前試験で行わ
れる減圧凝固試験法による溶湯品質評価に着目し，試験精度向上の
ため，試験法に影響を及ぼす種々の要因を解析した。ダイカスト
用合金として需要が多いAD12の溶解過程でのガスの挙動を解明し
た。また，Al-Si合金系の試験によって合金組成による凝固形態の
違いと介在物が試験結果に影響を及ぼすことを明らかにした。 

ハンドルハブの力学的試験用万能ジグの開発

小西毅（都産技研），市川泰章（㈱ワークスベル） 
日本機械学会　第19回交通・物流部門大会 (2010)

都産技研保有の往復動耐久試験機は市販の自動車用ハンドルハブ
の安全性・耐久性評価に使用されることがある。しかし、試験実施
には試験品固有のジグ作成が必要である。そこで、JASOC713に準
じた荷重方法、および試験品の取付け方法等、技術的案件を明らか
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にした上で、国産のハンドルハブ全種類対応の万能ジグを開発し
た。開発ジグの実験データを背景とした試験実施要領については
NAPACへ提出し、その有用性を検証され、指定試験方法として認
定された。本報告では、開発ジグの物理的特性および有用性につい
て述べた。

Optimal checkpoint density for hybrid state saving
大原衛（都産技研），福本聡，新井雅之（首都大）
4th Asia-Pacific International Symposium on Advanced Reliability 
and Maintenance Modeling (2010)

疎結合の並列分散シミュレーションで用いられるTimeWarp手法
とHybrid State Saving手法の最適化のために，チェックポイント
濃度関数を解析的に導出した。また，この結果を実際にシミュレー
タで確認した。

Design of dependable data logger for inline production   
management
Kazumi Sakamaki，Yasuaki Kaneda, Yasuharu Irizuki（都産技研），
Masanobu Yamazaki，Kazuhiko Horigome（KT製作所），Hideo Nakamura，
Masaya Ohta，Hiroshi Mochizuki（日大） 
4th Asia-Pacific International Symposium on Advanced Relaiability 
and Maintenance Modeling (2010)

The importance of inline production management data has been 
noted in product manufacturing. Although effective automatic 
collection of inline production management data can be easily 
realized in industrial fields, the collection method involves the 
risk of data falsification. Therefore, we have been developing a 
dependable data logger for inline production management. Here 
we report the design of and a strategy for realizing a dependable 
data logger that satisfies requirements such as integrity of inline 
production management data， security against data leakage, 
and tamper resistance so that the data cannot be intentionally 
rewritten by manufacturers.

PSL法による豆類の照射履歴の検知

関口正之，中川清子，柚木俊二，大藪淑美（都産技研），萩原昌司，
等々力節子（食総研），多田幹郎（中国学園大），本田克徳（日本放
射線エンジニアリング㈱）
第46回日本食品照射研究協議会　教育講演/討論会 (2010)

10種類の輸入豆類の放射線照射によるPSL発光の発光強度，経時
変化，PSL発光比から検証し，照射の有無の判別について報告した。
又発光が鉱物質以外の有機物（ポリフェノール等）による可能性も
示した。

L-システインを用いたアセトアルデヒド除去システムの開発

（その1）－湿式除去技術の研究開発－

水越厚史（都産技研），小林徳和（新菱冷熱工業），湯懐鵬（新菱冷
熱工業），野口美由貴，柳沢幸雄（東大）
平成22年度室内環境学会　学術大会 (2010)

新築住宅における室内空気中のアセトアルデヒド（AA）濃度は，

未だ減少傾向が見られず，依然として指針値を超過する住宅が多い。
一方，アミノ酸の1種であるＬ-システインはアルデヒドと不可逆的
に反応するため，気中アセトアルデヒドの除去に有効であると考え
られる。

そこで，本研究では，気中アセトアルデヒド除去を目的とし，
Ｌ-システインを用いた乾式吸着剤の開発結果について報告した。

L-システインを用いたアセトアルデヒド除去システムの開発

（その2）－乾式除去技術の研究開発－

水越厚史（都産技研），小林徳和（新菱冷熱工業），湯懐鵬（新菱冷
熱工業），野口美由貴，柳沢幸雄（東大）
平成22年度室内環境学会　学術大会 (2010)

新築住宅における室内空気中のアセトアルデヒド（AA）濃度は，
未だ減少傾向が見られず，依然として指針値を超過する住宅が多い。
そこで，本研究では，L-システイン溶液を用いた空気中のＡＡを除
去する湿式除去システムを開発したので報告する。

PTR-MS を用いた光触媒空気清浄機の性能評価

水越厚史（都産技研），野口美由貴，八巻高子，柳沢幸雄（東大），
村上栄造（朝日工業社），堀雅宏（横国大）
平成22年度室内環境学会　学術大会 (2010)

本研究では，極低濃度のVOCsで連続的に測定できる陽子移動反
応質量分析計（PTR―MS）を用いて，実験用TiO2/光触媒空気清
浄機によるアセトアルデヒドおよびα-ピネンの分解と2次生成物質
の生成を確認したことを発表した。

参議院議員会館オフィス内の揮発性有機化合物調査結果

水越厚史（都産技研），野口美由貴，八巻高子，柳沢幸雄（東大）
平成22年度室内環境学会　学術大会 (2010)

本発表は，シックハウスの訴えのあった参議院議員会館オフィス
内の揮発性有機化合物（VOC）を測定し，シックハウス問題の原
因を追究した。また測定結果に基づいて，シックハウス問題を解消
するための方策について提案を行った。

室内環境における有機化合物のオゾン酸化反応による粒子生成

水越厚史（都産技研），石塚祐輔，野口美由貴，柳沢幸雄（東大），
酒井裕香，山崎章弘（成蹊大）
平成22年度室内環境学会　学術大会 (2010)

本研究は，粒子に焦点を当て，テルペン類単独の場合とアルデヒ
ド類をテルペン類と共存させた場合で，酸化反応によって生じる二
次生成粒子の粒径分布を比較し，その結果と考察を発表した。

室内の家具,建材等からの有機リン酸エステル類の放散量

水越厚史（都産技研），篠原直秀（産総研），野口美由貴，柳澤幸雄
（東大）
平成22年度室内環境学会　学術大会 (2010)

本研究では，室内における有機リン系化合物濃度への木材や建材，
繊維等の寄与を明らかにするために，一般に市販されている木材や
建材，繊維等から放散される有機リン系化合物の放散量を測定し，
その結果について発表した。
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ディペンダブルな生産管理情報蓄積装置に関する一検討

坂巻佳壽美，金田泰昌，入月康晴（都産技研），太田匡哉（日大），
山崎正宣，堀籠和彦（ケーテー製作所），望月寛，中村英夫（日大）
電子情報通信学会 ディペンダブルコンピューティング研究会 
(2010)

ディペンダブルな生産管理情報蓄積装置における，耐改ざん性，
データの完全性，セキュリティのアーキテクチャについて報告す
る。耐改ざん性についてストレージへの書き込みを監視すること
や，データの完全性においてはデータのミラーリングを行いスト
レージに保存すること，そして，セキュリティにおいては暗号化処
理を行い，データの解読を不可とする。このような機構とすること
で生産管理情報蓄積装置の要件を満足する。

プロダクトデザインのための手指による動的物体操作の解析

佐々木智典（都産技研），橋本洋志（産業技術大学院大），横田祥（摂
南大），大山恭弘 （東京工科大）
計測自動制御学会　第11回システムインテグレーション部門講演会

（SI2010） (2010)
プロダクトデザインにおいては美的感性，材料や構造の強度，認

知科学的な外観特性等の観点のみでなく，手指による動的操作にお
ける扱いやすさも重要である。本研究では，手指により操作される
製品の動力学的な扱いやすさを考慮した設計を行うことを目的とし
て，手袋型センサ，高速度カメラ映像による観測や動力学シミュレー
ションに基づいて手指による物体操作の解析を行う。本発表では，
観測・解析のために構築したプロトタイプ・システムについて説明
し，観測により得られた知見について述べる。

熱電対用小型共晶点セルの持回り試験

沼尻治彦，佐々木正史（都産技研），相川孝生（㈱チノー），佐藤弘
康（日本電気計器検定所），木村和弘，風岡学（㈱岡崎製作所），山
嵜春樹，浜田登喜夫（田中貴金属工業㈱），石井順太郎，山田善郎（産
総研），小川実吉（元日本電気計器検定所）
㈳電気学会　光応用・視覚･計測合同研究会 (2011)

小型Co-C共晶点セルを用いて，国内の温度計校正事業者において
持回試験が行われた。持回試験は小型セルおよびPtPd熱電対を回送
し，Pd点炉等一般の定点炉に比べ比較的温度分布が悪い炉を用いて
行われた。結果として200mK以内で一致し，小型セルを用いた簡易
的な炉においても十分共晶点温度が実現できることが確認された。

シャフル表現による非同期イベント系列の記述

阿部真也（都産技研）
情報処理学会　第73回全国大会 (2011)

非同期イベント系列を記述する場合，正規表現の記述能力では不
十分である。本研究ではシャフル表現を用いて系列を記述する方法
を提案し，代表的な非同期問題であるキュー問題，read/write問題，
セマフォの記述例を示す。

無電解ニッケルめっきによる導電紙の電磁波シールド効果に及ぼす

めっき皮膜構造並びに膜厚の影響

竹村昌太，上野武司，島田勝廣（都産技研），岡山隆之（東京農工大）

第61回日本木材学会大会 (2011)
紙の高機能化を目的として，紙の片面にめっきし，めっき皮膜が

一層構造の導電紙を積み重ね，めっき皮膜を積層構造にした導電紙
を試作した。そして，その電磁波シールド効果を測定した結果，めっ
き皮膜構造を積層にすることで，シールド効果が増加し，紙のめっ
き皮膜の一層構造に対する積層構造の優位性を見出した。

センシングデータを用いたネットワークの省電力動作制御

武田有志，仲村将司，山口隆志（都産技研），新井亮裕，井上雅裕（芝
浦工大）
第73回情報処理学会　全国大会 (2011)

センシングデータに基づき，センシングノードの通信頻度を制御
し，環境計測分野に適したセンシングの群制御手法を考案し，その
手法の詳細及び評価方法・結果についての研究発表を行った。

窒素酸化物に対する染色堅ろう度試験方法の検討

岡田明子，朝倉守，小柴多佳子（都産技研）
日本学術振興会　染色堅ろう度第134委員会　第158回運営委員会 
(2011)

窒素酸化物による染色物の変退色を評価するためのJIS規格（JIS 
L 0855）について，日本学術振興会染色堅ろう度第134委員会に改
正案の提言を行った。新規試験方法として，窒素酸化物をボンベ入
標準ガスから得て供給する試験方法，アセテート染色布を標準退色
布見本として用いる方法を提言した。

試料面積の変化に着目した残響室法吸音率の実験的検討

西沢啓子，神田浩一（都産技研）
日本音響学会　2011年春季研究発表会 (2011)

試料面積の変化に伴う面積効果の程度を検証し，面積効果が顕著
に生じる条件での音響インテンシティを測定することで，試料に流
入するエネルギーの定量的把握を試みた。

電力4分配・合成器を用いた大気圧誘導結合プラズマ用高周波電源

の開発

藤原康平，小林丈士（都産技研），鐘ヶ江正巳，加藤恭一，鈴木仁，
福岡大輔（リバーベル株式会社）
平成23年電気学会　全国大会 (2011)

大気圧誘導結合プラズマ発生用に40。68MHz，出力1kWの高周
波電源を開発した。本機の終段増幅部は，励振増幅部で得られた電
力を4分配する分配器，パワー MOS-FETを用いたプッシュ・プル
増幅器，電力合成器から構成されている。本講演では，高周波電源
の開発，性能評価の結果等に関して報告する。

LED応用製品の突入電流に関する一考察

枦健一，小林丈士，宮島良一，三上和正（都産技研）
平成23年電気学会　全国大会 (2011)

省エネ意識が高まる中，LED応用製品への国民の関心が高まり
つつある。しかし，LED照明器具に関する規制は一部検討段階であ
るため，安全性の面で特にスイッチのOn/Offによる突入電流等を考
慮する必要がある。突入電流は瞬間的ではあるが十数Ａ流れること
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もあり他の設備に障害を起こしかねない。本稿では，LED蛍光管一
本または複数本接続した際の突入電流を比較すると，つなげた本数
に比例した。この結果により，LED蛍光管の大量接続および大型
LED照明器具の取り付けによる突入電流に気をつける必要がある。

めっきしたパルプ繊維とその導電紙の電気特性

上野武司，竹村昌太，島田勝廣（都産技研），岡山隆之（東京農工大）
平成23年電気学会　全国大会 (2011)

紙パルプを解繊し，その表面に無電解ニッケルめっきで導電性を
付与，そのめっきパルプ繊維をさらに抄紙することで新たな導電紙
を開発した。その製造方法と電気特性について紹介した。

CSVにおけるコスト低減の一手法

金田泰昌，入月康晴，坂巻佳壽美（都産技研），山崎正宣，堀籠和
彦（ケーテー製作所）
平成23年電気学会　全国大会 (2011)

近年製薬業界では，使用されるシステムの信頼性を確保するため
にコンピュータバリデーション（CSV）が行われているが，その一
方でCSVにかかるコストが問題となっている。そこで，本研究では
FPGAを用いてシステムを構築することで，ソフトウェアの流用性
を最大限に高め，CSVにかかるコストを低減する。

リン系難燃剤の酵素阻害強度の評価

水越厚史（都産技研），西村知（東工大），徳村雅弘，野口美由貴，
柳沢幸雄（東大），山崎章弘（成蹊大）
化学工学会　第76年会 (2011)

本研究では， 有機リン系化合物の中でも難燃剤に着目し， 神経毒
性を引き起こすコリンエステラーゼ阻害作用を，呈色反応を利用す
ることによる定量を試みた。その結果について，発表した。

Photo-Fenton 反応を用いた空気清浄プロセスの開発

水越厚史（都産技研），和田友布子（東工大），宇佐美友理，徳村雅
弘，八巻高子，野口美由貴，柳沢幸雄（東大），山崎章弘（成蹊大）
化学工学会　第76年会 (2011)

本研究は，促進酸化法の一種として水中，土壌中の有機物除去に用
いられるphoto-Fenton 反応を気相分野に応用し，気相中のVOCs 除
去プロセスを開発することを試みた。その結果について，発表した。

超音波霧化を用いたフォトフェントン反応による新規空気清浄法の

開発

水越厚史（都産技研），宇佐美友理，徳村雅弘，八巻高子，野口美由貴，
柳沢幸雄（東大），山崎章弘（成蹊大），和田友布子（東工大）
化学工学会　第76年会 (2011)

本研究ではフォトフェントン反応と超音波霧化技術を応用し，空
気中の揮発性有機化合物（VOCs）の除去分解を目的とする新規空
気清浄法の開発を行った。その結果について発表した。

テルペン類のオゾン酸化反応による二次粒子生成（共存有機化合物

が粒子生成に及ぼす影響の考察）

水越厚史（都産技研），石塚祐輔，野口美由貴，柳沢 幸雄（東大），

酒井裕香， 山崎章弘（成蹊大）
化学工学会　第76年会 (2011)

本研究は，実際の室内環境を想定し，複数のVOCが共存した場
合の酸化反応・粒子生成メカニズムについて明らかにすることを目
指し，その結果について発表した。

クエン酸ニッケルめっき皮膜におよぼす浴中微量金属不純物の電気

化学的および構造学的解析

浦崎香織里（都産技研），尾家義明，山下嗣人（関東学院大），藤井
正吾（三ツ矢）
第123回表面技術協会　講演大会 (2010)

ホウ素の排水規制に対応するため，ホウ酸を用いる従来のニッケ
ルめっき浴（ワット浴）の代替としてクエン酸を用いたニッケルめっ
き浴（クエン酸浴）の開発に成功し，すでに一部で実用化されてい
る。一方，生産現場においては，めっき浴への金属不純物の混入が
皮膜外観および特性に影響を及ぼすことが懸念され，様々な対策が
行われている。そこで，本研究では，電気化学測定によるカソード
分極曲線，応力測定を行い，ワット浴とクエン酸浴の金属不純物に
よる影響の違いについて検討した。その結果，クエン酸浴において
は金属不純物がニッケル電析に及ぼす影響が極めて少ないことが分
かった。

亜鉛めっきのクロムフリー耐食性化成皮膜形成に関する基礎的検討

浦崎香織里，梶山哲人（都産技研）
第123回表面技術協会　講演大会 (2010)

クロメートは亜鉛めっきに耐食性・装飾性を付与する化成処理皮
膜として広く用いられていたが，六価クロムが一連の有害物質規制
の対象となったため，クロムフリー化成皮膜の開発が求められてい
る。本研究では，クロム酸塩の代替となる遷移金属塩の探索を行
い，バナジン酸塩を用いた皮膜に耐食性を見いだすことに成功し，
耐食性皮膜が形成される条件について明らかにした。また，さらな
る耐食性向上を目指し，化成皮膜形成における錯化剤の作用に着目
し，検討を行った。錯化剤として各種カルボン酸類を用い，さまざ
まな条件によって作製した一連の化成皮膜の系統的評価を行ったと
ころ，カルボン酸の官能基の違いによって耐食性が異なることが確
認され，中でもクエン酸の効果がもっとも高いことが分かった。

構造色をもつ金属面の誘電率モデル

海老澤瑞枝，岩永敏秀（都産技研），橋本智（㈱表面化工研究所），
平野輝美（平野技術士事務所），前田秀一（東海大），水谷康弘（徳
島大）
第58回応用物理学関係連合講演会 (2011)

微細構造をもつ金属面の物理発色について，従来の有効媒質近似を
用いた微粒子分散体の誘電率モデルに対して，ドルーデローレンツモ
デルを元にしたモデルを提案する。本報では，銀面の微粒子構造につ
いて，実験値と解析値の比較を行い，提案したモデルの有効性を示す。

走査プローブリソグラフィによるアルミニウム基板上への金ナノ粒

子アレイの作製

加沢エリト，中村勲（都産技研），桑田真成，一井崇，邑瀬邦明，
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杉村博之（京大）
第58回応用物理学関係連合講演会 (2011)

石英基板上に形成したアルミニウム薄膜を走査プローブリソグラ
フィ法によって酸化しナノパターンを形成した後に，アルミニウム
酸化膜をアミノ基終端することで金ナノ粒子をナノパターン上に一
次元配列させることに成功した。ナノパターン化された金ナノ粒子
を用いることで光デバイスへの応用が期待できる。

アルミニウム誘起結晶化法による多結晶SiGe薄膜の作製

中村勲（都産技研），矢嶋正洋，磯村雅夫（東海大）
第58回応用物理学関係連合講演会 (2011)

赤外光に感度を持つ多結晶SiGe薄膜太陽電池の開発を目指
す た め に，Al/非 晶 質 SiGe積 層 か らAIC（Aluminum-Induced 
Crystallization）法を用いて多結晶SiGe薄膜を作製している。Al-Ge
共晶温度は420℃であるため，その温度以下によるアニール処理が
望ましいが，10日以上の処理時間を要するため現実的ではない。過
去の研究から若干高い450℃において10 ～ 20時間程でAICを確認で
きたことから，今回は処理温度を450℃に設定し，AlとSiGeの膜厚
が結晶化に及ぼす影響を検討した。EDXによる面分析の結果から，
SiGeがAIC法により結晶化するには，最適な膜厚が存在し，SiGe膜
厚よりも厚いAl膜が必要であることが明らかとなった。

グロー放電分析によるアルミニウム陽極酸化皮膜厚さ測定法の検討

湯川泰之，中村勲（都産技研）
日本化学会　第91春季年会 (2011)

合金添加元素の異なるアルミニウム合金板に陽極酸化処理を行
い，皮膜厚さの異なる種々の試料を作製した。これらの膜厚既知の
試料について，グロー放電分析を行い，深さ方向分析結果より皮膜
厚さを評価する手法について検討した結果を報告した。

高速デジタル伝送におけるEMC対策部品の影響

小宮一毅，藤原康平，小林丈士，枦健一（都産技研）
2011年電子情報通信学会　総合大会 (2011)

市販されているGHz帯のEMC対策部品の実力値とEMC対策部
品がシグナルインテグリティ（SI）に与える影響を把握する為に，
EMC対策部品をマイクロストリップ基板に実装し，Sパラメータや
インピーダンス等の評価およびSIの評価を行った。また，電磁界シ
ミュレータと回路シミュレータを活用し，EMC対策部品とマイク
ロストリップラインの振る舞いをシミュレーションし，実測値と比
較検証した。

重イオン衝突実験用高ダイナミックレンジTPC用読み出しパッド

開発

藤原康平，小林丈士（都産技研），磯部忠昭，竹谷篤 （理研）
日本物理学会　第66回年次大会 (2011)

原子核衝突実験で得られた荷電粒子の飛跡を三次元読み出し型ガ
スチェンバーで捉える。ここで捉えた生成粒子は，生成粒子により
生じたパルスの波高値で弁別される。精度良く弁別を行うには，生
成パルスが低クロストーク，高シグナルインテグリティの高周波伝
送線路で伝送されなければならない。本講演では，高周波伝送線路

の設計と高周波計測評価に関して講演を行う。

漆を用いた100％バイオマス成形材料および成形体の開発

木下稔夫（都産技研）
社団法人日本木材学会　第40回木材の化学加工研究会シンポジウム 
(2010)

漆の目指す方向性として，工芸材料であった漆を工業材料として
使えるようにすることにある。漆の木から滲出した樹液である「漆」
は，かぶれの問題や乾燥性，粘度など，品質の変動が大きい天然の
材料で，工業材料としての信頼性に欠ける点があった。そこで漆を
工業材料とするために，品質の変動の大きい漆を，品質が安定した
信頼性の高い材料へ変えることが必要である。その試みとして，あ
まり知られていない熱処理により漆の酵素が失活するとともに熱硬
化する特性を応用して，100％バイオマスの成形材料と成形体の開
発を行った内容を報告した。

日本におけるもっとも古い塗装技術

神谷嘉美（都産技研）
産業技術連携推進会議　製造プロセス部会　第18回塗装工学分科会 
(2010)

岩手県盛岡市より出土した縄文時代後期～晩期（約4500 ～ 4000
年前）の出土遺物について科学分析を行った結果をできるだけ分か
りやすい形にして発表した。顕微鏡観察，クロスセクションなど
から，当時の漆塗り技術を読み解き，また溶剤可溶実験・FT-IR・
Py-GC/MS分析を利用することで，赤外吸収スペクトル分析では判
別のしにくい天然アスファルトであってもPy-GC/MSにより材料を
断定することが可能であると報告した。

漆塗り技術，加飾技法

神谷嘉美（都産技研）
漆アカデミー「漆に好奇心～知るを楽しむ～」ベーシックコース 
(2010)

生涯教育を目的とした明治大学リバティアカデミーの公開講座の
一つ，『「漆アカデミー」-「漆に好奇心～知るを楽しむ～」』の講師
として依頼講義を行った。漆液の製造方法，漆塗りの種類，加飾法
に関する区分や定義や工程，漆器制作に用いられる道具等について
取りあげた。また，自分で作った漆塗りの手板や漆液，様々な加飾
によって作られた漆器を準備し，直に触れてもらうことで，漆に関
する理解を深めてもらうよう計画した。

漆の劣化と保存

神谷嘉美（都産技研）
明治大学リバティアカデミー「漆の魅力を探る」アドバンスコース 
(2010)

生涯教育を目的とした明治大学リバティアカデミーの公開講座の
一つである「漆の魅力を探る」の第5講目の講師として依頼講演を
行った。漆塗膜の劣化現象のメカニズムや，ロンドンでの調査の一
部を見せ，日本固有の修理技術の意義について講義した。また講演
の中で，変色した漆器や，海外調査で収集した国外で修理された漆
資料に直に触れてもらう講義とした。
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分析で見える技術～豊岡遺跡出土品の分析結果～ 
神谷嘉美（都産技研）
岩手県立博物館開館30周年記念　「特別企画展いわての漆展」　シン
ポジウム (2010) 

本シンポジウムは，岩手県立博物館開館30周年記念特別企画展「い
わての漆」（会期H22.10.2 ～ 11.7）開催にともない，特別に企画さ
れたものである。講演内容は約5000年前の漆塗り出土遺物（天然ア
スファルト資料も含む）の化学分析の結果報告について，一般市民
に分かりやすく解説した。 

漆塗膜の紫外線劣化と強化技術 
神谷嘉美（都産技研）
平成20年度組織的な大学院教育改革推進プログラム 「グローバル
な文化財修復技能者の実践的養成」第4回大学院GPシンポジウム 
(2011)

漆を知らない聴衆が多かったため，漆についての話を行ってから，
漆塗膜の紫外線照射に伴う様々な変化について科学的知見による研
究成果を話した。また，劣化塗膜に対する複数の強化法について紹
介し，同質素材を用いる意義について講演した。

 
縄文人の挑戦をひも解く 
神谷嘉美（都産技研）
漆工技術講演会「漆の挑戦～その２～」  (2011)

岩手県で出土した縄文時代晩期の出土遺物に関する科学分析の結
果について報告した。赤外吸収スペクトル分析では判別のしにくい
天然アスファルトがあったが，Py-GC/MSにより材料を断定するこ
とが可能であると伝え，断面観察などから縄文人の漆技術について
言及した。

Japanese lacquer craft and deterioration of the film
神谷嘉美（都産技研）
The exchange of experience in lacquer collection And processing 
techniques (2011)

漆塗膜の紫外線による劣化現象と，その科学的解析方法の解説・
研究の成果の報告を行った。またベトナムと日本とで大きく異なる，
漆工芸技術を紹介した。学生時代に自分で制作した漆加飾の手板を
複数現地に持参し，聴衆に直に触れてもらいながら日本での技術に
ついて解説した。
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研究発表一覧／ポスター発表

豊岡遺跡出土の漆塗膜とアスファルトの分析

神谷嘉美（都産技研），八木勝枝（岩手県立博物館），宮腰哲雄（明治大）
日本文化財科学会　第27回大会 (2010)

溶剤可溶実験，顕微鏡観察，クロスセクション，FT-IR，Py-GC/
MS分析を利用して，豊岡遺跡より出土した縄文時代の出土遺物の
科学分析結果について報告した。文化財分野で多用される赤外吸収
スペクトル分析では判別のしにくい天然アスファルトでも，熱分析
によって材料を特定できると明らかになった。

MeVイオン照射によるダイヤモンドのカラー化技術

谷口昌平（都産技研），渡邊宝（㈲ゼロポイント），斉藤幸典（山梨大）
第23回タンデム加速器及びその周辺技術の発表会 (2010)

共同研究の成果を報告した。ジュエリー用ダイヤモンドのカラー
化を目的にイオン照射を行い，カラー化することを見出し，イオン
種，照射量とカラーの関係を明らかにした。また，ダイヤモンド表
面に文字やマークを描画する技術を開発した。

γ線照射によるD-体アミノ酸の生成－照射食品検知に向けて－

中川清子，関口正之，柚木俊二（都産技研）
第47回アイソトープ・放射線研究発表会 (2010)

アミノ酸含有食品の照射を検知する手法の開発を目的として，L-
体アミノ酸のγ線照射によりD-体アミノ酸が生成するかを検討し
た。水中でL-トリプトファンをγ線照射したところ，D-トリプトファ
ンが生成することが確認できた。また，酸素飽和の系では，D-体の
生成は抑制されることがわかった。

 
Total oxidation of toluene over Co3O4-CeO2 catalysts
染川正一（都産技研），Leny Yuliati，高鍋和広，堂免一成（東大）
TOCAT6/APCAT5 (2010)

VOC（揮発性有機化合物）は塗装・クリーニング業界などから
排出され，大気中に放出されると健康被害を引き起こし，環境にも
悪影響を及ぼすため，特に大都市で問題になっている。今回はシン
プルかつ安価な製造法で作製したCo3O4-CeO2 触媒が, 従来からよく
用いられている白金触媒に匹敵する活性を持ち，さらにそれらの触
媒は長期間の連続反応後でも活性が低下せず，また水蒸気被毒の影
響も受けにくいということを見出した。このことは装置へ実用化す
るうえで有用である。

強化ガラスの応力緩和と破壊現象

増田優子，上部隆男（都産技研）
第5回日本セラミックス協会　関西支部学術講演会 (2010)

物理強化ガラスを安全に使うための基礎データを得るため，応力
緩和に関する温度や時間の影響，破損時の破片の数・形状などを調
べた。板厚が4mmのガラスでは，350℃で40h加熱すると表面応力
が半減し破片が鋭利になった。また，各表面応力における破壊の様
子を把握できたことで，破損状況から表面応力値を見積もることが
可能となり，ガラス製品の破損事故解析に役立つ結果が得られた。

東京都立産業技術研究センターガラス・セラミックス研究室の紹介

最近の研究テーマについて

上部隆男，増田優子，大久保一宏，林英男（都産技研）
第5回日本セラミックス協会　関西支部学術講演会 (2010)

所及び研究室の紹介のほか，最近の研究テーマである　H20, 21
「測容ガラス器具に及ぼす加熱の影響」（メスフラスコを加熱しては
いけないは本当か？）やH21, 22「強化ガラスの応力緩和と破壊現象」

（安全使用のデータや破損解析に必要なデータの収集）について詳
しく説明した。

Glass carbon surface modified by the fluorine ion irradiation
寺西義一，中村勲，植松卓彦，三尾淳，森河和雄（都産技研），小
林知洋（理研）
17th International Conference on Ion Beam Modification of 
Materials (IBMM2010) (2010)

微細金型の剥離の促進に有効な方法として，炭素金型へのイオン
照射による表面改質の方法を検討した。特に炭素表面の変化照射前
後の変化について考察した。

生分解性ポリエステルとの複合化によるバナナ繊維の有効利用法の

提案

梶山哲人，安田健（都産技研），三本修司，村田清，村上雅人（芝
浦工業大）
日本化学会　第4回関東支部大会 (2010)

バナナ繊維と生分解性ポリエステルの相溶性を改善する相溶化剤
として，バナナ繊維からセルロースエステル類を合成した。バナナ
繊維/ポリブチレンサクシネートにセルロースエステル類を添加し
た複合体の物性評価を行った。

イオンクロマトグラフィー分析における精度管理の検討

安藤恵理，栗田惠子，荒川豊，杉森博和，田熊保彦（都産技研）
日本分析化学会　Separation Sciences 2010 (2010)

依頼分析などの場面で微量成分の分析が求められている。微量分
析の実施においては定量下限値の把握，管理が重要である。本発表
ではイオンクロマトグラフィー（IC）の陽イオン，陰イオン分析
を対象に，オートサンプラー（AS）使用時およびマニュアル分析
時の定量下限値の比較検討を行った。またその際，AS使用時にア
ンモニアなどのコンタミネーションが懸念されたため，その低減方
法について検討した。さらに，実サンプルとして超純水を用いての
微量分析を行った。

Effect of compaction temperature on sinterability of magnesium 
and aluminum powder mixtures by warm compaction method
岩岡拓（都産技研），中村満（岩大）
The 12th International Confelence on Aluminium Alloys （ICAA12） 
(2010)

温間成形法は，効率的にマグネシウムを焼結するための有効なプ
ロセスである。しかし，合金元素粉末を添加した場合については調
べられていない。本研究は，成形-焼結に及ぼすAl粉末添加の効果
を示し，Mg-Al共晶組織と強度特性の関係について報告した。
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Dissimilar metal joining of 2024 and 7075 alloy to titanium 
alloys by friction stir welding
青沼昌幸（都産技研），中田一博（阪大）
The 12th International Conference on Aluminium Alloys（ICAA12）
(2010)

高比強度金属材料のA2024およびA7075合金を，純チタンおよび
Ti-6Al-4V合金と摩擦攪拌接合法し，接合性および金属間化合物が
接合強さに及ぼす影響について検討した。攪拌部にはTi-Al系金属
間化合物を含む混合領域が生成するが，この混合領域幅と合金元素
反応を制御することにより，高強度接合部の作製が可能であること
が示唆された。

ポリカプロラクトン/バナナ繊維複合体の改質ーセルロースエステ

ル類の添加効果ー

梶山哲人， 安田健（都産技研），小谷野芳旭，村田清（芝浦工大）
第59回高分子討論会 (2010)

本研究では，バナナ繊維と生分解性ポリエステルの相溶性を改善
する相溶化剤として，バナナ繊維からセルロースエステル類を合成
した。そして，バナナ繊維/生分解性ポリエステルにセルロースエ
ステル類を添加した複合体の物性評価を行った。

ガラス製測容器具の精確性に及ぼす加熱の影響

林　英男，上部　隆男（都産技研）
日本分析化学会　第59年会 (2010)

３つのメーカーからガラス製測容器具を購入し，新品の状態から
一定温度まで加熱した後，室温まで冷却して体積変化に与える影響
を検討した。その結果，250℃まで繰返し加熱を行い，体積を測定
したが変化は観察されなかった。これらの結果より，ガラス製測容
器具は，250℃まで加熱しても精確性は失われないことが判明した。

Solvent-free syntheses of supermicroporous silica templated 
by short-chain surfactants
渡辺洋人（都産技研），藤方健二，緒明佑哉，今井宏明（慶應大学）
3rd International Congress on Ceramics (2010)

メソポーラスシリカは次世代の吸着材として大きな期待を集める
が，細孔容積が分子に比べて大きすぎるため，効果的な気相動的吸
着が起こらないことが明らかになってきた。細孔径を分子サイズに
接近させれば吸着質の安定化により効果的なVOC動的吸着能の発
現が期待できる。しかし，VOCの分子サイズに相当するサイズの
細孔径を有する材料を合成したという報告例は皆無である。本研
究では濃厚なケイ酸イオン中で界面活性剤のミセル形成能が向上
するという挙動に着目し，溶媒を用いない合成法にたどり着いた。
これにより，これまで空白領域であった，0.7 ～ 1.0 nmの全領域で
の微細な細孔径制御が可能になった。この材料をVOCの動的吸着
に用いたところ，細孔径の減少とともに吸着能が飛躍的に向上し，
VOCの分子サイズに近い細孔径において最大の吸着能を示すこと
が明らかになった。

PSL法による照射食品の妥当性確認

関口正之（都産技研），後藤典子，山崎正夫（元都産技研），蘒原昌

司，等々力節子，鍋谷浩志（農研機構食品総合研究所），本田克徳（日
本放射線エンジニアリング）
第100回食品衛生学術講演会 (2010)

食品照射履歴の検知法としてのTL法は，判別精度が非常に高い
反面，分析に要する操作は煩雑であり標準照射処理が必要で分析の
迅速性に課題がある。光ルミネッセンス（PSL）法は分析に先立ち
判別基準となる発光量（基準発光量）を，分析装置や食品毎に設定
する必要があり客観性に課題がある。本研究では，PSL計測装置（図
１）を作製し，PSL発光量の変化に基づく新しいPSL判別方法を開
発した。このPSL判別法の妥当性を室間共同試験により確認した。

放射線重合によるマレイミド重合体合成の検討 
中川清子，関口正之，柚木俊二（都産技研），木村敦，田口光正（原
子力機構）
第53回放射線化学討論会 (2010)

スチレンおよびマレイミドを2-プロパノールに溶解し，放射線 
（γ線，電子線，プロトン等）を照射し，放射線重合の効率を検討した。
マレイミド単体の重合と比較して，２倍以上の分子量のポリマーが
生成した。また，スチレンとマレイミドの混合比が１：１の場合が，
最もポリマー生成効率が高かった。

めっきしたパルプの抄紙による導電紙の作製

上野武司，竹村昌太，島田勝廣（都産技研），岡山隆之（東京農工大）
平成22年度繊維学会　秋季研究発表会 (2010)

紙パルプを解繊し，無電解ニッケルめっきにより導電性を付与，
さらに，パルプと混抄することにより導電紙を作製した。この作製
工程を示すとともに，電磁波シールド性能について紹介したポス
ター発表において，めっきの方法についての質問があり，その手法
について紹介した。

炭素源資化性分析を用いた糸状菌同定の検討

小沼ルミ，瓦田研介（都産技研），渡辺麻衣子，工藤由起子，小西
良子（国立医薬品食品衛生研究所），高鳥浩介（NPO法人カビ相談
センター）
日本防菌防黴学会　第37回年次大会 (2010)

糸状菌を含む真菌の発生は広い分野で問題となっており菌種名を
把握することが重要である。糸状菌は形態的差異によって分類され
ているため，広範囲の糸状菌を対象に信頼性の高い同定を行うこと
は非常に難しい。そこで，形態学的同定と併用し，95種類の炭素源
を用いた糸状菌の資化性分析による同定について検討した。

キャップが一体成形された血糖測定用穿刺針利用による飛散物の可

能性

石堂均， 大久保富彦（都産技研），薬師寺史厚（都立墨東病院・労
働科学研究所），藤田浩，木下博之，安田睦子（都立墨東病院），長
澤薫（虎の門病院 ），吉川徹（労働科学研究所）
第24回日本臨床内科医学会 (2010)

血糖測定用の自動穿刺器については針先の保護方法等が異なる複
数の製品が存在する。キャップが針元と一体成形された2製品につ
いて飛散物の発生頻度を調査した結果，特定の製品において操作方
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法によっては高頻度で飛散物が発生することを示唆した。

磁気応答性造影ナノ粒子の作製

峯英一，竹澤勉（都産技研），藤咲寿美，綾目徹也，小林芳男（茨城大）
日本化学会関東支部　第21回茨城地区研究交流会 (2010)

磁気応答性造影ナノ粒子について，表面処理と複合化を検討し，
合成したナノ粒子の磁気特性を評価する。

セルロースエステル類を用いたバナナ繊維 / 脂肪族ポリエステル

複合体の改質

梶山哲人，安田健（都産技研），三本修司，村田清，村上雅人（芝
浦工大） 
成形加工シンポジア'10 (2010)

バナナ繊維/生分解性ポリエステルにセルロースエステル類を添
加した複合体の物性評価を行った。生分解性ポリエステルとしてポ
リカプロラクトンとポリブチレンサクシネートを用い，両複合体物
性の類似性や相違性に関して議論した。

バナナ繊維 / ポリブチレンサクシネート複合体の機械特性

安田健，梶山哲人（都産技研），成瀬正公，村田清，村上雅人（芝
浦工業大）
成形加工シンポジア'10 (2010)

バナナの葉から作製されたバナナ繊維を使用して，ポリブチレン
サクシネートとの複合化を行い，曲げ試験，衝撃試験を行った。複
合体はPBS単体に比べ，曲げ強さの向上が見られたが，衝撃値は低
下した。そのため，バナナ繊維に対して，アルカリ処理を行い表面
の状態を改質を行うことにより，処理しないものに比べて，衝撃値
の向上が見られた。

LED照明下での色彩評価

岩永敏秀，山本哲雄，中島敏晴，中田修，中村広隆，海老澤瑞枝，
三上和正，小林丈士，枦健一（都産技研），市原茂，山下利之，下
川昭夫，石原正規（首都大）
日本官能評価学会　2010年度大会 (2010)

照明に適したLED照明の条件を探るため，従来照明およびLED
照明のもとで観察される色票の色に関する印象評定を行った。

試料光源を構成するLEDと蛍光体の特性によって，照明による
色票の見えの印象に違いが生じることがわかった。また，照明の特
性を論ずるときに，演色評価数や演色性視感評価だけを指標にした
だけでは不十分であり，全般的な，色彩感情を様々な指標を用いて
明らかにしていく必要がある。主成分分析の結果からは，「明るさ・
華やかさ」の因子と「やわらかさ・落ち着き」の因子の２つの側面
からLED照明の心理的な側面をとらえる事ができるかもしれない。

天然素材を用いたセルフケア用品の開発

シュイ チェン，池田善光，吉田弥生，樋口明久（都産技研），高橋
浩一，加藤一夫（井上リボン工業㈱）
繊維機械学会　関東支部秋季シンポジウム (2010)

微細加工性や生体適合性等観点から天然素材を選定し，機能性付
与及び物性向上のための加工を行い，歯間クリーナーとして効果的

な繊維構造体を創製した。試作品の物理的特性，実用性等について
も評価した。

DoG画像を用いた構造物におけるひびの自動検出

大平倫宏（都産技研），富山真一，高橋聖，中村英夫（日大）
第25回信号処理シンポジウム (2010)

SIFTアルゴリズムに用いられるDoG画像の新たな応用として，
ひび検出方法への応用を提案した。従来のひび検出法に比べて，精
度良く，ひびを検出可能であることを示した。

天然繊維の事前処理の検討－樹脂との複合化に向けて－

安田健（都産技研）
日本繊維機械学会　第17回秋季セミナー (2010)

バナナの葉から作製されたバナナ繊維を使用して，樹脂との複合
体をつくる際には，植物性天然繊維に含まれているリグニンの扱い
が問題となる。そのリグニンはアルカリで処理することにより主成
分であるセルロースと分離が可能であることが知られている。本研
究では，アルカリの濃度と時間を変化させたときの処理についての
報告を行った。

Influence of metallic impurities on the deposited nickel film 
in nickel citrate bath（クエン酸ニッケルめっき浴におけるニッ

ケル電析皮膜に及ぼす金属不純物の影響）

浦崎香織里（都産技研），尾家義明，山下嗣人（関東学院大），若杉
憲治（㈱三ツ矢）
The 1st Korea-Japan Symposium on Surface Technology (2010)

めっき技術は自動車部品や電子部品をはじめとする幅広い分野に
用いられている。高機能化，高品質化に伴いめっきプロセスにおけ
る管理技術の重要性が再認識されており，めっき浴中の金属不純物
の管理はそのひとつとして挙げられる。本研究では，従来のニッケ
ルめっき浴（ワット浴）および環境対応型のクエン酸を用いたニッ
ケルめっき浴（クエン酸浴）の金属不純物の影響について，インピー
ダンス測定により検討を行った。その結果，クエン酸浴において，
金属不純物添加系で析出電位が卑に移行することが分かった。これ
は，クエン酸金属錯体の形成によって皮膜の粗雑化が抑制されたた
めと考えられる。

Effect of complexing agent on the formation of the vanadate 
conversion coatingｓ for zinc plating （亜鉛めっきのバナジン酸

化成皮膜形成における錯化剤の効果）

浦崎香織里，梶山哲人（都産技研）
2010 International Chemical Congress of Pacific Basin Societies 
(PACIFICHEM 2010) (2010)

クロメート皮膜は亜鉛めっきに耐食性・装飾性を付与するものと
して広く用いられていたが，六価クロムが一連の有害物質規制の対
象となったため，六価クロムを使用しない代替技術が求められてい
る。本研究では，クロメートの代替としてバナジン酸を用いた化成
皮膜の形成に成功し，耐食性皮膜が形成される条件を明らかにした。
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PSL法による豆類の照射履歴の検知

関口正之，中川清子，柚木俊二，大藪淑美（都産技研），萩原昌司，
等々力節子（食総研），多田幹郎（中国学園大），本田克徳（日本放
射線エンジニアリング㈱） 
第46回日本食品照射研究協議会　教育講演/討論会 (2010)

10種類の輸入豆類の放射線照射によるPSL発光の発光強度，経時
変化，PSL発光比から検証し，照射の有無の判別について報告した。
また、発光が鉱物質以外の有機物（ポリフェノール等）による可能
性も示した。

Effects of heat treated and sliding condition on structure 
changes of DLC film
川口雅弘，清水綾（都産技研），徳田祐樹，佐々木信也（東京理科大）
TRIBOLOGY CONGRESSIN AUSTRALIA ASIATRIB2010 (2010)

PBII&D法により成膜したDLC膜に関して，前処理としての加熱
処理を行い，その後摩擦試験を行った。加熱処理温度および摩擦試
験条件が，膜の摺動特性にどのような影響を及ぼすか，およびその
メカニズムなどについて検討した。

フォトフェントン反応によるアセトアルデヒドの除去

水越厚史（都産技研），徳村雅弘，宇佐美友理，和田友布子，八巻高子，
野口美由貴，柳沢幸雄（東大）
平成22年度室内環境学会　学術大会 (2010)

フォトフェントン反応は，鉄イオン・過酸化水素・光エネルギー
を組み合わせることにより，OHラジカルを生成し，有機汚染物質
を酸化分解する排水処理技術である。

本研究では，排水処理技術の一つであるこのフォトフェントン反
応を用いて，室内空気中のアセトアルデヒドの分解除去の実験を行
い，その結果について発表した。

パッシブ比色型放散量測定センサーを用いた室内ホルムアルデヒド

濃度の簡易測定法

水越厚史（都産技研），篠原直秀（産総研）， 野口美由貴， 柳沢幸雄（東
大）， 内富男（日本リビング）
平成22年度室内環境学会　学術大会 (2010)

本件は，PECSにより室内ホルムアルデヒド濃度を短時間で簡便
に測定できることがわかったことを報告した。また，色見本により
室内濃度を視覚的に指針値と比較できるようになった。PECSを用
いて，まず室内ホルムアルデヒド濃度を調べ，濃度が高い場合は，
発生源を探索するという調査を行うことができることを発表した。

高湿度環境下における木質床材からのホルムアルデヒド放散速度に

ついて

水越厚史（都産技研），八巻高子，野口美由貴，柳沢幸雄（東大）
平成22年度室内環境学会　学術大会 (2010)

本件は，ホルムアルデヒドは建材表面からだけではなく，小口や
裏面からも放散することが示されたことと，建材からのホルムアル
デヒド放散速度は高湿度下において建材の含水率が高くなった場
合，接着剤の加水分解などの化学反応が起こり，ホルムアルデヒド
が生成することにより上昇することが示唆されたことを発表した。

そして，この結果から，建材の評価を行う際には，下地材も含め小
口からのホルムアルデヒド放散速度も調査することが有効であるこ
とを発表した。

紫外線照射に伴う黒漆塗膜の物理的・化学的性質の変化 
神谷嘉美，西村信司（都産技研），陸榕，宮腰哲雄（明治大）
高分子分析及びキャラクタリゼーションに関する国際会議 兼 第15
回高分子分析討論会 (2010)

変色が激しいと指摘される鉄分添加による「黒漆塗膜」を対象に，
紫外線を照射した際の変化について報告した．紫外線を強制的に照
射した際の漆膜の変化について，顕微鏡観察，色彩，光沢率，表面
粗さ（非接触），FT-IR，EGA-MS，Py-GC/MS，など複数の分析法
を実施した結果を討議した。

Preparation and properties of polycaprolactone/banana 
fiber/cellulose esters composites
梶山哲人，安田健（都産技研）
2010 International Chemical Congress of Pacific Basin Societies 
(PACIFICHEM 2010) (2010)

ポリカプロラクトン / バナナ繊維 /セルロースエステル類複合体
を一軸押し出し成形機を用いて190℃にて作製した。衝撃強度はア
イゾット衝撃試験で評価した。また，破断された試験片のSEM観
察を行った。

Studies on the deterioration mechanism of raw lacquer film 
based on ultraviolet irradiation
神谷 嘉美（都産技研），渡辺忠一（フロンティア・ラボ），陸熔，
宮腰哲雄（明治大学）
2010 International Chemical Congress of Pacific Basin Societies 
(PACIFICHEM 2010) (2010)

生漆塗膜に対して紫外線を強制的に照射した際の変化について，
２つのアプローチを試みた結果を報告した。１つ目は顕微鏡観察，
色彩，光沢率，FT-IR，EGA-MS，Py-GC/MSを用いて塗膜を観察
した。２つ目はオンラインUV/Pｙ－GC/MSを用いた。「不揮発成
分」と「揮発成分」を観察していくことで，漆塗膜の光劣化に関す
るメカニズムを考察した。 

Chemical conversion coating for zinc plating using chromium-
replacing metals
梶山哲人，浦崎香織里，土井正，水元和成（都産技研）
2010 International Chemical Congress of Pacific Basin Societies 
(PACIFICHEM 2010) (2010)

各種遷移金属化合物を用いたクロムフリー化成皮膜を検討した。
GD-OESを用いて化成皮膜の分析を行った結果，添加する遷移金属
の違いにより，異なる皮膜を形成していることがわかった。そして，
高耐食性の皮膜ほど均一に生成されていることが示唆された。

縄文時代後晩期の出土遺物に関する漆とアスファルトの分析

神谷嘉美（都産技研），八木勝枝（岩手県立博物館），宮腰哲雄（明治大）  
漆サミット2011 (2011)
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岩手県盛岡市より出土した縄文時代の出土遺物の科学分析を行っ
た結果について報告した。分析手法には，溶剤可溶実験，顕微鏡観
察，クロスセクション，FT-IR，Py-GC/MS分析を利用した。その
結果，赤外吸収スペクトル分析では判別のしにくい天然アスファル
トがあったが，Py-GC/MSにより材料を断定することが可能である
とわかった。

生漆塗膜の紫外線照射に伴い揮散する成分についての検討

神谷嘉美（都産技研），陸熔，宮腰哲雄（明治大学），渡辺忠一（フ
ロンティア・ラボ）
漆サミット2011 (2011)

岩手県盛岡市より出土した縄文時代の出土遺物の科学分析を行っ
た結果について報告した。手法としては，溶剤可溶実験，顕微鏡観
察，クロスセクション，FT-IR，Py-GC/MS分析を利用した。赤外
吸収スペクトル分析では判別のしにくい天然アスファルトがあった
が，Py-GC/MSにより材料を断定することが可能であるとわかった。

ニッケル電析挙動におよぼすクエン酸浴中の金属不純物の影響

浦崎香織里（都産技研），若杉憲治（㈱三ツ矢），林毅，尾家義明，
山下嗣人（関東学院大）
第123回表面技術協会　講演大会 (2010)

めっき技術は自動車部品や電子部品をはじめとする幅広い分野に
用いられている。高機能化，高品質化に伴いめっきプロセスにおけ
る管理技術の重要性が再認識されており，めっき浴中の金属不純物
の管理はそのひとつとして挙げられる。本研究では，従来のニッケ
ルめっき浴（ワット浴）および環境対応型のクエン酸を用いたニッ
ケルめっき浴（クエン酸浴）の金属不純物の影響について，インピー
ダンス測定により検討を行った。その結果，クエン酸浴において，
金属不純物添加系で析出電位が卑に移行することが分かった。これ
は，クエン酸金属錯体の形成によって皮膜の粗雑化が抑制されたた
めと考えられる。

構造色をもつ金属面の誘電率モデル

海老澤瑞枝，岩永敏秀（都産技研），橋本智（㈱表面化工研究所），
平野輝美（平野技術士事務所），前田秀一（東海大），水谷康弘（徳
島大）
第58回応用物理学関係連合講演会 (2011)

微細構造をもつ金属面の物理発色について，従来の有効媒質近似
を用いた微粒子分散体の誘電率モデルに対して，ドルーデローレン
ツモデルを元にしたモデルを提案する。本報では，銀面の微粒子構
造について，実験値と解析値の比較を行い，提案したモデルの有効
性を示す。

DLC膜中含有水素の測定とDLC膜特性の評価

藤巻康人（都産技研），中尾節男（産総研），上田志津代（㈱不二越），
寺山暢之（神港精機㈱），笹倉大督（元ブルカーオプティクス㈱），
基昭夫（パナテック）
日本化学会　第91春季年会 (2010)

ダイヤモンドライクカーボン（DLC）膜は高い耐磨耗性や潤滑
性能を示すが，膜中の含有水素によってその特性が変わる。水素量

の測定には弾性反跳検出法（ERDA）等があるが，非常に高価な装
置である。フーリエ変換型赤外分光分析（FT-IR）法は結合水素量
しか測定できないが，安価で汎用されている。そこで膜特性の評価
にFT-IR法を適用するため，ERD法によって測定した水素量，硬さ
測定，摩擦試験等を実施し，相関関係を明らかにした。

Co3O4-CeO2を用いた酢酸エチルの完全酸化：Pt1wt% /Al2O3と

の比較

染川正一（都産技研）， 堂免一成（東大）
触媒学会　第107回触媒討論会 (2011)

VOC（揮発性有機化合物）は塗装・クリーニング業界などから
排出され，大気中に放出されると健康被害を引き起こし，環境にも
悪影響を及ぼすため，特に大都市で問題になっている。酢酸エチル
はVOCの一種であり，印刷・塗装業界などで溶剤として使用される。
Pt1wt% /Al2O3触媒で酢酸エチルをCO2まで完全分解するためには
290℃の高温が必要であるのに対し，Co3O4-CeO2触媒では210℃で
達成できた。昇温脱離ガス分析によって酢酸エチルの分解過程で副
生成物として生じる酢酸はPt1wt% /Al2O3触媒表面から脱離しにく
く，完全に脱離するためには250℃以上を必要とすることが分かっ
た。Pt1wt% /Al2O3触媒が酢酸エチルの完全分解に高温を要するの
は副生成物の酢酸が触媒表面に吸着し，その被毒のために触媒表面
上での分解反応が阻害されていると推測される。

Solvent-free syntheses of supermicroporous silica using 
short-chain surfactant templates
渡辺洋人（都産技研），藤方健二，緒明佑哉，今井宏明（慶應大学） 
Japan-Korea Joint Forum on Sol-Gel Science and Technology (2011)

ゼオライトの細孔窓（0.5nm）と既存のメソポーラスシリカ
（2.0nm）の間にはこれまで合成がきわめて困難であった空白領域
が残されていた。本研究では，無溶媒合成法を適応することで，短
いアルキル鎖を有する界面活性剤を用いた多孔質シリカの合成に成
功した。
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木工塗装工場のVOC環境対策 
木下稔夫（都産技研）
塗装工学, Vol. 46, No. 1, pp. 18-24, (2011)

改正された大気汚染防止法においてVOCの固定発生源となる塗
装施設のうち，木材塗装施設を対象に，VOC排出の状況と対策に
ついて述べた。

複合材料の衝撃特性・評価手法

安田健（都産技研）
Polyfile, Vol. 47, No. 561, p. 11, (2010)

プラスチック材料の振り子型衝撃試験の概要について説明を行
い，炭素繊維とポリプロピレンの複合材料の試験結果については，
これまで学会発表，所内研究報告の内容をまとめ，報告した。

熱硬化を応用した漆の研究

木下稔夫（都産技研）
塗装技術, Vol. 49, No. 4, pp. 110-115, (2010)

地球にも人体にも優しい塗料の必要性から漆など天然系の塗料が
見直され始めている。その一方で，漆産業はバブルの崩壊以後，国
内漆消費量の減少，消費者の漆器離れに伴う漆産業の低迷は続いて
おり，これらの状況を変えるために，環境にも人にも優しい漆をもっ
と主張し，そのことを特徴とした新商品の開発が望まれている。こ
こでは，漆の硬化過程に着目し，あまり知られていない漆の熱硬化
とその硬化技術を応用した工業材料としての漆の利用の可能性につ
いて述べた。

多孔質シリカ材料のVOC吸着 
渡辺洋人（都産技研）
塗装と塗料, 4月号, pp. 11-15, (2011)

種々の多孔質シリカのVOC吸着剤としての利点・欠点，および
開発したスーパーミクロポーラスシリカのVOC吸着能に関する。

生体組織を治療・再生するセラミックスー総論ー

柚木俊二（都産技研）， 杉浦弘明，安田和則 （北大・院）
セラミックス機能化ハンドブック, pp. 391-398, (2011)

人工骨をはじめとした生体組織を治療・再生するバイオセラミッ
クスに関して，技術開発の歴史と新規技術をレビューした。リン酸
カルシウムの結晶多形による生体吸収性や骨結合性の違いを利用
し，多岐にわたる生体材料が開発されてきた。最近になり，ナノ粒
子を用いたドラッグデリバリーシステムの開発やコラーゲンなどと
の有機/無機複合化など，生体材料としてのバイオセラミックスは
ますます機能化されている。

製布製品の剛軟性について

岩崎謙次（都産技研）
強化プラスチックス, Vol. 56, No. 12, pp. 409-412, 2010

強化プラスチックス（製品）を製造する際，繊維を芯材として用

いている。この場合，製布素材の剛軟性が製品に大きな影響を与え
ている。そこで，より良い強化材の開発に役立てるため，製布製品
の剛軟性の特性及び評価方法について解説した。

円管ダイスウェルの非等温粘弾性シミュレーションー熱移動の影

響ー

安田健（都産技研），田上秀一，家元良幸（福井大） 
成形加工, 第22巻, 第12号, pp. 685-691, (2010)

高分子溶融体の特異的な現象であるダイスウェル（バラス効果）
を流線上流型有限要素法を用いてシミュレーションを行った。高分
子溶融体のモデルは，粘弾性モデルである単一モードGiesekusモデ
ルを用いた。実験では求められない各種物性値のパラメータを変更
してシミュレーションすることで，熱移動現象がダイスウェルの大
きさに与える影響を考察した。

東京都立産業技術研究センター 多摩テクノプラザのEMC活動

西野義典（都産技研）　
EMCCレポート, 第26号, pp. 1-5, (2010)

電波環境協議会（通称EMCC）で発行する雑誌への掲載。多摩テ
クノプラザ　EMCサイトの紹介。

表面機能を創成するレーザ微細加工

若林正毅（都産技研）
レーザ協会誌, 第35巻, 2号, pp. 7-11, (2010)

表面機能をマイクロからナノスケールの微細加工によって材料に
付与することで、競争力ある高付加価値製品が創出できる。本報で
は、自然界における表面機能例から、表面機能と形状の関係を紹介
した。また、新しいレーザ微細加工法によって、マイクロレンズア
レイや反射防止、色といった光学機能を材料に付与し、製品の高付
加価値化を試みた事例について紹介した。

FRPの強化材，繊維が造る構造

岩崎謙次（都産技研）
強化プラスチックス, Vol. 56, No. 7, p. 211, (2010)

FRPの強化芯材として用いている繊維素材の織物，ニット，不織
布についての構造上から起因する基本的な力学的性質について解説
した。

検出限界と定量下限の考え方

上本道久（都産技研）
ぶんせき, 5, pp. 216-221, (2010)

分析を行う際に必ず確認しなければならない情報の一つが，「こ
の手法でどこまではかれるのか？」すなわち検出限界値と定量下限
値である。本稿では入門講座特集「分析の信頼性を支えるもの」の
一環として，非常に基本的なこれらの用語について言及し，その定
義と考え方について解説する。

これからのメカトロ機器設計開発における協調と分割

坂巻佳壽美（都産技研）
機械設計, 5月号, pp. 16-20, (2010)
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メカトロ機器の開発現場における，機械，電気，ソフト開発部門
の円滑な協調を行うための勘所に関する特集号の「総論」として，
トラブルに陥らないための手法などについて紹介した。

メカ屋のためのエレク入門：７．故障しない制御システム

坂巻佳壽美（都産技研）
機械技術, 4月号, pp. 83-89, (2010)

オペレータを含めた制御システムの高信頼化手法について紹介し
た。

地球外試料中角閃石の結晶化学と形成過程について

三河内岳（東京大），紋川亮（都産技研），杉山和正（東北大）
日本結晶学会誌, 53, pp. 64-69, (2011)

隈石中に含まれている角閃石はきわめて稀であるが,隈石の形成
過程について多くの情報をもたらしてくれる。特に角閃石は含水鉱
物であることから,これらの母天体の水に関する情報を与えてくれ
る有用な鉱物である。例えば,本稿で解説したRコンドライトに含ま
れる普通角閃石の存在は,この母天体が非常に大きく,また部分的に
重水素に富む水を豊富に含んだ場所が内部にあった可能性を示して
いる。

「組込み系技術者のための安全設計入門」

入月康晴（都産技研）
「組込み系技術者のための安全設計入門」電波新聞社出版, pp. 93-
111, (2010)

近年，多くの製品にコンピュータが組込まれ，社会生活における
製品の利便性，快適性が向上した。しかし，製品自体の故障や想定
外の使われ方により，思わぬ危害や混乱が発生した事例も増えてい
る。そうした中，組込み系の安全設計については解説書も非常に少
ない状況であり，第4章「機械系安全規格から見た安全設計の基本」
を分担執筆した。

Cue: プログラミング初学者向け単体テストフレームワーク

阿部真也（都産技研）
http://sourceforge.jp/projects/cue/

単体テストフレームワークをソフトウェア開発プロジェクトとし
て立ち上げ，完成物をリリースした。リリースはSourceForgeとい
うオープンソース開発者が集まるWebサイトで行った。 詳細マニュ
アルを英語で作成し再リリースした。

豊岡遺跡出土品の分析

神谷嘉美（都産技研）
岩手県立博物館開館30周年記念「いわての漆」展図録, pp. 52-53, 
(2010)

本件は，岩手県立博物館開館30周年記念特別企画展「いわての漆」
（会期H22. 10. 2 ～ 11. 7）の展示解説図録に掲載されたもので，「特
集 漆を科学する～漆の化学分析～」の一部を担当した。内容は約
5000年前の漆塗り出土遺物（天然アスファルト資料も含む）の化学
分析の結果報告について，一般市民に分かりやすく解説した。

縄文時代後晩期の出土遺物に関する漆とアスファルトの分析

神谷嘉美（都産技研）
漆サミット2011－危機に直面している国産漆－報告書, p. 13, (2011)

平成23年1月14日～ 15日にポスター発表したものが後日，報告書
として発行された。岩手県盛岡市より出土した縄文時代の出土遺物
の科学分析を行った結果について報告した。赤外吸収スペクトル分
析では判別のしにくい天然アスファルトがあったが，Py-GC/MSに
より材料を断定することが可能であるとわかった。

江戸時代における“だまし”のコーティング技術 
神谷嘉美（都産技研），宮腰哲雄（明治大学）
塗装工学, Vol. 45, No. 10, pp. 384-381, (2010)

本件は，博士課程在学時に行った寛政時代制作の達磨大師像台座
の分析結果をまとめたものであり，合成塗料のなかった江戸時代に

「工程が簡単」で「安価」な塗装を施すかを考えた漆塗り職人たち
の技術解説である。複数の化学分析を行うことで，材質の把握と塗
装技術の検証を行った。 

ミャンマーの漆制作技術に関する現地調査報告

神谷嘉美（都産技研）
次世代機能材料「漆」の高度利用に関する学際的研究紀要, 第3号, 
pp. 64-70, (2010)

2010年3月に参加したミャンマーでの漆調査で得たチャイントン
での漆器制作をまとめ，ミャンマーを代表する制作技術の工程につ
いて報告した。

生漆塗膜への紫外線照射に伴って発生する揮発生成物の検出ーオン

ライン紫外線照射熱分解ガスクロマトグラフィー / 質量分析法に

よる検討－

神谷嘉美（都産技研）， 武田紫穂里，渡辺忠一（フロンティア・ラボ），
宮腰哲雄（明治大）
次世代機能材料「漆」の高度利用に関する学際的研究紀要, 第3号, 
pp. 37-45, (2010)

今まで着手されてこなかった生漆塗膜からの揮発性劣化生成物に
対し，新たに開発された装置を用いて分析することで，紫外線劣化
の際に起こる酸化開裂の反応について検討し，紫外線劣化機構に対
する一定の見解を得た。

金属不純物を含むクエン酸ニッケルめっき浴におけるニッケル電析

皮膜の電気化学的および構造学的検討

尾家義明，井出健太（関東学院大），若杉憲治（㈱三ツ矢），浦崎香
織里（都産技研），山下嗣人（関東学院大）
2010年度関東学院大学工学部　研究発表講演会

ホウ素の排水規制に対応するため，ホウ酸を用いる従来のニッケ
ルめっき浴（ワット浴）の代替としてクエン酸ニッケルめっき浴（ク
エン酸浴）が実用化されている。一方，生産現場におけるめっき浴
には様々な不純物の混入による影響が懸念される。そこで，本研究
では，ニッケルめっきの特性に影響を及ぼす可能性としてめっき浴
への金属不純物の混入を想定し，クエン酸浴に及ぼす銅および鉛不
純物の影響について電気化学的および構造学的に検討した。その結
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果，クエン酸浴ではクエン酸と金属不純物の錯体形成によって金属
不純物の影響が緩和されることが分かった。

東京都立産業技術研究センター 先端加工グループ，「ものづくり」

にこだわる技術者集団

佐藤健二（都産技研）
塑性と加工, Vol. 51, pp. 1053-1054, (2010)

先端加工Ｇの歴史と昨年度の事業内容，研究開発等について紹介
した。

Instrumental chemical analysis of magnesium and magnesium 
alloy
上本道久（都産技研）
InTech, Chapter 16 Instrumental Chemical Analysis of Magnesium 
and Magnesium Alloys, pp. 327-344, (2011)

マグネシウム及びマグネシウム合金中の組成元素および不純微量
元素の分析方法の規格について，JISやISOなどの標準規格の現状
を概観した。次に，選択しうる機器分析法の原理と特徴をそれぞれ
解説した。更にJIS規格として標準化するための共同分析の道筋と
検討事項について解説し，その研究成果をレビューとして整理した。

生地の改善，修整方法についての調査

山田巧（都産技研），安藤健（㈶日本染色検査協会），岩澤紀子（㈱ 
ショップチャンネル），小野永美子（㈶日本化学繊維検査協会），加
藤幾美（㈶綿スフ織物検査協会），工藤尚一（㈱三越），関根恭子（㈱
三陽商会）
第186回繊維製品技術研究会

繊維業界において，海外からの製品輸入増加に伴って染色堅ろう
度不良品の問題が深刻化している。このため，国内市場における染
色堅ろう度向上に用いられる薬品のカテゴリ別調査及び染色加工業
者・染色メーカーに対して現場での取り組み等のヒヤリング調査を
行い，クレーム相談や品質向上のためのアドバイスへの基礎的知見
をまとめた。

分析化学における測定値の正しい取り扱い方　～測定値を分析値に

するために～

上本道久（都産技研）
日刊工業新聞社, 「分析化学における測定値の正しい取り扱い方～
測定値を分析値にするために～」, (2011)

分析化学において，測定値を分析値として提示するまでのプロセ
スを提示した。またそのために必要な最低限の知識を整理して解説
した。

生漆塗膜の紫外線照射に伴い揮散する成分についての検討

神谷嘉美（都産技研）
「漆サミット2011－危機に直面している国産漆－ 報告書」，p. 44, 
(2011)

平成23年1月14日～ 15日にポスター発表したものが後日，報告書
として発行された。生漆塗膜に対して紫外線を強制的に照射した際
の変化について，これまで実証できなかった「揮発成分」について

の検討の結果を報告した。

Wood adhesives 2009に参加して

瓦田研介（都産技研）
木材工業, 65巻, 4号, pp. 171-174, (2010)
2009年9月28日～ 30日に米国で開催された木材用接着剤に関する国
際学会に参加した際に得られた最新技術動向を報告した。

Use of time-domain reflectometry for impedance measurement 
of fine-pitch and low-material-budget readout bus of the 
PHENIX pixel detector
藤原康平，小林丈士，近藤崇（都産技研），竹谷篤，秋葉康之（理研）
ほか
RIKEN Accelerator Progress Report, Vol. 43, pp. 210-211, (2009)

理化学研究所と行っている平成22年度共同研究を行う前に，予備
研究として行った内容を理化学研究所加速器年次報告第43巻に投稿
した査読付き英文紀要である。

平成24年2月10日発行
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